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第  １  号 

 

 

         令  和  ２  年５月１４日（木）  

 





島本町議会５月定例会議 会議録（第１号） 

 

年 月 日  令和２年５月１４日 (木) 

 

場   所  島本町役場 議場 

 

出 席 議 員  次のとおり１４人である。 

 

１番  塚 田  淳  ２番  大久保  孝幸  ３番  東 田  正 樹 

４番  平 井  均  ５番  河 野  恵 子  ６番  清 水  貞 治 

７番  岡 田  初 惠  ８番  川 嶋  玲 子  ９番  戸 田  靖 子 

10番  中田  みどり  11番  野 村  篤  12番  伊集院  春美 

13番  福 嶋  保 雄  14番  村 上  毅     

              

地方自治法第１２１条の規定により、議会に出席を求めた者は次のとおりである。 

町 長  山田  紘平  教 育 長  持 田  学  
総 合 政 策 

部 長 
 北河  浩紀 

健 康 福 祉 

部 長 
 原山  郁子  

都 市 創 造 

部 長 
 名越  誠治  

上 下 水 道 

部 長 
 水木  正也 

消 防 長  近藤  治彦  
教育こども 

部 長 
 岡本  泰三  会計管理者  永 田  暢 

総合政策部 

次 長 
 吉川  展彦  

危 機 管 理 

室 長 
 西谷  輝男  

健康福祉部 

次 長 
 多田  昌人 

都市創造部 

次 長 
 佐藤  成一  

総務・債権

管 理 課 長 
 中嶋  友典  財 政 課 長  杣木  利徳 

税 務 課 長  三 代  剛  
財 政 課 

係 長 
 御本  修平     

 

本会議の書記は次のとおりである。 

事 務 局 長  妹藤  博美  書   記  坂元  貴行  書   記  村田  健一 
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令和２年島本町議会５月臨時会議議事日程 

 

  議事日程第１号  

 令和２年５月１４日（木）午前１０時開議 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 諸般の報告  

日程第３ 第 ２ 号報告 島本町税条例等の一部を改正する条例の専決処分につい

て 

日程第４ 第４９号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利

用者負担額等に関する条例の一部を改正する条例の専決

処分について 

日程第５ 第５０号議案 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

日程第６ 第５１号議案 島本町税条例の一部改正について 

日程第７ 第５２号議案 島本町後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

日程第８ 第５３号議案 島本町国民健康保険条例の一部改正について 

第５４号議案 令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算 

（第１号） 

日程第９ 第５５号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第１号） 

日程第10 第５６号議案 島本町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例

の一部改正について 

日程第11 第５７号議案 特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

日程第12 第５８号議案 島本町教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一部

改正について 
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（午前１０時００分 開議） 

 

村上議長  おはようございます。公私何かとお忙しい中をご参集いただきまして、大変ご

苦労様でございます。 

  ただいまの出席議員数は 14 名で、全員出席であります。 

  本日は休会の日でありますが、会議規則第 10 条第３項の規定により、会議を開くこと

といたします。 

  さて、議事に入る前に申し上げます。 

  現在、緊急事態宣言が発表されており、本町でも新型コロナウイルスの感染防止のた

めの対応を取られているところです。対応に当たられている職員の皆様におかれまして

は、大変ご苦労様でございます。 

  本臨時会議における感染防止の対応として、執行部の皆さんには議場出席者や議案説

明の取り扱いなど、ご配慮、ご協力をいただいたことにお礼を申し上げます。また、各

議員におかれましても、質疑・討論は簡潔に行っていただきますよう、お願いしておき

ます。 

  なお、対応の一つとして、議場出席者のマスクの着用をお願いしているところですが、

皆様におかれましてはマスクを通しての発言となりますので、大きな声で、はっきりと

発言をしていただきますよう､ご協力をお願いいたします。 

  それでは、これより令和２年島本町議会５月臨時会議を開き、本日の議事に入ります。 

  議案等はお手元に配付しておきましたから、ご了承願っておきます。 

  なお、本臨時会議の会議期間は本日のみの予定となっておりますので、皆様には円滑

な議会運営にご協力いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

  お諮りいたします。 

  本日の各議案の内容説明ですが、議会運営委員会で確認されておりますとおり、議案

書添付の説明書をもって、執行部において朗読されたものとして取り扱いたいと思いま

す。 

  これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ご異議なしと認め、そのように取り扱いいたします。 

  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  会議録署名議員は、会議規則第 127 条の規定により、３番 東田議員及び 11 番 野村

議員を指名いたします。よろしくお願いいたします。 

  日程第２、諸般の報告を行います。 

  淀川右岸水防事務組合議会議員の清水議員から、組合議会の結果報告があります。 

清水議員（登壇） おはようございます。それでは、淀川右岸水防事務組合議会の報告を
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させていただきます。 

  去る令和２年３月 30 日午後２時から、大阪市の同組合事務所議場におきまして、組合

議会定例会が開催されました。今年度は同組合議会議員の改選期に当たり、議会は新た

に当選されました 31 名の議員により構成されております。 

  初めに議長の選挙を行い、西淀川区選出の山下宣昭氏が当選されました。その後、副

議長の選挙を行い、東淀川区選出の鈴木一俊氏が当選されました。 

  引き続き、常任委員 16名が選任され、当町から選出されております議員、私は常任委

員長に選出されました。また監査委員の選任については、原案どおり同意されました。 

  次に、一般職の任期付職員の採用に関する条例案及び非常勤職員公務災害等補償条例

改正案の二つについて、それぞれ審議を行い、原案どおり可決されました。 

  その後、令和元年度一般会計補正予算について、歳入歳出それぞれ９万円を追加し、

総額を１億 2,443万１千円とするもので、慎重審議の結果、原案どおり可決されました。 

  最後に、令和２年度の一般会計予算、歳入歳出総額１億 2,760万５千円について、慎

重審議の結果、原案どおり可決されました。 

  以上が定例会の概要で、引き続き４月 27 日午後２時 30分から開催されました臨時会

についてでありますが、まず、副管理者の選任については、原案どおり同意されました。 

  次に、辞任に伴う監査委員の選任について、原案どおり同意されました。 

  なお、内容の詳細につきましては、議会事務局に資料を保管しておりますので、ご高

覧いただきたいと思います。 

  以上、大変簡単ではありますが、淀川右岸水防事務組合議会の報告を終わらせていた

だきます。 

村上議長  以上で、諸般の報告を終わります。 

  日程第３、第２号報告 島本町税条例等の一部を改正する条例の専決処分についてを

議題といたします。 

 

島本町税条例等の一部を改正する条例の専決処分について（案） 説明 

 

それでは、第２号報告 島本町税条例等の一部を改正する条例の専決処分について、

ご説明申し上げます。 

本改正については、第 201回通常国会において、「地方税法等の一部を改正する法律」

が本年３月 27 日に可決・成立し、同月 31日に公布されたことに伴い、「地方自治法」第

180 条第１項の規定及び「町長の専決事項の指定について」に基づき、施行期日が本年

４月１日となる部分について、専決処分を行ったものです。 

今回の改正については、３条立てとしております。 

第１条改正については現行条例の改正、第２条改正については令和元年５月臨時会議
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において報告させていただきました「町税条例等の一部を改正する条例」の改正、第３

条改正については同じく令和元年５月臨時会議において可決いただきました「町税条例

等の一部を改正する条例」を改正するものです。 

それでは、改正内容について、「島本町税条例等の一部を改正する条例 新旧対照表」

に基づき、ご説明申し上げます。 

まず、１ページから２ページにかけての第 24 条の２（個人の町民税に係る給与所得者

の扶養親族申告書）及び第 24条の３（個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養親族

申告書）については、給与所得者の扶養親族等申告書または公的年金等受給者の扶養親

族等申告書について、給与所得者または公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する

場合において、その旨の記載要件が不要となったため、所要の規定を整備するものです。 

次に、２ページの第 40条（法人の町民税の申告納付）については、引用する項番号の

変更に伴い、所要の規定を整備するものです。 

次に、２ぺージから３ぺージにかけての第 56 条（固定資産税の納税義務者）について

は、町が、相当な努力が払われたと認められる方法により探索を行ってもなお固定資産

の所有者の存在が不明である場合には、あらかじめ通知したうえで、その使用者を所有

者とみなして固定資産課税台帳に登録し、その者に固定資産税を課すことができること

となったため、所要の規定を整備するものです。 

次に、３ページから４ぺージにかけての第 57 条（固定資産税の課税標準）及び第 57

条の２（法第 349条の３第 27項等の条例で定める割合）については、引用する項番号の

変更に伴い、所要の規定を整備するものです。 

次に、４ページの第 70条の３（現所有者の申告）及び第 71条（固定資産に係る不申

告に関する過料）については、登記または補充課税台帳に所有者として登記または登録

がされている個人が死亡している場合において、当該土地または家屋を所有する現所有

者が行う賦課徴収に必要な事項にかかる申告制度の創設に伴い、所要の規定を整備する

ものです。 

次に、４ページから５ぺージにかけての第 89 条（たばこ税の課税免除）については、

卸売販売業者等において課税免除事由に該当することを証するに足りる書類の保存を前

提に、申告書への当該書類の添付を不要とする等、手続きの簡素化に伴い、所要の規定

を整備するものです。 

次に、５ぺージの第 91 条（たばこ税の申告納付の手続）については、先ほどの第 89

条の改正により引用する項番号が変更となったことに伴い、所要の規定を整備するもの

です。 

次に、５ページから６ページにかけての第 105 条（都市計画税の納税義務者等）につ

いては、合筆に伴う文言の整理及び「地方税法」の改正に伴い、引用する条項に変更が

あったため、所要の規定を整備するものです。 
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次に６ぺージから７ページにかけての附則第 12条（特定一般用医薬品等購入費を支払

った場合の医療費控除の特例）から附則第 15 条（読替規定）までについては、「平成表

記」を「令和表記」に改める元号対応等、文言を整理するものです。 

次に、７ページから８ぺージにかけての附則第 15 条の２（法附則第 15 条第２項第１

号等の条例で定める割合）については、「地方税法」の改正に伴い地域決定型地方税制

特例措置、いわゆる「わがまち特例」による固定資産税の課税標準の特例措置について、

所要の規定を整備するものです。 

具体的には、これまで第２項で規定していた設備については、一定設備更新が進んだ

ため廃止となったことから、町税条例においても所要の改正を行うものです。また、こ

れまで第６項で規定していた水力による再生可能エネルギー発電設備において、「地方

税法」に規定する特例率の参酌基準等が変更されたことに伴い、第９条として新たに規

定するものです。また、改正後の第 16 項については、浸水被害軽減地区の指定を受けた

土地にかかる課税標準の特例措置の創設に伴い、所要の規定を整備するものです。 

次に、８ページから 14ページまでの附則第 16 条（土地に対して課する平成 30年度か

ら令和２年度までの各年度分の固定資産税の特例に関する用語の意義）から附則第 21

条の８（農地に対して課する平成 30年度から令和２年度までの各年度分の都市計画税の

特例）については、「平成表記」を「令和表記」に改める元号対応等の文言の整理及び

「地方税法」の改正に伴い引用する条項に変更があったため、所要の規定を整備するも

のです。 

次に、15 ぺージの附則第 30 条（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合

の長期譲渡所得に係る町民税の課税の特例）については、優良住宅地の造成等のために

土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例について、適用期限を３年延長する

ことに伴い、所要の規定を整備するものです。 

次に、15 ページから 25 ページにかけての附則第 36条（東日本大震災に係る固定資産

税の特例の適用を受けようとする者がすべき申告等）から第 10 条（手持品課税に係る町

たばこ税）については、「平成表記」を「令和表記」に改める元号対応等、所要の規定

を整備するものです。 

以上、簡単ではありますが、島本町税条例等の一部を改正する条例の専決処分につい

ての説明を終わらせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本報告に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  第２号報告については、報告を承ったものといたします。 

  日程第４、第 49 号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者
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負担額等に関する条例の一部を改正する条例の専決処分についてを議題といたします。 

 

島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等に関する 

条例の一部を改正する条例の専決処分について（案） 説明 

 

それでは、引き続きまして、第49号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業の利用者負担額等に関する条例の一部を改正する条例の専決処分について、ご

説明申し上げます。 

提案理由は、「子ども・子育て支援法施行規則」の一部改正に伴い所要の改正を行う

にあたって、特に緊急を要し、議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであるた

め、専決処分をしたものです。 

専決処分の日は、令和２年４月17日です。 

初めに、今回専決処分をした条例改正の背景について、ご説明申し上げます。 

国における新型コロナウイルス感染症対策の一つとして、感染者の発生等に伴い臨時

休園した保育所等に在籍する子ども等にかかる保育料について、保育所等の運営費にか

かる国庫負担金等の算定にあたり､これを日割りによって計算する措置が図られました。

そして当該措置に基づき、日割りにかかる事由として、新たに「災害その他緊急やむを

得ない場合として内閣総理大臣が定める場合に該当し、保育の提供がなされない日数が

一月当たり五日を超えること。」の規定を追加する「子ども・子育て支援法施行規則(

内閣府令)」の改正がなされ、本年２月27日に公布・施行されました。さらに、あわせて

内閣府告示が制定され、内閣府令における「内閣総理大臣が定める場合」の具体事由と

して、今回の「新型コロナウイルス感染症……により臨時に休園等をする場合」が定め

られました。 

こうした国の動向を受け、本町においても、保育料の日割対応の有無等について検討

及び情報収集の作業を進める中で、国から、保育料の日割対応については、市町村の裁

量によりこれをしないことはできない旨が改めて示されました。また、内閣府令に追加

された事由における適用要件の一つであった「保育の提供がなされない日数が一月当た

り五日を超えること」という規定についても、さらなる感染の拡大及び国による小学校

等の一斉休校要請に伴い、家庭保育の協力依頼や登園の自粛要請を行う市町村または保

育所等が出始め、その結果、家庭保育に協力したものの、その日数が月５日を超えない

ために日割りの対象にならないという事態が起こるおそれがあることを踏まえ、本年３

月27日に内閣府令の再改正が行われ、当該事由から日数要件が削除されるとともに、改

正後の規定は一斉休校要請が始まった本年３月２日から適用されることとなりました。

 以上のように、保育所保育料等の軽減措置にかかる国の対応が確定したことを受け、

本町においては､保育料の日割りに関することについて定める本条例を改正することに
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より､国の方針に沿った軽減措置を講ずることができるようにしたものです。 

続いて、条例の改正の内容について、ご説明申し上げます。 

本条例の第９条において､本町の保育所保育料等の日割りに関することを定めていま

す｡この第９条に、新たに第３項として内閣府令に追加された日割りにかかる事由である

「内閣総理大臣が定める場合」に該当する場合に関する規定を加えるものです。 

施行期日は、公布の日（令和２年４月23日）です。 

なお、改正後の条例の規定は、内閣府令の改正に準じて、令和２年３月２日に遡及し

て適用します。 

最後に、今回の条例改正を専決処分した理由について、ご説明申し上げます。 

このたびの軽減措置の対象となる保育料は、令和元年度３月分のものからとなり、令

和元年度予算の出納閉鎖前であることから、本年５月末日までに、対象者全員に対し、

歳入予算からの還付によって対応する必要がありました。また、国においても、今回の

軽減措置にかかる方向性が最終的に固まったのが昨年度末の時点であったため、これを

受けてから条例案を作成し､その後、当該条例案について議会での手続を経るとなると、

条例の公布後、還付事務に費やすことのできる期間が不足し、事務に支障が生ずるおそ

れがありました。このため､一旦徴収した３月分保育料の減額分を一日でも早く還付する

ことにより､感染症による経済的負担への影響の緩和を図ることができるよう、専決処分

により対応させていただいたものです。 

以上、簡単ではありますが、島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利

用者負担額等に関する条例の一部を改正する条例の専決処分についての説明を終わらせ

ていただきます。よろしくご審議いただき、ご承認賜りますようお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

中田議員 おはようございます。今回の専決処分について、その理由として、一日でも早

く感染症による経済的負担への影響の緩和を図ることができるようとのことで、この点

は理解するのですが、そもそも国の日割り計算措置の方針は５日以上か以下の違いはあ

れど、資料請求による通知によりますと、３月上旬には少なくとも町は把握しており、

３月後半議会にこの条例改正の件をあげていれば、そこで対応ができたのではないか―

―もっと早くにですね――と考えます。軽減措置にかかる方向性が最終的に固まるのを

待たずに、日割り計算措置を取り入れることができるよう条例改正することは十分に可

能であったと考えるのですが、この点、いかがでしょうか。 

教育こども部長  おはようございます。ただいま中田議員からございました､今回の専決の

条例改正については３月の後半議会のほうで上程できたのではないか、ということでご

ざいます。 

  経過等から、改めてご説明させていただきますと、まず、国から保育所等の利用者負
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担額の日割り計算についての通知が出されたのが令和２年２月 27日でございます。当該

通知におきましては、保育の提供がなされない日数が一月当たり５日を超えること、と

されておりました。その後、３月 17 日付けの通知におきまして、５日を超えない場合で

も日割り計算の対象となるよう改正を予定している、という旨の連絡がございまして、

５日を超えない場合でも日割り計算の対象となるような改正予定であることを知りまし

た。正式には３月 27 日付けの通知におきまして、本件改正が行われたことが正式通知と

して参ったところでございます。 

  本件にかかる国から示されております質疑応答集につきましては、３月４日付けの最

初の通知以降、６日、12 日、４月７日と、一部追加が繰り返し行われてまいりまして､

３月 12 日付けの通知の段階で自治体の裁量で日割りしないことはできないことが示さ

れるなど、制度上の前提条件が未確定の状況に置かれていたというのが現状でございま

す。市町村によりまして保育所等の保育料の規定の方法は異なっておりますが、本町に

おきましては、条例において、この日割り計算の規定を規定しておりますことから、こ

のたびの日割り対応を行うためには条例改正が必要となり、その他の例規や他の条項へ

の影響がないかなどを十分検証し、慎重に事務を進める必要があったものでございます。 

このような状況の中、本町といたしましては国の動向を踏まえながら、各保育施設や

保護者の皆様の手続き上のご負担を最小限とする手法などにつきましても慎重に検討を

行い、可能な限り速やかに条例改正の手続きと、保育料還付に必要な準備を併行して進

めた結果、このたびの案内となったところでございます。 

  また、３月末のこの時期、年度末でもあり、毎年、事務が増加する時期でもございま

す。その中で、新型コロナウイルス感染拡大に伴う事務、そして今年度からスタートし

た会計年度任用職員、これは子育て支援課内で約 200人の任用事務をはじめ新たに発生

した事務の対応、また職員体勢としても人事のご配慮により、ここ最近、人員を増やし

ていただいておりました。令和元年度につきましては子育て支援課正職員 11 名の体制で

ございましたが、そのうち２名が年度末退職に向けて年次有給休暇の取得、また病気休

暇により欠員となっており、実質、事務従事できる職員が減員となっていたのも要因か

と思います。 

  当然のことながら、中田議員からいただいたご意見はごもっともでございまして、制

度改正があれば少しでも早く対応していきたい､その考えは私も同感でございます。円滑

な事務執行に努めていく、その思いで担当職員も各種事務を進めております。いずれに

いたしましても、子育て支援課については年間を通じて相当な業務をこなしておる。そ

ういう中で､限られた人員の中で、可能な限り円滑に正確な事務執行に努めていることを

ご理解を賜りたいと思います。 

  以上でございます。 

中田議員  このような専決処分となった経緯については十分理解したところですが、早期
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にその内容が、条例改正が必要であるということを経緯としては理解したんですが、で

きなかったという理由にはなっていなかったので、可能であったと考えるんですが、そ

れはさておき、日割り計算で減額されるとわかっていれば、もっと早くに登園自粛をし

ていたのに、という家庭もあったのではないかと考えます。登園自粛の日割り計算対応

をして欲しいという問い合わせは、この決定前にどれくらいあったのでしょうか。 

教育こども部長  登園自粛の日割り計算して欲しいという要望につきましては、５件いた

だいております。 

  また、先ほど前段でお話しされた部分だけ、もう１点だけお答えさせていただくと、

３月の後半議会は３月 26 日にございまして、正式に国から通知をいただいた内容に基づ

いて当然事務は執行していかなければなりません。その通知をいただいたのは３月 27

日ということは、ご理解いただきたいと思います。 

  以上でございます。 

中田議員  わかりました、経緯はわかりました。社会全体で感染リスクを下げるために重

要な措置だと考えますので、今後も、今も取り組まれていると思いますけども、今後も

機敏な対応を求めたいと思います。 

  以上です。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

河野議員  第 49号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担

額等に関する条例の一部を改正する条例の専決処分について、日本共産党・河野恵子と

して賛成の討論を行います。 

  先ほどの質疑、答弁の中で、この間の国の通知・通達を受けての教育こども部の事務

執行の取り扱いについては十分に経過がわかり、理解をするところでもあります。しか

しながら、私としては、３月 10日に新型コロナウイルスの緊急申し入れ書などを行う中

で、執行部のほうには、この保育料の返還について、すでに全国の自治体で日割り計算

の休日のカウント数や、そのカウントの日数について､非常に堅い対応をされていたとい

うことが全国でも起こっているという事例があり、できるだけ緩やかに、そして円滑に、

実態にあった保育料の返還などができないのかということを、執行部のほうにも、ヒア

リングの中ではありますが、問い合わせたという経緯もございます。そういう意味では、

先ほどの３月 27日の国の通知をもって円滑に、かつ実態に即した、今の保育所、保護者
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の実態に即した対応に至ったということについては非常に安堵し、賛成をするものです。 

  しかしながら一方では、島本町議会は通年議会という制度を、希少な議会改革の一つ

として設け、そしてまた他市町村の議会からも通年議会について視察調査を受けるとい

う、そういった希少な改革ということが、この専決処分に至る前に、議会として、議会

を開くということができなかったのかという忸怩たる思いを持っていることも正直なと

ころです。この点については、議会としての課題として、今後も議論として取り扱って

いきたい、これは一議員としての思いであります。 

  内容については理解し、丁寧で、そして漏れる人がないように対応を求めて、賛成の

討論とします。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

中田議員  第 49号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担

額等に関する条例の一部を改正する条例の専決処分について、人びとの新しい歩みを代

表して承認の立場から討論を行います。 

  ３月後半議会で対応せず、専決処分としたことについては、慎重に対応したため、ま

た年度末の仕事量の多い時期と重なったとのことですが、もちろん、その３月 27日付け

が最後の通知かも知れませんが、その前の段階で条例改正というもの自体をしておけば、

その後は条例改正せず､要綱改正なりで対応できた可能性もあったと思うので、この点に

関しては改善が必要だと思います。 

  本質的には、先ほどの答弁で年間を通じて時間外勤務が多いという言及があったよう

に、子育て支援課の慢性的な仕事量の多さによる人手不足が原因であるとも感じます。

また、それは耐震化の遅れや待機児童問題に見られる、住民サービスを受ける子育て世

代の生活に大きな不利益も与えている状況です。今回の件も、保護者の方からは日割り

計算できないのかという問い合わせもあったとのことで、３月末に対応できていれば周

知がもっと早くなり、もっと早くに登園自粛の数が増え、感染リスクが下がったはずで

はないかと考えます。 

  子育て支援課が日々大変忙しくされており、まじめに仕事に従事していることはよく

理解しているところですが、こと待機児童や耐震化の遅れに代表される住民の不利益も

考え合わせると、根本的に役場の体質を変える必要があると感じています。そもそも、

小規模自治体であることで１人の職員が抱える仕事量と責任の負担が大きいところに、

次々に町の方針だからと仕事が降ってくることに従うだけでは、もちろん配慮はされて

いるのでしょうが、十分な人員もあてがわれず、自転車操業のように仕事をこなしてい

くだけでは根本的な解決にならないと考えます。もっと担当課として主体性を持ってい

ただきたい。例えば西宮市では、この地区では学校施設に空きがないからと、開発抑制

をお願いする文書を教育委員会が出していたりします。 
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  子育て世代の生活を守るためにも、もっと主体的に判断し、主張することで、住民生

活に影響が出ないよう仕事の量と質をコントロールする姿勢を持って今後の運営にあた

っていただくことを要望して、承認するものとし、賛成の討論とします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

岡田議員  今ね、議員のほうからいろいろと意見が出ておりますが、今、全世界で、この

新型コロナのことについて一生懸命になっている社会情勢なんですよね。そういうとこ

ろから、理論ばかりでものを言うんではなくって、私は子育て支援課、一生懸命、職員

一人ひとりがやった結果だと思いますよ。幾ら臨時議会があるとしても、現場は現場の、

その仕事の都合でいろいろ考え方をやり、実践していると思います。議員は言うだけの

ことを言って、現場をもっと私は知るべきではないか、このように思っております。 

  この議案に関しましては、私はこのような発言をさせていただいて、賛成討論とさせ

ていただきます。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

伊集院議員  第 49号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負

担額等に関する条例の一部を改正する条例の専決処分について、自由民主クラブを代表

いたし討論させていただきます。 

  今回、こういった社会情勢の中、保育所、また学校休校を３月１日からされていると

いう部分と、正式な通知が３月 27日、今、地方自治体も大変な状況であるということで、

随時、連絡はいただいていたものでありますが、３月 27 日の正式通知ということであり

ます。 

  通年議会という話もありましたが、私も特別委員会の委員長をしておりまして、通年

議会を常時するべきですが、今回は、この件については議会運営委員会でも、各会派に

も調整を取られたと思います。こういった中、学校の先生や、また保育所とか、いろい

ろ大変な状況でもありますので、このことにおいて家庭内保育が増えるのか、こういっ

たことも、また今後情報収集いただきながら努めていただきたいと思います。 

  このことにおいて､今回、改正されたことにおいて承認させていただく賛成討論といた

します。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

東田議員  第 49号議案 島本町特定教育・保育施設特定及び地域型保育事業の利用者負担

額等に関する条例の一部を改正する条例の専決処分について、コミュニティネットを代

表して賛成の討論を行います。 

  先ほどから、質疑なり討論なりで様々なご意見があるとは思うんですけども、やはり､

国からの情報があって、それがどのようなものになっていくのかをしっかりと把握した

うえでしか条例改正というのは行えないでしょうし、それはもう当たり前のことだと思

います。そのうえで、今回の専決処分の報告なんですけども、早くしたいというのは当
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然皆さん感じていることですし、そのために事務を進めてこられたと。それが思うよう

に進まないなりの理由というのも、質疑の中でお聞かせいただきました。それで、でき

るだけ早くということで専決処分という方法を取ったというふうに、私たちとしては理

解をしています。 

  そのような中でして、他の議員からありましたけども、今、このような緊急事態宣言

下の中で、皆さんが力を合わせて、この先どうしていくんだというような議論をすべき

であって、後出しで、ああしたほうが良かったんじゃないのかというような方法論では、

職員の皆さんも頑張りがいもないでしょうし……（「そのとおり」と呼ぶ者あり）……、

モチベーションが下がっていくんではないのかと。 

  この緊急事態に向けて全職員、私たちもそうですし、力を合わせて立ち向かっていく

んだというのを、今、やらなければならないというふうに思っております。そのような

意味をもちましても、今回のこの専決処分というのは妥当な判断であったというふうに

理解しております。ということで、以上を申し添えまして、賛成の討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 49号議案は、原案のとおり承認することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 49号議案は、原案のとおり承認することに決しました。 

  日程第５、第 50 号議案 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正についてを議題

といたします。 

 

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について（案） 説明 

 

それでは、引き続きまして、第50号議案 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改

正について、ご説明申し上げます。 

提案理由は、人事院規則の改正内容に準じて、所要の改正を行うものです。 

今回の改正については、新型コロナウイルス感染症により生じた事態に対処するため

の感染症防疫作業従事職員の特殊勤務手当について、人事院規則の改正に準じて所要の

改正を行うものです。 

具体的には、新型コロナウイルス感染のリスクに加え、厳しい勤務環境と極めて緊迫
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した雰囲気の中で平常時には想定されない業務に当たることとなる病院への搬送等とい

った緊急的な業務への対応が求められることから、そのような業務に従事した際に支給

する特殊勤務手当について、新たに規定するものです。 

また、本件にかかる支給額については規則委任しますが、新型コロナウイルス感染症

の患者等に接触し､または長時間にわたり接して行う業務､その他これに準ずるものとし

て、町長が認める業務は日額４千円、その他の新型コロナウイルス感染症に関する業務

は日額３千円とする予定です。 

施行期日は、公布の日から施行し、令和２年１月27日から適用するものです。 

以上、簡単ではありますが、職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正についての

説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願い

申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

戸田議員  まず、まとめて３点、伺います。 

  これについては、誰が、どのように、特殊勤務に値すると判断されるのでしょうか。

国が示す基準のようなものがあるのですか。２点目、どのように支給することになるの

でしょう。申請がなければわからないのではないかと思います。事務処理についても説

明をお願いいたします。３点目、財源について説明をお願いいたします。 

総合政策部長  まず、１点目の誰が判断するのかということでございます。国からの通知

におきましては、病院や宿泊施設等での患者の収容の増加が見られる中で､その対応に当

たっておられる方々、また搬送をされる車中での感染リスクの高い方々――消防職員に

なろうかと思いますけども、そういった方々が､この対象になってくるということでござ

います。本町で言えば、消防本部における救急搬送が考えられます。保健所から依頼、

または事後の報告が入ることとなっておりますので、その内容が一つの判断基準になる

というふうに考えております。 

  また２点目の、どのように支給するのかということでございますけども、これまでも

消防本部のほうから特殊勤務については、行路病人の収容等の業務に従事した場合であ

りますとか、救命救急士が乗車をして出動する際の手当とか、そういったものがござい

ますが、それは毎月の実績として消防本部のほうから人事課のほうに報告がございます

ので、今回の特殊勤務手当につきましても、消防本部のほうから実績を上げていただい

て、確認のうえ､支給をするという事務手続きになってまいります。 

  また、この財源についてでございますが、現時点では明確には出てはおらないんです

が、このたび、国のほうで新型コロナウイルス感染症対応の地方創生臨時交付金、国で

言いますと１兆円規模の交付金ですが、本町には約１億円ぐらい交付されますが、その

交付金の対象にできるというようなＱ&Ａが昨日示されておりますので、この交付金の対
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象にはなろうかというふうに理解をしております。 

  以上でございます。 

戸田議員  １月 27日からと遡及しての適用となりますが、当時の認識では通常業務であっ

たが、実は特殊勤務手当の対象になるというような事例が、搬送等があり得るのではな

いでしょうか。その場合、どのように対応するのですか。もう１点、特殊勤務に当たる

職員の防護服や備品等が、現在、不足しているということはありませんか。手当が出て

も、現場の環境が十分ではないということを避けたい。例えば、私の手元にある「島本

町新型インフルエンザ対策行動計画（第２版・平成 21年 12月）」には、防護服セット、

高機能マスク、サージカルマスク、ラテックス手袋、ゴーグル、消毒液など、平成 21

年９月末当時の備蓄在庫数が示されています。以降、これらの管理はどこで、どのよう

に行われ、責任の所在がどこにあり、現在、どのようになっているのか､確認しておきた

い。このときの経緯、教訓が活かされ、引き続き責任を持って在庫管理されていたのか、

という問でもあります。お願いします。 

総合政策部長  まず、この条例改正、１月 27 日から適用するということになってございま

す。実際にあった事例といたしまして、２月に保健所のほうから消防本部のほうに依頼

がございまして、１件、新型コロナウイルス感染症に感染した恐れがある方の搬送を行

った経緯がございます。結果的に陰性という結果ではございましたが、保健所からの依

頼を受けて搬送したということでございますので、今回のこの条例改正の内容での特殊

勤務手当の支給の対象になるというふうに思っておりますので、２月の時点のことでご

ざいますので、そうした適用になるという理解をしております。この条例改正のご可決

をいただきましたら、次の支給日であります６月給与のときに反映できるように事務を

進めたいというふうに考えております。 

  私からは、以上でございます。 

危機管理室長  職員の防護服や備品の在庫管理についてのお尋ねでございます。 

  平成 21年 12月発行の「島本町新型インフルエンザ等対策行動計画」におきまして、

防護服やマスク等の備品の在庫数の一覧表が掲載されております。一覧表に掲載されて

おりますのは町全体の在庫数で、消防本部、当時は自治防災課、健康事業推進室など、

複数の課で保管している合計の在庫数となっております。その後、機構改革等によりま

して一部組織が変更になっておりますが、保管場所につきましては当時と同じ場所の消

防本部、役場地下倉庫とふれあいセンターで保管し、当時への保有数を基本に備蓄を行

い、感染状況に応じて適宜補充することとしております。 

  現有の在庫数でございますが、今回の新型コロナウイルス対策の初期段階時に備蓄数

を確認いたしましたところ、同数程度、もしくは上回る量が保管されていることを確認

いたしましたが、一部のマスクにつきましては、変色等により処分のほうをいたしまし

た。しかしながら、これまでの対応におきましても、マスクなどについては入手が困難
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になり不足することが判明しましたことから、国や府の動向にも注視しながら、それぞ

れの備蓄数の見直しを行うとともに、品質を含めた定期的な在庫の確認を行ってまいり

たいと考えております。 

  以上です。 

消 防 長  消防本部におきましては、「島本町消防本部新型インフルエンザ等業務継続計

画」というのを策定しておりまして、最新では平成 27年１月に改正しております。その

中でも､先ほど危機管理室長からありましたように消防独自での、それぞれの感染防止品

等の備蓄の数を設定しておりますが、現時点におきましては概ね同数、それ以上の備蓄

を行っております。 

  以上でございます。 

戸田議員  ご説明、わかりました。マスクの入手については危機管理室において大変苦労

されたと思います。また、このような事態の中、ご答弁をご用意していただきました。

この質問が、今後の危機管理体制の改善、これは防災だけではなく、こういった感染症

対策という点でも改善、業務が引き継いでいかれることを願っております。 

  意見に止めておきます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

岡田議員  １点だけ、お訊きしたいんですけれども、現行の条例では「町長が定める」と

いうことになっておりますが、改正案に関しましては「規則で定める」ということに文

言が変わっているんですけどね。これは文言を変えることによって、どのようなメリッ

トというのか、変えたメリットはどのようなことがあるんでしょうか。 

総合政策部長 今回の改正は、条例改正をやはり伴うということで、緊急的に対応するに

あたっては国等の、今回、人事院規則の改正に伴って改正をさせていただいたんですが、

国に準じるような形の改正については即対応できるような形で、規則改正で対応できる

ようにということで、今回の文言は、規則へ委任するような文言で改正をさせていただ

いたものでございます。 

  以上でございます。 

岡田議員  しつこい質問で、ごめんなさい。そうすると、緊急対応で規則ということなん

ですか、「町長が定める」ことは緊急対応ができないということなんですかね。どうし

ても、この辺が私、理解ができない部分なんですが。 

総合政策部長 条例に書いております「町長が定める」という部分については、その支払

い方とか、そういう事務手続き的なことも含まれての条文でございまして、そこには書

かれてはおるんですけども、金額を増額するとか､国に準じて支給するということについ

ては、やっぱり条例改正が必要になってまいりますので、その辺を規則に委任をして、

より迅速に対応できるようにということで、今回、改正をさせていただきました。 

  以上でございます。 
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村上議長 ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

戸田議員  第 50号議案 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について、人びとの

新しい歩みを代表して賛成の立場から討論を行います。 

  新型コロナウイルス感染症対策の最前線で働いておられる職員の皆さんに、心からの

敬意と感謝を改めて申し上げます。感染リスクを伴う防疫業務・作業に従事する職員の

特殊勤務手当について、人事院規則の改正に準じて改めるものであり、必要かつ妥当な

ものと判断します。また職員の労働安全衛生、感染拡大防止の観点からも、設備面や備

品等について、引き続き十分な対応がなされるよう求めておきます。 

  加えて、国が述べているように非常勤職員を含む全庁的な職員の業務内容の変更を行

うなど、組織全体としての業務体制の確保について、島本町においても地域の実情に応

じて万全を期し、新型コロナウイルス感染症にかかる課題については、引き続き慎重か

つ柔軟性を持って行っていただくよう求めて賛成といたします。 

  以上です。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 50号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 50号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第６、第 51 号議案 島本町税条例の一部改正についてを議題といたします。 

 

島本町税条例の一部改正について（案） 説明 

 

それでは､引き続きまして､第51号議案 島本町税条例の一部を改正する条例につい
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て、ご説明申し上げます。 

提案理由については、「地方税法」等の一部改正に伴い所要の改正を行うものです。 

今回の改正については、２条立てとしております。 

第１条改正については現行条例の改正、第２条改正については、第１条改正の一部

を改正するものです。 

それでは、改正内容について、「島本町税条例の一部を改正する条例 新旧対照表」

に基づき、ご説明申し上げます。 

初めに、１ページの第14条（個人の町民税の非課税の範囲）については、令和３年

度以後の各年度分の個人町民税の非課税措置について、「寡夫」を対象から除き、前年

の合計所得金額が135万円を超えない「ひとり親」を個人住民税の非課税措置の対象に

追加することに伴い、所要の規定を整備するものです。 

次に、１ページの第17条（所得控除）については、令和３年度以後の各年度分の個

人町民税について、所得割の納税義務者が未婚を含む「ひとり親」である場合には、

前年の総所得金額等から30万円を控除することとなったことに伴い、所要の規定を整

備するものです。 

次に、１ページから２ページにかけての第23条（町民税の申告）については、「地方

税法」の改正に伴い、引用する条項に変更があったため、所要の規定を整備するもの

です。 次に､２ページから３ページ及び15ページの第87条(たばこ税の課税標準）に

ついては、葉巻たばこの課税方式の見直しに伴い、所要の規定を整備するものです。

具体的には、紙巻きたばこに類似する軽量な葉巻たばこにおいて、製品重量が軽いこ

とから紙巻きたばこと比べて税負担が低いことや、軽量な葉巻たばこ間でも製品ごと

に税負担が大きく異なるといった課題に対応するため、その課税方法を見直し、令和

２年10月１日及び令和３年10月１日の２ヵ年をかけて、段階的に税率を引き上げるも

のです。 

次に、３ぺージから４ページにかけての附則第９条の２（延滞金の割合等の特例）

及び附則第10条（納期限の延長に係る延滞金の特例）については、地方税の還付加算

金等について、市中金利の実勢を踏まえ、国税同様その割合を引下げることに伴い、

所要の規定を整備するものです。具体的には、特例基準割合において、平均貸付割合

に加算する割合を現行の1.0％から0.5％に引き下げるものです。 

次に、４ページから５ぺージにかけての附則第29条（長期譲渡所得に係る個人の町

民税の課税の特例）及び附則第30条（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した

場合の長期譲渡所得に係る町民税の課税の特例）については、個人が低未利用土地等

の一定の適用要件を満たした譲渡を行った場合に、その年中の低未利用土地等の譲渡

にかかる長期譲渡所得の金額から上限100万円を控除することとする特別控除の創設

に伴い、所要の規定を整備するものです。 
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次に６ページから15ページにかけての第８条（納期限後に納付し又は納入する税金

又は納入金に係る延滞金）から第43条（法人の町民税に係る納期限の延長の場合の延

滞金）及び附則第９条の２（延滞金の割合等の特例）については、国税における連結

納税制度の見直しに伴い、所要の規定を整備するものです。具体的には、法人税にお

いて、企業の事務負担の軽減等の観点から簡素化等の見直しを目的に、企業グループ

を一つの納税単位とする連結納税制度から各法人を納税単位とするグループ通算制度

に移行することに対し、法人町民税法人税割については、引き続き企業グループ内の

法人の損益通算の影響が及ばないようにする等、現行の枠組みを維持するための措置

を講ずることとしているものです。  

以上、簡単ではありますが、島本町税条例の一部改正についての説明を終わらせて

いただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

戸田議員  寡婦及び寡夫控除を見直すことにつき、その目的について、まず説明を求めま

す。そして、このたびの改正の内容につき、今一度、説明をお願いいたします。 

  以上です。 

税務課長  今回の未婚のひとり親に対する税制上の措置及び寡婦控除の見直しに関する目

的でございますけれども、いわゆる未婚のひとり親につきましては、女性の寡婦控除、

また男性の寡夫控除とも対象とはなっておりませんでした。これにつきましては、かね

てより未婚のひとり親であっても経済的に苦しいのは他の寡婦と同じである点、またひ

とり親のお子さんの環境についても、離婚、また死別された場合の親のお子さんの環境

と同等であって、過去の婚姻歴の有無で区別することは不公平であるなどの指摘がござ

いました。こういったことから、離婚、死別、また未婚、すべてのひとり親に対して公

平な税制を実現する観点から、婚姻の有無による不公平、また男性のひとり親と女性の

ひとり親間の不公平を同時に解消することを目的に、今回、令和２年度の税制改正で改

正がなされたものでございます。 

  次に、２点目の改正内容でございますが、大きく５点ございます。１点目が、未婚の

ひとり親の定義規定が創設されたこと。２点目に、その未婚のひとり親に寡婦控除を適

用することとされたこと。３点目に、女性の寡婦に対して、男性の寡夫と同等の所得金

額 500 万という所得制限が設けられたこと。４点目に、お子さんがおられる男性の寡夫

の控除額 26万円を、お子さんがおられる女性の寡婦控除 30万円に引き上げ、同額とさ

れたこと。最後、５点目に、住民票の続柄に夫・未届、また妻・未届等の記載がある場

合、これは事実婚を意味しますけれども、こういった方はひとり親の控除の対象外とす

る。このような改正規定の内容となっております。 

  以上でございます。 
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河野議員  第 51号議案に対し、質疑をいたします。 

  今、説明がございました見なし寡婦控除、所得制限が今回設けられた部分についての

質問ですが、島本町としてのこの対象者、ひとり親の実態について、件数など、あるい

は金額など、把握している範囲で結構ですので、ご答弁をお願いいたします。 

税務課長  このたび所得制限 500 万以上の方は、女性の寡婦控除が今後受けられないとい

う形の改正内容になっております。その方でございますが、直近で言いますと、約 10

名ほどおられます。次年度、本件については令和３年１月１日の施行になりますので、

令和３年の課税から適用になるんですが、大きく数字は前後しないのかなというふうに

は考えております。あと金額については、26万控除が適用できないというふうな形にな

りますので、仮に 10 人とした場合には、町民税の個人分については約 15万ほどの増収

に寄与すると認識しております。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

河野議員  第 51号議案 島本町税条例の一部改正について、日本共産党・河野恵子より賛

成の討論を行います。 

  婚姻歴の有無や性別に関わらず、生計を一にする子を持つひとり親について控除を適

用するものというように認識しております。また、扶養する子のいない寡婦、子以外の

被扶養者を持つ寡婦については、引き続き 26万円の控除が適用され、一方で、これまで

所得制限がなかった扶養する子を持つ寡婦及び子以外の扶養親族を持つ寡婦について所

得制限が設定されるというふうに認識しており、先ほどの質疑、答弁の中では、島本町

内では、この所得制限の対象にあたるのは現時点では 10人というふうにお聞きしており

ますし、その方の控除がなくなることによる島本町への税収の増は約 15 万円ということ

で、その 500万以上の方、単純計算ですが、１人当たり１万５千円の、ある意味増税と

いうことも考えられます。しかしながら、その点については、他の対象を拡げるという

部分のプラス面のほうが今回は必要な措置というふうに認識し、賛成するものです。 

  また、こういった税制の影響については、今後も、施行まであと約２年あることです

ので実態把握されることを求め、また、かつてひとり親家庭福祉金など自治体独自の福

祉事業として島本町は早い時期から父子家庭も対象にしてきたこと、また見なし寡婦控

除なども保育所保育料などにも適用されてきたこと。そういう意味では、島本町はすで
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に税制改正による住民生活への影響については、別途福祉事業等で支援を講じてきたと

いうことも考えることから、今後、そういった影響があったときには、一方で別の支援

策を講じるということも視野に置いていただきたいということを求めて、賛成するもの

です。 

  また、本「地方税法」の改正については、３月 27日、参議院本会議において可決成立

したものと聞いております。この条例の対象でもなく、質疑の対象にはなりませんが、

この成立した当該法律のうち、森林環境譲与税の見直しなどということを聞いておりま

すが、これについては私有林がないという都市部にも多額の譲与がなされる、そういう

矛盾を抱えている法律だとも聞いております。この税条例の改正と直接は関係ありませ

んが、上位法となる「税法」改正には、このような、結局は台風被害など倒木被害を受

けた、この島本町の自治体が必要とする対策に見合っていない改正点もあるということ

について申し述べて、この点については引き続き議員の１人としても注視をし、島本町

としても、国・府に対する様々な支援策を求めていくということも、これも視野に置い

ていただきたいということを強く要望いたしまして、本条例については賛成の討論とい

たします。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

戸田議員  第 51号議案 島本町税条例の一部改正について、人びとの新しい歩みを代表し

て賛成の立場から討論を行います。 

  婚姻歴の有無や性別に関わらず、すべてのひとり親家庭に対して公平な税制を実現す

るため、必要不可欠な見直しです。本町においては見なし寡婦制度がすでに導入されて

いますが、ここが本丸です。かねてより指摘があり、遅きに失したと言えるものです。 

  一方、ひとり親である女性についても、男性と同じように寡婦控除の所得制限が設け

られ、男女差がなくなりました。しかしながら、働く環境における男女の格差は依然と

して根強いものがあり、このたびの改正に伴い、雇用環境における男女格差が真に、実

質的に是正されるよう、官民ともに不断の努力が求められているということを申し上げ、

賛成の討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  暫時休憩します。 

（午前 10時 50 分～午前 10時 50 分まで休憩） 

村上議長 休憩前に引き続き､会議を開きます。 
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  これより、採決を行います。 

  第 51号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 51号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  この際、暫時休憩いたします。 

（午前 10時 51 分～午前 11時 10 分まで休憩） 

村上議長 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  日程第７、第 52 号議案 島本町後期高齢者医療に関する条例の一部改正についてを議

題といたします。 

 

島本町後期高齢者医療に関する条例の一部改正について（案） 説明 

 

それでは、引き続きまして、第52号議案 島本町後期高齢者医療に関する条例の一部

改正について、ご説明申し上げます。 

提案理由は、「大阪府後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例」の一部

改正に伴い、所要の改正を行うものです。 

今回の改正については、町において行う事務に、傷病手当金の支給にかかる申請書の

提出の受付を追加するものです。 

それでは、本条例の改正内容について、ご説明申し上げます。 

第２条は、後期高齢者医療に関し町が行う事務を規定しており、傷病手当金の支給に

かかる申請書の提出の受付を追加するものです。 

施行期日は、公布の日です。 

以上、簡単ではありますが、島本町後期高齢者医療に関する条例の一部改正について

の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願

い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 52号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 52号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第８、第 53 号議案 島本町国民健康保険条例の一部改正について及び第 54号議

案 令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）の２件を一括議題

といたします。 

  なお、本案２件は一括質疑とし、討論、採決はそれぞれ議案ごとに行いたいと思いま

すので、あらかじめご了承願っておきます。 

 

島本町国民健康保険条例の一部改正について（案） 説明 

 

それでは､引き続きまして第53号議案 島本町国民健康保険条例の一部改正について、

ご説明申し上げます。 

提案理由は、新型コロナウイルス感染症に感染するなどした被用者に傷病手当金を支

給するため、所要の改正を行うものです。 

今回の改正については、傷病手当金の支給内容等について、国の財政支援の対象範囲

と同一内容を附則に追加するものです。 

それでは、本条例の改正内容について、ご説明申し上げます。 

附則第８項は支給要件について定めるもので、対象者は、被用者のうち新型コロナウ

イルス感染症に感染した者、または発熱等の症状があり感染が疑われる者であり、支給

対象となる日数は､労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した

日から､労務に服することができない期間のうち就労を予定していた日となります。 

附則第９項は傷病手当金の額について定めるもので、一日当たりの支給額は、直近の

継続した３月間の給与収入の合計額を就労日数で除した額の３分の２の額とするもので

す。 

附則第10項は支給期間について定めるもので、１年６月を上限とするものです。 

附則第11項は、傷病手当金と給与等との調整について定めるもので、給与等の全部ま

たは一部を受けることができる者に対しては、傷病手当金は支給せず、給与等の額が傷

病手当金の額より少ない時にはその差額を支給するものです。 

施行期日は、公布の日です。 

- 23 -



なお、附則において、傷病手当金の支給に関する規定は、支給を始める日が令和２年

１月１日から規則で定めるまでの間に属する場合に適用するもので、規則では令和２年

９月30日までを予定しています。 

以上、簡単ではありますが、島本町国民健康保険条例の一部改正についての説明を終

わらせていただきます｡よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願い申し上げま

す｡ 

 

令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）（案） 説明 

 

それでは、引き続きまして、第54号議案 令和２年度島本町国民健康保険事業特別会

計補正予算（第１号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、新型コロナウイルス感染症に感染するなどした被用者に

対する傷病手当金の支給にかかる補正を行うものです。 

第１条は、歳入歳出予算の総額にそれぞれ10万円を追加し、歳入歳出予算の総額を35

億4,960万円とするもので、款項別の内容は、54の３ページからの「第１表 歳入歳出予

算補正」のとおりです。 

それでは、事項別明細書に沿って、ご説明申し上げます。 

まず、54の７ページの「歳入」です。 

第４款 府支出金、第１項 府補助金、第１目 保険給付費等交付金10万円の増額に

ついては、保険給付費の増額に伴う同額の財源措置です。 

次に、54の８ページの「歳出」です。 

第２款 保険給付費、第７項 傷病手当金、第１目 傷病手当金10万円の増額につい

ては、新型コロナウイルス感染症に感染するなどした被用者に傷病手当金を支給するた

めに費目の設定を行うものです。 

以上、簡単ではありますが､令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第

１号）の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案２件に対する質疑を行います。 

中田議員  対象者が、今回、被用者に限られていることについて質問です。 

  国保加入者には、主に三つ、給与所得の方、事業所得の方、あと年金収入の方がいる

と理解しています。今回、傷病手当の対象は被用者となっているということは、このう

ちの給与所得のある方だけが対象で、事業所得、年金収入の方は対象にならないという

ことだと思いますね。島本町では国保加入者のうちの大体何割の方が､今回の対象となっ

ているのでしょうか。また、このように対象要件が絞られた背景をご説明ください。 
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健康福祉部長  議員のご質問のとおり、今回の傷病手当金につきましては被用者ですので、

雇われている方を対象としております。対象となる給与収入のある方の人数のお尋ねで

ございますが、国民健康保険の加入のお届け出をいただく際に、被用者であるか否かと

いうところの確認は行っておりません。そのため、４月 30 日現在で本町の国民健康保険

に加入されている方は 5,960人いらっしゃるんですが、そのうち何名が被用者であるの

かというのが把握できておりませんので、今回、何割の方が対象になるのかというのも

同様に把握はできていないような形でございます。 

  また、今回、対象が被用者、雇われている方になった背景につきましては、今般の新

型コロナウイルス感染症対策につきましては、本感染症の国内でのさらなる感染拡大を

できる限り防止するために、労働者が感染した場合に休みやすい環境を整備するという

ことが重要だというふうな形になっております。そのため、社会保険と同様に被用者に

対して傷病手当金の支給を行い、国が緊急的・特例的な措置として、支給に要した費用

については財政支援が行われることになったというような背景がございます。 

  事業収入の方、これは個人事業主の方とかが該当されるのかなと思うんですが、別途、

今回、新型コロナウイルス感染症関連支援として持続化給付金など、事業の規模に応じ

て様々な支援策が講じられておりますし、年金所得の方につきましては、基本的に老齢

退職年金とかを受給されている方が多いのではないかと思うんですが、今般の新型コロ

ナウイルスの流行の拡大により直接的に年金が減額される等の事実はございませんの

で、直接的な影響は少ないのでないかと。これは私見でございますが、そのように認識

しております。 

  以上でございます。 

中田議員  今回、対象要件が絞られた背景はわかりましたが、こと事業所得者である自営

業者や、またフリーランス、業務委託を受けている方々に関しては、借り入れもできた

りもするんでしょうけども、コロナ禍で大変お困りの方が多いと聞き及んでいます。そ

ういったときに行政としては、命と財産を守るためにあらゆるセーフティーネットを用

意しておく必要があると考えます。町独自で、傷病手当の対象者を拡充するということ

を検討されてはいかがでしょうか。 

健康福祉部長  今般の傷病手当金設定の趣旨につきましては、先ほどもご答弁申し上げま

したとおり、新型コロナウイルス感染症の国内のさらなる感染拡大をできる限り防止す

るということで、被用者、雇用されている方が感染した場合、または発熱等の症状があ

って感染が疑われる場合に、休みやすい環境を整備するということが重要であるという

ことで支給をするものでございます。 

  国が財政支援を行います傷病手当金の対象者、また支給限度額等、国が定める基準を

超えて支給を行うということは、制度上は可能でございますが、今回の条例改正は国の

通知基準に基づく傷病手当金を給付する内容となっておりますので、現時点では町独自
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の上乗せ等につきましては予定はいたしておりません。 

  以上でございます。 

河野議員  今、中田議員の質問にほとんど､趣旨としては方向性も賛同するものです。 

被用者対象ということですが、傷病手当制度が。対象者、対象世帯はわからないとい

うことで掴みようがないということについては再質問はいたしませんが、ただし、島本

町の国民健康保険の加入者、先ほど 5,900相当の人数の加入者の中で、島本町の大きな

特徴として 60 歳以上の方が半分以上を占めると。これは大阪府の平均より大きく上回る

ということですので、退職者や、先ほど言われた企業年金を受けておられる年金収入、

そういった方の割合が高いというふうに推察するものです。 

  一方で、島本町では今回の大阪府の統一保険料の仕組みを受けて、基金が積み上がり

続けているということでは５億円の基金を保有しているということで考えると、これは

お金の問題ではないんですが、もともとは、これは新型コロナウイルス感染症を拡大さ

せないという意図のもとで、国がほんとに今までなかった画期的な通知を出して、自治

体の条例によってこの制度を創設できるというふうにしたわけですから、感染症のとこ

ろでしっかりと、すべての国保の被保険者が､加入者が、疑いがあるときに早めに休息を

取ったりすることができるということを、これを被用者と自営業者と区別するというこ

とについては非常に異議があります。ですので、その点について参考までにお訊きしま

すが、こういった国保の自営業者の方、今回、被用者としてではなく対象から外された

自営業者の方などが中心になって、国保料の、売り上げ減などで減免申請や相談状況が

すでに始まっているのではないかと思いますが、４月以降として、その辺の状況をお示

しください。 

  また､もう１点は、私たち町会議員はどうかといいますと、国民健康保険加入が約半分

ほど､この議場にいると思いますが、給与支払い者であるので対象になるのかというふう

に理解していますが、その点、どうでしょうかということですが、駅前で商店をやって

いる自営業者の方は対象にならないということが、この制度の矛盾ではないのかなとい

うふうに思ってます。それは私の意見ですが、先ほどの、すでにそういったコロナに関

しての不安や営業的な相談、減免などの相談、来ていると思います。その点の実態につ

いて、ちょっと明らかにしていただきたいと思います。 

健康福祉部長  今般の新型コロナウイルス感染症に伴う減免の申し入れ等のご質問でござ

います。本年の５月 12日現在で､本町の保険課におきまして受付を行いました国民健康

保険料の減免申請につきましては、12件でございます。そのうち、新型コロナウイルス

感染症の拡大の影響を受けて、それに関連があるのではないかと認められる申請につき

ましては５件となっております。５件の内訳でございますが、そのうち被用者、雇われ

ておられる方につきましては２名でございます。ただし、今回の減免のご申請の理由は、

ご本人の感染とかによるものではなくて、就業機会の減少等による収入減少というよう
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な理由で把握をしております。その他自営業の方につきましては、コロナウイルス感染

症の拡大による営業不振ということで、３件のご申請をいただいております。 

  あと、そのほか今回の減免の申請に際しまして、ご本人がコロナウイルス感染症に罹

患をしたり、また発熱等の症状があって感染が疑われるなどのご相談につきましては、

国保の担当課としては、現在、受けておりません。 

  以上でございます。 

河野議員  たまたまではありますけど、今の減免申請に関して、被用者の方が２人、自営

業の方、営業不振等の理由による相談が３人。この１ヵ月だけの数字で統計取ったら駄

目かも知れませんけれども、如実に現れているというふうに思います。ですから、この

５人の方も同等に新型コロナウイルス感染症の危険性や恐れや、また日々、休業するわ

けにもいかない。しかしながら、営業上の顧客接待などについての、コロナ感染の非常

に危険を伴いながら、薄氷を踏む思いで営業されているという方についても、やはり疑

いがあるときには早期に休息を取っていただく、休みが取れるという環境を、この島本

町で作っていくことが、こういった営業者に対する経営上の問題と言うよりも、新型コ

ロナウイルス感染拡大を防ぐという点では、一歩踏み込んだ改正もお願いしたいところ

です。 

  実際には、資料請求で行いました事務連絡、2020年３月 10日及び 24 日の通知・通達

について請求資料をいただいております。そういった中のＱ&Ａには具体的には示されて

おりませんが、３月 27日の参議院厚生労働委員会、倉林明子議員質問について、自治体

が独自に自営業者、フリーランスに対象拡大することについて、厚生労働省局長が、市

町村長の判断で可能であると答弁をされています。こういった厚労省の局長の答弁があ

ったということについて承知をされており、先ほどの検討経過に至っておられるという

ことなのか。答弁を求めますし、町長におかれては、今後、やはり早晩、この自営業者

やフリーランスの方への､疑いがあるときに早期に休息を取っていただける、重症化をさ

せない、そういった観点で、この傷病手当の拡大に踏み出す必要があるのではないか。

そして、この島本町では仮にこれが独自の財源で､国は面倒見てくれないとなった場合で

も、当座、対応できるだけの財源はあるのではないかと私は思っておりますが、いかが

でしょうか。 

  二つ、質問しておりますが、答弁を求めます。 

健康福祉部長  今回の傷病手当金の自営業者の方、またフリーランスの方に対する適用の

拡大の考え方についてでございます。もともと、この傷病手当金につきましては、その

保険者の判断で独自に対象の拡充であるとか、そういうのはすることは可能であるとい

うことにつきましては承知をしております。今回は、本町の判断といたしましては､国の

基準どおりの制度改正を実施するということで判断をいたしましたし、他自治体等の拡

充の検討等の状況も踏まえまして、町としては一定判断をしたところでございます。 
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  以上でございます。 

山田町長  今、健康福祉部長のほうからも答弁させていただいたように、一定、本町にお

きましても検討を重ねてきたというところでございますし、また個人事業主や中小の、

フリーランスとか、そういった方につきましては別のいろいろな支援策等も、国のほう

でもやっておりますし、府においてもやってますし、本町独自の施策ということでも、

今後も必要であれば検討を重ねていきたいなというふうに思っておりますので、そうい

ったところで対応もしていきたいと思っております。 

  以上でございます。 

戸田議員  まず２点、お伺いします。 

  結果的にはコロナウイルス感染症ではなかったが、コロナウイルス感染が疑われて自

宅待機等で休んだ場合、あるいは発熱等の症状があり感染が疑われるものの、医療機関

での受診やＰＣＲ検査には至らない場合などがあり得ると思います。これらも傷病手当

の対象になるのでしょうか。確認し、認識を問います。 

  もう１点は、今回、補正予算（第１号）において費目設定のため 10万円を計上されて

います。当初予算における予備費 2,500 万円によって対応可能と判断されていると思わ

れますが、このことの確認をしておきます。 

  以上、２点です。 

健康福祉部長  風邪の症状、また発熱が継続をしたり、強い倦怠感や呼吸困難があるなど、

新型コロナウイルス感染症の感染が疑われる場合につきましては、被保険者の方が医療

機関を受診された場合は、その被保険者が提出する支給申請書というのがございますが、

それに医師が必要事項を記載していただくというようなことを想定をしております。し

かしながら、その症状のある被保険者の方が帰国者・出国者外来、医療機関を受診しな

いまま体調が改善をするというふうな場合も、当然、想定されます。その際には、被保

険者が支給申請書にその旨をまず記載をしていただきまして、当該申請書の記載内容を、

今度はその被用者を雇っておられる事業主が確認をされて、事業主で把握しておられる

労務不能の期間の情報と照らして相違がないというようなことが証明され、確認ができ

た場合につきましては、医療機関を受診されておらずとも、今回の傷病手当金の対象に

はなります。 

  また、補正予算の額が 10万円ということで不足が生じた場合でございますが、今後、

傷病手当金の支給申請がどの程度あるのか等を見込むことが困難でありましたため、今

回は歳入歳出の予算費目を設定するために、10 万円を計上させていただいております。

今後、傷病手当金のご申請がありまして、予算額を超過する場合につきましては、議員

ご指摘のとおり、令和２年度から予算に設定させていただいております予備費を流用し

て対応を考えております。また、その財源につきましては、保険給付費等交付金の特別

交付分として全額措置されることになっております。 
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  以上でございます。 

戸田議員  ご答弁、ご説明いただきました。最後にもう１点、問います。仕事や通勤に起

因して新型コロナウイルス感染症を発症したと認められる場合、例えば介護ヘルパーさ

んが担当された方が罹患されていたとか、そういうケースがあり得るのかなと私は思っ

ていますが、こういった場合、労災保険給付の対象になるケースもあると思われますが、

その場合は傷病手当金との関係性はどうなるのでしょうか。確認しておきます。 

健康福祉部長  労災と、今回の傷病手当金との関係性についてのご質問でございます。今

回、条例を改正いたしまして、附則第 11項というのを追加をさせていただいております

が、その項目につきましては傷病手当金と給与等の調整というのを、この項目におきま

して規定をしております。給与等の全部または一部を受け取ることができる方につきま

しては、これを受けることができる期間については､今般の傷病手当金の支給対象にはな

りません。しかしながら、その受けることができる給与等の額が傷病手当金の額より少

ないときには、その差額を支給することができるというふうな規定になってございます

ので、もし労災の対象となられた場合につきましては、この附則の考え方に則りまして、

処理をしていくことになると認識しております。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、順次討論、採決を行います。 

  それでは、第 53 号議案 島本町国民健康保険条例の一部改正についてに対する討論を

行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

戸田議員 第 53号議案 島本町国民健康保険条例の一部改正について、人びとの新しい歩

みを代表して賛成の立場から討論を行います。 

  新型コロナウイルス感染症に感染するなどした被用者、いわゆる給与所得者に対して

傷病手当金を支給するため、国の財政支援の対象範囲と同じ内容を附則に追加するもの

です。国民健康保険には様々な就業形態の方が加入しておられることを踏まえ、傷病手

当金については、条例を制定することにより支給ができる任意給付になっていると認識

しています。このたび新型コロナウイルス感染症に感染した給与所得者に対する傷病手

当金は、感染防止の観点から見て妥当であり、効果が期待できるものと考えています。

誠実かつ適切な周知に努めてください。 

  なお、感染症による影響で国民健康保険料の支払いが困難となられた方への減免措置
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については、別途、よくよく周知を行い、これも誠実かつ的確に対応していただくよう、

伏して求めておきます。 

  以上です。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

河野議員 第 53号議案 島本町国民健康保険条例の一部改正について、日本共産党・河野

恵子より賛成の討論を行います。 

  もともとは、会社員が加入する健康保険には傷病手当制度がありましたが、国民健康

保険制度には存在しておりませんでした。感染した被用者が安心して休める環境を整備

し、感染症のさらなる拡大を防止するという観点で、本条例については大きな意義があ

るものと評価するものです。 

  しかしながら、一方で個人事業主、家族専従者、フリーランスは支援の対象になって

おりません。国民健康保険制度にも傷病手当をと、長年、商工団体などから国に対し要

望があげられておりました。このたびも全国商業団体連合会の緊急提言として、新型コ

ロナウイルス感染拡大防止への決意として傷病手当の創設を、及び個人事業主、家族専

従者にもと提言が行われております。この提言について、国も、そして自治体も重く受

け止める必要があります。過去に島本町国民健康保険担当課と、また地域の自営業者の

グループとの懇談の場に私は同席した経験がありますが、夫婦や家族で経営する店など

が、誰かが１人病気になっても傷病手当が出ない、臨時で人を雇うだけの人件費も捻出

できない､これが大変だということをおっしゃっていたことを深く記憶しております。 

  このたび対象外ということになった、この個人事業主、家族専従者、フリーランスを

早晩支援の対象とし、もとより、この傷病手当が発給されないということが一番の願い

ではありますが、しかしながら､必要とされる方に制度がないということにならないよ

う、強くその点は要望いたしまして、本条例に対しては賛成の討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 53号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 53号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  引き続き、第 54 号議案 令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１
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号）に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

河野議員  第 54 号議案 2020 年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）

に対し、賛成の討論を行います。 

  賛成する理由は、先ほどの第 53号議案で述べた趣旨によるものです。しかしながら、

要望また意見として申し添えますと、2020年度は国民健康保険料が全階層、ほぼ値上げ

という予算が先般組まれたところです。日本共産党・河野恵子として、新型コロナウイ

ルス感染症防止対策緊急申し入れにも求めたように、国民健康保険料については､島本町

として早晩値上げ延期を検討すること、そしてまた大阪府に対し保険料軽減を可能にす

る方策を強く求めること、収入減少の場合の減免制度を拡充し、特に子どもの保険料均

等割減免の制度化を急ぐこと、と申し入れております。収入減少の場合の減免制度につ

いては、すでに国からの通知・通達があり、一定、手厚い制度が敷かれているというふ

うに認識しておりますが、島本町の保険事業としてはまだまだ努力をできる余地が残さ

れているというふうに思っております。 

  また、先ほどの答弁の中にも、特別給付金という制度がありますが、５月中に振り込

みが間に合わない人もおられ、５月末の国民健康保険料がいよいよ売り上げ減少、顧客

の減少などで収入が激減し払えない、このような声も聞いております。感染症対策とと

もに、再度、この点を強く要望し、本補正予算については賛成の討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 54号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 54号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第９、第 55号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第１号）を議題といた

します。 

 

令和２年度島本町一般会計補正予算（第１号）（案）説明 
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それでは､引き続きまして､第55号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算(第１号）

について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、新型コロナウイルス感染症対策にかかる国からの各種支

援事業及び本町独自の各種支援事業等を実施するための補正予算について、提案させて

いただくものです。 

それでは、順次ご説明申し上げます。 

第１条は、歳入歳出予算の総額に、それぞれ33億2,485万７千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を165億85万７千円とするもので、款項別の内容については、55の３ページから

の「第１表 歳入歳出予算補正」にお示ししているとおりです。 

続きまして、歳入歳出補正予算の内容について、歳入歳出補正予算事項別明細書によ

りご説明申し上げます。 

55の９ページからの「歳入」です。 

第15款 国庫支出金、第２項 国庫補助金、第１目 総務費国庫補助金、第１節 総

務管理費補助金32億1,731万５千円の増額については､特別定額給付金給付事業費補助金

32億円及び特別定額給付金給付事務費補助金 1,731万５千円を増額するもので、１人当

たり10万円の支給費及びこれに伴う事務費が交付されるものです。次に、第２目 民生

費国庫補助金、第１節 社会福祉費補助金4,464万８千円の増額については、子育て世帯

臨時特別給付金事業費補助金 4,369万円及び子育て世帯臨時特別給付金事務費補助金95

万８千円を増額するもので、児童手当受給者への対象児童１人当たり１万円の支給費及

びこれに伴う事務費が交付されるものです。次に、第２節 障害者福祉費補助金 300万

円の増額については、学校等の休業に伴う放課後デイサービス事業所負担及び利用者負

担金増に対し交付されるものです。次に、第３目 衛生費国庫補助金、第１節 保健衛

生費補助金11万７千円の増額については、妊婦の方々に対するマスク等の配付について

交付されるものです。次に、第５目 教育費国庫補助金、第１節 幼稚園費補助金42万

円の増額については、幼稚園に空気清浄機及び空気清浄機フィルター等を購入するにあ

たり交付されるものです。 

次に、第19款 繰入金、第１項 基金繰入金､第２目 財政調整基金繰入金、第１節 

財政調整基金繰入金 5,935万７千円の増額については、歳入歳出財源調整のため増額す

るものです。 

続きまして、55の10ページからの「歳出」です。 

第２款 総務費、第１項 総務管理費、第３目 防災計画費、第10節 需用費66万４

千円の増額については、新型コロナウイルス感染症対策のためマスクを購入したもので

す。次に、第４目 電算処理費、第17節 備品購入費５万１千円の増額については、イ

ンターネット会議等の実施に対応するため、ウェブカメラ及びスピーカーフォンを購入

するものです。次に、第14目 ふれあいセンター管理費、第22節 償還金、利子及び割
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引料 148万２千円の増額については、本年３月までに納入されたふれあいセンター貸館

対象施設の使用許可にかかる使用料について､４月以降の使用許可取消し分を還付する

ものです。次に､第15目 特別定額給付金事業費、第１節 報酬 276万円の増額について

は、特別定額給付金を支給するにあたり、事務補助として会計年度任用職員を任用する

ものです。 

次に、第３節 職員手当等60万円の増額については、特別定額給付金事務にかかる時

間外勤務手当を計上するものです。次に、第８節 旅費16万２千円の増額については、

会計年度任用職員の交通費15万８千円及び出張旅費４千円を計上するものです。次に、

第10節需用費20万円の増額については、事務用消耗品を購入するものです。次に、第11

節 役務費644万円の増額については、申請書送付用郵便料486万円及び電話使用料４万

円並びに口座振替手数料154万円を計上するものです。次に、第12節 委託料660万円の

増額については､特別定額給付金システムを構築するため計上するものです。次に､第13

節 使用料及び賃借料２万円の増額については､コピー代を計上するものです。次に､第1

8節 負担金、補助及び交付金32億円の増額については、特別定額給付金として、１人当

たり10万円を支給するものです。 

次に、第３款 民生費、第１項 社会福祉費、第１目 社会福祉総務費、第３節 職

員手当等10万円の増額については、子育て世帯臨時特別給付金事務にかかる時間外勤務

手当を計上するものです。次に、第２目 障害者福祉費、第19節 扶助費300万円の増額

については、学校等の休業に伴い、放課後デイサービス事業所負担及び利用者負担金増

を軽減するため計上するものです。 

次に､第２項 児童福祉費､第２目 児童措置費、第18節 負担金､補助及び交付金385

万７千円の増額については、登園自粛の要請に伴い、本町独自の支援策として、民間保

育所が徴収する給食費の一部を日割額を根拠として補助するため計上するものです。次

に、第４目 ひとり親家庭福祉費、第10節 需用費２千円の増額については、案内用封

筒を作成するものです。次に、第11節 役務費１万５千円の増額については、対象者へ

の案内用郵便料を計上するものです。次に、第18節 負担金、補助及び交付金650万円の

増額については、本町独自の支援策として、ひとり親家庭等臨時特別給付金を世帯基準

分３万円、加算分として、児童が２人以上の場合、２人目から１人につきさらに１万円

を支給するものです。次に、第５目 児童手当費、第10節 需用費７万３千円の増額に

ついては、子育て世帯臨時特例給付金として、児童手当受給者に対し対象児童１人当た

り１万円を支給するにあたり、事務用消耗品３万円及び案内用封筒作成に４万３千円を

計上するものです。次に、第11節 役務費78万５千円の増額については、郵便料45万５

千円及び口座振込手数料33万円を計上するものです。次に、第18節 負担金、補助及び

交付金4,369万円の増額については、子育て世帯臨時特別給付金を支給するものです。 

次に、第４款 衛生費、第１項 保健衛生費、第２目 保健ヘルス事業費、第11節 役
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務費４万８千円の増額については、各種乳幼児健診の中止の通知及び妊婦の方々へのマ

スク等の配付費用を計上するものです。 

次に、第６款 商工費、第１項 商工費、第１目 商工振興費、第11節 役務費７千

円の増額については、中小企業等緊急支援金の決定通知等の送付費用を計上するもので

す。次に､第13節 使用料及び賃借料５千円の増額については､コピー代を計上するもの

です。次に、第18節 負担金、補助及び交付金4,610万円の増額については、休業要請支

援金として3,050万円を計上し、大阪府からの休業要請に応じた法人等に対し、大阪府と

市町村がそれぞれ２分の１を負担し共同支援金を支給するもの、及び中小企業等緊急支

援金として1,560万円を計上し、本町独自の支援策を行うものです。 

次に、第７款 土木費、第５項 住宅費、第１目 住宅管理費、第22節 償還金、利

子及び割引料14万９千円の増額については、本年３月までに納入された町営住宅集会所

の使用許可にかかる使用料について､４月以降の使用許可取消し分を還付するものです。 

次に、第９款 教育費､第１項 教育総務費､第４目 放課後子ども支援費、第22節 償

還金、利子及び割引料112万７千円の増額については、登室自粛の要請に伴い、本年３月

の学童保育室保育料について、日割額を還付するものです。 

次に、第４項 幼稚園費、第１目 幼稚園費、第10節 需用費３万２千円の増額につ

いては、空気清浄機用フィルター等を購入するものです。次に、第17節 備品購入費38

万８千円の増額については、空気清浄機を購入するものです。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町一般会計補正予算（第１号）について

の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願

い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

戸田議員  保健ヘルス事業費です。乳幼児健診の中止に関わって、会計年度任用職員の休

暇等の取り扱いにつき問います。休業手当の対象者となる勤務の割り振りがあるが業務

がない者が、自らそのことを自覚し休業手当を受け取れるため、周知することが重要と

考えています。保健師などが、その主な対象になると思いますが、休業手当支給につき、

どのような事務が行われているのか、確認します。本人の希望によっては年次有給休暇

という選択も可能であり、丁寧な対応が求められると思いますが、いかがでしょうか。

まずこれ、１点目です。 

  もう一つ、障害児通所支援等扶助費ですね、300 万円について。学校などの一斉休業

期間のうち、３月２日から春休み開始前日までの放課後等デイサービス利用増について、

利用者負担分の返還と事業所の負担増について国からの補てん支援が行われるものと理

解しています。しかしながら、春休みの後も休校が続いているのが現状です。これにつ

いて、国からの支援方針は示されているのでしょうか。 
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  特定定額給付金システム構築業務委託につき問います。業務の進捗状況と給付事務開

始の関連につき､説明を求めます。オンライン申請はすでに始まっていますが、業者との

契約は本補正予算可決後になるため、確認しておきます。 

  マイナポータルによるオンライン申請が始まっていますが、マイナンバーカードの暗

証番号忘れや、暗証番号再設定等の手続き等で窓口が混雑したり、たくさんの待ち時間

によって人と人との密度が高まったりしていると報道されています。今回の給付金受け

取りを目的としたマイナンバーカード申請、受け取りの自粛要請をホームページに掲載

しておられる自治体もございます。 

そこで問います。総務省はオンライン申請を推奨していると思いますが、今、新規に

マイナンバーカードを取得するにはどれくらいの期間を要すると見込んでおられます

か。一定の期間を要することはもちろんのこと、オンライン申請には不備も多く見られ

るようで、混乱が生じがちであることから、給付金受け取りを目的としたマイナンバー

カード申請・受け取りについては自粛を要請するなど、対策を講じる必要があると考え

ています。いかがでしょうか。もとより、町から全世帯に送付する申請書によって郵送

で申請していただくほうが､新規にマイナンバーカードを取得してオンライン申請され

るよりも、より迅速に給付が受けられるのではないでしょうか。ご答弁をお願いいたし

ます。 

  以上です。 

健康福祉部長 戸田議員からのご質問につきまして、順次ご答弁申し上げます。 

  まず、乳幼児健診の中止に際しましての会計年度任用職員の休暇と、あと休業手当等

の取り扱いについてでございます。新型コロナウイルス感染拡大防止のため、乳幼児健

診を含みます、その他ふれあいセンターで実施しております事業、これにつきましては

ＢＣＧであるとか、あと内科相談、また高齢者福祉センター事業等でございますが、こ

ういった事業につきましては、現在、中止をしております。中止に伴いまして、事業に

従事する予定であった会計年度任用職員の方につきましては、年次有給休暇が付与され

ている職員さんにつきましては、休業手当の支給とするのか、年次有給休暇の取得とす

るのか、個別に確認を行ったうえで適切に処理をしておるところでございます。また、

年次有給休暇が付与されていない会計年度任用職員さんにつきましては、すべて休業手

当を支給しております。 

  続きまして、放課後等デイサービス支援事業についてでございます。今回、補正予算

で計上させていただいております放課後等デイサービス支援事業につきましては、３月

の全国一斉の学校臨時休業に伴いまして、放課後等デイサービスの報酬総額が増加する

ということで、放課後等デイサービスを利用される方の利用者負担金も当然増加をする

場合もございますし、市町村の通所の給付費、これも増加するということに対応するも

のでございます。４月以降の利用者負担、また障害福祉サービス等の報酬増につきまし
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ては、本年４月７日に閣議決定されました新型コロナウイルス感染症緊急経済対策に基

づきまして、令和２年度補正予算案におきまして放課後等デイサービス支援事業が創設

される予定になっております。しかしながら、財政負担につきましては、国からの通知

等を見る限りにおきましては、都道府県及び市町村にも一定の財政負担が生じるものと

認識をしておりますが、詳細な内容につきましては｡国等から正式な通知が示されており

ませんので、現時点では承知はしておりません。 

  以上でございます。 

総合政策部長 それでは、特別定額給付金の関係についてのご質問に、ご答弁を申し上げ

ます。 

  まず、この給付金につきましては、４月７日に生活支援臨時給付金という形で閣議決

定がされまして、当初は生活に困難を来している世帯に対して 30 万円というのが示され

まして、その後、４月 20 日に、今回示されております特別定額給付金、全住民の方に１

人 10万円の給付というのが決定されたということで、４月 20日に閣議決定がされまし

て、そこから急遽準備を進めてきたという経過がございます。そのような中で本町では

５月１日付けで､この業務に携わる職員、組織ということで、特別定額給付金チームとい

うのを設置をいたしました。その後、鋭意準備作業を進めております。 

  また、オンライン申請につきましては、５月７日から受付を開始しておりますので、

本補正予算をご可決いただきましたら、速やかに今週末、または来週早々を目途に初回

の振り込みを行いたいというふうに考えております。また郵送申請につきましては、現

在、封入作業が大詰めを迎えております。本日中に封入が完了する予定となっておりま

すので、速やかに発送をしたいというふうに考えております。 

  なお、給付金システムにつきましては、本補正予算の可決後、速やかに委託契約を締

結をいたしまして構築作業を進めてまいりますが、完了は５月下旬になる見込みでござ

います。従いまして、それまでの間につきましては、エクセルシートを用いまして､慎重

に書類審査を行い、入力誤りなどがないように二重三重のチェックをかけまして、順次、

振り込み作業をさせていただきたいというふうに考えております。 

  また、マイナンバーカードの取得の件でございますか、報道等ではマイナンバーカー

ドの申請、あるいは暗証番号を忘れたということで窓口が混雑しているというような報

道もございますが、本町の場合につきましては、一定、そのような状況は生じておりま

せんでして、多少問い合わせであったり、窓口に来られる方もありますが、報道されて

いるような状況にはないということでございます。取得には、申請をしていただいてか

ら１ヵ月から１ヶ月半程度必要になるということでございますので、議員ご指摘のよう

に、現状で言えば郵送での申請をしていただくというのが一番スムーズな状況かな、と

いうふうに思っております。 

  また、マイナンバーカードでいろいろな不備が生じている､申請の内容がきっちりと記
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載されてないとかいうようなこともございます。本町でも、それは見受けられます。そ

の分、手間もかかっていくということでございますので、先日、町のホームページのほ

うにも定額給付金の案内ページに、郵送申請のほうが早く申請できて、不備が発生しに

くいというようなことも掲載をさせていただきました。 

  以上でございます。 

戸田議員  特別定額給付金に関しては、これを機に総務省は、これまで国が思うように進

んでいなかったマイナンバーカードの普及・取得を促したいという思惑があるのかも知

れませんが、住民基本台帳に基づいて支給されるもので、マイナンバーカードは必ずし

も必要ではなく、かつ著しく支給が早まるわけでもないため、私はこのことを住民の方

に伝えて、郵送による申請をお勧めしたいと思っております。支給にかかる事務は、詰

まるところプロジェクトチームの手作業によるのであり、申請書の送付後、早期に申請

が集中することなく事務負担の平準化ができれば､結果的により深刻な影響を受けてお

られる方、迅速に支援が必要な方への支給がなされると考えております。これは意見に

留め置きます。 

  １点、もう一つ問いたいことがあります。先ほどいきいき健康課、健康福祉部におか

れましては、保健師など、会計年度任用職員の方々の休暇等の取り扱いについては丁寧

に対応していただいているということを理解しました。それでは、小・中学校の臨時休

業や、保育所・幼稚園の登園自粛要請などによっても、子の世話を行う職員が勤務をし

ないことがやむを得ないと認められた場合などが生じると思います。会計年度任用職員

においても特別休暇が所得できると、私は認識しています。このことを各課において周

知徹底できているんでしょうか。また、参考までに正規職員の特別休暇の取得状況につ

き、把握しておられる概要をお示しいただきたいと思います。人事課にお答えいただく

ことになるかと思います。お願いいたします。 

総合政策部長  新型コロナウイルス感染症拡大防止のための特別休暇の取り扱いにつきま

しては、ただいまご質問の中でも一部ご紹介がありましたが、学校の臨時休業、その他

の事情によりまして、子どもの世話を行うため勤務しないことがやむを得ないと認めら

れる場合のほか、職員本人に発熱などの風邪症状が見られるなど、感染拡大防止の観点

から必要と認められる場合において、正規職員、会計年度任用職員を問わず取得できる

こととして運用をいたしております。 

  この扱いにつきましては、本年３月２日から当面の間、時限的措置として実施してい

るものであり、運用開始以来、これまで４回にわたり各所属に対し通知を発出し、その

周知に努めております。取得状況につきましては、正規職員で出退勤システムを利用し

ている職員の取得状況を見てみますと、令和２年３月～４月の２ヵ月間で、１日単位で

の取得が延べ 72件、半日または時間単位での取得が延べ 34件となってございます。 

  以上でございます。 
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河野議員  第 55号議案 一般会計補正予算に対し、質疑をいたします。今回の補正予算で

示された中小企業等緊急支援金について、主として質問をさせていただきます。 

資料請求をさせていただき、かねてから私も、この３月予算議会などでも申し上げて

まいりました。新型コロナウイルスに端を発して休業要請、または顧客の減少、特に島

本町などでは典型的な例が、３月２日以降の学校休業後の給食調理の委託業務などを例

にあげて、実態把握と委託契約に基づく協議によっての一定の補償ということを求めて

まいりました。この点については、町内業者ではありませんが、一つの典型的な例だと

思っております。小・中学校給食の調理業務の委託業者に関しては、その後、委託契約

での協議を行っておられたと、教育こども部において協議を行っておられ、３月１ヵ月

の休校期間については契約に基づいた支払いをされているものと聞き及んで、安堵もし

ております。 

  こういった形で、各方面での島本町の官公庁による町内業者の、様々な各方面への事

業の中止、事業の中断による支払いが遅延する、あるいは支払いをしないということが

次々に起こることによって、町内業者に影響が出るということについては非常に懸念し

ておりますので、その点で言いますと、例えば学校給食調理業者、委託業者に対しては

一定の補償はされている。けれども、給食が止まることによって、かなり大きな島本町

内でシェアをしております、町内での例えば牛乳とか、食肉とか、野菜とか、そういっ

たことを受注をされていた町内業者の発注が止まり、その分の収入、売り上げの減少に

繋がっているということは想像に難くないと思っております。 

  こういったところに対して、一定実態把握はされてきたのか。これは実態把握という

ことにおいては３月 10日、そして４月 14日に出しました緊急申し入れ書でも繰り返し

求めてきておりますが、この中心であるのは都市創造部、にぎわい創造課であると認識

しております。こういった、特に島本町が発注をされている業者が一番リアルに実態が

掴めているものと思いますが、その点の実態把握の状況について、さらにご答弁を求め

ます。まず、それでお願いします。 

教育こども部長  それでは私のほうから、給食業務の食材等を納入していただいている事

業者ということでございますが、まず、急遽、給食を止めたことによって、調理業務が

止まったことによって、こちらから納入を止めた部分について、他への代替に利用でき

なかったようなものについては､当然、支払う義務があるということで対応しました。そ

れ以外のものについても、実態把握をいたしまして、今回、給食が止まったことによっ

て、それら代替、また廃棄されたような証明ができるような内容のものはあるかという

問い合わせをしたところ、私どもが費用として払わせていただいたもの以外は問題ない

ということで、回答はいただいております。 

  以上でございます。 

都市創造部長  実態把握についてでございますが、当部といたしましては、商店街の代表
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の方でありますとか、商工会に寄せられている相談、どのようなものがあるかとかいう

部分については、一定、連携はさせて、実態把握に努めているところでございます。今

後におきましても、様々な機会を通じて、いろんな声、拾い上げていきたいなというふ

うに考えているところでございます。 

  以上でございます。 

中田議員  中小企業等緊急支援金事業について、問います。経済的な打撃を受けている町

内事業者に、もっと幅広い支援が必要と考えます。国や府の対象とならなかった、50％

減とまではいかない事業者が対象になるとのことですが、そこは良いとして、借り入れ

を申し込んでいることが含まれていることで、結局、条件が国や府の対象とかぶってし

まうことになる場合もあると思うんです。収入が 50％以上減とか、借り入れを申し込ん

でいるとなると、ともに収入がかなり減ったということの指標であり、もちろん、困っ

ている方に手厚くという意味で、国のもの、府のもの、町のものも同じ方に支給される

ということがあっても､それ自体はお困りの方にとっては良いことだとは思うのですが、

一方で、例えば 50％以上減とまではいかない、借り入れもしていない、でも、しんどい

という状況の事業者の声には、全く今回の事業支援金では応えていないことになります。 

  例えば、摂津市では同様の独自策で､借り入れを要件とせず、幾つかの要件はあるもの

の小規模事業者に一律 10 万円を、1,000 事業者分確保しているということもあります。

摂津市の場合は、市の事業者全体の 25％に当たるところを今回の第一弾として、独自策

としてしているわけです。一方、島本町は、資料請求によると町内事業者の数は 701 で、

そのうちの今回 78事業者分を確保、想定されているということで、およそ１割分という

ことになっていますよね。国と府の支援金の対象とならない事業者をという意味であれ

ば、摂津市のようなほうが、より幅広い小規模事業者が助かる内容になっていると感じ

ます。第二弾以降の支援策は、ぜひ検討していただきたいと思うのですが、この点も考

慮していただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

  もう１点は、学童保育室の件です。資料請求人９によると、登室児童数が５月に入り、

かなり減っています。緊急事態宣言や保育料還付金の影響もあるだろうと思いますが、

今でこそ登室児童数が減っているものの、突然の臨時休校で子ども達も大変だとは思い

ますが、勤務時間が急増した学童現場の負担は相当なものだったと推察されます。他市

では、学童の働く方の負担軽減のために、午前は学校で、午後から学童にという運用措

置を、途中から取っているところもありますが、三島地区の他市の状況は把握している

のでしょうか。 

  以上２点、お願いします。 

都市創造部長  まず、今回の支援金の融資申請者に限定をさせていただいたわけでござい

ますが、制度構築設計にあたりましては、高槻市をはじめ他市町村における取り組みも

参考にさせていただいたところで、また国や府等の支援制度が売り上げベースでの支給
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でありますことから、類似の条件による支援を、今回、本町は避けさせていただいたこ

と。また融資を受け、事業継続に対して､より積極的な事業所に対する支援がより望まし

いのではないかという考えのもと、今回におきましては、このような制度設計にさせて

いただいているところでございます。 

  また、今後のさらなる支援策については、コロナウイルスの地域への影響の度合いや、

あと国や府におきましても追加の支援策、種々ご検討されていると聞き及んでいるとこ

ろでございます。それらの動向に加え、本町の財政状況等も総合的に勘案し、検討して

まいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

教育こども部長  ただいまご質問いただきました学童保育室について、他市の状況でござ

いますが、今、中田議員からもご紹介がありましたように、３月の臨時休業中につきま

しては､三島他市４市も、本町も、通常の学校の運営期間中が臨時休業となったというこ

とについて、その分については通常の春休み、夏休みとか、長期休業期間中の対応を３

月はしておられました。高槻、茨木、吹田、摂津につきましては――今日現在でござい

ますが、高槻については、月曜日から木曜日については通常の学校が開校しているのと

同様に、お昼からの開室とされていると。そして茨木市についても、週２日から３日程

度についてはお昼からの開室。吹田市、摂津市については通常の学校の開かれていると

きと同じように、月曜日から金曜日、すべてで午後の開室ということで、本町のみが現

在では月曜から金曜日について、午前中からの開室をお願いしているというのが現状で

ございます。 

  以上でございます。 

村上議長  この際、暫時休憩いたします。 

（午後０時 05 分～午後１時 05分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

  ほかに質疑ありませんか。 

中田議員  先ほどの続きです。中小企業等緊急支援金事業についてです。 

今回のコロナの影響で、例えばどこかの店が閉店したとして、行政としては、それを

どのように把握することができるのでしょうか。例えば住民さんから、あそこの店が閉

じているけどどういうこと、今回の件かなって訊かれても、私としてはわからないとこ

ろもありますし、そういうことがあるのであれば、今後の施策の現状把握としても必要

だと思うので、そういうことはどういうふうに行政として把握しているのか、を質問し

たいです。する術があるのか、ということですね。もう一つは町内事業者の状況、今後

の支援を考えていくにあたって、行政としてはどの程度アウトリーチして状況把握をし

ているのか、ということをお聞かせください。 

  次の質問は、学童保育室のことです。先ほどのご答弁で、三島４市１町の中では午前
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中の学校連携をして、学童は午後からという学童指導員さんの負担軽減ということは島

本町だけが行っていない、現状では、ということがわかりました。今、できていなかっ

たとして、今後もこの状況は断続的に続くと考えられます。ですから、島本町も学童の

現場の負担軽減策の一つとして、午前中は学校で見るというような、学校との連携を検

討すべきだと考えますが、いかがですか。 

  もう一つは、先ほども特別休暇のことや労働災害のことがありましたが、保育士さん

や、今回の学童保育室などで働く方々がコロナに罹患した場合は、公務災害や労災の対

象になったり、また特別休暇扱いになるということですが、そういうことは､今回、いろ

んな流れがある中で通知が下りてきたり、町として対応したことで変化して起こったこ

となのですが、その周知がちゃんと職員の方に、すべての職員の方に伝わっているかど

うか、お尋ねします。 

都市創造部長  まず、今回のコロナ関連にかかります閉店をされたお店の把握の状況でご

ざいます。今現在、本町で把握いたしているのは０件でございます。閉店せざるを得な

いというような､そこまで逼迫したご相談というのは、直接的には伺っておりません。 

  なお、商工会にも､実際、今回のコロナの影響で閉店をされた事業者がないかという部

分については意見交換をさせていただいております。ただ１件、もともと閉店を予定さ

れているところがございまして、ちょうど、このタイミング、３月末をもって閉店をさ

れたという事業者が１件あるということは承知いたしております。 

  それと、あとアウトリーチ型、今後、どうやっていくのかというお問い合わせでござ

います。現在、考えておりますのが、すでに関係性を構築できております商店街サミッ

トを中心に、いろんな媒体を通じて、意見のほうはいろいろ聞かせていただきたいなと

いうふうに思っております。また、特に業者と接する機会の多い商工会のスタッフとも、

今も意見交換等は行っておりますので、これらについても引き続き行ってまいりたいと

考えております。 

  私からは、以上でございます。 

教育こども部長  それでは、学童の現場の負担軽減としての学校との連携でございます。

学童保育室については、３月の臨時休業の開始からこれまで、長期間休業期間中の対応

として、午前中からの開室をお願いしているところでございまして、指導員の皆さんに

おかれては、例年より長期間、長時間での勤務をお願いしており、それに対応していた

だいたことを、本当に感謝をいたしておるところでございます。 

  ４月以降につきましては、そのご負担を少しでも解消するために、小学校を解放して

いれば従事していただく予定でした支援員の方や臨時講師の方々に、学童保育室での従

事をお願いし、ご協力いただける意思確認をできた方の中から、各室長とも相談して、

４月は数名の支援員の皆さんに学童保育室で勤務をいただいたところでございます。５

月からのシフトにつきましては、室長とも十分協議をし、またユニオン組合とも数度の
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話し合いを重ね、登室児童の減少等に伴い、いずれの学童保育室とも現人員で対応可能

であるということを室長から報告いただきまして、もともと学童保育室で働いていただ

く指導員のみでシフトを組んでいただいたというのが経過でございます。 

  今、三島他市では学童保育室を午後から開始されていることについては、先ほどご紹

介させていただいたとおりでございます。５月 11 日以降、学校の運営が一部緩和されて、

登校日というのを設けていいということになりました。その際に、今後のあり方という

のを、やはり内部で検討したところでございます。留守番が困難な児童の受け入れ、ま

た学童保育室の開室、これは絶対必要であると。もう一つ、大阪府から示されたのは、

校庭開放の件でございました。校庭開放については、前回、３月 25日から４月３日の春

休み期間中、その期間中の６日間をやりまして、そのとき１日当たり――４校合計です

が、170 人以上の子ども達が校庭開放に来て、健康保持のために、みんな楽しんでいっ

てくれたというのがありました。それを踏まえると、やはり校庭開放が可能という方針

が示された以上、私ども島本町としては校庭開放に取り組みたいという思いがありまし

て、校庭開放を活動の一つとして位置づけました。これは三島では、島本町だけが取り

組んだところでございます。 

  今、言いましたように、これらの校庭開放まで入れた対応で、各学校の先生方に、学

童保育室が、もし午前中、学校の先生方に見て欲しいということになったときの体制も

考えたんですが、やはり校庭開放まで入れると学校現場で体制を組むのは困難というこ

とになりまして、学童保育室の室長とも話をさせていただいて、引き続き児童の受け入

れを午前中からやっていただくとなったのが経過でございます。 

  いずれにいたしましても、６月以降、学校の臨時休業が継続されることとなった際に

は、今後の対応についてどのようにしていくか。先ほどありました三島各市の取り組み

も参考にしながら、教育委員会として方針を決定してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員  よくわかりました。学童の負担軽減という意味では、４月は支援員さんに入っ

ていただいていたと、５月はそのことはもう必要ないということでお断りになった。も

う一つは、学校の校庭開放というものを島本町だけがしていて、先生達がそちらにも一

定手が取られれば、人員が割かれていることで難しいということはわかりますし、校庭

開放をされていること自体は、子ども達の遊び場確保、いろんな意味の状況把握も含め

て先生とのコンタクトもありますしね、それは大変素晴らしいことだと思います。 

  ただ一方で、やっぱり支援員さんのことはさておき、校庭開放自体は学童の負担軽減

とはなっていないわけですよね。それで結局、支援員さんが入ったとしても、学童とい

うのはもともとが午後から開室するという場所だったのが、支援員さん入れたりするこ

とで、結局、朝の８時から毎日、日曜日以外は基本開けているということになるという

意味では、なかなか根本的な解決になっていないなという、今、島本町の事情がそうい
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うことでということはわかりましたが、先ほどもご答弁いただきましたように、検討は

長期化を踏まえて、ぜひ、今後はしていただきたいと思います。 

  それで、もし、学校との連携がうまくいかなかった場合、負担軽減という意味では、

コロナ対策の一環として、町の独自策として特別手当のようなものを支給するというこ

とも考えられるのではないかと思います。学童は子ども達を預かることにより、コロナ

禍の最中にも働かざるを得ない方々の仕事を可能にし、社会生活基盤を支えるものであ

ると考えます。これは、今回はたまたま学童を取り上げていますが、保育士さんだった

り、介護士さんだったり、ほかのいろんな方も当てはまると思うのですが、今回、特に

学童のことを言います。 

  また、多数の子ども達と長時間過ごすため、感染リスクが非常に高い職場であり、大

変緊張を強いられるということも聞いています。学校との連携が町の状況的に困難であ

ることはわかりますので、今の状況は。これを機に待遇改善するなり、特別勤務手当を

支給するなど、何らかの形で､そういう措置を考えてはいかがかと思いますが、というこ

とを１点、お伺いします。 

  もう一つは、労災や特別休暇の件……、お答えいただいてないですね、どうしましょ

う、まとめて言いますかね。さっき質問したのに、答えてもらう前に質問しちゃいまし

たね……、これでいいです。以上で、よろしくお願いします。 

総合政策部長  町独自策としての特別手当ということでございますが、手当につきまして

は「地方自治法」のほうに規定をされておりまして、それに準じて、これまで手当とい

うのは対応をしてきているというのが現状でございます。 

  それで、会計年度任用職員の方については、短時間であっても、期末手当を支給する

ことができるという規定が「地方自治法」で設けられて、この４月からスタートしてま

すけども、なっているんですが、「自治法」に書かれているのは期末手当を支給するこ

とができるだけで、それ以外の手当のことについては一切触れられてないという法律上

の課題が、まずあるのかなというふうに思ってます。 

学童保育、それから保育所を含めて、町の窓口でも、やはり住民の方と濃厚接触する

可能性というのは非常に大きい。職員全体の問題かなというふうにも思いますし、こう

いった手当について、近隣の自治体であったり他の自治体、そういう手当を出されてい

るのか、出せるのかということも含めて、いろいろ調べはしておるんですが、なかなか、

それが見当たらないということですので、今後、「自治法」の改正なんかもあるかもわ

かりませんけども、そういったことも視野に、今後、他の自治体の取り組みとかも検討

しながら考えていきたいとは思いますが、現時点では難しいということのお答えでござ

います。 

  それから、先ほどのご質問の中で、全職員に特別休暇等の制度内容が周知されている

のかということですが、人事担当部局としては、これまで４回にわたって所属長宛に町
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長名で通知を出させていただいております。その中で、特別休暇であったり、休業手当

に関わる支出というのも現に出てきてますので、そういうことからすれば、各所属長に

おいて適切に周知をされてあがって来ているというふうに理解をしております。 

  以上でございます。 

大久保議員  それでは、３点ほどお伺いをします。 

  １点目、本補正予算における本町の持ち出し金額はどれくらいになるのでしょうか。

２点目、本補正予算執行に伴い、今年度の本町の事業に及ぼす体制的・人的影響はどの

ように認識されておられますか。３点目、今、国会でももう第２次補正予算の編成に入

ろうかと思いますけども、そのうち本町も追加で補正予算の編成に入ろうかと思います

けども、その際、今回のように本町独自の追加補正予算のお考えはあるんでしょうか。 

  よろしくお願いします。 

村上議長  暫時休憩します。 

（午後１時 19 分～午後１時 20分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

財政課長  １点目の、本町のコロナウイルスに関します独自策に伴います本町からの支出

額についてなんですけれども、今回の第１号の補正予算におきましては、財政調整基金

の繰入の費用といたしまして 5,935万７千円を繰り出しいたしておりますので、この費

用が本町の持ち出し額というふうになっております。 

  以上でございます。 

総合政策部長  ２点目の、人的体制への影響ということでございますが、今回の特別定額

給付金に関してもプロジェクトチームを組んで体制を取ったり、新たに会計年度任用職

員の方を採用して対応しているという状況がありますので、基本的には職員、部局を関

係なく協力し合える体制で臨んでいきたいと思いますし、足りない部分については、ま

た会計年度任用職員の方々を採用して対応していくということでやっていきたいという

ふうに思っております。 

  それから、町独自策ですが、今回の補正予算でも計上はさせていただいておりますが、

これで終わりということではなくて、この新型コロナウイルス対策については､まだまだ

継続的に行っていく必要がある施策も当然あるというふうに思いますので、それについ

ては町独自策として、今後のまた補正予算の中で提案をさせていただきたいというふう

に思ってます。ただ、現時点で具体的にどういったことをするということまでは申し上

げられませんけども、継続して対策は講じていく必要があるという認識でございます。 

  以上でございます。 

大久保議員  ありがとうございます。そこで、国からのマスクがまだ届いてない状況であ

ります。小・中学校は文科省からマスクが届いている。それとまたボランティアの方か

らもマスクが届いている状況であります。そして妊婦さんの方にもマスクが配布されて
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いるということです。それで、今回のウイルスで一番重症化するといいますか、リスク

の高い高齢者の方なんですけども、マスクがなかなか手に入らない状況では大変リスク

が高いと思います。それで、市場に今、出回ってますので、だいぶん緩和されているか

と思いますが、今後の第２波、第３波のウイルス蔓延に備えまして、こういった検討も、

マスクの配布、高齢者の方、特にご自分で購入がなかなかしにくい方もいらっしゃると

思いますが、そういった方への配布等はお考えはないでしょうか。 

総合政策部長  マスクについては、当初、町が備蓄していたマスクをすべての住民の方に

配布するというだけのマスクがなかったという中で、追加で購入もさせていただきまし

たし、寄附という形でいただいた分もございます。それらも含めて、今後、今、議員か

らございましたように､これで完全に新型コロナウイルスが収まっていくということは

考えられないと思いますので、長い目で対策を講じていく中で、第２波ということを考

えれば､町として新たにマスクの購入であったり、次の段階のことを想定をして準備をし

ていく必要があるというふうに思っています。 

  高齢者の方からも、病院に行くのにマスクがないとか、そういったお声も町のほうに

いただいているんですが、なかなか、お一人の人だけに配るというのも難しい話なので、

その辺、今後のことも想定しながら､対策として備蓄をもう少し増やしていくということ

必要であるというふうに認識をしております。 

  以上でございます。 

東田議員  今回の補正予算に関しては、ほぼほぼ異論がないというか、粛々と事務を進め

ていただきたいなというふうに思います。それで、先ほど他の議員からもありましたよ

うに高齢者の方に対するマスクですけど、やはり先ほどの議員もおっしゃったように、

リスクが高い方にしっかりと目を向けて配布するというのは私も考えて欲しいなという

ふうに思いますので、一応、検討のほうをお願いだけしておきます。 

  それと、今回の補正予算で国からの特別定額給付金ですね。これは広く、対象は全国

民ということになってますけど、町単独でやっているのは、どっちかというと対象を絞

ったところで支援をしていくというような考え方でなっていると思います。今後も、今

回で終わりじゃなくて、これからも対策を考えていくということなんですけども、休業

要請であったり、休校・休園とか、外出自粛であったりで、コロナウイルスで影響を受

けてない方というのはほぼほぼいないんじゃないかなと、みんなが影響を受けている中

で、今、この状況になっていると思います。お子さんとかが学校に行かなくて家にいた

り、会社に行かなくてテレワークとか家におったりしたら、どうしても水道光熱費とか

食費とかにもはね返ってきて、各世帯、それなりに影響は受けているんかなというふう

に思いますので、やっぱりその辺りも勘案してね､皆さんに広く支援できるようなこと

も、ちょっと一定考えていただきたいかなというふうに思いますけども、その辺りにつ

いての見解をお願いしたいと思います。 
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  それと、今後もいろいろ考えていくということですけども、当然、財源というものが

必要になってきますし、当初予算の討論でもちょっと申し上げましたけども、やっぱり

一番最初に当初予算で予算編成した、それにこだわらんと、予算の見直しであるとかい

うのも視野に入れていかなければ、国からなんぼ来るとか、府からなんぼ来るとかいう

のも、なかなか流動的で読めていかないんじゃないかなというふうに思います。今回の

支援金でも、府の折半のやつでも、町としては想定してなかった予算が発生してますか

ら、あまり国・府を当てにするんじゃなくて、町としても独自で財源確保というのにし

っかり取り組む必要があるんじゃないかなというふうに思うんですけど、その辺りにつ

いて、ちょっと見解を伺っておきます。 

総合政策部長  高齢者のマスク、感染リスクが高い方へのマスクの配布ということについ

ては、先ほどもご答弁申し上げたように新たな段階を迎えるだろうと思われますので、

備蓄というのをきっちりやって、対応できるようにしていきたいなというふうに考えて

おります。 

  また、影響というのは全住民にというのは、当然、そういうことだろうというふうに

思いますし、他の自治体の独自施策なんかも見てますと、水道料金、基本料金の減免で

あったり、そういった施策を多くの自治体で実施されているという実態もある中で、今

後、そういったことについても検討させていただいて進めていきたいというふうに思っ

ています。 

  また、財源については、もうすでに町長のほうからも職員に対して、今年度、必ずや

らなければならない事業を除いて見直しをして、それをコロナ対策の財源に回していく

ということで、６月の定例会に向けて、その辺の精査をするようにという指示も出てお

りますので、その辺についてはきっちりと精査をして、財源を確保しつつ適切に対応が

できるように取り組んでいきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

岡田議員  コロナ対策に関しまして、ほんとに初めての経験で、町長はじめ全職員の皆様

には大変ご苦労をおかけしていると私は承知いたしております。本当にありがとうござ

います。こんな高いところでお礼を申し上げるのは申しわけないんですけれども、本当

に皆様、ありがとうございます。 

  今も他の議員からも出ましたが、確かに高齢者のマスク不足というのは私も聞いてお

りまして、マスクがないために病院に行かれないというようなご意見もたくさん伺って

おります。今また､ほかの議員もおっしゃいましたが、やはり特定の方にではなくって、

住民さん全員に行き渡るというのは、このことはものすごく大切なことではないかと思

っておりますので、私は議案説明のときにも言わせていただきましたが、できましたら

水道料金の基本料金ですね、それを半分でもという思いを持ってますので、ぜひ、その

点もお願いしたいかなというふうに思います。 
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  質問に入りますが、私は質問の中で、ふれあいセンターの使用料の還付金、これはあ

わせまして緑地公園の集会場の還付金も今回の補正予算にあがっておりました。このふ

れあいセンターの使用料の還付金なんですが、これは、一応は自粛が５月 31日というこ

とになっておりますが、ふれあいセンターをいつまで使用できないのかっていう、その

線引きをどんな状態でされるのか。その辺がわからないものですから、例えば、６月に

ふれあいセンターをお借りするのを中止してもね、もうすでに還付金が全額発生してい

る状況になっております。そういうことを考えますと、このふれあいセンターの使用を

許可するか許可しないかという線引きは、どういう線引きでされるのか。その辺がちょ

っとわからないのでお聞かせいただきたいのと、今回、補正にあがってます金額という

のは、その金額を算定された根拠はどういうことで算定されたのか、お聞かせいただけ

ますか。 

総合政策部長  今、緊急事態宣言が５月 31日までということですが、本日、国のほうから

も一定の方向性が示されると思います。大阪においてはおそらく継続であろうと思われ

ますが、大阪府の吉村知事のほうからは、大阪府モデルに準じた形での緩和ということ

も､今日、夜８時から大阪府は対策本部会議を開催されるというふうにお聞きしてますの

で、その方針を受けて、町として、また明日、対策本部会議を開く中で、その後の対応

というのを考えていく必要があるというふうに思ってますので、今の時点で、いつから

開けるとか、どういった形で緩和していくというようなことは、ちょっとお答えできる

状況にはございません。 

  私のほうからは、以上でございます。 

総務・債権管理課長  もう１点お尋ねの、今回の補正予算に計上しております還付の額の

算定根拠でございますけれども、今回の補正予算を調整させていただいた時点では、ま

だ施設の使用の停止期間は５月６日までというふうになっておりました。ただ、その時

点でもすでに、いつ収束するか、なかなか見込めないというふうな状況は想定されてお

りましたので、予算を調整した時点で、すでに予約を受けて使用料をお支払いいただい

ている金額全額、前年度のうちに使用の申請があって歳入があった全額について、還付

の可能性があるということで、その分についての還付の額を補正予算で計上させていた

だいておるところでございます。 

  以上でございます。 

岡田議員  還付金に関しては、わかりました。今日、大阪府のモデルが発表されるという

ことですが、例えば自粛が解除になった場合、そうしますと、それプラスふれあいセン

ターを利用可能ということは、ちょっと難しいのかなとは思うんですね、たくさんの方

が集まってこられるお部屋というのもありますのでね。だから、自粛プラス開放という

のは難しいと思うんですね。だからこそ私は、どの辺で、島本モデルじゃないけれども、

どのような線引きをされて、利用されてもいいとかっていうのは考えていらっしゃらな
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い、ということでいいんですか。考えていらっしゃるのでしょうか。 

総合政策部長  町としての基準というのは今のところ持ってはいないんですけれども、大

阪府が一定、先ほども申し上げましたように、本日、対策会議を開かれて、一定の方向

性が示されると思います。ただ、自粛を緩和するにしても、完全に開放するということ

はないというふうに思ってますので、例えば、少人数での会合であったり、そういった

ものから認めていくとか、会議をやるにしても窓を開けたり、三密と言われている部分

を緩和できるような対策を講じたうえで開放していくというような、そういう形になっ

ていくのかなというふうに考えてます。 

  ただ、それについては、本日の大阪府の対策会議の内容を踏まえて、明日、町で対策

会議を開いて検討して決めていきたいというふうに思ってますので、また決まりました

ら、ホームページ等でお知らせをしていきたいというふうに思ってますので、よろしく

お願いいたします。 

塚田議員  中小企業等緊急支援金事業、町独自の事業について、質問をさせていただきま

す。 

  町内業者さんも喜ばれていまして、創設については評価しているところなんですが、

事業費 1,560万円の予算積算の根拠についての説明と、積算されたときから本日までに

また状況が変わっているかと思いますので、セーフティーネット申請状況の直近の数字

について、まず、ご答弁いただければなと思います。 

都市創造部長  まず、予算の積算の状況でございます。予算については、３月と４月に本

町にセーフティーネット関連の融資のお申し込みをされた事業者数が 13件、15件で 13

事業所ございました。その 13事業所が今後も同じペースで、今回、一応９月までという

ことで想定させていただいておりますので、９月まで続く前提で、掛ける６ヵ月で 78

件で、予算を積算させていただいております。それから、その積算後、新たにセーフテ

ィーネット関連で町に認定の申請いただきました件数については、５月 12 日現在でござ

いますが、18 件となっております。 

  あと、今後セーフティーネットで、今回は一定の予算の算出根拠が必要という認識の

もとで、その数値を使わせていただいてはおりますが、その他にコロナ関連にかかりま

す融資制度につきましては､国であったり、ほかにも制度ございます。それらの融資制度

を受けておられる事業所を対象といたしますことから、今後、件数については伸びてく

る想定もできますことから、今後におきましては、その執行状況等、適切に勘案する中

で予算措置等、また必要に応じて新たにお願いをさせていただくことも想定いたしてい

るところでございます。 

  以上でございます。 

塚田議員  ご答弁、ありがとうございます。予算が不足するかも知れないということにつ

いては、柔軟な対応をしていただきたいなというふうに思っています。 
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  もう一つ、新型コロナウイルス感染症の影響がすぐに出る業種の方、事業所の方とい

うのは申請も素早くできるのかと思うんですが、業績が２ヵ月後、３ヵ月後とかに影響

が出てくるところもあるかと思いますが、今回、申請期間が９月 30日までということを

考えると、非常に短いと言いますか、間に合わない事業者さんが出てくるんではないか

なということを懸念してまして、この期間についてはどのようにお考えになっているか、

ご答弁をお願いいたします。 

都市創造部長  一つの今回の支援金の要件といたしまして、コロナ関連にかかる融資を受

け、申し込みをされた事業所ということで、一つ、線引きはさせていただいてはおるん

ですけれども、実はセーフティーネット関連については､町へ認定の申請をされて、約１

週間ぐらいで認定書をお渡しして、それから民間の金融機関でご申請されるということ

で、比較的、期間的には短く申請期間でできるんですけども、国の関連公庫系について

は相談を取るだけでも相当数時間がかかって、実際、申請するまで、もっともっと時間

がかかるケースもあるということもお伺いしているところでございます。 

  今回、一定９月末までということで期限のほうは設けさせていただいてはおりますが、

この制度運用する中で、当然、９月末までではあまりにも短いというお声が寄せられる

ことも想定されますことから、それらの声には真摯に対応して、柔軟な対応を、またし

てまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

塚田議員  ありがとうございます。この制度を創設するにあたって、高槻市等他自治体を

参考にされたということですけど、高槻市同様の制度の申請期限が令和３年の３月末ま

でというふうになってますし、セーフティーネットの５号のほうの申請も令和３年の１

月末までとなっていることも考えれば、先ほどもちょっと申し上げましたが、コロナの

影響が遅れて出てくる業者さんにとって不公平にならないように、広く使っていただけ

るように、制度の運用をお願いしたいと思います。もし予算が不足になって、また補正

であげてこられる際には、期間の延長もあわせて取っていただけるようなことを検討し

ていただくようにお願いをしておきます。もう一度、お願いできますか。 

都市創造部長  ただいま議員からご指摘いただきました点も踏まえて、事業所支援、しっ

かりと努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員  ２問目です。先ほどの中小企業等緊急支援金の実態把握、先ほどご答弁いただ

きました。５月７日に議案合同説明いただいたときの資料も、ちょっと利用させてもら

います。今回、中小企業等緊急支援金を出すにあたって、島本町としては、大阪府の休

業要請支援金事業と国の持続化給付金事業との関連とか比較を表にして出していただい

ております。この表で単純に理解するところでは、持続化給付金と中小企業等支援金事

業は、島本町の制度は併給可能、受け取るのは可能なんだなというふうに認識してます
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けど、間違いはありませんか、ということが１点。 

  それから、先ほど申請期間の短さというふうに質疑がありました。確かに９月末で、

もっと後になって、特に中小企業や自営業の方というのは後から影響が出るという声も、

業種によってはあると聞いております。今はまだ２月、３月の契約とか発注でいけてる

けども、夏以降に影響が出るというような業種もあるように聞いてますので、確かに９

月末というのはどうかというふうに思いますが、その点は私も、期間延長というのは必

要かも知れないとは思いますが、ただ一定、ここで９月 30日と示してしまった段階で、

これは借り入れを前提としてますのでね。借り入れを前提としてないんだったら、ちょ

っと考えてということはあるんですが、９月 30日までやから、もらうために借り入れる

というふうな、ある意味、島本町の緊急支援金が呼び水となって融資を受けるというふ

うなことを考えられる事業者も、実際にはあります。 

  先週末、この説明文書を持って、10店ぐらいしか回れてませんけども、こういう制度

をどう思われますかということで、自営業とか店舗のある方をお尋ねしたときに、今は

また途方に暮れておられたり、これからどう影響が出るかわからないというので、まだ

何も手を打ててないというのと、まず、国・大阪府の休業要請支援金には当たらないと

いうことはわかっていると、これははっきりとわかっているということで、さてどうし

ょうか、持続化給付金の申請を先にしようかというふうな業者の方、おられたんですね。

だから、そういう意味で、ここでさらに融資を受けてから申請になる、融資を申し込ん

でから申請になるということで言えば、この期間延長ということについては、やはり初

期の受付面接で十分に丁寧な対応をしておかないと、何となく後半になって、また違う

制度が出てきたりするとね、その辺はやっぱり連続性を持ってやっていただかないと、

今のほんとに日々、どうしようと思っておられる島本の中小業者にとっては大きな影響

を与えるというふうに思います。これは意見です。 

  先ほどの持続化給付金についてはご答弁を願いたいのと、そうは言っても休業要請支

援金については、島本町の試算では法人支援金、12法人というのは何となくわかるよう

な気がするんですが、個人事業主支援金が 98 事業者になっております。島本町で、この

５月末まで申請締め切りと言われている休業要請支援金に 98事業者というのは、これは

最大、マックスを出しておられるのか､実態として 98出される可能性があると思ってい

るのか。私、こんなにたくさんの人が、町内の中小業者で休業要請支援金の対象になっ

ているのかと。町内の商店街回ると、全然、こういう声は聞けなかったので、その点の

予算組みの内訳、それと、それぐらい対象者があるんだという実態把握について、ご答

弁をお願いいたします。 

  以上です。 

都市創造部長  まず、本町の中小企業等緊急支援金と、国の持続化給付金、併給が可能か

どうかとのお問い合わせでございますが、併給については可能でございます。 
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  あと、大阪府と本町が共同で実施いたします休業要請支援金の中小企業の件数でござ

いますが、これについては大阪府が算出いたしておりますが、島本町の企業を産業分類

別で分けて算出しておりますので、マックスの数値でございます。 

  以上でございます。 

河野議員  あと２週間の期日ですのでね、これが、それだけの方が受けられるということ

が、まず、いいことだなと思っております。ただ、私自身が聞いているのは、そういっ

た対象外の方と、それを今回、島本町が中小企業等緊急支援金を設けられたということ

でね、持続化給付金はコンピュータ、パソコンでの提出が前提になっているということ

と、休業要請支援金も自分でパソコンでダウンロード――申請用紙はちゃんといただい

ておりますけども――して、やらないといけないということで、特に持続化給付金につ

いては一定の税務の知識とか､基礎知識とか、パソコン操作ができないと、あまり申請行

為に至るまでに結構苦労するということを聞いています。だから日本共産党としても、

私もこういった相談を受けるのは、ほんとに長い経験していながら初めてということに

なるんですが、相談受けたときのマニュアルみたいなのを作っているんですけどね。で

も、やっぱりパソコンと、そういうのが必要だというところでは、たぶん高槻市などで

は、そういう茨木税務署でやっておられるような、入力して送信できるというコーナー

ですね。そういったことも設けておられるようなところがあると思うんですが、島本町

の場合は、これは国・府の制度においてですので、答弁難しいかも知れませんが、いか

がでしょうか、ということが１点。 

  それから、今、持続化給付金と中小企業等緊急支援金の併給可能ということであれば、

持続化給付金は来年の１月までいけますし、金額がちょっと違いますので、そちらを急

いでいただいて、その後に、それでものときには借り入れと中小企業等緊急支援金なの

かなと思ったりもしております。それはほんとに個別の事例で、いろいろ違いますので

ね、一概には言えないんですが、そういった意味で、特別給付金も５月中には入る、入

らない人もおられるということで、この中小企業等緊急支援金があることによって､島本

町が今までになかった島本町内業者さんのこういった支援金申し込みの相談に乗る､受

付事務ですが、基本、相談もあるということが発生するというふうに思われます。 

  その点で、借り入れまではというところで止まっておられたり、休業要請支援金はも

ともと全然無理というところで、中小企業等支援金が駄目なときにでも、それが駄目で

帰っていただくのではなくて、持続化給付金があって、その入り口の相談であるとか、

あるいはこのすべての三つが、ほんとに小さい個人事業主の場合は、すべてに当たらな

いということもあったときに、今度は社協の小口資金のほうに行ってくださいとかね。

その辺、たまたま今､都市創造部の部長は、かつて生活保護の事務なんかもされていたと

思いますので、そういったことを、中小企業の方が島本町役場に相談に来られるという､

窓口になるというのは、あまり今までなかったこと、こういったことでですね、緊急事
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態で。ですので、そういったことを一つの制度だけで帰っていただくのではなく、この

辺はやっぱり事業者であっても、ほかの制度に案内をするとか、そういったこともあわ

せて、島本町の広報、実は４月号の広報は仕方がなかったんですが、５月号の広報で…

…（「質問して」と呼ぶ者あり）……、やはりコロナに対しての救済措置があまりなか

ったということでね。 

村上議長  質問してください。 

河野議員  あわせての、そういった総合的な制度を一覧にした広報、あるいは折り込みチ

ラシを入れるとかいうことが、やっぱり６月以降は必要ではないかと思っておりますが、

いかがでしょうか。答弁を求めます。 

都市創造部長  まず、各種制度のご案内でございますが、事業者向けの支援制度について

は、今、予定ですけども、６月号の島本町の広報で､すべては網羅できませんけども、一

定、各種事業の周知を図る予定といたしております。 

  あと国の事業、府・町と共同の事業、町単独の事業と、三つ、今は給付金的なものと

してはございます。これらの事業について、特に急を要しますのが、大阪府と島本町共

同で実施いたします休業要請支援金事業が、申請期限が５月 31日ということでございま

す。まずは、やはりこれに該当する方については、該当する事業所については、本町の

中小企業等緊急支援金には対象となりませんので、ただ、５月末までということで、６

月１日発行予定の広報には間に合いませんことから、各種、これらの緊急支援策につい

ては、予算ご可決賜った後に、近々に町内の主要な掲示板に、まずはこういうのがあり

ますという掲示をさせていただく予定といたしております。 

  あと、各種制度、窓口でご相談受けること、やはり多くなってきてございます。国の

融資制度も含めて非常に難しい部分、これは私どもも痛感しているところでございます。

ただ、やはり窓口にご相談に来られた方については、別の窓口に必要があれば繋いでい

くということは、しっかりと引き続きやっていきたいと思っているところでございます。 

  以上でございます。 

村上議長  この際、暫時休憩いたします。 

（午後１時 55 分～午後２時 15分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

  ほかに質疑ありませんか。 

野村議員  中小企業等緊急支援金に関しての質疑をさせていただきます。確認も含めて、

２点、申し上げます。 

  １点目、支給要件に関しまして、説明ではセーフティーネット補償の認定を受けるな

ど、新型コロナウイルス感染症の影響による売上高の減少に伴い金融機関への借り入れ

を申し込んでいるということで、「申し込んでいる」ことが支給要件ということで、以

前、説明を受けております。そのうえで、この「申し込んでいる」ということは、融資
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が結局下りてから、この支援金に関して支給がいただけるのかどうか。また、実際に申

し込んだけども借り入れができなかった場合もあるかと思いますが、その場合は支援金

を受けられるのかどうか。 

  この２点に関して、まず、お伺いいたします。 

都市創造部長  支援金関係のご質問でございます。要件にさせていただいております申し

込みに関する要件でございますが、申し込みを行ったという事実をもって、ご申請して

いただけるという制度といたしております。また、実際の給付でございますが、その融

資が決定されてから町も決定するのではなくて、申し込みをされたという要件をクリア

しておりましたら、その融資の結果如何に関わらず支給をさせていただくという制度と

いたしております。 

  以上でございます。 

野村議員  申し込み、こちらの要件に入るということで、特に小規模企業に関しましては

手元に入る現金の早さ、いかに早く現金が手元に入ってくるかということが特に重要な

ことでありますので、先ほどおっしゃった融資が下りてからといった、後々に入るより

も、先ほどの申し込みの段階で､ちゃんとこちらの支援金に関して要件にあたり、支給も

早速していただけるということで理解をさせていただきました。 

  では、私からもう１点だけ、確認も含めて質問です。先ほど、この支援金に関しまし

て、周知に関しては、どのような形をされるのでしょうか。今回、セーフティーネット

補償ということで、補償の認定されている事業者さん、先ほど件数の指定もありました

けども、個別で連絡もされるかと思うんですけれども、いかに周知をされるのか、お伺

いいたします。 

都市創造部長  当該事業の周知でございます。まず、町内事業所の皆様へということで、

本予算、ご可決賜った後に、近々に町内の主要な掲示板に、国の持続化給付金、府と町

共同の休業要請支援金、あわせて､すべて網羅できませんけども、町内の主要な掲示板に

掲示をさせていただこうと思っております。また、すでに町のホームページにおきまし

ては、あくまでも予算ご可決賜った後という付記をして、当該中小企業等緊急支援金に

ついては、ホームページですでに告知のほうはさせていただいているところでございま

す。その他、考え得る様々な媒体、手法を用いて、積極的に当該制度については周知に

努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

福嶋議員  今回の補正予算案では、緊急経済対策、国、府等の対応の中で、給付金の支給

として町の住民全員に対して１人当たり 10万円・特別定額給付金の支給、児童手当受給

者・児童１人当たり１万円の支給、中小企業 100 万円・個人事業主 50万円の休業要請支

援金の給付、また費用補てんとしては放課後等デイサービス事業の事業所負担増・利用

者の料金増への補てんなどがあります。そしてまた空気清浄機や石けんの購入等、され
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るとのことです。そしてまたそれ以外に様々、先ほど町施策としていろいろ議論がござ

いましたが、府・町共同事業の休業要請支援金の対象でないという条件下の中小企業等

に対し緊急支援金の給付、児童扶養手当受給者に対しひとり親家庭等臨時特別給付金の

支給、休業期間中の民間保育園の給食費等の補助、学童保育室保育料や使用料の還付金

等があるとのご説明をいただいております。 

  今回、新型コロナウイルス感染症で､すべての人が影響を受け、環境を大きく変えざる

を得ないことに対し、まずは全住民に､迅速に特別定額給付金が支給されること、これが

前提となりますが、すべての住民に対して 10 万円が支給され、また様々な切り口から多

くの施策が計画され、現状、一定の対応が図られているというふうに考えております。

そういうような中、学校に関連して、お訊きしたいと思います。 

  島本町においては、３月２日から小・中学校は臨時休業となり、その後、５月 31日ま

での間、約３ヵ月間、休業が続くこととなっております。そして、島本町は町外に通勤

される方が多い特徴のあることから、各学童保育室はほぼ半数の方が利用され、利用時

間も学校が休みの終日の時間帯で運営されている状況です。今後も働く方をしっかり支

援するためにも、この事業の継続が必要と思いますが、学童保育室の事業を行うにあた

って、保育時間が計画に対し大幅に増加していると思いますが、学童保育室指導員の報

酬関連の予算は増額する必要はないのでしょうか。ご答弁をお願いいたします。 

教育こども部長  学童保育室にかかる報酬等の予算の増額は必要ないか、ということでご

ざいますが、先ほど来ご答弁させていただいておりますように、学童保育室については

３月の臨時休業の開始から、これまで長期間、長期休業中の対応として勤務をいただい

ており、そこで働いていただいております指導員の皆様には大変ご苦労をおかけしてお

る、これが実態でございます。先ほど議員からありましたように、当然のことながら、

本来の勤務時間より長く働いていただいている分、当初予定の報酬額を上回る支出をし

ていることは事実でございます。 

  ただ、この４月～５月について臨時休業をやっておりますので、今後のことを鑑みま

すと、例えば、８月は本来夏休みを設け、そして学童の皆さんには午前中から勤務を要

しますが、この点で、夏季休業を縮小して授業に充てなければならないようなことも想

定をしなければなりません。そうなると、学童の皆さんの勤務はまた昼からになるとい

うようなことも想定できますので、その報酬につきましては年間を全体的にある程度想

定した中で、最終的な見込みを今後の補正予算で対応していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

福嶋議員  ３月２日から休業が続いている中、その間、授業が行われておらず、児童生徒

の学習面での不安、これを保護者の皆さん多くから、よくお聞きをいたします。現状の

学習支援状況についてお教えいただきたいのと、また今回、本町には新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金として１億 111 万６千円の交付を受けるとお聞きして
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います。この交付金の活用として、小・中学校のこれからの学習保障のための環境整備

に使うことが可能とのメニューが示されていると思いますが、本町としては、それらの

整備に充当するお考えがあるのかないのか。教育委員会のお考えをお示しください。 

教育こども部長  今の学校等の対応でございますが、小学校では７日、入学式を行った以

降、休業状態にございます。中学においては入学式すらできていないことから、新学期

に入ってから課題プリントを配付するなどにより、学習支援としての対応を行ってきた

ところでございます。また、学校から児童生徒への呼びかけ動画を４月 16 日からアップ

し、また学習支援の一つのツールとしての動画配信を５月 11日から行っているところで

ございます。 

  しかしながら、私立の学校や、先進的な取り組みを進められておられる公立学校にお

かれましては、オンラインの配信による学習支援を積極的に進められておるということ。

また今後、第２波、第３波が押し寄せてくるかも知れない状況を踏まえますと、やはり

オンラインの学習ができる環境整備は進めておく必要があるものというふうに考えてお

ります。現在、当該環境整備にかかる事業費についても本交付金の対象事業費としての

申請に向け、政策担当、財政担当とも調整をさせていただいているところでございます。 

  以上でございます。 

東田議員  ごめんなさい、ちょっと１点だけ確認をお願いしたいと思います。先ほどの他

の議員への答弁で、学校、夏季休に影響があるという、当初予算のときにも一定の影響

があるんじゃないかというような話でしたけど、それからまた状況悪くなってきてます

ので、夏季休に与える影響というのが大きくなっているのかなというふうには思います。 

  それで、実際、学校､夏休みの暑いときに児童を集めて、密室というのもなかなかでき

へんのかなというふうに思うんですけど、窓開けて授業とかすると、今度、エアコンも

きかなくなるんじゃないのかなと。その辺りの対応についても、ちょっと検討していた

だいたほうがいいかなと思うんですけど。今のまま行ったら、ほぼほぼ出席日数、どこ

かで稼がないかんので、夏季休にも相当食い込んでくると思うんでね。見解だけ、ちょ

っとお伺いしておきます。 

教育こども部長  この２ヵ月間、臨時休業となりまして、当然のことながら、課題等のプ

リントを配布して学習支援を行っておりますが、実際の授業が行えてないということか

ら考えますと、やはり、この７月、８月の夏休みの一定期間は授業に充てていく必要が

あろうかというふうには考えておりまして、すでに茨木市などについては夏季休業をこ

のようにしていくというような形で一定の方向性を示しておられます。現在、本町につ

きましても、今日、また大阪府のほうで検討なされておりまして、今現在では５月 31

日まで臨時休業ですが、今後の方向性がある程度見えましたら、１年間の総授業の時数

等も踏まえて、方向性を早くお示しをしていきたいというふうに考えております。 

  また、８月につきまして、当然、今、おっしゃっていただいたように､本町は普通教室、

- 55 -



特別教室ともすべて空調がついておりますが、それで賄いきれるものではないというふ

うに考えておりますので、その辺の３密を避けることも踏まえながら、そして夏季の暑

さをしのぐ方法も可能な限り検討して、考え方を早めにお示ししたいというふうに考え

ております。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

中田議員  第 55 号議案 2020 年度島本町一般会計補正予算（第１号）について、人びと

の新しい歩みを代表し賛成の立場で討論をいたします。 

  新型コロナウイルス感染症拡大で未だかつてない社会状況となり、多くの皆様が様々

な不安を抱えられていることと思います。他市町村が次々と独自支援策を打ち出す中で、

島本町も、やっとその支援策が見えてきました。その内容は、本当に困っている方に対

するピンポイントでの支援をしているものであり、その点は評価できるものですが、対

象の幅も量も少なすぎると言わざるを得ません。 

  中小企業等緊急支援金事業についてです。経済的な打撃を受けている町内事業者に、

もっと支援の幅を拡げていただきたいと思います。経営悪化は深刻です。町として、本

当に困っている方への支援を優先したことは理解しますが、これでは島本町として、こ

の町の魅力をどこに感じ、どこを守りたいと思っているのかが見えてきません。私は、

この町の魅力は、大資本がほとんど入っておらず、顔の見える関係が築ける小規模な商

店が多いことにあると感じています。そういった小規模商店というものは、小規模なだ

けに体力もないことがあり、ちょっとしたことで持ちこたえられなくなるということも

あると思います。そういう事業者を支えるためには、スピード感を持って､まずは当面の

資金繰りを支援することが必須だと感じています。 

  例えば、家賃補助です。国や府の補助が今後あるからと、それを待って対応するので

はなく、先手先手で対応していただきたいと思います。例えば西宮市や伊丹市では、店

舗賃料の補助を１ヵ月分・上限 10万円だったり、尼崎市ではテナント料３ヵ月分・上限

50万円など、早々に打ち出しています。島本町は、高槻などに比べると家賃が安いから

大丈夫なのではという意見もありますが、駅前の商店街などでは月々のテナント料が数

十万円を超えるところもあります。家賃など、収入が減っている中で、固定費というの

は重くのしかかっています。今すぐの支援が必要なのです。 
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  また、全体としては、相対的に他市よりも家賃が安いことから、店舗を借りる際のハ

ードルが低く、世帯主でない方が事業を展開している例が多いのも島本町の特徴ではな

いでしょうか。最近は、若い世代を中心に飲食店等に新規参入される方が増えており、

まちのにぎわいが生まれつつある状況と捉えています。今回は借り入れをすることが要

件となっていますが、借り入れしていなくとも、休業要請の対象でなくても、また減収

が 50％以上でなくても、苦しんでいる店舗はたくさんあります。せっかくのにぎわいが、

万が一にもコロナ禍の後にしぼんでしまうことになっては､事業者の方だけでなく、住民

にとっても良いことではありません。今後、第２弾、第３弾の支援策を講じるには、小

さな町の豊かな暮らしを守るために、素早く、幅広く、即効性のある支援を行うことで、

個人商店や小規模事業者を守るのだという姿勢を見せていただきたいと思います。 

  地域飲食店支援についてです。地域の自治力により、デリバリーの取り組みがすでに

行われています。他市では、こうしたものの支援にも、デリバリー支援やテイクアウト

実施の飲食店にクーポン券を配付などしているところがあります。今後は、そういった

ところはもうすでにチラシも作っていますが、島本町としても広報の活用や、またこう

いった他市の事例も参考に取り組みの後方支援も期待するところです。 

  議案には直接、質疑では触れませんでしたが、子どもの学ぶ権利の保障についてです。

長期化する臨時休校により、教育の機会が奪われています。島本町は、今年度、やっと

ＩＣＴ環境の整備が始まったところですが、今後、断続的に、かつ長期化する感染拡大

や緊急事態に備えて、ルーターの貸し出しやタブレット等の端末整備を前倒しして、ぜ

ひ行っていただきたいと思います。 

  学校現場が、次々に方針転換される状況に振り回されており、大変な状況であること

は理解しています。が、臨時休校中の児童への働きかけが不十分であったのではないで

しょうか。４月当初、各学校が先生方の動画配信をされたことは、児童との繋がりを保

つために有効な働きかけであり、自粛モードの中、それを見た児童保護者の方からは、

なごむことができたと、ポジティブな評価を受けています。この件に関しては、とても

良い取り組みだったと思います。一方で、その頻度が少なかったと。資料請求で住民の

要望等を見させていただきましたが、臨時休校中の学校の対応として、放置されている

と感じたと、もっとコンスタントに児童との繋がりを保って欲しいという要望があった

ように、今後は､今は登校日が始まっていますが､登校日がない間は、せめて週に一度程

度、児童や生徒と直接何らかのコンタクトを先生が取るように努めていただきたかった

と思います。今後は、この点の改善を求めるものです。 

  あと、独自策として、閉館中の図書館の配達サービスを行ったことも大変評価してい

ます。この件で、感染者が出ていない状況だからこそできたということですね。もし、

今後感染者が出たら、なかなか続けることは難しいと聞いています。この件は小規模自

治体だからできたサービスであるとも理解しています。今後、町内から感染者が出た後
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も、こういった素晴らしいサービスができるように、本の消毒機などを購入して備えて

おくということも考えられるのではないかと思います。この点も要望したいと思います。 

  そして、介護現場についてです。高齢者の方のマスクの件は、ほかの議員からも言及

がありましたが、福祉の現場のことですね。運営スタッフも、利用者も、感染のリスク

に直面したまま事業が継続されている――一部、閉めたところもありますが――という

状態です。利用者においては、感染したときのリスクが高いこともあり、お互いにかな

り緊張した状態が続いているとのことです。介護現場では、必要なマスク、消毒液がま

るでなく、ヘルパーの皆さんが各自自前で用意しなくてはならない状況のようです。マ

スク・消毒は必需品ですが、これらがないので高いお金を払って買っている人もいると

聞いています。マスク１箱 50枚入りを事業者に配付したことは評価するものの、焼け石

に水状態だということです。今後も福祉の現場の声を聞き、感染防止に必要な物資の支

援はもとより、福祉サービス確保に必要な支援策を講じていただきたいと思います。 

  学童や保育現場の皆さんに、特別手当等の何らかの措置を考えていただきたいと思い

ます。質疑でも言及したことですが、学童や保育所は子ども達を預かることにより、コ

ロナ禍の最中にも働かざるを得ない方々の仕事を可能にし、社会生活を支えているもの

です。また、感染拡大防止が喫緊の課題となる緊急事態においては、たくさんの子ども

たちと密接して長時間過ごさざるを得ない、感染リスクが高い職場でもあり、現場のス

トレス度合いは平時を大幅に上回るものであることでしょう。これは、介護にあたるヘ

ルパーさんにも共通していることですが、緊急時に社会的な負担が集中するこういった

職場の方には、何らかの形で、ぜひ措置を講じていただきたい。このことも今後の課題

として要望しておきます。 

  行政の最大の役割は、住民の生命と財産を守ることだと思います。人の命に関わるこ

とが最優先です。また、経済が破綻しても生命は守られません。第２弾、第３弾の支援

策を講じるに向け、不要不急の事業は仕分けし、命に関わる問題を最優先すること。そ

して、それ以外の事業は先送りにし、予算も人員も、まずは町民の生活を守るために最

優先で投じることを求めて、本案は賛成の討論といたします。 

  以上です。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

大久保議員  それでは、第 55号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第１号）に対

し、大阪維新の会を代表し討論を行います。 

  本補正予算は、歳入歳出の総額に歳入歳出それぞれ 33億 2,485万７千円を追加し、歳

入歳出の総額を歳入歳出それぞれ165億85万７千円とするものです。歳出の主な内容は、

新型コロナウイルス支援策に伴う補正予算であり、速やかに実行すべき予算です。国・

府の施策だけではなく、本町におきましても、大変厳しい財政状況に関わらず本町独自
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の補正予算を考え、健康被害や経済的に打撃を受ける町民の皆様の手助けとなるように

尽力されたことを高く評価いたします。 

  今後、行政と町議会がさらに協力をしていき、感染の第２波、第３波に備えていくこ

とが重要であると存じます。また、国・府で新たに第２次補正予算編成の内容や、議論

となる家賃の負担等の支援拡充や、学校の始業開始・９月入学などについても、まだま

だ課題が山積みと言えます。 

この新型コロナウイルス感染は、社会の形を大きく変えてしまいました。自宅でのテ

レワーク、オンライン授業など、遅れておりました日本のＩＣＴ環境整備が急務となり

ます。本町も学校授業・動画配信など、大変に努力をされておられますが、学童、生徒

一人ひとりにパソコンを配付し、その環境整備には一定の時間が必要であります。子ど

もさんの視点を重視し、大人の都合ではないことが重要であり、また予算内容について

も一考が必要と考えます。いろいろな情報や知恵を結集し、感染拡大と経済の崩壊から

町民の皆さんを守るべく､早期の追加補正予算の実現を要望します。 

  また、町民の皆様に評価の高い本町独自の中小企業等緊急支援金ではありますが、セ

ーフティーネットの申請に時間がかかるなどの理由で、その申請期間の延長などを検討

していただくよう強く要望します。特別定額給付金につきましては、特にひとり暮らし

の高齢者の取りこぼしがないように、よろしくお願いを申し上げます。 

  最後になりましたが、今回の補正予算編成に忙殺されました町長をはじめとする職員

の皆様に、心より感謝を申し上げ、賛成の討論とします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

河野議員  第 55 号議案 2020 年度島本町一般会計補正予算（第１号）に対し、日本共産

党・河野恵子より賛成の討論を行います。 

  ４月 30日、記者クラブに発表された島本町の独自策、主な支援メニューとしては、不

織布マスクの配布、図書館図書の自宅への配達、中小企業等に対する緊急支援金、休業

期間中の民間保育所への給食費等の補助、ひとり親家庭に対する臨時特別給付金であり

ます。ようやく４月末に独自策が示され、一定、住民の方にも示されるメニューができ

たということに安堵をしたところですが、この中の５点のうち１点、図書館図書の自宅

への配達については、職員が電動自転車で町内を宅配に回るということでは新たな増額

は必要ないということで、他の４点を含めた補正予算というふうに理解しております。 

  今回、保育所の保育料返還や学童保育室保育料の返還、これについては予算というこ

とではありませんが、民間保育所給食代の補助、そして今回中小企業等緊急支援金、ひ

とり親家庭の臨時特別給付金については、待たれていた、また休校や自粛などにより営

業不振に陥られておられる中小業者に対しては朗報というふうに思っております。 

  特に今回、国の持続化給付金及び大阪府の休業要請支援金などが示されている中で、

この２点について、当初は、自分は該当しないであるとか、給付金申請に二の足を踏ん
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でおられる業者にとって、島本町がこういった制度を作るということが、融資や借り入

れも一つの手法として､今の事業の維持や立て直しを考え始めるという事業者も町内に

おられるということが、私自身も議員としてはこういうのは初めての経験ですので、体

感しております。いろいろと議場では、その条件等についての限界や不十分さというこ

とも指摘されたところですが、これは速やかに実施していただくことと、知らなかった

という事業者がないような丁寧な周知徹底を求めるものです。 

  今後に向けての要望ですが、提案された議案以外のことも含めて申し上げます。 

  休業補償支援など事業者向けのほかの制度、また町の制度も該当しない場合について、

社会福祉協議会がやっている小口資金貸付や、また国民健康保険であれば、国が通知・

通達を出している今回のコロナウイルス対策の減免制度、固定資産税の猶予減免などに

ついても、１回、事情を説明すれば、必要な制度を手元に取り寄せられるというような

総合相談窓口が島本町には必要だと考えます。これは中小業者においては、特にそうだ

と考えております。日中に役場に相談する時間が取れない、そういった業者もおられる

と思います。同時に、広報の折り込みや緊急号などを連打して、新型コロナウイルス対

策ということで特化したページや、あるいはチラシを折り込むということ。また、島本

町は福祉事務所を持つ希少な町村として、生活保護事務や障がい者福祉の相談経験があ

る職員が多数おられます。そういう強みを今度こそ横断的に発揮していただきたいと思

います。駅前商店街の空き店舗を利用した総合相談、土日・夜間等の総合相談窓口を設

置する。あるいは申請書類を配備するだけでも、細やかな情報提供ができるのではない

でしょうか。 

  また、国の通知でも示されている就学援助制度、これは島本町においては今年度から

対象者を少なくするという形で、所得制限を厳しくしてしまったところなんですが、文

部科学省の通知によって柔軟な対応を求められていますので、ぜひ、今年度に入って、

この就学援助については直近の収入で判断できるという柔軟な対応を即時実施していた

だきたい。また、学校休業により長期休業中の開所時間・勤務を余儀なくされている、

特に学童保育室については他の議員からたくさんの質問がありました。私も同感です。

その職員の心身状況の把握に努めていただくとともに、島本町全体で対応する体制を求

め、一定、学校内での協力体制は敷いておられると聞いておりますが、他市町村の午前

中の児童の預かり、午後から学童保育室という対応にまでは至っていなかったというこ

とは、一定の課題であったというふうに考えます。 

  また、学校給食業者の給食停止中の補償を行ったことは評価し、安堵するものですが、

一方で、その休校中の児童の健全育成を今、丸抱えをしている家庭、これには一定子育

て支援ということが補償されていますが、町内には大きな児童福祉施設があります。１

日中、子ども達が学校に通わず施設の中で過ごす。そういったところにも、これは国・

府の仕事だとは思いますが、視野を拡げていただきたいと思います。 

- 60 -



  また、介護福祉事業者は感染症予防や治療が未確立の中で、休業要請もない中、日々、

薄氷を踏む思いで事業継続をされています。これは町内の中小業者で事業継続されてい

るところも同じだと思います。そういった意味でも、他の議員から質問がありました。

水道料金の問題などについては、島本町は残念なことに１月からひとり親、障がい者、

非課税高齢者などの水道料金基本料減免を廃止してしまったということがありますが、

これを時限的にでも復活することはできないでしょうか。その額は、2018 年度決算額で

は 588 万と聞き及んでおります。この児童福祉施設や介護施設も対象になっていました。

それが今、廃止になっており、負担が増えた中で、さらに新型コロナウイルスで日々、

消毒や洗浄作業で水道使用料が増えている。そういった施設に対する水道料金減免を行

うことは可能であり、また時限的にすることによって、300 万程度で実施できのではな

いかと考えております。予算上では、学校教育においては休校されていますので、支出

が縮小されている水道使用料を大きな予算上では組み替える。そういう工夫をすれば財

源は生まれるものと考えております。 

  島本町においては、引き続き町内業者の実態把握とともに、福祉施設などにおいては

デイサービス、移送介護などがキャンセルされることによる減収があるところや、訪問

や移送支援などでの防護服などの対応が非常に間に合っていない､高額である、このよう

な支出が増えている事業所に対しての実態把握も求めておきます。 

  そして、様々な議員が今後に大きく期待をする国による１兆円の交付金、これが１兆

円では到底間に合わないということは、現場におられる職員の皆様は十分にお感じにな

っておられると思います。さらなる増額も求めることも要望し、討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

伊集院議員  第 55号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第１号）に対しまして、

自由民主クラブを代表いたし討論を行います。 

  今回の第１号は 33 億 2,485 万７千円を増額され、歳入歳出総額 165 億 85万７千円と

なります。今回のこの第１次補正は、新型コロナウイルス感染症対策にかかる国からの

各種の支援事業、また本町の単独支援事業によるものであります。歳入におきましても、

総額 33 億 2,485万７千円のうち本町の持ち出しが 5,935万７千円という状況で、国の補

助金というのが 32億 6,550 万円となっております。 

  こういった中、ほんとに日々情報も変わってくる状況でありますし、各種、我が会派

からも質問がありましたように、皆様には今後のご努力も期待しつつ、国の第２号補正、

今、国会の最中ですけども、可決次第、またできるだけ早期に島本町としても動ける体

制に努力いただきたいと要望を申しまして、賛成の討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

平井議員  第 55号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第１号）に対し、コミュニ

ティネットを代表し討論を行います。緊急事態宣言下で行われている臨時議会であるこ
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とを踏まえ、できるだけ簡潔に申し上げたいというふうに思います。 

  まず最初に、新型コロナウイルスによりお亡くなりになられた皆様にお悔やみを申し

上げるとともに、医療現場で従事されている方々に敬意を表するとともに感謝を申し上

げます。 

  我が国のみならず、全世界において猛威を振るっている新型コロナウイルスの感染拡

大により緊急事態宣言が発令され、幅広い業種に対する休業要請をはじめ外出自粛、休

校・休園などにより国民の生活及び経済活動に甚大な影響が出ています。これまで誰も

が経験をしたことがない事態となっており、すべての人が何らかの影響を受けていると

いっても過言ではないと言えます。 

  そのような状況を受け、本臨時議会に提案された補正予算は新型コロナウイルス対策

予算となっており、歳入歳出 33 億 2,485万７千円という､これまでに例のない、大規模

な補正予算となっています。主な内容としては、特別定額給付金に約 32億円、大阪府と

基礎自治体が折半で行う休業要請支援金事業 3,050 万円、また本町の独自施策である中

小企業等緊急支援金事業 1,560 万円、ひとり親家庭等臨時特別給付金、妊婦へのマスク

の配布なども予算計上されている点においても、一定、評価をしているところでござい

ます。 

  テレワークなどの在宅勤務、休校・休園、外出自粛等により、水道光熱費等の負担増

や、新型コロナウイルスが一定収束した後も、経済活動や住民生活への影響は根深いも

のと考えることから、今後も住民の方々への生活の支援並びに事業者への支援を検討の

うえ、必要な対策を講じられるよう要望をしておきます。 

そのための財源については、国・府の動向も流動的であることから、本町としての財

源の確保も必要であること、また新型コロナウイルスの感染拡大が税収に与える影響も

鑑み、令和２年度当初予算の討論でも申し上げましたが、予算執行にあたっては慎重に

行っていただきたいと思います。命や生活、教育などに関わる予算を削減するわけには

いきませんが、大胆な予算の見直しも視野に入れた組み替えの検討を求めておきます。 

 また、新型コロナウイルス感染拡大により、感染した方々、医療従事者やインフラに

携わっている方などへの心ない言動や、ある意味、差別と呼ばれる事象が発生している

ことから、啓発にも取り組んでいただくよう、お願いをしておきます。 

  以上を申し添えまして、第 55号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第１号）

に対して、賛成の討論といたします 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

- 62 -



  これより、採決を行います。 

  第 55号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 55号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第 10、第 56 号議案 島本町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の

一部改正についてを議題といたします。 

 

   島本町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について 

（案）説明 

 

伊集院議員 第56号議案 島本町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部

改正について、ご説明申し上げます。 

提案理由につきましては、新型コロナウイルス感染症により、影響を受けた住民の生

活支援や経済対策支援のための一助とするため、議員報酬の減額措置を講ずるものでご

ざいます。 

それでは、改正内容につきまして、ご説明申し上げます。 

今回の改正につきましては、議会の議長、副議長及び議員の議員報酬を令和２年６月

１日から令和２年11月30日までの間は、第２条の規定にかかわらず、同条に規定する額

からその 100分の５に相当する額を減じた額とするため、条例の附則において議員報酬

月額の暫定的減額措置として議案書56の２ページに記載のとおり、一文を加える一部改

正を行うものでございます。ただし、期末手当の算出の基礎となるものは含まないもの

としております。 

施行期日は、令和２年６月１日でございます。 

なお、改正による影響額につきましては、141万1,500円の減額でございます。 

以上、簡単ではございますが、説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いた

だき、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 56号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 56号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第 11、第 57 号議案 特別職の職員の給与に関する条例の一部改正についてを議

題といたします。 

 

特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について（案） 説明 

 

それでは、引き続きまして、第57号議案 特別職の職員の給与に関する条例の一部改

正について、ご説明申し上げます。 

提案理由は、新型コロナウイルス感染症緊急支援対策に係る財源の一部とするため、

町長等の給与について減額措置を講ずるものです。 

今回の改正については、令和２年６月１日から令和２年11月30日までの間、町長の給

料を現行の本則上の額である80万円から16万円を減じて64万円とし、副町長の給料を現

行の本則上の額である70万５千円から７万500円を減じて63万4,500円とするものです。 

なお、令和２年４月１日から令和２年５月31日まで及び令和２年12月１日から令和３

年４月20日までについては、令和２年２月定例会議でご可決いただきましたとおり、町

長の給料を現行の本則上の額である80万円から８万円を減じた72万円とし、副町長の給

料を現行の本則上の額である70万５千円から３万5,250円を減じた66万9,750円としてい

ます。 

施行期日は、令和２年６月１日です。 

また、今回の改正による６ヵ月間の上乗せ減額にかかる影響額は、令和２年２月定例

会議でご可決いただいた暫定減額分を除きまして､町長、教育長の合計で約104万万円で

す。 

以上、簡単ではありますが、特別職の職員の給与に関する条例の一部改正についての

説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願い

申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 57号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 57号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第 12、第 58 号議案 島本町教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一部改

正についてを議題といたします。 

 

島本町教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一部改正について 

（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第58号議案 島本町教育委員会の教育長の給与等に関す

る条例の一部改正について、ご説明申し上げます。 

提案理由は､新型コロナウイルス感染症緊急支援対策にかかる財源の一部とするため、

教育長の給与について減額措置を講ずるものです。 

今回の改正については、令和２年６月１日から令和２年11月30日までの間、教育長の

給料を現行の本則上の額である65万５千円から６万5,500円を減じて、58万9,500円とす

るものです。 

なお、令和２年４月１日から令和２年５月31日まで及び令和２年12月１日から令和３

年４月20日までについては、令和２年２月定例会議でご可決いただきましたとおり、現

行の本則上の額である65万５千円から３万2,750円を減じた62万2,250円としています。 

施行期日は、令和２年６月１日です。 

以上、簡単ではありますが、島本町教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一部

改正についての説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜り

ますようお願い申し上げます。 
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村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 58号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 58号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  以上で、５月臨時会議に提出されました議案は、全部議了いたしました。 

  お諮りいたします。 

  明日から、次の定例日の前日までを休会としたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ご異議なしと認めます。 

  よって、明日から次の定例日の前日までを休会とすることに決定いたしました。 

  これをもちまして、令和２年島本町議会５月臨時会議を閉じまして、散会といたしま

す。 

  次会は、６月 23 日午前 10時から会議を開きます。 

  長時間にわたり、大変ご苦労様でございました。 

 

 （午後２時５９分 散会） 
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本日の会議に付された事件は次のとおりである。 

 

諸般の報告  

第 ２ 号報告 島本町税条例等の一部を改正する条例の専決処分について 

第４９号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額等

に関する条例の一部を改正する条例の専決処分について 

第５０号議案 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 

第５１号議案 島本町税条例の一部改正について 

第５２号議案 島本町後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

第５３号議案 島本町国民健康保険条例の一部改正について 

第５４号議案 令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

第５５号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第１号） 

第５６号議案 島本町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正に

ついて 

第５７号議案 特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

第５８号議案 島本町教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一部改正について 
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 以上、会議の次第を記し、これを証するため、地方自治法第１２３条第２項の規定により署名

する。 

 

  令和２年５月１４日 

 

           島 本 町 議 会 議 長                      

 

           署名議員（３番） 

 

           署名議員（１１番） 
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令和２年島本町議会５月臨時会議の結果は次のとおりである。 

事 件 番 号       件           名 結   果 

第 ２ 号 報 告 
島本町税条例等の一部を改正する条例の専決処分

について 

５ 月 １ ４ 日  

報 告 を 承 る 

第４９号議案 

島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業の利用者負担額等に関する条例の一部を改正す

る条例の専決処分について 

〃 

承 認 

第５０号議案 
職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正につ

いて 

〃 

原 案 可 決 

第５１号議案 島本町税条例の一部改正について 
〃 

原 案 可 決 

第５２号議案 
島本町後期高齢者医療に関する条例の一部改正に

ついて 

〃 

原 案 可 決 

第５３号議案 島本町国民健康保険条例の一部改正について 
〃 

原 案 可 決 

第５４号議案 
令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正

予算（第１号） 

〃 

原 案 可 決 

第５５号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第１号） 
〃 

原 案 可 決 

第５６号議案 
島本町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関す

る条例の一部改正について 

〃 

原 案 可 決 

第５７号議案 
特別職の職員の給与に関する条例の一部改正につ

いて 

〃 

原 案 可 決 

第５８号議案 
島本町教育委員会の教育長の給与等に関する条例

の一部改正について 

〃 

原 案 可 決 
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第  １  号 

 

 

         令  和  ２  年  ６  月  ３  日（水）  

 





島本町議会６月臨時会議 会議録（第１号） 

 

年 月 日  令和２年６月３日 (水) 

 

場   所  島本町役場 議場 

 

出 席 議 員  次のとおり１４人である。 

 

１番  塚 田  淳  ２番  大久保  孝幸  ３番  東 田  正 樹 

４番  平 井  均  ５番  河 野  恵 子  ６番  清 水  貞 治 

７番  岡 田  初 惠  ８番  川 嶋  玲 子  ９番  戸 田  靖 子 

10番  中田  みどり  11番  野 村  篤  12番  伊集院  春美 

13番  福 嶋  保 雄  14番  村 上  毅     

              

地方自治法第１２１条の規定により、議会に出席を求めた者は次のとおりである。 

町 長  山田  紘平  教 育 長  持 田  学  
総 合 政 策 

部 長 
 北河  浩紀 

健 康 福 祉 

部 長 
 原山  郁子  

都 市 創 造 

部 長 
 名越  誠治  

上 下 水 道 

部 長 
 水木  正也 

消 防 長  近藤  治彦  
教育こども 

部 長 
 岡本  泰三  会計管理者  永 田  暢 

危 機 管 理 
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令和２年島本町議会６月臨時会議議事日程 

 

  議事日程第１号  

 令和２年６月３日（水）午前１０時開議 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 第 ３ 号報告 令和元年度島本町一般会計予算繰越明許費繰越計算書の

報告について 

日程第３ 第５９号議案 工事請負契約の締結について 

日程第４ 第６０号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第２号） 

第６１号議案 令和２年度島本町大沢地区特設水道施設事業特別会計補

正予算（第１号） 

第６２号議案 令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第１号） 
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（午前１０時００分 開議） 

 

村上議長  おはようございます。公私何かとお忙しい中をご参集いただきまして、大変ご

苦労様でございます。 

  ただいまの出席議員数は 14 名で、全員出席であります。 

  本日は休会の日でありますが、会議規則第 10 条第３項の規定により、会議を開くこと

といたします。 

  まず、議事に入る前に申し上げます。 

  職員の皆様には、新型コロナウイルスへの対応、大変ご苦労様でございます。 

  緊急事態宣言は解除されましたが、引き続き本臨時会議においても感染拡大を防止す

る対応を行っております。議場出席者にはマスクの着用をお願いしており、皆様におか

れましてはマスクを通しての発言となりますので、大きな声で、はっきりと発言をして

いただきますよう､ご協力をお願いいたします。また、各議員におかれましても、質疑・

討論は簡潔に行っていただきますよう、お願いしておきます。 

  それでは、これより令和２年島本町議会６月臨時会議を開き、本日の議事に入ります。 

  議案等はお手元に配付しておきましたから、ご了承願っておきます。 

  なお、本臨時会議の会議期間は本日のみの予定となっておりますので、皆様には円滑

な議会運営にご協力いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

  お諮りいたします。 

  本日の各議案の内容説明ですが、議会運営委員会で確認されておりますとおり、議案

書添付の説明書をもって、執行部において朗読されたものとして取り扱いたいと思いま

す。 

  これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ご異議なしと認め、そのように取り扱いいたします。 

  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  会議録署名議員は、会議規則第 127 条の規定により、５番 河野議員及び 13 番 福嶋

議員を指名いたします。よろしくお願いいたします。 

  日程第２、第３号報告 令和元年度島本町一般会計予算繰越明許費繰越計算書の報告

についてを議題といたします。 

 

   令和元年度島本町一般会計予算繰越明許費繰越計算書 説明 

 

それでは、第３号報告 令和元年度島本町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告につ

いて、ご説明申し上げます。 
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議案書の３の１ページです。今回、報告する事業は10件で、それぞれ繰越額が確定し

たため、報告するものです。 

それでは、議案書の次に添付している第３号報告書参考資料に基づき、ご説明申し上

げます。 

まず、１ページの第五次総合計画策定事業については、総合計画審議会の審議が３月

中旬まで続き、計画冊子の印刷製本が年度内に事業が完了しないため、翌年度に繰り越

したものです。 

次に、不動産鑑定評価事業については、第四保育所跡地に民間事業者による認定こど

も園を公募するにあたり、土地を売却して実施する方針となったことから、不動産鑑定

評価業務委託契約を行うこととなり、年度内に完了しないため翌年度に繰り越したもの

です。 

次に、認定こども園整備事業補助については、整備事業が令和元年度から令和２年度

までの２ヵ年度にわたるものであるため、１年度目の出来高払いに応じ、その残額を翌

年度に繰り越したものです。 

次に、２ページの認定こども園整備運営事業者選定事業については、認定こども園整

備運営事業者の募集要項の作成にかかる検討及び調整に時間を要し、年度内に社会福祉

施設等整備審査委員会を開催することできないため、翌年度に繰り越したものです。 

次に、第四保育所新築事業については、令和２年度の早期に工事に着手するため、令

和元年度に予算措置し、翌年度に繰り越したものです。 

次に、保育所等新型コロナウイルス感染症対策事業については、保育所等における新

型コロナウイルス感染症対策が国庫補助の対象となったため､令和元年度に予算措置し、

翌年度に繰り越したものです。 

次に、３ページの乳幼児健診等事業については、新型コロナウイルス感染症の影響に

より令和２年３月に実施予定であった乳幼児健診等を延期したため、翌年度に繰り越し

たものです。 

次に、プレミアム付商品券事業については、令和元年度分の国庫補助事業として実施

し、年度内に事業が完了しないため、翌年度に繰り越したものです。 

次に、４ページにかけての校内ネットワーク整備事業２件については、国の補正予算

を活用し事業を実施するため､令和元年度に予算措置し、翌年度に繰り越したものです。 

以上、簡単ではありますが、令和元年度島本町一般会計繰越明許費繰越計算書の報告

についての説明を終わらせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本報告に対する質疑を行います。 

河野議員  第３号報告に対して、質疑をいたします。すでに、これは予算の段階で、繰越

明許を設定されている段でも一定の質疑はあったものと思いますが、今回のご報告に至
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るまでの間に大きく内容が確定されたこと、変動のあったものについて、お尋ねをいた

します。 

  繰越計算書一覧の中での、総務費総務管理費不動産鑑定評価事業及び民生費児童福祉

費認定こども園整備運営事業者選定事業について、お尋ねをしたいと思います。 

  まず、この鑑定評価事業のことですが、かねてから私のほうでは、この第四保育所跡

地を売却するということについては一定の懸念や疑問を呈してまいりました。特に、公

有地を手放すということについての今後に及ぼす影響などもありますが、今回について

は不動産鑑定ということですので、今回の不動産鑑定評価書なども資料請求をさせてい

ただきました。島本町には「財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例」というもの

があり、今回は明らかに第四保育所という保育所の跡地を認定こども園、民間の整備に

供するために売却をするというふうに認識しております。この「財産の交換、譲与、無

償貸付等に関する条例」にかかり、公共の用に供するということで、一定の鑑定価格評

価額よりも低い金額設定がされるということ。これが「悪」というふうには思っており

ませんが、はたして島本町財政にとって解決に至るような用地の処分になるのかという

ことを、かつてから申し上げておりました。 

  この点について、社会福祉法人または学校法人などに保育事業の用に供するというこ

とで売却をされる。この点については、時価よりも低い価格が適正な評価額になるとい

う議論も成り立つのではないかと思いますが、その点についての答弁を求めます。 

総務･債権管理課長  不動産鑑定業務と､それから「財産の交換、譲与、無償貸付等に関す

る条例」の関係についてのご質問だったかと思いますが、条例につきましては、あくま

で､その財産を無償あるいは時価よりも低い価格で譲渡できる場合の条件というものを

定めたものでありまして、特に譲渡する際の鑑定価格の基準であるとか､適正価格の考え

方というのを示したものではございません。 

  以上でございます。 

河野議員  結果的には､今回は民間社会福祉法人に対して財産の、物品の譲与または減額譲

渡という第６条の規定について､私は懸念をしていたということですが、相対する対象者

が、今回は地方公共団体その他の公共団体ということではないという認識をいたしまし

た。そういう意味では、鑑定価格どおりで今後、様々な処理を進めていかれるというこ

とについては、自治体として問われることではないということにもなります。その点の

認識に間違いがあれば、答弁をお願いいたします。 

  もう１点ですが、先ほどの認定こども園整備運営事業者選定事業、すなわち昨日、町

議会議員には情報提供ということで、６月１日から募集をされています募集要項をいた

だいております。これについても、前回、繰越明許費の設定の段では募集要項の内容は

明らかになっておらず、その点について議会として議論をするという暇もなかったなと

いうふうに思っております。ですので、２点ほどお伺いしたいと思います。 
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  いただいた募集要項について、５ページのウの（ウ）、これは募集要項の用地の売却

に関わる契約にかかる文面ですが、認定こども園としての 20年間の用途というのを規定

されています。また、同じく５ページ・ウの（オ）、10年間の買い戻し特約を付記され

るということを規定されておられます。この点については、この島本町では町営住宅の

跡地の売却以来の、久しぶりの公有地の大がかりな売買ということがされるということ

を前提に募集要項を定めておられますので、その点についての、この二つの規定につい

て、根拠というもの、あるいはこのことが何を意味するのかということの詳しい説明を

求めます。 

教育こども部長  おはようございます。それでは、２点でございます。 

  募集要項に記載しております、認定こども園の用途として 20 年間使用するという年数

の根拠でございますが、認定こども園整備にかかる土地の用途指定の期間につきまして

は、本町として今後の宅地開発や人口推計に基づきますと、今後も保育所等の利用を希

望される方が一定数これは見込まれるものという判断から、これは設定したものでござ

います。 

  また、買い戻し特約の 10 年の規定でございます。買い戻し特約は、「民法」第 579

条の規定に基づく特約でございます。不動産を売買するにあたって、当該特約を契約に

付すことにより、買い主側の責めに帰す事由により契約を解除する必要が生じた場合に

は、売り払い額と同額を返還して買い戻すことができるものでございます。今回の土地

の売り払いにおきましては、土地の用途を指定して、また転売等の制限を設けています

が、相手方がこの契約事項に反したときには土地を買い戻すことができるように特約を

付すことによって、契約内容の履行を担保するものでございます。買い戻しの期間は、

「民法」第 580 条第１項の規定により 10 年の範囲内で設定することができることとされ

ており、土地の用途指定の期間を 20年に設定したことを踏まえまして、最長の 10 年を

規定したものでございます。 

  また、「民法」第 581条の規定に基づき、当該特約につきましては売買契約と同時に

登記することにより、例えば、土地が転売された場合には、転売を受けた第三者に対し

ても買い戻しについて対抗することができるようにしたものでございます。 

  以上でございます。 

総務･債権管理課長  「財産の交換、譲与、無償譲渡等に関する条例」に関して、再度のご

質問でございます。 

  条例第３条に規定のとおり、普通財産を時価よりも低い価格で譲渡することができる

場合というのは、第３条の各号に規定されている場合のみでございまして、今回の事案

のように、民間の法人に対して保育事業の用に供するために町の普通財産を譲渡する場

合、無償譲渡であるとか時価よりも低い価格で譲渡するという要件には当てはまらない

ものというふうに認識をしております。 
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  以上でございます。 

岡田議員  １点、確認させていただきます。私は、この第３号報告の資料の中から質問さ

せていただきます。 

  不動産鑑定の、この土地の売却に関しましては、私は賛成をしております。今回、私

が質問したいのは、６月１日付けで町のホームページに公有地とセットで募集要項を出

されていると思うんですが、例えば、セットにしますと金額的にも高価になるかと思い

ます。そういう喜んで来ていただく方が見つかれば最高なんですが、逆にセットでなか

ったら、この募集要項には反するというのか、町の考え方と一致していないという形で

考えられるのか。その辺をお聞かせいただきたいと思います。 

教育こども部長  岡田議員からのお尋ねでございます。今回、旧第四保育所の跡地を売却

して､新たな認定こども園の事業者を募集するということの審査の中には２点あると思

います。やはり大きなポイントとしては保育の質、そして町の貴重な財産でございます

ので、それを一定の評価をした価格で購入いただくという、この２面があると思います。 

  今回の２条件を提示しておりますので、当然のことながら、価格は評価額に基づいた、

あと測量等費用がかかっておりますので、それを加味した３億 4,100万円を下限として、

それ以上の価格を予定いただいて、それでいて私どもが指定した保育の質を担保する事

業者を公募するというものでございまして、評価の点数としても、土地の評価に対して

は 10点程度ということで、私どもといたしましては､大切な土地を売却するという大き

な命題はあるものの、やはり保育所という意味合いを考えれば、保育の質を大切にした

選定を行いたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

岡田議員  しつこい質問ですが、その点は十分に理解できておりますが、例えば、そうい

う募集要項に沿わない業者さん、要するに土地は土地、その施設は施設というような形

でしか募集に来られなかったと仮にする場合は、島本町は､そのときの対応というのはど

のようにされるんでしょうか。 

教育こども部長  再度のお尋ねでございます。先ほど申しましたように、二つの側面から

審査をいたしますので、例えば保育の質はいいが、価格がこちらの提示している額より

低い提示ということになれば、それは条件に見合わないということで、それは対象外に

なると思います。逆に、その金額以上入れていただいたんですが、本町の保育の質を提

示してますので、それを下回るような保育の質を提示された場合は、当然、審査会で審

査をして、その審査評価は低くなると思いますので、そのような事業者が選定されるこ

とはないものと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員  認定こども園整備運営事業者選定事業の募集要項作成についての質問です。 

  繰越の理由に、「募集要項の作成にかかる検討及び調整に時間を要し」とありました。
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４月 27 日に子ども･子育て会議があり、募集要項素案に対して様々な意見が出ていたと

思います。どのような意見があったか、また、募集要項にその意見はどのように反映さ

れたのかについて、お尋ねします。 

教育こども部長  中田議員からのお尋ねでございます。幼保連携型認定こども園の整備運

営事業者募集要項に関しては、先ほどご紹介ありましたように本年４月 27日に開催いた

しました子ども･子育て会議におきまして、土地の売却に関して、賃貸など選択の範囲を

拡げるほうが多くの事業者が参入できるのではないかというご意見や、売却金額の配点

について審査において難しい問題が起こるのではないかというご意見、また特別保育の

配点のウエイトについてのご意見などがございました。また、保育士不足や新型コロナ

ウイルスの影響による保育事業者への影響をご心配されるご意見など、多くのご意見を

いただいところです。いずれの意見につきましても、事業者参画の有無の検討、費用対

効果、審査項目において保育内容に重きを置いている点など、素案における書きぶりに

つきまして丁寧にご説明をさせていただきまして、本町における考えをご理解いただい

たものと思っております。このうち、当該会議で指摘のありました町内在住者における

保育所等の利用者数について追加させていただいたほか、土地の概要、売却に関する事

項について売買契約に関する事項を追加させていただくなど、より詳細な内容とさせて

いただいたものでございます。 

  また、提案される事業者は、保育内容とともに、先ほどから出てます土地の購入金額

を提示されます。委員選任はこれからでございますが、これまでの委員の顔ぶれを見ま

しても、有識者の皆様に委員参画いただいておりますことから心配には及ばないとは思

っておりますが、土地金額が他の評価に影響を及ぼすことのないよう、土地購入金額に

対する評価は一定の指標を事前に取りまとめておいて、この部分については機械的に点

数が配点されるよう、要するに金額によって各委員の捉え方が変わって評価が変わるこ

とがないような基準作りなどは考えておく必要があろうというふうに考えております。

この考えは、応募書類の受付期間が始まるまでに関係部局と話をし、決めておいて、当

日も、この項目については審査の最後に各委員の皆様に開示するなどの方法によって、

審査方法の適正化を図っていきたいなどというふうな案もございます。 

  いずれにいたしましても、事業者選定の視点は保育の質が中心であるということを十

分踏まえ、事業者選定にあたってまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員  はい、わかりました。意見を踏まえて、利用者数についての表を追加されたと

いうことに関しては、見やすくなっており、評価するものです。土地の価格が入ってい

るということに関しては、様々に今後も配慮されていくということ、理解しました。 

  １点、保育の質も重視するということですが、子ども･子育て会議のときにも言及され

ていましたが、その配点、審査内容及び配点のところで、特別保育については今回別項
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目にしたと、ニーズやアンケート調査でこういう声が多かったので別項目にしたという

ことを言っておられました。その中でも特に特別保育についてなんですけども、島本町

は歴史的に支援教育、特別教育、インクルーシブで一体となってやってきたという自治

体で、ある意味、その点が手厚い自治体だったと思います。今回、募集選定に当たって、

民間ではあっても、この点も補われるよう、この配点が別項目にはなっているんですが、

そのうちの１点が特別保育についてになっているんですが、この視点が補われるように

強く求めるものです。この点に関しては、見解があればお答えください。 

教育こども部長  特別保育についてでございますが、今、おっしゃっていただいたように、

支援保育についてはこれまでも力を入れてきた部分でございますし、様々なところでご

意見もありました病児保育などについても努めていくなど、特別保育にプラスした形の

ものも検討していった中で、よりよい保育の質を保てる認定こども園の事業者を選定し

ていきたいと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員  立て続けにやれなくて、申しわけございません。先ほどの募集要項、先ほどの

民間保育園の選定にかかる運営事業者選定事業、まさに選定委員会を設置されるという

ことですが、先ほどにもあったように、この募集要項の特別保育の設定の中には病後児

保育や、多機能化ということが書かれているんですが、支援保育というところが、その

辺を強調されている明記が私としては見受けられなかったというのが一抹の不安といい

ますか、そんなことはもう前提であるよということかも知れませんが、その点、そうい

ったことを求められるということと、第四保育所自身があの建物、ハードを設置された

ときに相当高度な支援保育の実施を前提としたワンサイドミラーの観察室を設けるなど

をやってこられたという、そういった場所であるということを鑑みたときに、選定委員

の選定はこれからだというふうに先ほど部長はおっしゃいましたけれども、選定結果、

あるいは選定経過において、やはりしっかりと保護者、関係者、保育関係者の声も反映

していただきたい。その支援保育の点についても、しっかりとチェックを入れていただ

きたいというふうに思いますが、その点、募集要項にも明記されていることであります

ので、その域を超えない範囲でお答えがいただけるのであれば、答弁を求めたいと思い

ます。 

  以上です。 

教育こども部長  支援教育の部分が溶け込んでいるんじゃないかなということでございま

すが、募集要項の８ページのところに、しっかりと「支援教育・保育を実施すること」

と、はっきりと書かせていただいてますので、それが募集させていただく際の一つの条

件となっております。また、社会福祉施設整備審査委員会で審査をしていくわけでござ

いますが、これまでの委員でいきますと、保育に関わる大学の教授が２名、そして財務

部門を見ていただく公認会計士の先生が１名、そして本町で過去に保育所長をしていた
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者、そして私・教育こども部長が入っていると。その他にも、子ども･子育て会議委員の

公募委員で入っていただいた方々には、その審査会の中に入っていただいて、審査の中

の、点数はつけていただきませんが、様々な場面で提案事業者に対して質問いただいた

り、最終的には公募委員の皆さんからの感想、ご意見も踏まえて最終的な審査を行って

おるということでございますので、十分、保護者の皆様のご意見を反映した事業者選定

を進めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

戸田議員  まず、認定こども園整備運営事業者選定事業につき、６月１日に公表された第

四保育所跡地幼保連携型認定こども園整備運営事業者募集要項に基づき、土地の売却に

関わり問います。他の議員と重複しない点を問いたいと思います。 

土地価格の下限の根拠になるものとして、二つの不動産鑑定評価を拝見しましたが、

両者の価格の隔たりは許容範囲とみて良いかと受け止めてはいますが、ここから売却価

格下限額を３億 4,100 万円と導き出されたのには、どのような考え方によるものでしょ

うか。 

  それから、乳幼児健診等の事業につき問います。乳幼児の成長との関係性から、そろ

そろ実施に向けて具体的な検討をされていることと思いますが、スケジュール、対象年

齢など、実施に向けての検討について説明を求めます。進捗状況をお示しください。ま

た、新型コロナウイルス感染症対策についてはどのようにお考えでしょうか。密集・密

度を避ける配慮は、今後、インフルエンザやその他の感染症予防策としても効果があり、

乳幼児健診の新たなあり方、スタイルになると考えておりますので、質問いたします。 

  教育費、小・中学校費、校内ネットワーク整備事業についてです。このたび報告を受

けた翌年度繰越額と令和元年度に予算措置した額がかなり違っていますが、それはなぜ

でしょうか。また、予算繰越明許でお示しいただいてから今回の報告に至るまでの経緯

について、ご説明ください。 

  以上です。 

教育こども部長  教育こども部、２点でございます。 

  まず、１点目、３億 4,100 万円の算定の根拠でございますが、こちら、鑑定を総務部

のほうでやっていただきまして、２者でございます。１者が３億 3,749 万１千円、もう

１者が３億 2,340万２千円ということで、よって高額である３億 3,749 万１千円をまず

採用いたしております。この鑑定価格にそれまでかかった諸費用、土地調査測量業務委

託料 252 万 1,988 円、そして鑑定にかかった２者分の費用 62 万 4,800 円を加算し、10

万円以下を切り上げし、土地売却価格の下限として３億 4,100万円を設定したものでご

ざいます。 

  そして、校内ネットワーク整備事業について、設定した額と翌年度繰越額が大幅に異

なっておるという点でございますが、本町においてもＧＩＧＡスクール構想を進めるた
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めに、この国の補助金を活用すべく令和２年の２月定例会議において、令和２年度中に

実施する学校における高速大容量ネットワーク環境整備にかかる費用を計上し、繰越を

させていただきました。予算計上時は事業内容がまだ確定しておりませんでしたので、

補助金を最大限活用できるように､整備費については上限額の１校当たり３千万を基本

額として、小学校費については４校で１億２千万円、中学校費については２校で６千万

円を計上いたしておりました。補助額は、１校当たり３千万円の整備に対し２分の１の

1,500 万円が上限となっておるものでございまして、その後、小・中学校の補助金の合

計額の内示がございまして、3,856 万円ということを受けまして、事業内容を精査して

いった中で、今回の事業費として小学校が 5,428万円､中学校が 2,284万円で、合計 7,712

万円を繰り越すこととなったものでございます。 

  以上でございます。 

健康福祉部長  乳幼児健診等事業についてのご質問でございます。 

  まず、事業の実施に向けての検討についてでございますが、今回、繰越をいたしまし

た事業の再開にあたりましては、現在、委託先である高槻市医師会及び高槻市歯科医師

会と調整を行っておりまして、乳幼児健診及びＢＣＧ予防接種ともに、十分な感染予防

対策を講じたうえで事業を再開することとしております。また、事業を延期しておりま

した期間に「母子保健法」に定める月齢に到達されたお子様や保護者様には、６月以降

の健診をご案内して、受診の機会を確保してまいりたいと考えております。 

  次に、新型コロナウイルス感染症対策についてでございます。具体的な感染予防につ

きましては、まず、事業の従事者の健康管理の徹底を行うとともに、感染予防の観点か

ら事業の対象となる保護者やお子様の健康状態の確認や、会場での検温、マスクの着用

や種々の消毒などを共通事項として実施してまいりたいと考えております。また、あわ

せまして身長や体重を測定いたします機器や、診察に用います備品等につきましては、

使用のつど消毒を行いますとともに、会場の十分な換気やレイアウトの変更、また会場

での個別相談の時間短縮などによりまして、できるだけ一つの場所に受診される保護者

やお子様が止まることがないよう工夫したうえで、事業を再開してまいりたいと考えて

おります。 

  以上でございます。 

戸田議員  校内ネットワーク整備事業については、内示によるものと理解しました。また

乳幼児健診等事業については、今後の健診のあり方を鋭意誠実に模索されているという

ことを理解しました。 

  そして、第四保育所の土地の売却にかかる点について、お尋ねします。募集要項には

売却条件につき､本町の承諾なく売却・贈与・交換などにより第三者に土地の所有権を移

転することはできないとされていますが、これには法的根拠はないと思います。このこ

とは、先ほど河野議員の質問とも関連するかと思うんですけれども、どのように担保さ
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れるのでしょうか。それについて問います。 

  また、応募資格についてです。幹部職員の経験条件や運営委員会の設置が書かれてい

ますが、ここで「学校法人の場合」と、あえて記載しておられるのはなぜですか。社会

福祉法人におかれては同様のことを求めないということになるのではないでしょうか。 

  新たなテーマで問います。第四保育所跡地の不動産鑑定書評価についてです。不動産

鑑定評価書に基づき問います。鑑定書により、埋蔵文化財の有無あるいは調査の必要性

が土地価格に影響することが理解できました。１者においては「試掘調査まで求める蓋

然性が低いことを島本町教育委員会事務局教育こども部生涯学習課にて確認したため、

この要因による価格形成要因への影響は考慮する必要はないものと判断した｣とされて

います。しかし、当該地は埋蔵文化財包蔵地、桜井遺跡に該当します。例えそうでなく

ても、つまり埋蔵地でなくても、「島本町文化財保護条例」第 18条だったかと思います、

試掘調査は必須と認識しておりますが、「生涯学習課において確認した」という鑑定側

の主張に間違いはないのでしょうか。あるいは、成果品を受け取った教育委員会教育こ

ども部が、この記述が仮に誤りであるということであれば、それに気づけなかったので

あれば、文化行政を担う教育委員会事務局として大変問題があると私は思っております

が、いかがでしょうか。 

  以上です。 

教育こども部長  それでは、１点目から順次、お答えさせていただきます。 

  本町の承諾なく第三者に土地の所有権を移転することはできない、この条文の担保と

いうことでございますが、第三者へ土地の所有権を移転することなどに関する制限につ

きましては、当該土地の売買契約において､その内容を明記する予定といたしており、万

が一､これに違反するようなことになった事態が生じた場合は、同契約に基づいて買い戻

し特約や違約金支払いの対象としておりますことから、これらにより一定の担保がなさ

れているものというふうに考えております。 

  また、運営委員会を学校法人だけに求めていることにつきましては、認定こども園に

つきましては、就学前の子どもに対する幼稚園教育・保育を提供することに加えまして、

子育て家庭を対象とする相談活動や、親子の集いの場の提供等の地域における子育て支

援を行う必要がございます。そのため、認定こども園を運営する事業においては、社会

福祉事業に関する知識や経験が必要となりますが、運営事業者が学校法人の場合、これ

までの実績において社会福祉に関する事業を展開されていない場合が想定されておりま

すから、社会福祉事業や保育事業に精通している方を含めた運営委員会を設置すること

を求めております。一方、運営事業者が社会福祉法人である場合については、運営母体

そのものが社会福祉事業に精通しておりますことから、本項目における運営委員会の設

置は求めておらないということでございます。 

  そして、今回の鑑定において試掘調査を求めていないことについて、ということでご
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ざいますが、当該地につきましては、周辺が遺物・遺構の検出がない旨を事業者のほう

に生涯学習課は伝えたというふうに聞いております。試掘調査まで求めることは、生涯

学習課からお伝えした周辺における検出実績から、鑑定側が判断されたものと思われま

す。鑑定側の判断による内容の差し替えの必要は、今現時点ではないものというふうに

考えております。 

  以上でございます。 

戸田議員  認定こども園に関して、土地の所有権を移転する件については、ホームページ

に公開されております島本町誘致売買契約書案に基づき担保されている、指定用途や転

売制限や違約金等、そういったところが募集要項に書かれていることの法的な裏付けに

なるというふうに理解をしました。この点については、間違いというか、抜かりがない

ように、よろしくお願いしたいと思っております。 

  運営委員会の設置等について、社会福祉法人にはこれを求めないというか、募集要項

に記載しなかったという件については、運営母体そのものが社会福祉事業に精通してい

るから求めなかったというのは、にわかにはちょっと納得できかねるところもあり、ま

た逆に、認定こども園は幼稚園機能、幼児教育というところも必要になるわけで、これ

においては社会福祉法人にはこれまで経験がないということがあり得ます。したがって、

どちらに関しても、やはり運営委員会の設置は必要であると私は考えております。これ

は、今回の募集に限らず、町内全体の未就学児の保育を考える点で非常に重要な点だと

思っております。これについては、すでに募集要項を出しておられるわけですけれども、

認識をもう一度再検討していただけるとありがたいなと、意見要望に止めておきます。 

  そして、埋蔵文化財に関わることでお話しします。いずれの場合も、というのは教育

委員会の認識によるもの、あるいは先方の判断によるもの、後者だとおっしゃっていた

と思いますけれども、水無瀬殿（離宮）を構成する重要なエリアである可能性が否定で

きない、当該地において。その認識が島本町に浅かったということが問題じゃないかな

と私は思っております。後鳥羽上皇の水無瀬殿の存在を明らかにすることが日本史を考

えるうえで極めて重要であると､このことが不十分であることで招いた結果と思わざる

を得ません。この鑑定成果品は、はたしてこのままで良いのか､このままにしておくには

納得できかねるところがありますが……。 

村上議長  質疑は簡潔にお願いします。 

戸田議員  変更する必要はないと――価格に関わります、変更する必要はないというふう

におっしゃっておられます。仮に本調査が行われることになった場合、その費用は原因

者負担となりますが、１者においては「本調査に移行する可能性が低いと考えられる｣

ととされている。しかし、すぐそばの町営鶴ヶ池住宅跡地において、水無瀬殿の存在を

明らかにする西浦門前遺跡が思いもかけずに発見されているのであるから、そういう認

識を持って購入していただかないと、後々にトラブルになるのではないでしょうか。こ
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こを懸念しますと、質問させていただきます。当該地は本調査が行われる埋蔵文化財包

蔵地であり、開所スケジュールを気にするあまり調査を急がせることがないよう強く求

めて質問いたします。後々のトラブルになるのではないですか、大丈夫ですか、このま

まの鑑定書で、というふうなことを申しております。 

  以上です。 

教育こども部長  戸田議員の再度のお尋ねでございます。今回は、鑑定評価を行うにあた

ってはそのような判断でございますが、今後、当該土地において建造される建物につき

ましては、建物の位置や掘削の深さによりまして、試掘調査の必要性を別途判断する必

要があります。いずれにいたしましても、埋蔵文化財調査の要否につきましては、適宜

適切な判断を行っているところでございまして、工事の早期竣工を目的として必要な調

査を見送るということは一切ございません。 

  また、今回の募集要項の中にも、応募に関して要した費用、開発に伴う費用、発掘調

査や計画変更に伴って発生したような費用が出た場合は、すべて応募者に負担いただく

というふうになっておりますので、その発掘調査にかかる費用がまた出てきた場合は事

業者が負担するということは、募集要項に明記をさせていただいているところでござい

ます。 

  以上でございます。 

清水議員  １点だけ、発掘調査の件なんですが、今現状、解体で杭は何メーターまで抜い

ているのかと、それから防火水槽についても５メーターまで解体試掘をしているはずな

んですが、建て屋とか､その部分については、もうすでに調査する必要がないと思うんで

すが、その辺はどうですか。 

教育こども部長  旧第四保育所の解体については、今、最終的な杭を撤去するような作業

に入っておりますが、100 本程度あったかと思います。また建て屋の今後建設していく

際には、当然のことながら、先ほど申しましたように適宜適切な判断のもとで、埋蔵文

化財の調査の要否について検討し、必要な調査を見送るようなことは一切ないというこ

とは､改めてご報告をさせていただきます。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし｣と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  第３号報告については、報告を承ったものといたします。 

  日程第３、第 59 号議案 工事請負契約の締結についてを議題といたします。 

 

工事請負契約の締結について（案） 説明 
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それでは、引き続きまして、第59号議案 工事請負契約の締結について、ご説明申し

上げます。 

本契約は、令和２年２月定例会議においてご可決いただいた一般会計補正予算（第６

号）で繰越明許費の設定をした第四保育所新築工事にかかるものであり、このたび、そ

の契約業者が確定したことから、議会の同意をお願いするものです。 

契約業者の選定にあたっては､予定価格が１億円以上の建築一式工事であることから、

島本町制限付き一般競争入札要綱に基づき､制限付き一般競争入札により決定しました。 

制限付き一般競争入札の執行に当たっては、本年３月16日に「地方自治法施行令」第1

67条の６の規定による入札実施にかかる公告を行い、本年３月16日から26日まで入札参

加資格審査申請書類の配布及び受付をしたところ､７者から申請がありました。その後、

３者が辞退し、本年５月７日に、４者による入札を執行しました。 

入札結果については、議案資料１ページをお開きください。 

入札調書のとおり、４者による制限付き一般競争入札を実施したところ、うち３者が

低入札価格調査基準価格を下回る金額での応札であったため、入札は一旦保留となりま

した。そして、最低の価格での応札があった西野建設工業株式会社について、本年５月1

4日に開かれた低入札価格調査委員会における調査の結果、応札金額で本契約の内容に適

合した履行がされると認められました。 

これを受け、議案資料２ページのとおり、当該業者を落札者として、本年５月20日に

仮契約金額３億3,968万円で仮契約を締結しました。 

契約期間は、議会の議決日から令和３年２月28日までです。  

それでは、工事内容について、議案参考資料に沿って、ご説明申し上げます。 

初めに、議案参考資料（１）をご覧ください。 

本図面は、第四保育所の配置図で、図面中央に網掛けをしている箇所が今回新築工事

を行う園舎です。園舎は鉄筋コンクリート造の２階建てで､延べ床面積は972.66㎡です。 

次に、議案参考資料（２）から議案参考資料（４）までをご覧ください。各図面は、

１階、２階及び屋根を図示した平面図です。 

次に、議案参考資料（５）をご覧ください。本図面は、新たな園舎を東西南北の各方

角から図示した立面図です。 

次に、議案参考資料（６）をご覧ください。本図面は、役場前駐車場の全体を図示し

た整備前後配置図で、上段の図面が整備前、下段の図面が整備後となっています。役場

前駐車場には、乗入れ口を新設することとしています。 

次に、議案参考資料（７）をご覧ください。本図面は、仮設計画図（参考）です。着

色している箇所は、建物の建設時に設置する養生シート張りの枠組み足場を示していま

す。工事期間中は、概ね隣地境界線に沿って仮囲い塀を設置し、また、図面の左側に示

す工事車両進入口付近に交通誘導員を１人常駐で配置するなど、通行の交通安全対策に
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万全を期して、工事を実施してまいります。 

次に、議案参考資料（８）をご覧ください。工程計画表（案）です。工事の工程につ

いては、本契約の同意をいただいた後、直ちに請負業者と協議し、正式な工程表を作成

しますが、現在の案としては、まず工事の準備作業を６月初旬から始め、その後、駐車

場乗入れ工事や仮囲いの設置をしてまいります。現場での本格的な工事の開始は７月初

旬を予定しており、順次、建設工事を進め、令和３年２月末までにはすべての建設工事

を完了する予定です。 

以上、簡単ではありますが、工事請負契約の締結についての説明を終わらせていただ

きます。よろしくご審議いただき、ご同意賜りますようお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

  皆さんに申し上げます。発言するんやったら、ちゃんとしてください。挙手して、声

出して。 

  質疑ありませんか。 

河野議員  第 59号議案 工事請負契約の締結について、質疑をさせていただきます。議案

書の図面、いただいておりますが、私自身、この第四保育所の移転新築に関わって、従

前から現地建て替えを求めてきた立場と、役場前駐車場に建設するのであればというこ

とで、種々質疑を重ねてまいりましたので、その点が、この図面や工事によって達成さ

れているのかという観点で質問をさせていただきます。 

  まずは、騒音・振動対策です。図面を見るだけでは私のような者にはわかりませんの

で、どのような対策を講じられてきたのかという点について、お答えください。また、

その騒音・振動の対策を行うにあたっての確保すべき基準というものは、どのようなも

のの基準をもとに設計、そして今回の工事請負契約の図面へと進めてこられたのか、答

弁を求めます。 

教育こども部長  工事にあたっての騒音・振動対策ということでございますが、新たな第

四保育所の前面道路は大型車両が通行いたしますので、その際の騒音・振動対策といた

しましては、建物の上部構造について、他の上部構造よりも遮音性が高く、対振動障害

にも有利な鉄筋コンクリート造といたしました。さらなる騒音対策といたしましては、

建物窓の建具・サッシの遮音性の高いものをまた採用いたしております。また、役場前

駐車場への道路交通を起因とする騒音・振動対策につきましては、都市創造部において、

今後、道路改修の実施を予定していただいていると聞き及んでおります。 

  また、確保すべき基準でございますが、新たな第四保育所建物の建設予定地において、

現状の騒音・振動の発生状況について測定を行っております。測定した結果については、

「振動規制法」「環境基本法」等の関係法令に定める基準値以内であったということを

確認いたしております。しかしながら、さらなる保育環境の充実のために、騒音及び振

- 16 -



動については対策を行うことで、よりよい保育環境を確保してまいりたいと考えており

ます。 

  以上でございます。 

中田議員  今、工事車両の騒音・振動対策についてのご答弁が他の議員に対してありまし

たが、以前の議会答弁で簡易測定について検討すると言われて、環境基準にも「振動規

制法」にも適合範囲内だったということですが、その測定結果の値についてどのように

されたのか、どういう値だったかということを、ここでご提示いただきたいと思います。 

教育こども部長  振動や騒音測定でございますが、振動に関しては令和２年の１月 30日、

騒音測定については令和元年の９月 19 日に実施いただいております。振動測定につきま

しては本町職員によって実施しており、また騒音測定につきましては、設計委託事業の

範囲内で実施をしたものでございます。 

  振動測定の結果でございますが、「振動規制法及び振動規制法施行規則」に定める基

準以内の結果となっております。38.6 デシベル～43.8 デシベルの数値となっておりま

す。基準値といたしましては、当該地における道路交通振動の限度は「振動規制法施行

規則」に基づき、第１種区域で昼間の基準値である 65デシベルとなっております。また、

騒音測定の結果でございますが、「環境基本法」及び「環境庁告示第 64号 騒音にかか

る環境基準」について定める基準値以内の結果であり、59.3デシベル～62.4デシベルの

数値でありましたが、基準値といたしましては、当該地は 65 デシベル以下となっており、

基準値以内と判断したものでございます。 

  以上でございます。 

中田議員 振動に関しては､かなり適合範囲内なんですけども、騒音については適合範囲内

とは言え上限に近い値で、65 デシベルまでのところが最大で 62.4 まであったというこ

とがわかりました。四保の工事に加えて､三小の耐震化でしたり駅前開発で大型車両がこ

れまで以上に、この道路に関しては頻繁に行き交うことが予想されますので、工事期間

中も騒音測定を行って、もし数値が超過するようであれば、交通規制の改善の要請と、

今後、都市創造部で道路改修予定があるとのことですが、その測定については、騒音測

定ですね、引き続き行う必要があると考えますが、この点、見解を求めます。 

教育こども部長 騒音・振動対策についてということで、工事期間中でございますが、工

事場所近隣の建物・構造物に関して、やはり工事に伴う振動等により損傷を与えるおそ

れのある場所については、工事着手前・完了後に専門業者による現況調査を行い、後日、

紛糾が起こらないような対応はまず取っていきたいですし、その他といたしましては、

工事中に使用する重機や機器は低騒音・低振動の重機や機器を使用する。また、本工事

によって発生する騒音・振動は適宜監視をしていきたいと考えておりますので、敷地境

界上へ騒音・振動計測管理システムを設置いたしまして、工事期間中における騒音・振

動のデータ収集を適宜行っていきたいと考えております。また、保育所が開園した暁に
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も、その点、できる範囲のことは対応していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

村上議長  この際、暫時休憩いたします。 

（午前 10時 52 分～午前 11時 10 分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

  ほかに質疑ありませんか。 

戸田議員  引き続き、第 59号議案 工事請負契約の締結について質問します。現四保、元

四保があった場所での建て替えというのを強く望んでいましたが、気持ちを切り替えて、

議案について質問いたします。 

  議会への提供資料、低入札価格調査委員会要点録を拝見し、入札が低価格に集中した

背景には、官公庁発注工事スケジュールにより年度替わりの時期は発注が少ないこと、

コロナウイルス感染症の影響もあって稼働している現場が少ないことなどがあったと思

え、価格の合理性については一定理解しました。しかしながら、低価格での入札につい

ては、やはり品質の確保について懸念されるところです。 

実は第四保育所については、解体工事制限付き一般競争入札においても低入札価格調

査委員会が開かれています。令和元年 12月定例会において、品質確保の観点から必要な

対策について私は質疑していますが、四保解体工事において検査回数を増やすなど、実

際にはどのような対策を行われましたか。このことを確認しておきたい。そのうえで、

今回の建築工事においては、誰が、どのように、どのくらいの頻度で検査を行うのが妥

当と考えておられるのか、説明を求めます。 

  まとめて全部問うことにします。２点目です。工事中の交通安全対策についてです。

低価格入札が、このことがマイナスの要因にならないよう願うばかりです。工事中、交

通事故が起こらないことを本当に願っています。当該地は、まず見通しが悪い交差点が

近くにある。救急車、消防車の通り道である。常に大型車両の往来が頻繁。また、小学

生や新たな私立高校生の通学路であるなど周辺交通に懸念材料が大変多いため、常に保

育所開所後の交通課題を頭に置きながら各種工事を進めていただきたいと思っていま

す。工事中の交通安全対策について、どのようなお考えをお持ちですか。 

  ３点目です。これは、私は意見に近いものがありますが、一気に申し上げます。待機

児童対策により、また保育基盤整備を一気に加速することとなり、再度の入札を行う時

間的余裕が持てない状況と言えます。本臨時会議での同意を得ないことには、令和３年

４月の開園が厳しくなるという状況で可否を判断しなければならないというのは、本来

的には望ましいことではなく、私個人にとっても大変つらいことであると申し上げてお

きたい。 

  ２点、ご答弁をお願いいたします。 

財政課長  第四保育所の解体の状況と､今後の検査の実施の方法についてでございます。 
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  第四保育所の解体にあたりましては、現在も施工途上でございますが、出来高検査を

一度実施いたしております。担当課におきましては、一級建築士の職員が担当している

ことから、適切に施工されているものと考えております。 

  また、今回の第四保育所新築工事にあたりましては、担当課の人員体制等につきまし

ては同様でございますので、適切に施工されるものと認識いたしております。今後、担

当課から随時の検査依頼がございましたら、必要に応じまして対応してまいりたいと考

えております。 

  以上でございます。 

教育こども部長  工事中の交通安全対策でございますが、工事自体は通常、月曜日から土

曜日までの午前８時から午後６時までの間に行う予定といたしております。この間、三

小の通学路が近くにあったり、青凌学園の皆さんが通行されたりします。もともと考え

ておるのが、工事車両につきましては、午前７時半から８時 30 分までの通学時間帯につ

いては、これら大型車両については通行させないということを考えております。また、

工事期間中につきましては、その当該敷地に入るところに交通誘導員１名を置きまして、

歩道の通行でありますとか道路の車の往来について、安全な運行がなされるように配慮

を図っていきたいと考えております。 

  また、大阪青凌中学・高校につきましては、現在、９時がホームルームということで、

８時半まで大型車両の通行を止めるということを言うておりますが、８時半以降の通行

をされる場合もありますので、その点については、今回、事業者が決まりましたら、大

阪青凌中学・高校とも話をしていく予定でございます。もともと、大阪青凌中学・高校

のほうにおきましては、８時半以降についても適宜教職員の配置によって、往来の整理

等の配慮を予定しているというふうには聞いております。 

  以上でございます。 

戸田議員  答弁漏れがありませんか。第四保育所の解体工事において検査回数を増やすな

ど、どのような対策を実際に行われたか。まず、これがご答弁いただけないと信頼でき

ない。どなたがご答弁いただくのでしょうか。担当課なのか、それとも入札の担当なの

か……（「議案と関係ない」ほか、議場内私語多し）……､その辺り、いかがでしょうか。

入札が低価格であったということですよ。入札制度のあり方について問うているんです

よ。全くもってストレートに、ど真ん中の議案への質問ですから、お答えいただきたい

と思います。やります、やりますと言いながら、全くやらないで過ごすというのは、私

はちょっと納得いきません。12月議会でも問うております。検査回数を増やしましたか

という、ご答弁、いただきたいですね……（「検査というのは基準が決まっているんだ

から」と呼ぶ者あり）……。休憩取っていただけますか。 

村上議長  静粛に。 

財政課長  私、先ほどご答弁させていただいた中で、担当課のほうから随時検査の依頼が
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ございましたら適宜対応するということで、ご答弁させていただきましたので、その中

での対応というふうに考えております。平成 30年度に、検査に関する部分で、低入札価

格につきまして検査の増等実施するということで、通知のほう、させてもらってはおり

ますけれども、今回、特に、先ほどもご答弁申し上げましたとおり、一級建築士の職員

が今回の工事のほうを担当するということになっておりますので、その分につきまして

は適宜適切に対応されるというふうに認識いたしておりますし、先ほども申し上げまし

たとおり検査の依頼が随時ございましたら、それらにつきましては、また検査担当のほ

うで実施してまいりたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

河野議員  また騒音の話に戻りますけれども、先ほど１問目で部長からご答弁をいただき、

続いて中田議員のほうからも、実際には求めてきた簡易測定を、島本町のほうで振動・

騒音の測定をされた結果も示されました。ですが、この点において先ほども他の議員か

ら指摘があったように、都市計画区域、第２種住居地域ということになるのか、この区

域による騒音・振動の上限ギリギリではないのかというふうな指摘に対しては、やはり

十分な対応をするという必要が求められていると思います。１点、お尋ねいたしますが、

保育所というものについてのお子さんの環境における騒音の基準ということについて、

現時点での教育こども部の認識を伺いたいと思います。 

  また、これは半年ほど遡る話ですが、保育施設の騒音指針というものが実は十分では

なかったということが日本建築学会から指摘をされ、2020 年の６月、まさに今月ですね、

そういった指針を策定するという意思表示をされたということが、あちこちの新聞報道

があったところです。2019年 12 月 30日の毎日新聞のオンライン記事を私は引用してお

りますが、各社の新聞で報道されていたということです。実質的に、私もこれに気づい

たのは４月以降ということですので、この議場で十分にそのことが紹介できていなかっ

たということは反省しなければいけないと思っておりますが、そのことで、例えば従前

の基準について、現時点での騒音基準……。 

村上議長  工事請負契約の締結についての範疇でやってください。 

河野議員  だから、この図面に関わる騒音の度合いについてお訊きいたします。何を質問

したらいいんですか、そしたら、教えて欲しいわ。 

村上議長  契約について、質問してください。 

教育こども部長 先ほども申し上げたんですが、保育所を建設するにあたって、道路等に

ついて騒音について調査を行いました。「振動規制法」「環境基本法」等の関係法令に

定める基準値以内であったという報告を受けておりますので、今現在の基準としては問

題ないかなと思っております。 

  先ほどご紹介いただきました日本建築学会の保育施設の騒音レベル推奨値と園舎の設

計指針を策定する予定であるということにつきましては、ニュース等で聞き及んでおり、

- 20 -



認識はいたしております。ただ、日本建築学会にも確認はいたしましたが、現時点にお

いては公表には至ってないという報告を受けておりまして、正確なものというのは把握

はいたしておりません。 

  以上でございます。 

河野議員  先ほどの騒音基準については、実は小学校や幼稚園にはそういった指針がある

のに保育所には指針がなかったということが､昨今の全国的な保育所増設や、保育所が増

えてきた中での指摘であったというふうに私は理解しております。実際には小学校の教

室の一定の指針ということで言うと、50 デシベルということが示されています。 

建築学会のほうでは、できれば、やはり０歳～２歳のお昼寝という時間がある、これ

は小学校にはないものです、幼稚園にもありません。その点で、お昼寝ができるという

点で行くと、35デシベルというＷＨＯ（世界保健機構）の一定の基準、指針を参考にし

たいということをおっしゃっているようですので、そういうことを考えると、今回供さ

れたこの図面、入札調書の次に付いております図面の町立第四保育所新築工事の素材や、

屋根や壁面などが、そういった騒音基準、目指すべき騒音の指針を満たしているかとい

うと、まだまだ厳しいのではないかというふうに認識しております。その点については、

やはり今後、建築した後、完成した後に、再度、園舎の中での騒音測定をする必要があ

ると。その点は先ほどもおっしゃっていたと思いますが、その点について確認をさせて

いただきます。 

  また、交通安全の問題も、これはもう繰り返し他の議員もおっしゃってますし、工事

期間中の交通安全、それとこれを完成した後の交通安全ということですけれども、その

点については､先ほど私立学校との協議なども行われるということで一定理解し、安堵す

るものですが、歩道を通行する自転車などについての、やっぱり町全体の交通安全対策

という住民への啓発というのは必要だと思います。今朝方、私もこの役場に来るときに、

駐車場に進入しようとしたときに……。 

村上議長  その話は、これからの話です。 

河野議員  高校生の方が通られて、今は先生が立って指導してくださっています。歩道の

右側を自転車が通ることについては、一定、先生方は左側を通るようにという指導をさ

れておりましたけども、こういったことを今後は保育所の保護者などにも求めていかな

ければならない。そういう保育所の送迎の動線も見たうえで、この立地状況における交

通安全問題が噴出するということについては、今後もしっかりと検討していただきたい

ですし、保護者会とも協議をしていただきたい。その点について、現時点でお考えのこ

とがありましたら答弁を求めます。 

教育こども部長  ２点でございますが、完成後の測定についてということでございますが、

先ほども申しましたように、必要に応じて適宜検討してまいりたいと考えております。 

  そして、完成後の交通誘導等でございますが、当然、この第四保育所、旧の部分から
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引き継ぎですが、原則自家用車による送迎は禁止いたしております。ただ、もし緊急事

態等で車によって送迎をされる場合については、残った役場前の来客者用駐車場へ入り

まして、できるだけ保育所施設に近いところに駐めていただいて、その後は､保育所と駐

車場との間に歩行者が出られるような入り口を設けて、そこからすぐ保育所の園舎の入

り口に行けるような動線を考えております。また、自転車置き場につきましては、今、

考えておりますのは､保育所の施設の道路側のところに複数台置けるような自転車置き

場を設けまして、そのまま、その自転車置き場の前の動線をもって入り口に行けるよう

にということを考えておりますし、これまでも第二保育所、旧第四保育所の前に、シル

バー人材センターの力を借りて交通誘導しておりましたが、この第四保育所についても、

そのような対応を現時点で考えております。 

  以上でございます。 

平井議員  １点だけね、道路を拡幅されたときに、３万人人口を突破したときの記念植樹

を残したというふうに理解しておるんですよね。そのときにも電柱の移設を伴って、移

設をしていると思うんですけども、今回、それを撤去するということなんですけどね。

その当時、具体的に保育所の図面等ができてなかったんで、違う部署間の連携ができな

かったんだというふうには理解しますけども、やはり、その辺の残した形で新築工事が

できなかったのかどうか。これはやっぱり新たに整備した中で費用もかかっているんで

すから、二重投資というふうに思うんですけど、その辺についての見解をお伺いしたい

と思います。 

教育こども部長  歩道拡幅をしたときに人口３万人の記念樹、都市創造部のほうで検討さ

れたうえで維持されたというのは十分認識をいたしております。今、平井議員からもあ

りましたように、その時点では保育所等の設計ができておりませんで、できる限り、こ

の３万人の記念樹を何とか残すような方法で対応できないかということも十分検討はし

たんですが、バス停と交差点等のことを踏まえて、建築士等が設計事業者とも話した結

果、今回の対応を取らざるを得なくなったというのが実情でございます。ただ、保育所

をその部分に持っていくという方向性がある程度見えてきていた時点で、その点につい

ては担当部局とも十分協議をしておくべきだったと反省をいたしております。今後、こ

のようなことがないように対応してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

東田議員  この本体の工事の内容につきましては予算で通ってる部分ですし、あれなんで

すけども、今回入札して、低入札価格だったということで審査委員会通ってきて、契約

するに値するというような判断で上程されてると思うんですよ。他の議員からもあった

んですけども、低入札だから検査を余分目にするみたいなことが、もし必要なんであれ

ばね、これ、ここにあげてくるに値しないと思うんですよ。低入札価格であって、それ

を審査会で審査して、大丈夫だろうという判断であがってきてるんですよね。信頼に値
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するというような判断でここにあがってきていると思うんですけど、それが今後、何か

そのつどそのつど検査を増やせみたいなことをしていく必要があるんであれば、私、こ

れ賛成できない、信頼ができない業者がここにあがっているんだというふうに判断しま

すし、検査はするにあたって、それなりの基準があるんですよ、その段階もありますし。

それを低入札だから増やしていくというのが、ちょっと私、全く理解できなくて、そう

いうの検討するに値するのかなと思うんですけど、その辺の答弁がはっきりしなかった

んでね。ちょっと、ここにあがってきている契約が賛成してええのかどうか、わからな

いんです。低入札審査会でしっかりと判断してあがってきているんだと、信頼に値する

業者だというふうにちゃんと明言していただかないとね、賛成できない。これについて

はどのような認識でおられるのか、ちょっとお伺いしておきます。 

（「議長名で文書回ってますけど」と呼ぶ者あり） 

村上議長  静粛に。 

財政課長  低入札価格につきましては、最低制限価格を割り込んだ際に、施工業者のほう

が適切に実施できるかということにつきまして審査会のほうで判断いたしたものでござ

います。今回の事案につきましても、委員でございます担当課長等の中で、実施するこ

とが可能であるという判断をいたしたものでございます。 

  また、検査回数につきましては、先ほどもご答弁申し上げたんですけれども、平成 30

年に入札制度の見直しの中で、低入札価格の際には検査回数増やす等の対策を講じると

いう記載はございますけれども、これも先ほどからもご答弁しておりますとおり、今回、

一級建築士の職員が担当するということでございますので、一級建築士ということは建

築のプロでございますので、その辺につきましては一定適切に対応することが可能であ

るというふうに認識いたしております。また必要に応じまして、検査のほう必要な際に

つきましては、対応してまいりたいというふうには考えております。 

  以上でございます。 

東田議員  検査対象増やすにしても、何らかの基準はあるでしょう。それで、検査を増や

すということは､検査を受ける準備も要りますし、工程にも影響してきますよ。そんなこ

と踏まえて、闇雲に増やすというわけじゃないでしょう。それなりの基準に基づいたも

のがあると思うんですよ。その辺りについては、どのようにお考えか。 

財政課長  検査の増につきましては、これはあくまで必要に応じてというふうに判断いた

しておりますので、通常の工事施工の中で問題なければ、支払いの際の竣工検査である

とか、途中で出来高払い等ございましたら、その際の検査というふうになってくると思

いますので、状況に応じ、というふうに実施体制は考えております。 

  以上でございます。 

東田議員  当然ですよね。検査増やすにしてもね、闇雲に増やすんじゃなくて、それなり

に「建築基準法」なり請負必携なりに、全部項目ありますよね。それに則ってやってい
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ただかんとね、意味がないというか、何をしているかわからないんでね。その辺りにつ

いては、ちょっとお願いをしておきます。 

  それと、低入札調査審査会通ってきたということは、契約に値するというような判断

であげられていると、今後も契約結んでいったら、当然、安全管理、品質管理、工程管

理、しっかりと協議していただいてやっていただくというふうな認識でよろしいか。 

財政課長  検査にあたりましては、ただいま東田議員のほうからございましたとおり、そ

れぞれの工程の中で実施するということになってまいりますので、闇雲に検査するとい

うものではございませんので、その中で適切な判断をしていくというふうになってまい

ります。 

  以上でございます。 

戸田議員  低入札価格調査委員会の要点録を見て、今回、気づいたこと。発想を変えて、

単年度予算主義から節度ある脱却をして、計画的・戦略的に､これまでとは違う時期に工

事発注をすれば、クォリティ、品質は維持したうえで､担保したうえで、低価格での入札

が可能なのではないか、そういうことになるのではないかと考えています。これには課

題整理が必要であるが、これを可能にする検討結果を導き出すことができれば、その経

費削減額はかなりの規模になると思っております。 

よって、引き続き低入札価格調査制度の導入にあたり、平成 30年３月９日、当時の川

嶋議長宛てに山田町長より出された島総財第 759 号に沿って質問します。冒頭、申し上

げたとおりですよ、私はこの工事請負の締結に関する質問のスタンスは。 

  この文書の（４）に、低入札価格制度調査の導入にあたり、低入札価格調査委員会を

設置する。また、品質確保の観点から検査回数を増やすなどの対策を講ずると。同じ質

問になりますけれども、このような対策――検査回数だけではないんです、どんな対策

をこれまでに講じられたのか。それによって、今回の低入札の工事請負契約を判断した

い、是非を、私は。だから、問うているのです。先ほど建築のプロが見るので大丈夫、

一級建築士であるというようなご答弁ありましたね。でも、私には第三小学校のかぶり

圧不足の問題が記憶に新しいです。プロにまかせておいたら大丈夫という発想は危ない

ですよ。最後にご答弁を、もう１回、お願いいたします。 

財政課長  まず、低入札価格のあり方なんですけれども、あくまで入札にあたりましては

最低制限価格で契約することが、まず第一条件になってくるというふうに認識いたして

おります。その中で、低入札価格の範囲内であれば、その内容が適切かどうかというの

を判断したうえで契約を行うという旨の認識でおりますので、この時期に入札をすれば

安くなるので、低入札で契約することが第一義であるというふうな認識はいたしており

ません。 

また、低入札ということになりますと、今回の事業者さんにつきましては、年度替わ

りであるとか、コロナの関係で業務が少なくなっているということで低入札で応札され
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たという状況ではございますが、状況、状況によって、すべてが低入札になるというも

のではございませんので、時期等につきましては、その工事の必要性に応じての入札と

いうふうになろうかと思っております。 

  また、検査体制につきましては、先ほども申し上げましたとおり、やっぱり一級建築

士という資格を持った職員のほうが対応しておりますので、その中で適切な判断をする

というふうには認識いたしております。それを、例えば財政のほうの検査をして同様の

判断ということも多々あろうかと思いますし、その中で担当職員のほうの検査の中で、

その内容が適切かどうかというところにつきましては、一定、適正な判断であろうとい

うふうには認識いたしておりますので、低入札にあたって必ず検査の増等、必須といい

ますか、それを対応することにつきましては、状況、状況に応じての判断というふうに

なってくるのかなというふうに考えております。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

中田議員  第 59号議案 工事請負契約の締結について、人びとの新しい歩みを代表して賛

成の立場から討論をします。 

  第四保育所を役場前駐車場に移転新築する工事につき、大阪市に本社を置く西野建設

工業株式会社と工事請負契約を締結するものです。低入札価格調査基準を下回る額の応

札だったことから、低入札価格調査委員会で審査され履行可能と判断されたとのこと。

また、他の自治体での公共事業の実績も多数あるとのことから、請負業者として問題な

いと考えます。 

  低入札に関しては、先ほど来議論がありましたとおり、品質保持のためにも、今まで

行政が提示している文書にも書いてありますが、検査回数を増やすなどの対策を、今後

は品質保持の観点から講じていただきたいと、状況に応じて、やっていただきたいと思

います。 

  工事にあたっては、安全はもとより近隣住民への騒音・振動対策には十分に気を使う

こと、また待機児童解消の時期にも影響しますので、工事の遅れがないように行ってい

ただきたいと思います。 

  別途、役場前道路の騒音についてです。測定結果は当該地域の環境基準の適合範囲内

とのことでしたが、範囲上限の 65デシベルに近い値も測定されています。道路改善工事
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が行われるとのことですが、四保の工事に加え、三小の耐震化、駅西の駅前開発で大型

車両がこれまで以上に頻繁に行き交うことが予想されますので、工事の期間中も道路の

騒音に関しては注視していただきたい。 

このことを強く求めて、賛成の討論といたします。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

東田議員  第 59号議案 工事請負契約の締結について、コミュニティネットを代表して賛

成の討論を行います。 

  まず、この第四保育所の新築ですけども、やはりこれが本町の待機児童の解消に大き

く寄与するものであるということが言えると思います。その辺については期待をしてお

るんですけども、ということで、何としてでも、この工期内に収めていただきたいと思

います。やはり、長年、本町の待機児童の問題ありますけども、これが完成すると一定

の目途がついてくるんだというふうに思っておりますので、お願いしておきます。 

そのためには、他の議員もいろんな議論ありましたけども、やはり安全管理というの

は大切であろうと。もし、何かトラブルがありましたら、当然、工事の進捗にも影響が

あるでしょうし、その辺りについては､しっかりとお願いをしておきたいと思います。 

  それと、議論になってます低入札価格ですけども、確かに低入札価格で不安な、これ

で大丈夫なのかというのはあると思いますけども、当然、調査会で議論、調査していた

だいて、これで大丈夫だろうという判断であげられている。その中で、この契約書にも､

やはり安全管理も品質管理も工程管理もしっかりと行うというのを当然明記されたうえ

で契約されるんですから、それは低入札であるからといって、できないというふうな言

い訳はできないの､当たり前です。それで、それなりの技量を持った業者と契約を結ぶん

だというふうに思っておりますので、お願いをしておきます。 

  それで、契約結んでから検査回数をどんどん増やしていったり、基準決まった以外の

ことをしていくとね、コストにも関わってきますから、当然、工程にも関わってきます。

やっぱり決められたことをしっかりとできるという業者であるというのを、調査会で判

断したんだというふうに思いますので、その辺りについてはお願いをしておきます。 

  繰り返しになりますけども、これをしっかりと工期内に収めていただくということが

本町の待機児童の解消に繋がっていくと思いますので、安全に工事が完了するようにお

願いをしておきます。 

  以上で、賛成の討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

河野議員  第 59号議案 工事請負契約の締結について、日本共産党・河野恵子より賛成の

討論を行います。 

  島本町の公立保育所を存続し、耐震基準を満たし新築する、この１点で賛成するもの
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であります。しかしながら、何よりも島本町最大の産業道路とも言える幹線道路に面し

た立地、また車両の横断があり、自転車・歩行者通行とも交通の頻繁な歩道と、新興住

宅との隣接による、今後起こり得る保育所から発する騒音によるトラブルなども鑑みる

と、ベストの選択であったとは言えない｡私自身、苦渋の決断であります。今後、適正な

基準に照らした対応を引き続き求めるものです。これは今回の工事請負契約、先ほど議

論もありました低入札価格調査委員会の議論も経ているという、安心であるというお墨

付きがあるということですが、その点も含めて、しっかりと求めていきたいと思ってい

ます。 

  また、この質疑の中でも紹介させていただきました 2019年 12 月 30 日にプレス発表さ

れた、従前、保育施設には騒音レベルの基準がなく、子どもの発達に望ましくない音環

境の施設があるとして、日本建築学会が 2020 年６月、保育施設の騒音レベル推奨値と園

舎の設計指針を策定すると発表されたことを取り上げました。待機児童が多い都市部を

中心に、鉄道の高架下や幹線道路沿いの施設が増えている。学校や幼稚園には騒音レベ

ルの基準があるが、お昼寝のある０歳～２歳の子どもさんが過ごすという保育施設に規

制がない状態が続いていたことに対し、これらのことに対して、一級建築士さんもおら

れると思いますが、常にこういった子どもの施設について資質向上を目指す専門家集団、

組織の方々の示す指針ということについては、十分に重く受け止めて、今後、反映して

いただきたいということを強く要望いたします。 

  今回、大阪北部地震に端を発した、耐震化を急がなければならない。また今､ふれあい

センターで一時的に移動されている第四保育所の子ども達、保護者、先生方、またふれ

あいセンターの職員さん皆さんのご尽力、ご努力や我慢を考えますと、一日も早い、こ

の第四保育所の建設が待たれるものです。一方では、役場前駐車場を半分近く使用する

ことによって、前の繰越明許費報告でも規定された第四保育所の跡地を売却することに

よっても、庁舎を今後建て替えるということが起こった場合、必要な空地、公有地を失

ったことによる新たな財政支出を招くという懸念も付随することを申し添えます。 

  私としては、この騒音・振動について､最後の最後まで徹底的に追及していただき、子

ども達が安心して日々過ごすことができる、発達を遂げることができる施設を求めてい

ただきたいこととともに、交通安全におきましては、今、新設された中高一貫校の教職

員の皆さんが連日歩道に立って、中高生の子ども達の通行に対する厳しい指導を行って

くださっております。ここに対し保育所ができることによって、また新たなストレスが

かかることとともに、保育所の保護者の送迎に利用される自転車での通行においても、

歩道上での自転車での通行は、基本は歩いていただくこと、押していただくこと、車道

の左側を通ることを原則とすること。これを今、中高生の皆さんに指導されているわけ

ですから、こういったことについても今後は第四保育所の保護者については､高い見識の

元で子どもの送迎を、大変忙しい中、大人としての見本を果たしていただかなければな
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らないというミッションも加わります。もちろん、これは職員、私たち議員も同様です。 

  そういったストレスの多い立地条件ではありますが、法令遵守、また公共の福祉とい

うことの範を示すべく､この島本町立第四保育所として成立するような形で、あらゆる角

度からしっかりとチェックをしていっていただきたいということを申し添えまして、こ

れに関わって様々付随する負担や努力については、保護者や皆さんにもお願いしていた

だくしかない。その点も含めて苦渋の決断ということではありますが、本議案に対し、

賛成の討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

伊集院議員  第 59号議案 工事請負契約の締結についてに対しまして、自由民主クラブを

代表いたし討論を行います。 

  今回、入札におかれましては３社が辞退、４社が応札された中、最低入札価格という

部分とかぶってこられた部分においては、我々としても､やはりしっかりと調査をしてい

ただいて、審査会等で議論されたというお話がありましたので、その点に今後の努力も

いただきながら、法的に、基準的に基づかれて工程を進めていただきたい。基本的には、

その工事期間中、他の会派からもありましたように、隣接している建物もございますし、

騒音、また安全第一においての交通の方々、こういったところをまたしっかりと対応し

ていただけるように、また一言添えさせていただきたいと思います。 

  第四保育所新設工事となりましたが、島本町の財政的な問題もちょっと危惧するとこ

ろではありますが、しっかりと工事の締結、工事期間９ヵ月と目標を出されております

ので、現在、新型コロナの関係上、なかなか資材が入らないという情報も聞いておりま

す。しっかりと、この９ヵ月で何とか進めていかれるよう、工事会社と、また行政との

連携を取っていただくことを要望いたしまして、賛成の討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 59号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 59号議案は原案のとおり可決することに決しました。 

  この際、暫時休憩いたします。 

（午前 11時 51 分～午後１時 00 分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 
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  日程第４、第 60 号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第２号）から第 62号

議案 令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第１号）までの３件を一括議題といた

します。 

  なお、本案３件は一括質疑とし、討論、採決は､それぞれ議案ごとに行いたいと思いま

すので、あらかじめご了承願っておきます。 

 

令和２年度島本町一般会計補正予算（第２号）（案） 説明 

 

それでは、引き続きまして、第60号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第２

号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、新型コロナウイルス感染症対策にかかる本町独自の各種

支援事業等の実施及び町立第四保育所建設にあたり電柱等の移設を行うための補正予算

について、提案させていただくものです。 

それでは、順次ご説明申し上げます。 

第１条は、歳入歳出予算の総額に、それぞれ4,891万６千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を165億4,977万３千円とするもので、款項別の内容については、60の３ページから

の「第１表 歳入歳出予算補正」にお示ししているとおりです。 

続きまして、歳入歳出補正予算の内容について、歳入歳出補正予算事項別明細書によ

り、ご説明申し上げます。 

60の７ページからの「歳入」です。 

第15款 国庫支出金、第２項 国庫補助金、第１目 総務費国庫補助金、第１節 総

務管理費補助金１億1,116万６千円の増額については、新型コロナウイルス感染症緊急経

済対策として、地方公共団体が地域の実情に応じきめ細やかに必要な事業が実施できる

よう、国から交付限度額が示されたものです。 

次に、第19款 繰入金､第１項 基金繰入金、第２目 財政調整基金繰入金、第１節 

財政調整基金繰入金5,220万円の減額については、５月に開催された臨時会議の令和２年

度一般会計補正予算（第１号）においてご可決いただいた新型コロナウイル対策にかか

る費用のうち、町単独事業及び大阪府との共同事業の町負担分について、新型コロナウ

イルス感染症対応地域創生臨時交付金の対象事業となることから、財源調整のため減額

するものです。 

続きまして、60の８ページからの「歳出」です。 

第２款 総務費、第１項 総務管理費、第１目 一般管理費、第18節 負担金、補助

及び交付金2,300万円の増額については、水道料金の基本料金を４ヵ月間半額減免するに

あたり、水道事業会計に補助するものです。次に、第３目 防災計画費、第10節 需用

費566万８千円の増額については、災害時の避難所等における新型コロナウイルス感染症
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対策のため、マスク、消毒液及び非接触体温計を購入するものです。次に、第17節 備

品購入費52万８千円の増額については、避難所における新型コロナウイルス感染症対策

のため、空気清浄機を購入するものです。 

次に、第３款 民生費、第２項 児童福祉費、第３目 児童福祉施設費、第18節 負

担金、補助及び交付金10万３千円の増額については、町立第四保育所建設にあたり、公

共下水道事業受益者負担金を計上するものです。次に、第21節 補償、補填及び賠償金2

48万５千円の増額については、町立第四保育所建設にあたり、電柱及び光ファイバーケ

ーブルを移設するための補償金として計上するものです。 

次に、第４款 衛生費、第１項 保健衛生費、第５目 特設水道費、第27節 繰出金

１万６千円の増額については､水道使用料の基本料金を４ヵ月間半額減免するにあたり、

大沢地区特設水道施設事業特別会計に繰り出すものです。 

次に、第８款 消防費、第１項 消防費、第２目 常備消防費、第10節 需用費84万

１千円の増額については、救急隊員の新型コロナウイルス感染症予防対策のため、防護

服、冷却ベスト等を購入するものです。 

次に、第９款 教育費、第１項 教育総務費、第２目 事務局費、第18節 負担金、

補助及び交付金1,167万５千円の増額については、新型コロナウイルス感染症防止対策の

ため、小・中学校において休業措置が取られたことに伴い夏季休業期間中に授業を実施

することから、７月分の給食費を免除するため、同額を島本町公立学校給食会に補助す

るものです。 

次に、第２項 小学校費、第１目 学校管理費、第12節 委託料319万８千円の増額及

び第３項 中学校費、第１目 学校管理費、第12節 委託料140万２千円の増額について

は､夏季休業期間中に授業を実施することから給食調理業務を追加で委託するものです。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町一般会計補正予算（第２号）について

の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願

い申し上げます。 

 

令和２年度島本町大沢地区特設水道施設事業特別会計補正予算（第１号）（案） 

説明 

 

それでは、引き続きまして、第61号議案 島本町大沢地区特設水道施設事業特別会計

補正予算（第１号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、新型コロナウイルス感染症対策にかかる本町独自の支援

として、外出自粛等により影響のある全世帯に対し、一般会計からの繰入により水道使

用料の基本料金を４ヵ月間半額減免するにあたり、補正予算を提案させていただくもの

です。 
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それでは、順次ご説明申し上げます。 

第１条、款項別の内容については、61の３ページの「第１表 歳入歳出予算補正」に

お示ししているとおりです。 

続きまして、歳入歳出補正予算の内容について、歳入歳出補正予算事項別明細書によ

り、ご説明申し上げます。 

61の６ページ、「歳入」です。 

第１款 使用料及び手数料、第１項 使用料、第１目 使用料、第１節 水道使用料

１万６千円の減額については、水道使用料の基本料金を４ヵ月間半額減免することによ

るものです。大沢地区については、２ヵ月に一度、奇数月の月末に検針を実施しており

ます。そのため、７月検針分では６月分と７月分の２ヵ月間、９月検針分では８月分と

９月分の２ヵ月間が水道使用料算定の期間となるため、７月検針分と９月検針分にかか

る水道使用料の基本料金を半額減免することで、合計４ヵ月間の水道使用料の基本料金

を半額減免するものです。 

次に、第２款 繰入金、第１項 一般会計繰入金､第１目 一般会計繰入金、第１節 

一般会計繰入金１万６千円の増額については、４ヵ月間の水道使用料の基本料金の半額

減免に相当する金額を一般会計から繰り入れるものです。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町大沢地区特設水道施設事業特別会計補

正予算(第１号）についての説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、

ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

 

令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第１号）（案） 説明 

 

それでは、引き続きまして､第62号議案 令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第

１号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、新型コロナウイルス感染症対策にかかる本町独自の支援

として、外出自粛等により影響のある全世帯及び事業所に対し、一般会計からの繰入れ

により水道料金の基本料金を４ヵ月間半額減免するにあたり、補正予算を提案させてい

ただくものです。 

それでは、順次ご説明申し上げます。 

第１条は総則、第２条は収益的収入の予定額の補正です。款項別の内容については、

お示ししているとおりです。 

続きまして、補正予算の内容について、計画説明書により、ご説明申し上げます。 

62の５ページ、「収益的収入」です。 

第１款 水道事業収益、第１項 営業収益、第１目 給水収益、節 水道料金2,300

万円の減額につきましては、水道料金の基本料金を４ヵ月間半額減免することによるも
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のです。なお､水道料金については毎月検針を実施していることから､７月検針分から10

月検針分までが減免の対象になります。 

次に、第２項 営業外収益、第４目 他会計繰入金、節 他会計繰入金2,300万円の増

額につきましては、４ヵ月間の水道料金の基本料金の半額減免に相当する金額を一般会

計から繰り入れるものです。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第１号）につ

いての説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますよう

お願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案３件に対する質疑を行います。 

岡田議員  補正予算について、質疑を行います。補正予算の中で、防災活動支援事業の一

環として補正予算があがっておりますが、その中で備蓄品の物品等に関しまして、空気

清浄機、マスク、消毒液、非接触体温計というふうにあがっておりますが、今回、私、

事前の説明もしっかりと受けておりますので、その中から今回、避難箇所が小学校、中

学校、そしてふれあいセンターということになっておりますが、この空気清浄機は学校

においては教育委員会のほうですでに購入をされるかもと思っておりますが、どこに、

この空気清浄機を設置されるという運びになっておるんでしょうか。その辺をお訊きし

たいと思います。それが１点目。 

  ２点目ですが、今回、３密ということも考えますと、これから雨のシーズンにもなり

ますし、いろんな意味で、この避難場所というのが大きな、３密を避けるためにしっか

りとやっていかなければならない場所でもあると思いますが、この３密を避けるために、

ふれあいセンターにおきましても、いろいろと担当課のほうでは考えていらっしゃるこ

ともあるかと思いますが、万が一のことを考えまして、熱がある人、いろんな方が出て

くる場合もあるかと思いますが、その辺のこともしっかりと考慮されて、今回、この空

気清浄機というのはどこの場所に、何台ぐらいの割で置かれているのでしょうか。まず、

その点をお伺いいたします。 

危機管理室長  ２点のご質問に対しまして、お答えいたします。 

  まず、１点目の空気清浄機の購入でございますが、新型コロナウイルスにかかります

避難所での感染症対策として､十分な換気と避難者の十分なスペースの確保が必要とさ

れております。今回、購入を予定しておりますのは、過去の災害等の経験からも多くの

方が避難されるふれあいセンターにおいては、避難者の十分なスペースを確保するには、

ケリヤホールや軽体育室などの活用も必要になるものと考えております。それぞれの部

屋に換気の設備は設置はされておりますが、直接、部屋に窓がないため、補助的に空気

清浄機を購入し、対応することを考えております。 

  それと、全般におけます避難所における新型コロナウイルス感染症の対策についての
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考え方なんですが、避難所につきましては､密閉・密集・密接になりやすい環境にあり、

新型コロナウイルス感染症の現下の状況下におきましては、感染症対策の実施が重要と

考えております。国のほうからの通知にもありました「避難所における新型コロナウイ

ルス感染症への対応について」の資料を参考に、避難所の開設にあたりましては、でき

るだけ密にならないように､十分な換気やスペースの確保等、少しでも感染リスクが軽減

されるよう実施のほうはしてまいりたいと考えております。 

  また、住民の皆様が避難所へ避難される場合につきましては、マスクの着用と手指の

消毒、体温の測定をお願いすることを考えており、避難所での検温を実施し、発熱や風

邪の症状が見られる場合には、新型コロナ受診相談センターへの相談や、また健康な人

とは別の場所に移動していただくなどの対応のほうを考えております。また、避難所内

では咳エチケットなどの基本的な感染対策を徹底するほか、頻繁に手洗いを実施してい

ただくことを考えており、ホームページや各自主防災会には周知をしているところでご

ざいます。あわせまして、避難される方につきましても、避難所内での感染のリスク等

を考慮していただく必要があるため、ハザードマップ等により、自宅で安全の確保が可

能な人は必ずしも避難所に行く必要がありませんし、安全な親戚、知人宅に避難するこ

とや、グラウンドなどで車中泊についても、日頃から考えておいていただく必要がある

ものと考えており、そのための備蓄等の周知についても、あわせて行っているところで

ございます。 

  以上です。 

岡田議員  ありがとうございました。例えば、ふれあいセンターとその他のお部屋、合わ

せて６ヵ所に空気清浄機を置くということの、今、説明だったかと思いますが、万が一、

この非接触体温計によって熱がある方の対応というのは、何か別のお部屋か何かを考え

ていらっしゃるんですかね。今までの避難場所だけでは足りないんじゃないかなってい

うふうには思うんですけどね。他の自治体におきましてはホテルとか、いろんなところ

にも手を打っていらっしゃるという自治体もあるということを聞いておりますが、この

ふれあいセンターの中だけで、そういう体制というのは取れるんでしょうかね。そこを、

ちょっとお訊きしたいと思っております。 

  それとあわせまして、この空気清浄機というのは、普段､使わないでそのまま置いてお

く状態になると、機械物ですので良くないとは思うんですけども。その辺、しっかりと､

他の教育委員会とかそういうところとも、横としっかりと話し合いをしながら、普段も

どこかで使わせていただくというような考え方というのは持っていらっしゃらないんで

しょうか。備蓄として、そのままの状態で保管しておくという考え方なんでしょうか。

その辺は、ちょっとしっかりと説明をいただきたいなというふうには思います。 

  それとあわせましてね、他の自治体のことを言って申しわけないんですけれども、他

の自治体では段ボールベッドを購入されている自治体が多いんですね。床に直接寝るの
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と、やっぱり少し高さがあるのとは寝起き、高齢者の方は寝起きするのにすごく楽とい

うことで、段ボールベッドを購入されている自治体が多いと聞いておりますが、島本町

のほうはそういうお考えはないのでしょうか。その辺をお聞かせいただきたいと思いま

す。それで、コロナに対する仕切りと言うんですか、そういうような考えとか、そうい

う準備というのは今回の補正予算にはあがってきてないんですが、そういう防災的なこ

とで準備というのは必要ないのでしょうか。また次の第２次補正予算も、国のほうであ

がってくるかと思うんですが、ちょっとそういうふうに、これから雨が多いシーズンに

なりますので、いろんなことを考えれば防災の準備というのは必要ではないかなと思う

んですけど、これだけの準備だけで可能なんでしょうか。少し不安があるように思うん

ですが、いかがでしょうか。 

危機管理室長  ３点のご質問に対しまして、順次ご答弁申し上げます。 

  まず、避難所の中で発熱の方、風邪の症状がある方につきましては、別室に案内させ

ていただくことで考えております。その方達につきましては、まず、健康な人とは動線

も変えますし、便所も別の便所を使っていただくような形で対応することを考えており

ます。 

  それと、空気清浄機につきましては、可搬タイプのものでございますので、平常時に

は学校とか、町のイベントなどで広く活用していただければというふうに考えておると

ころでございます。 

  それと、段ボールベッドの件でございますが、避難所における飛沫感染を防ぐため、

国からも通知がありましたが、避難所滞在スペースのレイアウトとして、参考に間仕切

り付きの段ボールベッドや、あと１点は、本町が防災ボランティア訓練とか１月にして

おりますときに、テントの組み立て訓練は皆さんでやっていただいておるんですが、メ

ッシュのテントが飛沫感染防止には有効であるということで例示がございます。しかし

ながら、議員おっしゃったように、ウイルスは床付近に堆積しやすく、横になる際には

ベッドを利用することが望ましいということを言われてますので、段ボールベッドにつ

きましても、今後、購入する方向で検討しているところでございます。 

  以上です。 

岡田議員  すいません、最後になりますが、民生費のほうで児童福祉施設費の中で、電気

設備の移設補償ということで補助金があがっております。これは電柱を移動させるとい

うことであがっておりますが、これは電柱を移動ということで、電柱を取るわけではな

いんですね。その辺を、ご説明のときに詳しくお聞きすることができておりませんので、

その辺を教えていただきたいです。これはどうしても電柱２本というのは、やっぱり必

要なんですかね。もしもこれが移設が必要でないんであれば、電柱取れるんであれば取

っていただくほうがすごくいいのじゃないかなと思うんですが、これは取るのか移設す

るのか、どちらなのでしょうかということを１点お訊きしたいのと、公共下水道の工事
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をされるということで負担金があがってきておりますが、これは島本町が水道部のほう

にお支払いするお金ということでお聞きしたように思いますが、これの計算はどのよう

な形でこの金額があがったのか、教えていただけますか。 

教育こども部長  今回の補正予算にあがってますのは電気設備の移設補償と、あと下水道

の受益者負担金でございますが、まず電気設備の移設補償につきましては、第四保育所

を役場前来客用駐車場地内に移転新築するために設計業務を進める中で、建物の建設計

画上、歩道上にある、ここにも見えているんですが、この前面道路の前にあります既設

電柱２本が支障となることが判明いたしましたので、当該電柱にかかる電線及び変圧器

並びに光ファイバーケーブル等、それぞれの所有者において移設していただくことにな

ったものでございます。バス停から少し桜井跨線橋側にある電柱と、役場前駐車場の出

入り口付近にある電柱の２本ありまして、１本は、新たな保育所の幼児が登園する入り

口に当たるために、バス停側に約６ｍ移設をいたします。またもう１本は、新たな保育

所の業者用の駐車場の入り口にあるため商工会側に３ｍ移設する予定をしておりまし

て、これはあくまでも電柱は必要なものでございますので、移転をする必要があるとい

うものでございます。 

  また、下水道の受益者負担金、これにつきましては町立第四保育所――同じです――

移転場所である現役場前駐車場敷地内で公共下水道の利用を開始するため、「島本町都

市計画下水道事業受益者負担に関する条例」に基づき、受益者負担金を支払うものでご

ざいます。受益者負担金につきましては、各土地の地番ごとの面積に「島本町都市計画

下水道事業受益者負担に関する条例」に定められた単価及び減免率にて算定された金額

となっておりまして、その算定された額をお支払いするものでございます。 

  以上でございます。 

川嶋議員  私からは、ちょっと確認をしたいことがございます。まず、小・中学校給食費

免除事業です。小・中学校が７月分の給食費を免除するということで、これはすごく評

価に値するものと思っております。しかしながら、３月２日から学校が臨時休校になっ

ておりまして、その後の３月・４月分ですね、それに関しましては給食費というのは徴

収されていたのかということと、それと６月 15日から給食が始まるわけですけれども、

６月分に関しましては半月ということで、７月だけの免除ということになるんですけれ

ども、この流れの中で、この半月分も合わせて免除ということにはならなかったのかな

という思いがありまして、その点については、どのようなお考えで、この７月分になっ

たのかということをお聞かせ願いたいと思います。 

  それと、先ほどの公共下水道の積算根拠ですね。今、岡田議員のほうからもありまし

たけれども、もう少し詳細な部分まで具体に説明していただければなと思いますので、

その点につきましても、よろしくお願いいたします。 

教育こども部長  まず給食費、４月以降徴収していたのかということにつきましては、そ
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の部分は徴収はしておりません。この部分につきまして申し上げますと、７月 20 日から

31日に関して、今回、すでにご案内をいたしておりますように、小学校につきましては

夏季休業を８月１日から 16日と、短縮をさせていただいた。中学校に関しては８月８日

から 16 日までと短縮をさせていただいております。小学校につきましては、中学もそう

なんですが、７月 31日までは給食を伴って、５時間目、６時間目の授業をやっていくと

いうことを考えまして、今までも７月の 17日までは給食を実施しておりましたが、７月

の 20日以降については給食を実施しておりませんでしたので、今回、コロナウイルスの

感染症拡大に伴って夏季休業期間を短縮して授業を実施すると。その部分については、

保護者の皆さんからすると新たな負担になるということがございましたので、その点、

十分配慮した形で保護者の皆さんの住民生活を支え、負担を軽減するために､追加となっ

た７月分、夏季８日分を含んだ７月分丸ごとを、給食費を無償にしていこうということ

で考えたものでございます。 

  原則７月分となっておりますが、実際には小学校でありましたら９月１日から授業は

当然のことながら開始しておりますが、その９月１日が火曜日ですので、８月の 31日も

授業を行いますので、その８月 31日からも給食を実施したい、月曜日からという形のほ

うが良いかと思いまして、８月 31 日から実施いたしますが、その１日分についても徴収

はしないこととしております。中学につきましても、もともと８月 25 日から給食は実施

をしておったんですが、その部分についても今回は８月 24 日、25 日の部分についても

実施いたしますが、改めての徴収はしないということで考えております。 

  また６月分について、あと 15 日分も対応したらどうやったんかということもございま

す。先ほども申しましたように、新型コロナウイルス感染症にかかる緊急事態下で大き

な影響を受けている住民生活を支えて保護者負担を軽減するために、この給食費無償化

ということを話し合って決めたんですけれども、今回、無償化に要する財源は地方創生

臨時交付金を活用する予定でございます。本町に交付された約１億円の活用メニューと

して 12 事業を国に報告しておりますが、それらのバランスを考慮しつつ、本町の限られ

た財源を踏まえれば､今回、ご提案いたしました１ヵ月が妥当であると判断し、この１ヵ

月間の無償化を決定したものでございます。 

  そして、公共下水道の負担金の金額でございますが、役場前の駐車場に保育所を建設

します。その保育所建設用地に当たる各土地の地番ごとの面積に単価と減免率を掛けて

計算するんですが、四つの地番が、この該当敷地に当たっておりますが、そのうち二つ

の敷地については､すでに平成２年に支払い済みとなっていることを確認をいたしまし

た。残る二つの土地の面積が 456 平米と 462.43平米、それに対して単価が 448円でござ

いまして、そこに減免率の 75％を乗じますと、実際にお支払いする額というのが 10 万

2,860 円となったものでございます。 

  以上でございます。 
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川嶋議員 ご説明、よくわかりました。給食費につきましては、今回の国からの交付金の

範囲の中でということで、この計算の中で、このような形でしか無理だったということ

でご説明いただきましたけれども、確かにその点の、いろいろ分散させていくと、いろ

んな計算の中でなっていくとは思うんですが、６月 15日からそれを行うとなると、これ

はもうほんとの町単費になってしまうということになるわけですね、そうなると。だか

ら、そこら辺も厳しい状況があったということで、これはやむを得ないのかなとは思い

ましたけれども、できるならば今のこの時期ですので、６月 15 日からの半月も入ったら

良かったかなと、ちょっと思ったところでございます。そういう意味では、１ヵ月とか、

８月分のことに関しましても免除になるということは、これもほんとに保護者の皆様か

らしたらすごくありがたいことかなと思っておりますので、これはすごい評価するもの

であります。 

  それから公共下水道の先ほどの積算根拠につきましては、理解いたしました。よろし

くお願いします。 

教育こども部長 ６月分の給食費の徴収でございますが、具体的なことを話させていただ

くと、令和２年３月分の給食費を徴収しております。その中で、新小学２年生から６年

生、そして新中学２年生から３年生の方々については、３月分の給食費を徴収いたして

おります。その方々の給食費については今年度に持ち越しておりますので、６月分につ

いては、そのお預かりしている給食費で相殺をして、実質の徴収は９月分からと予定を

いたしております。ただ、新小学校１年生と新中学校１年生の方々については６月分の

給食費が発生いたしますので、６月分・９月分を９月に徴収をするという予定でござい

ます。また、前年度小学校６年生と中学校３年生の方々については卒業されましたので、

その時点で１ヵ月分の給食費はご返還しているところでございます。 

  以上でございます。 

河野議員  遅くなってすみません。一般会計補正予算と水道会計の両方に関わるものにつ

いて、再度、ちょっと詳細をお訊きする質問をさせていただきます。2,300 万円の他会

計繰入金として、水道事業会計繰出補助事業ですね。先回の臨時会のときにも多くの議

員の皆さんからの要望もあったというふうに記憶しております。外出自粛による影響の

ある全世帯と事業所に対しということで、水道基本料金の半額、４ヵ月間免除するとい

うものです。 

  私自身は、前回の議会のときに福祉減免の復活をということで求めておりまして、そ

の財源約半年分で 300 万程度というふうに申し上げてましたが、今回、学校休業などに

おいて多くの家庭が、所得の多寡に関わらず非常に家庭において水道使用が増えている

ということにおいては、こういった判断も妥当であったというふうに理解しております。 

  ただ、この辺で予算の積算に用いられた口径別、13ミリ管と 100ミリ管、浴場用とい

うふうに内訳を一定、事前にご説明としていただいておりますが、この点ですけれども、
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その辺の積算について再度ご説明をいただきたいということと、一定の規模のある事業

所や福祉施設、特に入所型とかの施設においては相当な使用量があるので、その点につ

いては大体どの辺りの口径に属されるのかということが、もし、お手元の資料でわかる

ようであればお答えください。 

上下水道部長  それでは、河野議員のご質問にご答弁申し上げます。 

  今回の一般会計からの操出ということで 2,300 万円を計上させていただいております

が、積算根拠でございますけども、基本料金につきましては「島本町水道事業条例」第

26条に料金ということで、基本料金をお示しさせていただいております。その中で一般

用ということで、先ほどご紹介ございましたが、口径別でということで 13 ミリから 100

ミリ、それと浴場用ということで、今回、対象とさせていただいているところでござい

ます。 

  積算にあたりましては、４月期の実績等を参考に積算をさせていただいておりまして、

４月期で、税込みということで 1,134万８千円の基本料金があがってございます。これ

の半額ということでございますので、２分の１。それと今回、７月検針分から 10 月検針

分ということで４ヵ月間の期間を設定させていただいておりますので、それ掛ける４。

それと今後の増加を見込みまして、2,300 万円ということで予算のほうは計上させてい

ただいているものでございます。 

  それと、先ほど事業者関係ということで、ちょっとご紹介があったんですけども、詳

細までは把握はできておらないんですけども、使用量の多い事業所ということになりま

すと日常の使用量も大きいということなので、口径も大きいものかなというふうに考え

てございます。その中で、口径の 50 ミリですと、今、33 件の契約がございます。それ

から口径 75ミリですと、８件の契約がございます。それと 100ミリで１件の契約がござ

いまして、これらの口径の中に該当する事業所というふうに認識をしております。 

  以上でございます。 

戸田議員  新型コロナウイルス感染症対策地方創生臨時交付金を活用して、様々な町の独

自支援、補助等をお示しいただいているわけですが、総合して、実施した事業効果の検

証はどのように行うのですか。また、内閣府から､これらについて報告を求められるので

しょうか。確認しておきたいと思います。 

総合政策部長  地方創生臨時交付金についてでございます。この事業につきましては、国

のほうからＱ&Ａも示されておりまして、事業効果については､事業終了後にアンケート

調査その他適切な方法によって効果を測定して､結果を公表されたいというふうなＱ&Ａ

が出ております。実際、具体的にどういう形で効果を検証するかということはまだ決ま

ってはおりませんけれども、一定の評価をしていく必要があるというふうに思っており

ます。 

  それと、内閣府については「報告を求めることがある」というような書きぶりでして、
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必ず報告を求めるということではありませんけれども、各自治体においてはホームペー

ジなどで、その効果を一般に閲覧できるような形で､広く透明性を持った手法で行う必要

があるというふうにＱ&Ａのほうにも書かれておりますので、その手法については､これ

から事業を始めていきますので、対象者もそれぞれ違いますので、事業ごとで。どうい

う形で検証をするかということについては、検討していきたいというふうに考えており

ます。 

  以上です。 

戸田議員  検証は確かに必要だとは思いますけれども、検証のための検証の仕事というの

は、この小さな基礎自治体では、また重い負担になるのではないかという点も懸念して

おります。私がこれを問うたのは、今後、新たな支援策、補助策等を考えられるときに、

検証したらどうなるだろうかということも頭に置いて､有効な施策を打ち出していただ

きたいなと思って問いました。これは意見に止めておきます。 

  以上です。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

中田議員  今回の補正予算で、町の独自策の第２弾として給食費免除や水道料金の基本料

金半額ということの、内容に関しては評価するものなんですが、一方で町の独自策とし

て、事業者支援について前回の議会でもお尋ねしたところですが、なかなか足りていな

いのではないかと考えています。事業者支援については、大阪府の休業要請外支援金も

できたんですが、相変わらず売り上げ 50％減以上が対象となっていたりして、なかなか、

その対象とならない事業者が町内でもまだ、苦しい、経営状態が悪化しているけれども、

何の対象にもならない事業者というのがまだまだあるということも聞いています。です

から、その点に関して、今後、町内の事業者を応援するために、もっと要件を緩和する

なり何らかの形で事業者支援が必要と考えています。この点、今後の支援に関してどの

ようにお考えか、お尋ねします。 

都市創造部長  事業者支援に関するお問い合わせでございます。現在のところ、種々いろ

んな部分は検討はしておりますけども、国のほうから第２次補正のほうの国としての施

策が、まだはっきり見えてきていないという状況もございますので、現在、国であった

り、あと大阪府も急遽、休業要請外の支援金を打ち出して来られるなど、それぞれの立

場で、それぞれの支援策を今、考えているような状態の中で、町だけがまず先走って、

どこかに支援するというのは、もうしばらく様子を見る必要があるのではないかという、

担当としては今、思いでございます。ただ、いずれにしましても、今後も景気も含めて

どういうふうになっていくかというのは、まだ全然見えてきていない状況でもあります

ことから、やはり効率的かつ効果的な施策というのは､引き続きまして積極的に検討はし

てまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 
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村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、順次討論、採決を行います。 

  それでは、第 60号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第２号）に対する討論

を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

戸田議員  第 60号議案 令和２年度一般会計補正予算（第２号）につき、賛成の立場から

人びとの新しい歩みを代表して討論を行います。 

  新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用しての町の単独の補助・支

援事業の予算計上につき、小・中学校夏季休業期間中の給食提供、防災関連備蓄支援物

品、救急隊員感染予防対策事業など、必要かつ妥当なものと認めます。また、小・中学

校給食費免除事業について、これを評価します。 

  一方、水道料金の４ヵ月間半額免除については、費用対効果という意味で疑問に感じ

るというのが私個人の正直な気持ちです。多くの家庭において基本料金は 660円、税込

みで 726 円となるのでしょうか。これを半額にすることで４ヵ月間で１世帯が 1,452円

でしょうか、免除される。確かに、水道の使用量は増えています。しかし、これで家計

が大きく助かる人がはたしておられるのか、これで命が救われたという方が見出される

のかと、私は疑問に思います。にも関わらず予算額はトータル 2,300万円規模です。 

2,300 万円あれば、奨学金という名の教育ローンを借りながらアルバイトで生計を立

てている学生や、住宅ローンの支払いが思いもかけず厳しくなった方への利子補給、派

遣社員であり仕事と住居を同時に失った人、舞台やレッスンがなくなってしまい収入が

途絶えた芸術家、あるいはふれあいセンター閉館により厳しい経営状況に陥りながらも、

地域コミュニティ、福祉的役割を担っておられるレストランへの支援など、様々な、も

っと具体的な補助・支援を模索、実現していただきたいと思うわけです。 

  内閣府の今回の交付金の考え方、Ｑ&Ａには、地域の実情に応じて必要な事業であれば､

指定管理者への支援金も含め原則として使途に制限はない、という表現もございました。

思うに、消毒作業など指定管理者に新たな負担を強いる感染症対策業務について、指定

管理者に新たに委託することができれば、ふれあいセンターの利用を本来ベースに戻せ

るだけではなく、臨時的に新たな雇用を地域に生み出せるのではないか。ふれあいセン

ター各部屋への空気清浄機、あるいは皆さんが働いておられるこの庁舎内、職員の働く

環境にも国費を活用しての空気清浄機が設置できるのではないかと考えています。これ、

特に後者は必要だと思います。国難と言える緊急事態においては、従前とは異なる発想
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で、ときには住民からの指摘、非難をも恐れず、毅然とした信念でもって職務に向き合

っていただきたいと思います。もとより、山田町長におかれましては任期最後の年度、

そういう姿勢で臨み、施策の充実と事務事業の見直しに努めていただきたいと思います。 

  最後になります。第四保育所新設にあたり、電気設備の移設、公共下水道受益者負担

金などは必要なものと認めます。なお、第四保育所の建築関連工事については、これも

含めて見通しが悪い交差点、救急車、消防車の通り道、大型車両の往来が頻繁であるこ

と。小学生、私立高校生の通学路であるなど、周辺交通に懸念材料が非常に多いため、

今回の電気設備移設や公共下水道の引き込み工事なども含めて、常に保育所開所後の交

通課題を頭に置きながら、各種工事を行っていただくよう切に求めておきます……（「補

正予算と関係ない」ほか、議場内私語多し）……。 

  以上をもちまして、賛成の討論といたします。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

河野議員  第 60 号議案 2020 年度島本町一般会計補正予算（第２号）に対しまして、日

本共産党・河野恵子より賛成の討論を行います。 

  質疑は水道料金ということだけさせていただきましたが、他の項目についても必要最

低限、待たれていたものとして評価し、賛成をするものです。質疑をした中で、水道料

金の基本料の減免ということで、他団体が行っている事業について島本町も着手をされ

たこと……。 

村上議長  静粛にしてください。 

河野議員  水道料金の基本料金の減免ということについて、私自身も４月 14 日の要望書

で、水道料金を収入の減少にあわせて減免することということを求めておりましたが、

その後、町としての姿勢というのがちょっと見えなかったので、臨時議会では、もう福

祉減免の復活ということで 300万円でできるものを提起したところですが、最終的には

全世帯対象と、また町内の事業所、口径別の基本料金ということで減免されたことは、

確かにそれですべてを解決することにはならなかったとしても、今、負担が増えている

ものの大きな一つとしては、負担減に繋がったものとして評価をしたいと思います。 

  今、国も第２次補正を閣議決定し、まだまだ検査体制ということについては安心はで

きない状態ですが、事態の深刻さに見合った状況に追いつこうとしている状況です。現

場で対応する医療従事者、自治体職員、中小業者の実態にはまだまだ追いついていない

というふうに、小さな町の島本町議会議員としては実感をしておりますが、その中で国

民の声を受けて、ようやく、この第２次補正などに前進をしたこと。これをまた受けて、

自治体として再度、新たな、今、考えておられる施策をまた講じていただきたいという

ことを強く求めます。 

  しかしながら､この５月末を境に、島本町としては１人 10万円の給付金事業というこ
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とについて非常に、臨時会翌日から郵送を行われ、翌週には受付業務を行われ、21日に

は第１号の振り込み事務を終えられたということでは、概ね申請された方には大半５月

末までの給付金の振り込みをスピードで行っていただいたということに感謝を申し上げ

るところです。急に決まった事業ではありましたけれども、５月の末というのは固定資

産税の第１期納付や、あるいは自動車税の納付、様々な公共料金の締め切りの時期を控

えて、この 10 万円の給付金事業があったということで、私の周りでは､一時多かった相

談が一定沈静化し、この 10万円が振り込まれたことで、何とか、この数週間をしのげる

かなという住民の方が一気に増えたなという感じをしております。しかし、これもこの

状況が長引けば、特に中小業者においては影響があることから、隣接する茨木市や高槻

市ですでに実施されている中小企業応援給付金、条件もハードルも低く、確定申告をし

ていれば、ほぼ１万円だけでも収入が減れば、売り上げが減れば申請できるという、こ

ういった大変喜ばれている制度についても、早晩着手を求めておきます。 

  また給付金の話に戻りますが、もともとの総務省スタイルの申請書ということであっ

て、非常に記入が困難な申請書だったと思います。仮に受け取り不要という項目にチェ

ックがあって、振り込みに至っていないという申請書がまだあったとすれば、金額修正

欄に朱書で修正されていなければ、これは間違った記入だという判断のもとで振り込み

の意思あり、給付の希望ありとして処理をしていただきたい。このことは強く申し上げ

ます。 

  それ以外にもたくさんございますが、引き続き、今、あげておられる島本町としての

課題を具現化することについて邁進していただきますよう申し上げまして、私の討論と

いたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

伊集院議員  第 60号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第２号）に対しまして、

自由民主クラブを代表いたし討論を行います。 

  今回、それぞれ 4,891 万６千円を追加されまして、この令和２年度第２次補正におい

ては歳入歳出総額 165 億 4,977万３千円となられるものであります。このうち、歳入に

おきましては新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金１億 111 万６千円、国

からの交付金をいただきながら､前回の第１次補正におきまして財政調整基金の 5,220

万の取り崩しを､ここにおいて交付金でまかなっていくという形になっていかれます。こ

ういった中、様々な部分におきましては水道基本料金の半額、また先ほど来ありました

内容において、種々給食費、また空気清浄機、いろいろ購入していただくことにおいて

は評価したいと思います。 

  現在、政府におかれましても、今、第２次補正において概要が出ております。この内

容をしっかりと精査されながら、ここでは入れないライン、今、家賃負担においても 30

％ぐらいの情報が出ておりますが、それ以下の部分と、そういったようなフォローをし
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ていけるような形がベストかと思います。また、島本町においても水道料金もそうです

が、やはり、まずは経済を戻すとなると、島本町内でも商業、経済を回していくと。地

域通貨等、こういったものにも活用していく、そういう方法が取れればベストでしょう

が、委託料やいろんなことが出てくると思いますので、具体をこれ以上は言わずに、そ

の予算内で、この第２次補正では倍の金額だと聞いております。１次と２次と合わせて

３兆円ということでありますので、おそらく、この第１次と同じような交付金の金額に

なってくるんではないかという部分においては、また急いでやっていただきたいと思い

ます。 

  そして、この補正が来るたびに職員の皆様にはいろいろとご苦労をかけている部分が

あると思いますが、対応いただいていることに心から感謝を申し上げ、この第２号補正

においては賛成させていただきます。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

岡田議員  補正予算に関して、公明党を代表して賛成の討論をいたします。 

  今回、国のほうの第１次補正予算に計上した１兆円の地方創生臨時交付金、この交付

金を利用されて、町単独でいろいろと考えられた結果が、今回の町単独の事業に入るの

かなと思っております。大変にご苦労様でございました。 

  小・中学校の給食費の免除事業、これはもう最高に評価したいと思っております。ま

た、私が質問させていただき、また要望もさせていただいておりますが、防災活動の支

援事業、これも大変評価したいと思います。特に今回は避難所での集団感染を防ぐため、

しっかりと対応していただきたい。そのための不足するものがあれば、また再度購入、

第２次補正でも購入していただきたい。このように思っている次第です。特に私が今回

要望させていただきましたのは、段ボールベッドを要望をさせていただきました。これ

はコロナウイルスだけでなく、高齢者の方の寝起きするのも大変楽だということを新聞

紙上でお聞きしておりますので、この件をしっかりと要望させていただきました。 

  また、これは議案説明のときに、町長もすでにお考えであったということを知りまし

たが、水道事業の基本料金の半額・４ヵ月を免除するという町単独の事業でございます。

ほんとにこれは新型のコロナウイルス感染症対策によりまして、外出自粛等が影響し、

その全世帯と事業所に対して､しっかりと水道の基本料金の半額を４ヵ月間免除すると

いう、そしていろいろとご意見がありましたが、経済的な負担の軽減を図るということ

が大きな目的として、今回、このように補正予算もあがってきております。一つひとつ

取りましても、本当に考えに考えた結果が、今日の補正予算だと思っております。本当

に町長はじめ全職員の皆さんには、私たちにほんとにわからない部分で一生懸命になっ

て、ご苦労かけていると思います。これが今回あがってきた補正予算です。文句言う人

は文句言ったらいいけれど、ほんとにこれが私は最高に､財政が厳しい中、一生懸命考え

を練って出していただいた、この結果が今回の補正予算にあがってきていると思います
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ので、私としては賛成をしたいと思っております。 

  以上です。 

（「休憩を」と呼ぶ者あり） 

村上議長  暫時休憩します。 

（午後１時 51 分～午後１時 51分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長   ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 60号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 60号議案は原案のとおり可決することに決しました。 

  引き続き、第 61 号議案 令和２年度島本町大沢地区特設水道施設事業特別会計補正予

算（第１号）に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長   ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 61号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 61号議案は原案のとおり可決することに決しました。 

  引き続き、第 62号議案 令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第１号）に対する

討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長 次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長   ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 62号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 62号議案は原案のとおり可決することに決しました。 

  以上で、６月臨時会議に提出されました議案は全部議了いたしました。 

  お諮りいたします。 

  明日から次の定例日の前日までを休会としたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

村上議長  ご異議なしと認めます。 

  よって、明日から次の定例日の前日までを休会とすることに決定いたしました。 

  これをもちまして、令和２年島本町議会６月臨時会議を閉じまして、散会といたしま

す。 

  次会は、６月 23 日午前 10時から会議を開きます。 

  長時間にわたり、大変ご苦労様でございました。 

 

 （午後１時５５分 散会） 

- 45 -



本日の会議に付された事件は次のとおりである。 

 

第 ３ 号報告 令和元年度島本町一般会計予算繰越明許費繰越計算書の報告について 

第５９号議案 工事請負契約の締結について 

第６０号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第２号） 

第６１号議案 令和２年度島本町大沢地区特設水道施設事業特別会計補正予算 

（第１号） 

第６２号議案 令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第１号） 
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 以上、会議の次第を記し、これを証するため、地方自治法第１２３条第２項の規定により署名

する。 

 

  令和２年６月３日 

 

           島 本 町 議 会 議 長                      

 

           署名議員（５番） 

 

           署名議員（１３番） 

- 47 -



令和２年島本町議会６月臨時会議の結果は次のとおりである。 

事 件 番 号       件           名 結   果 

第 ３ 号 報 告 
令和元年度島本町一般会計予算繰越明許費繰越計

算書の報告について 

６ 月 ３ 日  

報 告 を 承 る 

第５９号議案 工事請負契約の締結について 
〃 

原 案 可 決 

第６０号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第２号） 
〃 

原 案 可 決 

第６１号議案 
令和２年度島本町大沢地区特設水道施設事業特別

会計補正予算（第１号） 

〃 

原 案 可 決 

第６２号議案 
令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第１

号） 

〃 

原 案 可 決 
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本会議の書記は次のとおりである。 

事 務 局 長  妹藤  博美  書   記  坂元  貴行  書   記  村田  健一 

 

- 1 -



令和２年島本町議会６月定例会議議事日程 

 

  議事日程第１号  

 令和２年６月２３日（火）午前１０時開議 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 一 般 質 問  

     戸 田 議 員 １．企業の地下水利活用と利用協力金 

             ～環境基本計画・水環境保全をめざして～ 

           ２．ＪＲ島本駅西土地区画整理事業 

 ～桜井の水環境・水脈の環境アセスメント～ 

           ３．水無瀬川の水質保全 

             ～一般廃棄物処理基本計画に基づいて問う～ 

     福 嶋 議 員 １．審議会等の会議情報の公開促進と内部統制課題 

           ２．避難等支援体制の充実を 

           ３．待機児童対策・保育基盤整備等 

     大久保議員 新型コロナウイルス対策について 

     東 田 議 員 １．コロナ禍での学校現場、夏季休等への影響など運営方

針について 

           ２．通学路の安全確保についてゾーン３０の拡充 

     河 野 議 員 １．島本の水の行方－「府域一水道（統合）に向けた検討

報告書」を問う 

           ２．コロナ禍の、介護・福祉事業所への感染症相談や対策

への支援を問う 

           ３．間に合わない自営業・商店街へのコロナ対策 

     岡 田 議 員 １．避難所の感染症対策について 

           ２．大阪府三島救命救急センター及び高槻島本夜間休日応

急診療所の移転について 

     清 水 議 員 若山台調整池Ａ・Ｂの機能について 

     塚 田 議 員 死亡届に伴う手続き専用窓口「おくやみコーナー」の設置

について 

     中 田 議 員 １．駅前開発 リスク管理と公益性の確保について 

２．ホタルは灯りが嫌い：光害対策について 

３．教科書採択について 

     伊集院議員 定年待たず早期退職者微増・島本町を担う管理職の流出に
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人材確保を！ 

     平 井 議 員 島本町環境基本計画の中間見直しを踏まえ、地球温暖化対

策に関する成果・課題について問う 

日程第３ 第６３号議案 監査委員の選任につき同意を求めることについて 

日程第４ 第６４号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６５号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６６号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６７号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６８号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６９号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７０号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７１号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７２号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７３号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７４号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７５号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７６号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７７号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

日程第５ 第 １ 号諮問 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

第 ２ 号諮問 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

第 ３ 号諮問 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

日程第６ 第７８号議案 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれ

に伴う大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議につ

いて 

日程第７ 第７９号議案 島本町税条例の一部改正について 

日程第８ 第８０号議案 島本町手数料条例の一部改正について 

日程第９ 第８１号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例の一部改正について 

日程第10 第８２号議案 島本町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正について 

日程第11 第８３号議案 島本町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部改正について 
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日程第12 第８４号議案 島本町消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

日程第13 第８５号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号） 

第８６号議案 令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算 

（第２号） 

第８７号議案 令和２年度島本町後期高齢者医療特別会計補正予算  

（第１号） 

第８８号議案 令和２年度島本町介護保険事業特別会計補正予算   

（第１号） 

第８９号議案 令和２年度島本町大字大沢財産区特別会計補正予算    

（第１号） 

日程第14 第９０号議案 令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第２号） 

日程第15 第９１号議案 令和２年度島本町下水道事業会計補正予算（第１号） 
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（午前１０時００分 開議） 

 

村上議長  おはようございます。公私何かとお忙しい中、ご参集いただきまして大変ご苦

労様でございます。 

  ただいまの出席議員数は 14 名で、全員出席であります。 

  よって、これより令和２年島本町議会６月定例会議を開きます。 

  まず、議事に入る前に申し上げます。 

  職員の皆様には、新型コロナウイルスへの対応、大変ご苦労様でございます。前会に

引き続き、本定例会議においても感染拡大を防止する対応を行っております。議場出席

者にはマスクの着用をお願いしており、皆様におかれましてはマスクを通しての発言と

なりますので、大きな声で、はっきりと発言をしていただきますよう､ご協力をお願いい

たします。また、各議員におかれましても、質疑、討論は簡潔に行っていただきますよ

うお願いしておきます。 

  それでは、本日の会議に入ります。 

  議案等はお手元に配付しておきましたから、ご了承願っておきます。 

  なお、本定例会議の会議期間は、本日から６月 24日までの２日間の予定となっており

ますので、皆様には円滑な議会運営にご協力いただきますようお願いいたします。  

  お諮りいたします。 

  本日の各議案の内容説明ですが、議会運営委員会で確認されておりますとおり、議案

書添付の説明書をもって、執行部において朗読されたものとして取り扱いたいと思いま

す。 

  これにご異議ありませんか。  

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ご異議なしと認め、そのように取り扱いいたします。 

  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  会議録署名議員は、会議規則第 127 条の規定により、４番 平井議員及び８番 川嶋

議員を指名いたします。よろしくお願いいたします。 

  日程第２､一般質問を行います。 

  通告の順によりまして、戸田議員、福嶋議員、大久保議員、東田議員、河野議員、岡

田議員、清水議員、塚田議員、中田議員、伊集院議員、平井議員の順で行います。 

  なお、本日の一般質問については、新型コロナウイルスへの対応として､質問者席では

なく自席で行うこととしておりますので、あらかじめご了承願っておきます。 

  また、一般質問については、各議員ができるだけ簡潔に行うよう協力することが議会
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運営委員会で確認されていますので、皆さん、よろしくお願いいたします。 

  それでは、最初に戸田議員の発言を許します。  

戸田議員  おはようございます。2020年（令和２年）６月、島本の水環境につき、三つの

テーマで一般質問を行います。 

  （Ⅰ）「企業の地下水利活用と利用協力金 ～環境基本計画・水環境保全を目指して～」 

  「島本町環境基本計画」には、河川・水辺環境の保全のための取り組みとして、「町

の誇るべき財産である地下水を守り続けるため、地下水位観測や地下水涵養のための森

林保全など､地下水の水量を維持し､将来にわたり安定して利用するための施策を推進し

ます。」とあります。 

  地下水を大量に１ヵ所から汲み上げることにより生じる地盤沈下は、一度発生すると

自然に回復することはなく、また沈下が始まると一気に進み、その被害は甚大です。特

に、工業用に大量の地下水を汲み上げる場合は注意が必要で、町は 24 時間の経過観察を

行っておられるところです。 

  さて、今回の一般質問では、町内企業から「地下水利用協力金」をいただくことがで

きないものかということについて、政策的な提言をさせていただきます。 

  地下水保全事業に協力いただくということで、一定の財源を町内企業に負担していた

だく仕組みについて考えてみてはどうでしょうか。地下水の利用は、土地の所有権に付

随した権利であり、あくまでも「協力金」ということになりますが、検討の余地がある

と考え、問うものです。お願いします。 

都市創造部長 おはようございます。それでは、戸田議員からの一般質問に順次ご答弁申

し上げます。 

  まず、「企業の地下水利活用と利用協力金」についてのご質問のうち、「地下水利用

事業者からの協力金について」でございます。 

  本町におきましては、地下水の保全を図り、地下水の適正かつ合理的な利用を推進し、

もって生活用水の確保及び地域産業の健全な発達と地下水の汚染及び地盤沈下の防止に

資することを目的として、町内の地下水利用者及び町の代表者をもって組織する「地下

水利用対策協議会」を設置し、水準点測量業務等を実施しているところでございます。

この水準点測量業務につきましては、その半額を会員の負担金により賄っておりますこ

とから、地下水の保全を目的として、財政的なご負担を一定いただいているものと考え

ております。 

  以上でございます。 

戸田議員 では、おっしゃるところの「財政的なご負担」というのは、年額にしてどれく

らいですか。確認のため、直近の決算額で詳細、お示しください。なお、今年度より地

下水利用対策協議会の水準点測量を３年に一度と変更されているため、今後は３年間で、

ということになると思います。ご答弁を。 
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都市創造部長 地下水利用対策協議会における「事業者の負担金について」でございます。 

令和元年度の地下水利用対策協議会における水準点測量等負担金につきましては、最

高額は上下水道部の 35 万 200円、事業者では最大 12万 6,700 円でございます。 

  以上でございます。 

戸田議員 わかりました。地下水の利用は土地の所有権に付随した権利ですから、地下水

利用協力金を実質的な地下水使用料金と見なすのは法的に問題がある、という考え方は

当然ございます。また一方で、水道料金との整合性・公平性を考慮する必要があるので

はないか、という考え方もございます。特に本町の場合、地下水を主とする上下水道と

同じ地下水を事業者が使用しておられるという事情がございます。 

  水道事業にかかる設備の老朽化などによりコストが増加していく中、上水道を地下水

に依存しておられる場合においては、あくまでも協力金という位置づけになりますが、

事業者に協力金を求めることには一定の合理性を見いだせるのではないかと私は申し上

げています。 

  実は、秦野市のように地下水を「公水」と位置づけた条例を定め、地下水利用協力金

を徴収しておられる自治体もございます。秦野市は名水百選に選ばれた秦野盆地湧水群

の保全と利活用を目的として、「地下水総合保全管理計画」を作られています。「地下

水総合保全管理計画」を定め、そのうえで地下水の涵養に欠かせない森林整備・保全へ

の協力金をお願いするという政策判断をしておられるのです。 

  さて、質問します。島本町民と町内企業の共有財産である地下水を守り、育て、将来

にわたって安心して活用していくため、本町においても条例や計画を定め、対策を講じ

るのが望ましいと考えます。協力金制度を可能とする条例制定、計画策定につき、ぜひ、

ご検討いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

都市創造部長 次に、「協力金制度を可能とする条例制定等について」でございます。 

  今後の地下水保全にかかります財源確保策として、協力金制度は有効な手法であると

認識しておりますが、他の自治体での地下水汲上量に応じた協力金を想定いたしますと、

本町の地下水使用の大半が水道事業者による上水道の利用であることから、水道料金へ

の影響も含めて検討する必要があると考えております。 

  以上でございます。 

戸田議員 確かに本町の場合、地下水利用の大半が私たち住民の上水道の利用です。この

ことが、実はこれまでこの提言を躊躇していた理由になっておりました。しかしながら、

「島本町環境基本計画」を策定した今となっては、地下水保全・地下水涵養のための森

林保全が重要課題であり、地下水を将来にわたり安定して利用するための施策として検

討する必要がある、という考えに私、至りました。 

もとより、「離宮の水」のブランディングを確かなものにするためには、地下水保全

に町をあげて取り組むということが重要です。島本町が、水道事業会計を含む町内企業
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に協力金を求めることは無理筋ではないと考えています。  

  お隣の大山崎町は、2010年９月、地下水利用企業に対して町が協力金を求めることが

できる「地下水採取の適正化に関する条例」改正案を可決されています。１日に 20㎥以

上の地下水を利用しておられる企業に､同意が得られた場合において協定を結び、町が協

力金を受け取れるとされていると認識します。これをどのように把握しておられますか。 

都市創造部長  「大山崎町の状況について」でございます。 

大山崎町では、議員ご指摘の「大山崎町地下水採取の適正化に関する条例」を制定し、

地下水採取者等に対し、同意を得て協力金の納入を求めることができる、とされておら

れます。内容につきましては、水資源保全協力金として地下水の採取量に応じた寄附を

受けられ、水源涵養に繋がる森林整備に活用されていると聞き及んでおります。 

  以上でございます。 

戸田議員  水資源の保全・森林整備、これがキーワードだと思います。持続可能な町財政

のための歳入増という点でも検討に値すると思っております。仮に協力金をお願いでき

たとして、前に紹介した秦野市、大山崎町の事例からすると、本町の場合、年間どれぐ

らいの歳入が見込めることになるでしょうか。 

都市創造部長  「他団体の協力金を本町に当てはめた場合の試算について」でございます。 

まず、神奈川県秦野市での計算方法により令和元年度の実績で試算いたしますと、町

全体で約 9,975 万円。次に大山崎町での計算方法により試算いたしますと、町全体で約

1,224 万円が見込まれるものでございます。 

  以上でございます。 

戸田議員  うち、水道事業者の分はどのようになっておりますか。 

都市創造部長  上下水道部分といたしまして、まず秦野市の場合ですと約 5,948万円、続

きまして大山崎町で申しますと約 741万円が見込めるものでございます。 

  以上でございます。 

戸田議員  水準点の測量の負担金とは雲泥の差、ということになると思います。 

  町長に、お尋ねしたいと思います。冒頭に「環境基本計画」の内容を述べましたが、

言わば、これは理念計画です。本来ならば、その下に秦野市のように「地下水総合保全

管理計画」というものがある。科学的で、より具体性のある計画が位置づけられなけれ

ばならないと思うのですが、いかがでしょうか。地下水を取り巻く現況の推計、将来予

測、施策の検証、施策の取り組み、そういったことを明文化し、大阪府で唯一名水百選

に選ばれた「離宮の水」を計画的に守り、育てていきたいと私は考えています。町長の

お考えをお聞かせください。 

山田町長  今、いろいろとご意見をいただいた中で､確かに大変面白い、興味深い取り組み

だというふうに私は思っておりますし、また本町におきましては、やはり「水」という

ものが町民さんにとっても大切なものであるという認識でございますので、私自身の考
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えといたしましても、これはやはりしっかりと守っていかないといけないということは

感じておりますし、今、ご提案いただいた内容等は、しっかりと検討はさせていただき

たいなというふうに思います。 

  以上でございます。 

戸田議員  本町で、唯一国の名水百選に選ばれた名水が､将来にわたって島本町民の財産と

なるよう、必ずや前向きに検討していただきたいと申し上げます。引き続き、委員会等

で取り組んでいきたいと思っております。 

  （Ⅱ）点目です。「ＪＲ島本駅西土地区画整理事業 ～桜井の水環境・水脈の環境アセ

スメント～ 」。 

  令和元年度第２回環境保全審議会において、「環境基本計画」の中間見直しを審議さ

れました。委員意見照会の中に「水環境の保全のため、事業者が開発に際して、地下水

を含む水環境のアセスメントに取り組むよう」追記を求める意見がありました。しかし、

これは実現しておりません。大変重要なご指摘でした。 

  環境省の「環境影響評価技術検討会報告書」というのがございまして、調べて見まし

た。基本的な考え方として、多く河川・海域・地下水など限られた「場」を対象に行わ

れていたこれまでの評価から、今後は地表・地中の水を相互に関連する一つの「水循環

系」として捉え、「この系を人為的に歪めることを最小限に抑えて健全な水環境を確保

する視点からの評価も重要である」と示されているのではないでしょうか。いかがです

か。 

都市創造部長 次に、「環境アセスメントについて」でございます。 

  まず、環境省の「環境影響評価技術検討会報告書」における、水に関する評価に関す

る記載についてでございます。 

  「環境影響評価技術検討会報告書」につきましては、実際の環境アセスメントにおい

て活用されることを前提として、平成 13年に環境省が取りまとめたものであり、その後

の環境影響評価を進める際の手引書等として発行されているものでございます。この報

告書では、水環境の環境影響評価の進め方について述べられており、「基本的な考え方」

には、議員ご指摘の内容が記載されているものでございます。 

  以上でございます。 

戸田議員 それでは、調査・予測指標に関して、特に地下水等につき、水循環系における

「水」のどのような特徴に留意し、どのようなことを検討することが重要であると示さ

れていますか。 

都市創造部長 次に、「調査・予測手法の検討について」でございます。 

  当該報告書の「水環境の環境影響評価の進め方」の地下水等の調査・予測手法には、

水循環系の水の特徴（循環するもの・変動するもの・地盤の構成員・物質の運搬者）に

留意し、基本的な条件（水循環の捉え方・地盤条件による地域特性・予測の精度と不確
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実性）を検討することが重要であること、また環境影響評価における標準項目にとらわ

れず、水利用や自然環境、景観・歴史的文化的な資産としての価値等も含めた配慮が必

要であることが示されております。 

  以上でございます。 

戸田議員 まさに平成 13 年には、すでに景観・歴史的文化的な資産としての価値をも含め

た配慮が必要であると、環境省が述べています。 

  ＪＲ島本駅西土地区画整理事業について、桜井の水環境、特に水脈の環境アセスメン

トを実施していただくよう強く求めます。いかがでしょうか。 

都市創造部長 次に、「ＪＲ島本駅西地区土地区画整理事業における環境アセスメントに

ついて」でございます。 

  ＪＲ島本駅西地区における土地区画整理事業につきましては、その範囲が約 13haであ

り、本町域も対象となる「大阪府環境影響評価条例施行規則」に規定される対象要件で

ある 50haに満たないため、実施対象外となるものでございます。 

  なお、島本町ＪＲ島本駅西土地区画整理組合に対しましては、昨年６月に要望書を提

出させていただき、地区内外の環境保全について十分な配慮をお願いしているところで

ございます。 

  以上でございます。 

戸田議員 当該地が対象の面積基準に満たないことは､これまでも再三議論になっており

ました。 

おっしゃるところの「環境保全について十分な配慮をお願いしている」ということに

つき、環境省が言うように、地表・地中の水を相互に関連する一つの水循環系として捉

え、「この系を人為的に歪めることを最小限に抑えて健全な水環境を確保する視点から、

水の利用や自然環境、景観・歴史的文化的な資産への配慮」というものを組合にお願い

していただいているでしょうか。このことを組合並びに株式会社フジタ様と共有してい

ただいているでしょうか。できていないのであれば、今からでも、ぜひ、このことをお

伝えいただきたい。いかがですか。 

都市創造部長 引き続き、水環境を確保する視点から、自然環境等への配慮にかかるご質

問でございます。 

  ＪＲ島本駅西土地区画整理組合とは、昨年６月に提出いたしました要望書の内容に沿

って、景観形成のルール作りや環境への配慮などについて協議を進めており、事業への

反映について､現在、ご検討いただいているところでございます。本町といたしましては、

当該組合やその業務代行者である株式会社フジタと、引き続き要望書の内容に沿って協

議を進めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

戸田議員 要望書の内容とおっしゃるところの「環境への配慮」についての協議には、水
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脈も含めて、水環境も含まれているという理解で良いでしょうか。 

都市創造部長  再度の水環境にかかるご質問でございます。このたびご指摘いただきまし

たご意見の内容も踏まえ、水環境も含めた環境への配慮に関する協議を進めてまいりた

いと考えております。 

  以上でございます。 

戸田議員  引き続き、よろしくお願いいたします。 

  （Ⅲ）点目です。「水無瀬川の水質保全～一般廃棄物処理基本計画に基づいて問う～」。 

  通告の２点を､まとめて問います。 

  水無瀬川水系のＢＯＤの推移につき、尺代大橋、名神高架下、長谷における数値が、

平成 30 年２月・11月より急激に上昇しています。平成 31 年２月には、上限に達してい

ました。考え得る要因として、どのようなものがあるでしょうか。 

  ＤＯの推移についても、新水無瀬橋における数値が平成 29 年 11月、平成 30 年 11月、

極端に下降し、水質の悪化が見られます。酸素がないと生息できない水生動物は多いは

ずですから、水無瀬川の生物の多様性が失われることを危惧しています。大阪府、ある

いは専門家の所見を得て、積極的に注視していく必要がありませんか。 

都市創造部長 次に、「水無瀬川の水質保全」に関するご質問のうち、「ＢＯＤの上昇要

因について」でございます。 

  一般的に、ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）の上昇につきましては、水温や水量、生

活排水や農業用水の流入など、様々な要因が想定されますが、今般の詳細な原因につき

ましては判明しておりません。 

  次に、「溶存酸素量について」でございます。 

  ＤＯ（溶存酸素量）につきましては、降雨等による影響があるため、その数値をもっ

て直ちに水質が悪化していると認められるものではございませんが、今後も河川の水質

分析を実施し、継続的な監視を続けてまいります。 

  なお、新水無瀬橋における溶存酸素量の低下につきましては、水量が低下し、水が停

滞していることも要因の一つであると考えております。 

  以上でございます。 

戸田議員 私は特に科学的な知識をよく持ち合わせているわけではありませんので、「一

般廃棄物処理基本計画」に基づいて問うております。ご答弁の内容は、一定、理解いた

しました。 

  さて、東大寺二丁目河川公園テニスコート付近で、平成 30年 11 月 26 日朝、茨木土木

事務所のパトロールにより、約 300匹の魚の変死が確認されています。何らかの事情に

より水質が悪化、水中の酸素の減少が常態化しているのではないかと心配しています。 

  水無瀬川左岸にある生コンクリート製造業のバッチャープラントが、敷地内に土砂を

埋設していることと関係しているのではないですかと、地元の住民の方から相当厳しい
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お声を繰り返しいただいております。台風や大雨のたびに、埋設された土砂の表層から、

雨と一緒に土砂が水無瀬川に流出している可能性は否定できないのではないでしょう

か。土砂の由来について、把握できていますか。当該事業者はどのようにおっしゃって

いますか。 

都市創造部長  土砂の搬入元についてのお尋ねでございます。当該事業所の土砂につきま

しては、詳細は把握いたしておりませんが、府内公共事業等により搬入した土砂とお聞

きしております。 

  以上でございます。 

戸田議員  今ある土砂埋設物は、その由来が定かではありません。大阪府に届出がなされ

ていないからです。これについては過去にも議論がありましたので、ここでは繰り返し

述べませんが、一方、生コン残渣の処理の問題もございます。生コン残渣の不適切な埋

設が、水無瀬川の水質に何らかの良くない影響を与えている可能性は否定できないとも

思えますが、いかがでしょうか。見解をお願いいたします。 

都市創造部長  「水無瀬川の水質への影響について」でございます。 

議員ご指摘の事業所におきましては、大雨が降ったときなどに、場内で処理しきれな

い残渣の一部が雨水とともに排水され、道路側溝を通じ水無瀬川に流出していることを

確認いたしております。 

  なお、原因につきましては、生コン残渣の不適切な埋設のみに起因するものではなく、

場内の排水対策そのものに起因するものであると認識いたしております。 

  以上でございます。 

戸田議員  思うに、生コン残渣が未処理のまま水無瀬川に流れ出していること、これにつ

いては幾つかの要因が考えられます。１．産業廃棄物保管基準が守られていないことに

より、処理汚水が敷地内の沈砂池の許容量を超えて未処理のまま水無瀬川に流れ出して

いる可能性。２．近年の時間降雨量では、処理水が沈砂を待たずに排水溝から水無瀬川

に流れ出しているのではないかという懸念。３．残渣の野積み、土砂の上に野積みにさ

れ、環境汚染を防止するための措置を講じないまま、相当長時間にわたってそのままの

状態が続けられているという現状です。 

  よって、生コン残渣の不適切な処理については、「産業廃棄物処理法」違反と見なさ

れる可能性があるとして、府の産業廃棄物指導課の指導が入っている。また、府条例違

反の土砂埋設については環境農林水産部北部農と緑の総合事務所、みどり環境課、さら

に雨水の場外流出に関わる沈砂池・場内の清掃については事業所指導課が、それぞれ指

導にあたっておられる。こういう認識でよろしいでしょうか。また町の環境課は、これ

らにどのように関わっておられるのですか。 

都市創造部長  大阪府におきます「事業者指導の担当部署について」でございます。 

議員お見込みのとおり、大阪府の各所管の部署で指導にあたっていただいております。
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また、町といたしましては大阪府の事業所立ち入り時には、大阪府からの要請に応じて

同行いたしており、その際には住民の方からの法的指導事項以外の苦情等をお伝えいた

し、対策を講じるよう依頼しているところでございます。 

  以上でございます。 

戸田議員  いずれにいたしましても、土砂の上に産業廃棄物である生コンクリート残渣が

置かれている状況により、府条例違反の土砂の搬出が進んでいないという状況がありま

した。改善されているでしょうか。もし、改善されている場合は、どのように改善され

ているのですか。 

都市創造部長  「生コン残渣の埋設や土砂等堆積の改善状況について」でございます。 

当該事業所からは大阪府に対し、令和元年１月 22 日付けで土砂の搬出計画書が提出さ

れておりますか、現在のところ、ごく少量の土砂が搬出されたものの、ほとんど搬出は

進んでいないと聞き及んでおります。また、土砂の上に堆積された生コン残渣の一部に

つきましては、敷地内の別の場所に移動させたことを確認いたしております。町といた

しましても、大阪府と連携しながら、継続的に水質の監視等を行うなど、対策を講じて

まいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

戸田議員  土砂の上に生コン残渣が野積みにされている現状では、雨水の浸透により、生

コン残渣の成分が土砂に混じることも考えられ、土砂の扱いにも注意が必要になるので

はないかとの懸念もあるところです。これについては、一定の改善がなされいるとのご

答弁でした。しかしながら、土砂搬出計画書の提出から二度目の出水期を迎えておりま

す。当該事業者におかれましては、ぜひ改善をお願いしたいと、これが住民の切なる願

いでございます。私からも、伏してお願い申し上げます。 

  環境課におかれましては、府と連携していただき、引き続き対応にあたっていただく

ようお願い申し上げます。 

  以上をもちまして、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

村上議長  以上で、戸田議員の一般質問を終わります。 

  引き続き、福嶋議員の発言を許します。 

福嶋議員  あらためまして、おはようございます。冒頭ですが、質問で冗長な部分の見直

しを行った結果、通告しております内容の質問以外の部分、割愛して質問いたしますの

で、ご理解賜りますようよろしくお願いいたします。 

  それでは、一つ目の質問。 

  平成 30年度 12 月議会において、「審議会等の会議情報の公開促進と内部統制課題」

と題して一般質問し、大きく４点の課題を明確にしました。そして令和２年２月議会に

おいて対応状況をお訊きし、審議会のページへのアクセス、会議の傍聴手続きなど、大

きく改善されたことを確認いたしました。そして課題認識としては、非公開会議の実施

- 13 -



状況や、会議で使用した資料の掲載などの徹底が十分にできていない点、とのことでし

た。 

  「現状の対応状況と、今後の改善時期」について、お考えをお教えください。 

総合政策部長 それでは、福嶋議員からの一般質問のうち、「審議会等の会議情報の公開」

について、ご答弁申し上げます。 

  本町では、「審議会等の会議の公開に関する指針」及び「会議公開の手続要領」、各

審議会等が定める「会議公開に関する要綱」に基づき、審議会等の開催の周知、会議資

料の閲覧、会議録等の作成を行っているところでございます。 

  前回、令和２年２月会議でご質問いただいた以降の対応状況といたしましては、まず、

傍聴受付時間の変更を全庁的なルールとするため、コミュニティ推進課におきまして「会

議公開の手続要領」及び「傍聴要領」等の改正事務を進め、令和２年４月１日付けで施

行いたしました。その後、各会議体において傍聴要領を改正していただく必要がありま

すことから、具体的な事務手続きについて各所属長に通知を行い、順次改正事務を進め

ております。 

  会議に関する情報や資料のホームページにおける公表につきましては、所管課におい

て順次公開事務等を進めており、すでに対応が完了しているものもございますが、未対

応のものにつきましては、できるだけ早期に対応してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

福嶋議員  令和２年５月末現在で、島本町ホームページの会議開催日程、審議会等一覧を

島本町附属機関一覧と照らし合わせたとき、島本町総合計画審議会、島本町予防接種健

康被害調査委員会、島本町建設事業再評価委員会、島本町立小・中学校教科用図書選定

委員会、島本町社会福祉施設等整備審査委員会など、多くの会議がホームページに掲載

されていませんでした。これでは資料の事前閲覧・事後閲覧、会議録の閲覧について、

ホームページで確認ができません。そして、早期対応との前回と同じご答弁で、実施時

期のお示しがない。現状、何らかの壁にぶつかって、各部署での改善が進まない理由が

あるように思います。 

  町長、役場として、やると決めていることがちゃんと運用されていない。不具合を自

ら検出して未然に防ぐ仕組みが働いていない。内部統制が十分に機能していないという

ところが未だに改善されていないように思います。 

  そこで質問です。１点目に、先ほど例示したホームページに掲載されていない会議に

ついて、掲載されていない理由、課題、それを町長は把握されておられるでしょうか。

２点目に、どのように課題改善し、公開対象となっている審議会等の会議情報の公開を

していこうとされているのか、町長のお考えをお教えください。３点目に、課題が解決

されないことが課題視されない。これは平成 30 年 12月に課題提起、今年の２月議会で

再確認し、そして今日、本日、令和２年６月でも未対応で、対応時期も回答していただ
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けないという、内部統制機能が十分に働かないという課題について、今まで町長がどの

ように取り組まれてきたのか、あわせて町長よりご答弁をお願いいたします。 

山田町長 まず、今、例示をされました会議ごとの理由については、個々の会議の事務処

理について私がすべてを把握しているわけではございませんけれども、例えば、会議情

報は公表していたがサイト内のリンクに不備があり、その後対応したものや、会議の開

催実績がここ数年ないために情報が掲載されていないものもあると、報告は受けており

ます。また、職員の認識不足等の状況もあり、特に非公開の会議に関しては、公表すべ

き情報の範囲等が現行運用上不明瞭であることも、課題であるものと認識をいたしてお

ります。 

  このため、今後の改善に向けまして、再度、庁議の場で指針等の徹底について私から

指示するとともに、制度全般の適切かつ合理的な運用について、改めて整理を行ってま

いりたいと考えております。 

  なお、会議資料の事前閲覧につきましては、なるべく早期に公開することが望ましい

ものとは考えておりますけれども、審議会等の判断により会議の一部を非公開とする場

合や、当日に資料が追加される場合もありますので、一律に事前公表を行うことは課題

があるものと認識をいたしております。 

  最後に、これまでの私自身の取り組みとのことでございますけれども、事務の執行が

法令等に適合し、適正に行われることを確保するためには、組織の中に適切な規範を定

め、それを効率的かつ効果的な形で現場の業務に適用させることが必要であると考えて

おります。あわせて、必要に応じて運用改善を加えながら、リスクや不備等の低減に努

めていくことが重要であると認識をいたしております。 

  会議情報の公表につきましては、組織の事務分掌に基づきまして総合政策部において

指針等定め、必要に応じ改正を行うとともに、その適用については全庁的な周知を行い

ながら、事務の執行に努めてまいりました。私が直接、特段の事務を行うことはござい

ませんでしたけれども、今回、議員から改めてご指摘をいただきましたことも踏まえ、

先ほど申し上げました点につきまして、職員にしっかりと指示をしてまいりたいと考え

ております。 

  以上でございます。 

福嶋議員  町長から、審議会等の会議情報の公開促進の案件について指示を出していただ

けるとのこと、ありがとうございます。念のためですが、私は町長に直接担当者の事務

をしてくれとか、行う必要があるということを申し上げているわけではないので、その

辺、申し添えておきます。 

  そして、確認の質問ですが、総合政策部は今回の案件について、ほかの部署に通知は

できるが、やりなさいと指示が出せる立場にない、という理解でよろしいでしょうか。 

総合政策部長  組織の事務分掌に基づき、総合政策部が所管している事務につきましては、
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一定の権限のもとで通知や指示を行っており、指示できない、ということはございませ

ん。しかしながら、ご質問の会議情報の公開手続きが徹底できていない点につきまして

は、担当部長といたしまして反省しているところでございます。つきましては、これま

での対応が不十分であるという認識から、町長から庁議の場で、改めて直接指示をされ

るということで、その徹底を図ってまいりたいという趣旨で、先ほど町長のほうからも

ご答弁があったものでございます。 

  以上でございます。 

福嶋議員  ご答弁、ありがとうございました。全体的な内部統制に関して、もう少し質問

したいことはあるんですが、ほかの２問の質問のほうがちょっと長くなりそうなので、

その後にもう一度、内部統制についてご質問させてください。ご理解のほど、よろしく

お願いいたします。 

  二つ目の質問として、「防災関連」で、過去の一般質問の後の進捗状況について２点、

質問させていただきたいと思います。 

  ①つ目．令和元年 12 月議会において、「水防法」等の一部改正の施行による、島本町

が指定されている対象施設の種類と施設数をお訊きしたところ、町が「地域防災計画」

の改定に伴って指定する施設に対して、各施設を所管する部局などが指導していくこと

になる、とのご答弁をいただきました。これは簡単に言い直すと、その時点で「地域防

災計画」が未改定で、施設が指定されておらず、指定した後でないと避難確保計画の作

成、避難訓練の実施などへの指導ができない、との理解をいたしました。 

  ①つ目の質問として、「地域防災計画」は令和２年になった令和元年度末頃、ようや

く改定されたと理解しております。改めて、島本町が指定する対象施設の種類と施設数、

そして、その指導状況についてお教えください。 

  ②つ目．平成 30年２月議会において、避難所開設・運営訓練の重要性について質問さ

せていただいたところ、「学校ごとの避難所運営委員会の設置、避難所マニュアルの作

成と、それに基づく職員の習熟度の向上が不可欠であると考えております｡今後、このよ

うな実動訓練の機会と、自主防災会や自治会、団体が実施される訓練の機会を通じて、

避難所運営の住民参加についての啓発を進め、あわせて避難行動要支援者の支援を連動

させる取り組みについても検討してまいりたいと考えております。」とのご答弁をいた

だいております。 

  ご対応状況及びご検討状況について、お教えください。 

危機管理室長 続きまして、「防災関連」のご質問にご答弁申し上げます。 

  まず、「要配慮者利用施設の避難確保計画等について」でございます。 

  本年３月に改定いたしました「島本町地域防災計画」におきましては、「水防法」に

基づき、浸水想定区域や土砂災害警戒区域にある要配慮者利用施設の名称及び所在地を

掲載したところでございます。浸水想定区域内にある施設といたしましては、学校・幼
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稚園などの文教施設が５施設、老人福祉施設等の社会福祉施設が 20施設でございます。

次に、土砂災害警戒区域等にある施設は、文教施設が１施設、社会福祉施設が 11 施設の

合計 37 施設でございます。これらの施設管理者につきましては、避難確保計画の作成等

を行い、本町に報告しなければならないこととなっております。 

  そのため、４月以降に各要配慮者利用施設の管理者に対しまして作成方法等の説明を

行う予定でございましたが、新型コロナウイルス感染症蔓延期であり、説明会や面談等

の対応が難しい状況のため、実施には至っておりません。しかしながら、これから本格

的な風水害の季節が到来することから、感染症防止策を講じたうえで、早期に取り組ん

でまいりたいと考えております。 

  次に、「避難所開設・運営訓練等」について、ご答弁申し上げます。 

  避難所開設・運営については、被災時に不足するマンパワーを補うため、３日目を目

途に、地元自主防災会や自治会での運営をお願いすることを目標としております。 

  避難所に関する訓練につきましては、職員向けには平成 29 年 11 月に、「地域防災計

画」において避難所の開設・運営を担当する職員を対象に、研修のほうを実施いたしま

した。実際の避難所開設時には、経験者と未経験者を組み合わせるなど、ノウハウが伝

わるように各避難所に配備のほう、行っております。 

  一方で住民向けといたしましては、現在、「防災とボランティア訓練」において、避

難所設営訓練を校区ごとに行っているところでございます。あわせまして、昨年策定い

たしました防災関係機関との連携を目的とした「島本町風水害タイムライン」の地域版

として、各自主防災会ごとにおける災害時の行動を定めるコミュニティタイムラインの

策定を計画しております。策定の過程におきまして、避難所の地元組織運営について一

定の理解が得られるものと考えており、学校ごとの避難所マニュアルの策定に繋がるも

のと考えております。 

  また、避難行動要支援者の支援につきましては、名簿受け取り団体の拡充、今年予定

しているハザードマップの配布等と並行して、自主防災会などの地元組織と連携して進

めてまいりたいと考えております。これらにつきましては、今年度の自主防災会連絡協

議会の中で制度等について紹介し、取り組んでまいりたいと考えておりましたが、新型

コロナウイルスの影響により、実施を見合わせているところでございます。感染症の状

況を見定め、対応してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

福嶋議員  今の①つ目の質問の再質問ですが、浸水想定区域内にある施設が 37あるとのこ

とですが、今後、指定すべき対象施設が新たにできた場合、どのように迅速に施設指定

され、連携を取っていかれるのか、お教えください。 

危機管理室長  今後、「水防法」の対象となる要配慮者施設が土砂災害警戒区域などや浸

水想定区域内に設置される場合につきましては、町開発指導要綱に伴う開発行為事前協
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議時において確認することができるものと考えております。当該施設が該当する場合に

ついては、施設管理者に対して、「水防法」による避難確保計画等の作成義務が生じる

ことを説明するとともに、同時に「地域防災計画」に施設を指定する必要がありますが、

実務上、施設が増減するたびに「地域防災計画」を修正することは煩雑となるため、対

象となる施設につきましては町ホームページに一覧を掲載し、追記する対応を考えてい

るところでございます。 

  以上です。 

福嶋議員  できるだけ早急に関連部門との調整を行っていただき、ホームページに一覧を

掲載いただくところまで進めていただくよう、よろしくお願いいたします。 

  ②つ目の「避難所開設・運営訓練の重要性」についての再質問です。 

  まず、職員の訓練をいただいたこと、ありがたいのですが、その他の結果として、住

民が関係する案件はほとんど進捗が見られないと言わざるを得ません。今回、新型コロ

ナウイルス感染症対応も新たに検討課題となり、避難所運営マニュアルを例として例え

れば、暫定でもマニュアルとして決まってないところに、感染懸念者の区別、１人当た

り面積の拡大、床からの嵩上げなど、検討する項目は増えています。荒削りでもいいで

すからマニュアルが共有できていれば、それをもとに修正案が作れたと考えます。 

  過去のことを言っても前向きには進みませんので、今後のことを考えると、まず、日

程計画（プラン）を立て、たたき台を作り共有するというドゥを行う。そして、関係者

で検討、訓練での課題抽出のチェックを行い、修正というアクションを行うことが必要

なのに、現状、共有に至っておらず、今回、新たに感染症問題が発生し、一から作り直

す必要が出てきています。今まで費やした工数が日の目を見ない状態になっていると思

います。荒削りでも学校ごとの避難所マニュアルがあれば、その修正ができますが、現

状、学校ごとの避難所マニュアルがない。大変、残念な状況です。 

プランばかりでなく、ＰＤＣＡサイクルが回るように、まずは住民を含めた関係者が

チェックできる段階まで、仕事の日程を決めて実行する、やりきる。完成度に満足され

なくても、レベルが不十分でも、やりきり、共有できる成果にすることが必要と思いま

す。行政マンとしては考え方が違うのかも知れませんが、成果が明確に示していただけ

てないことも事実です。お考えをお教えください。 

  そして、話を戻しますが、今回の感染症では在宅避難、一部の新聞報道では疎開避難

された方がおられたとのことです。これからウィズ・コロナの時代になるかも知れない

中、できるだけ避難所に行かずに済む避難の仕方を、各個人、自主防災会で検討される

ことが必要と思います。ご家庭ではどうしても欠けてしまうものをどのように想定して

在宅避難者に供給していくのか、検討が必要と思いますが、お考えをお教えください。 

危機管理室長  「住民が関係する案件について」でございますが、地域防災の中心的な担

い手となる自主防災組織との連携は、近年、激甚化する気象災害に対応するには不可欠
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であると考えており、毎年、自主防災会連絡協議会で新しい防災の情報や、各地域での

取り組みの意見交換を行っているところでございます。また防災ボランティア訓練にお

いても、各小学校区ごとに避難所の設営訓練に取り組んでいるところです。本年につき

ましても、引き続き本協議会におきまして取り組んでまいりたいと考えておりますが、

先ほどご答弁いたしましたとおり、実施につきましては見合わせているところでござい

ます。 

避難所の運営マニュアルにつきましても、本年３月に「地域防災計画」の修正にあわ

せ、改定のほう、行っております。新型コロナウイルス感染防止対策の徹底を図り、適

切な避難所運営ができるよう、国や大阪府より新型コロナウイルス感染症にかかる避難

所運営マニュアルが示されており、本町といたしましても、出水期を迎え、取り急ぎ避

難所における新しいルールと、それに基づくレイアウトの整備、必要な備品の洗い出し

と物資の調達を進めているところです。 

  続きまして、「在宅避難者への対応について」でございますが、本年３月に改定しま

した「避難所運営マニュアル」において、災害時に避難所に入れなかったり、自宅の損

傷具合が軽い場合などに在宅で過ごされる方などを「在宅被災者」と、定義のほうをし

ております。このマニュアルにおいては、これら在宅被災者を避難所にいる避難者と同

様に扱うことを規定しております。また、このマニュアルにおいて、避難所には地域の

防災拠点としての位置づけを行い、その活動として、在宅被災者の水や食料などの生活

必需物資についてのニーズ把握と配布を例示しております。 

  実際の災害時には、このような物資の確保については、一定、すべての住民の方にも

備蓄をお願いするものでございますが、在宅被災者を個々に扱うことは難しく、自主防

災会や自治会、あるいは近所の方で取りまとめていただいたうえで支援をしていただく

ことを考えており、在宅避難者を含め、そのように取り組めるよう周知のほうをしてま

いりたいと考えております。 

  以上です。 

福嶋議員  今、ご答弁いただきました避難所運営マニュアルというものは、平成 30 年度２

月議会での「学校ごとの避難所運営委員会の設置、避難所マニュアルの作成と、それに

基づく職員の習熟度の向上が不可欠」とご答弁いただいた避難所マニュアルのことと理

解すればよろしいでしょうか。私は、これを学校ごとの避難所運営委員会の設置及びそ

の避難所マニュアルの作成、それに基づく現地での職員の習熟度の向上というふうに理

解しておったわけなんですが、どのように理解すればいいか、お教えください。 

危機管理室長  議員ご指摘のとおり、学校ごと、校区ごとの避難所運営委員会を設立し、

そこからの立ち上げで避難所ごとの避難所運営マニュアルを作成し、職員のみならず地

域住民も参加して、避難所運営の習熟度を上げていくことを目標とするところでござい

ます。 
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しかしながら、そこに至る道筋としては、一定の順序があると考えており、まずは避

難行動のタイミング等にかかるコミュニティタイムラインの策定を行い、その過程での

課題、その先の避難所生活というものを認識していただくことが、住民組織による自主

的な避難所運営には必要と考えております。現在も、１月の「防災とボランティア訓練」

の訓練対象を校区ごとにお願いしているところでございますが、校区ごとの防災組織を

作っていくことも課題として認識しております。 

  この３ヵ月間につきましては、新型コロナウイルス対策により、やむを得なくイベン

トの中止措置を取っております。また、新たな避難の考え方など優先して取り組んでい

ただく課題もあり、議員ご指摘のとおり目標へ進んでいないことは事実であり、謙虚に

受け止めているところでございます。現在、島本町を含む地域水害対策としての広域避

難計画など町の避難方針にかかる議論も行われており、この動向にも注目しながら、住

民の生命を守るための優先度の高い課題から取り組んでまいりたいと考えております。 

  以上です。 

福嶋議員  町長、平成 30 年６月 18 日、大阪北部地震がマグニチュード 6.1、最大震度６

弱の地震が発生し、島本町では震度５強を観測し、他自治体を含むと死者の発生、多数

の死傷者と家屋の被害が発生しました。それから２年、島本町はどれだけの成果物を住

民に届けたのでしょうか。少しでも進めようとご担当が奮闘していることは存じ上げて

います。しかしながら､進捗は計画どおりと言えない。町長は、避難所運営関係、避難行

動要支援者の支援に関して、現場が動きやすいようにされておられますか。関連部門に

どのような指示を出されているのか、住民団体を含めどのようなお願いを出されている

のか、お考えを含め、お教えください。 

山田町長  平成 30年度には、６月の大阪府北部を震源とする地震、７月の豪雨、９月の台

風第 21 号と、本町は大きな災害に立て続けに襲われ、大きな被害を受けました。これら

の経験は、今後の災害に備えるうえでも大変貴重であると考えており、昨年度に『災害

の記録』として被害状況、対応状況、課題等取りまとめたところでございます。それら

の教訓を踏まえ、防災備品や備蓄品等の充実を図るとともに、多くの民間事業者のご協

力のもと、様々な災害協定の締結を行うなど、企業との協力関係などの構築に繋がって

いるところでございます。 

  また、共助力の向上のため、地域防災の中核となる自主防災会の活動支援や拡充に向

けた支援を行い、昨年は新たに三つの自主防災会が設立され、活動を開始されていると

ころでございます。また進行途上ではございますけれども、健康福祉部と総務部におい

て避難行動要支援者の個別プランの策定や、福祉避難所の拡充にも取り組んでいるとこ

ろでございます。 

この間、国・府の制度改正への対応などに優先して取り組んで来たため、必ずしも理

想どおりの進捗状況であるとは言えませんけれども、優先度の高いものから取り組みを

- 20 -



進めてきたところでございます。いずれにいたしましても、災害はいつ起こるかわから

ないという認識を常に持ち、着実に取り組みを前進させる努力を引き続き行ってまいり

たいと考えております。 

  以上でございます。 

福嶋議員  現場が頑張っておられるとの認識、お示しいただき、ありがとうございます。

そして関連部門への指示、住民団体へのお願いに関してはご答弁がいただけなかったこ

と、大変残念に思っております。 

  三つ目の質問として、「待機児童対策・保育基盤整備等」について、質問いたします。 

  「保育基盤整備加速化方針」を出され、平成 33年度初には待機児童をゼロにするとの

方針のもと、教育委員会は各種施策を推進されてこられました。６月の臨時議会では、

新第四保育所の工事請負同意が議決され、令和４年４月に開園を目指されている第四保

育所跡地の認定こども園の募集要項も出されている状況です。新型コロナウイルス対応

も行われながら、計画を遅らせることなく推進された教育委員会に､まずは感謝の意を表

明したいと思います。多くのご苦労を乗り越え、短期間に事業を推進いただき、ありが

とうございます。 

  そして、保育施設誘致・建設は計画どおり進んでいるわけですが、本質は待機児童を

ゼロ化すること、環境を整備することですので、質疑を通して、課題の有無など明確に

していきたいと思います。 

  昨年の 12 月議会での一般質問で、「これまでの定員設定を基本として、待機児童の多

い歳児につきましては､可能な範囲で定員の弾力化により対応してまいりたいと考えて

おります。」とのご答弁をいただきましたが、①つ目の質問、「具体的にどのように来

年度初、待機児童ゼロを実現する計画か」、②つ目、「過密状態の改善はどのような状

況になる予定か」、③つ目、「令和３年度中で見たときに待機児童は発生するのか」に

ついて、ご答弁のほど、よろしくお願いいたします。 

教育こども部長 それでは、「待機児童対策・保育基盤整備等」に関するご質問にご答弁

申し上げます。 

  まず、「来年度初めの待機児童ゼロを実現する計画について」でございます。 

  本町では、新たな住宅開発による就学前人口の増加等により、平成 25 年度から待機児

童が発生いたしております。待機児童数は、平成 30年４月には 36人に増加し、今後の

住宅開発予定を踏まえればさらなる増加が見込まれたことから、平成 30 年 11月に「島

本町保育基盤整備加速化方針」を策定し、令和３年４月に待機児童を解消すべく、迅速

かつ計画的、かつ集中的に施設整備を進めてきたところです。 

  本町の待機児童数は年々増加し、平成 31年４月には 84人、待機率は 11％となり、待

機率が大阪府内で２番目に高かった泉大津市が約２％であったことからもわかるよう

に、本町の当時の待機率は他自治体と比較にならない高い率となっておりました。その
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後、令和元年５月には、定員 12 人と 19 人の小規模保育事業所を２ヵ所、令和元年 10

月には水無瀬神宮境内に 90 人規模の民間保育所を整備し、令和２年４月の待機児童数

は、前年４月と比較して 34人減の 50人、待機率は約 6.6％となりました。 

  今後の予定といたしましては、令和２年 12月には旧第二幼稚園跡地に保育機能部分と

して 168 人の定員を有する認定こども園、令和３年４月には定員 90人規模の新第四保育

所を役場前駐車場敷地内に整備し、本町内の保育施設の認可定員数が 893 人となり、こ

れらの弾力的運用により、令和３年４月には待機児童が限りなくゼロに近づくものと想

定をいたしております。 

  また、施設整備等とあわせて各整備施設の歳児ごとの定員設定につきまして、これま

では整備法人の申し出に基づき認可定員を定めておりましたが、待機児童の多くが０歳

児から２歳児までの低年齢層に偏っていることから、整備前に調整を行い、歳児ごとの

定員設定の平準化に努めてきたところでございます。このことも、待機児童解消の一方

策に繋がっているものと考えております。 

  次に、「過密状態の改善について」でございます。 

  現在、本町におきましては、待機児童の解消を喫緊の課題として、様々な取り組みを

進めているところでございます。保育所等の認可定員につきましては、児童１人当たり

の最低基準上の床面積を遵守することで弾力的に運用することが認められており、本町

においても、この弾力的運用を活用し、保育ニーズに対応しているところでございます。

本来なら、この弾力的運用を活用することなく、認可定員内での保育を実施することが

望ましいことは言うまでもありません。 

  平成 30年 11月に「島本町保育基盤整備加速化方針」を策定し、現在、各施設整備を

進めておりますが、この方針に掲げるすべての内容が完成した際には、想定した保育需

要内であれば、待機児童の解消、旧第四保育所の未耐震課題の解消、そして、この長年

継続してきた弾力化運用の解消に繋がるものでございます。 

  いずれにいたしましても、令和３年度におきましては、引き続き弾力的な運用を継続

する必要があるものと見込んでおりますが、同方針に基づき、今後、待機児童が解消し

た際には、可能な限り早期に、恒常的な弾力的運用の解消が実現できるよう取り組んで

まいりたいと考えております。 

  次に「令和３年度中の待機児童の発生について」でございます。 

  令和３年度当初に待機児童が解消できた後に、これを維持し続けることができるか否

かにつきましては、当該年度中における０歳児の保育ニーズの推移によるところが大き

いものと考えております。従いまして、現時点では正確な見通しをお示しすることは困

難でございますが、これまでは、年度当初から年度末にかけて育児休業期間明けの入所

希望者が増加する傾向にありますことから、可能な限り弾力的運用等を活用し、待機児

童の発生を回避できるよう対応してまいりたいと考えております。 
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  以上でございます。 

福嶋議員  ご答弁、ありがとうございます。昨年度、平成 31年４月には 84名、待機率は

11％、大阪府下でトップとのこと。このことについては、素直に考えるともっと悪かっ

たのではないかというふうに思っております。それについては、後ほどまた質問させて

いただきたいと思います。 

  令和３年度、０歳児については待機児童が発生しないよう、できる限りの手を尽くし

ていただくようお願いしておきます。 

  さて、令和４年４月には第四保育所跡地に 150名規模の認定こども園が整備される予

定ですが、その暁には年度を通して待機児童発生が回避できるという理解でよろしいで

しょうか。 

教育こども部長  令和４年度は、年度を通して待機児童の発生を回避できるのか、とのお

尋ねでございます。令和４年４月開園予定の民間認定こども園が予定どおり開園をいた

しましたら、令和２年 12 月開園予定の（仮称）島本里山認定こども園と令和３年４月開

園予定の新第四保育所と合わせて、現在、予定しております施設整備が完了する運びと

なり、令和４年度を通じて待機児童の発生を回避できるものと見込んでおります。 

  以上でございます。 

福嶋議員  ありがとうございます。その想定をされている中、基本に戻っての疑問につい

てお答えください。 

  最初のご答弁で、昨年度、平成 31年４月には 84人、待機率は約 11％とのことでした

が、この中には特定の保育所を希望されている方、入所保留 39 名は含まれていなかった

と思います。この方々の中には、通勤の関係や兄姉関係などで特定の保育園しか通園で

きず、特定の園を望まれた方が多くおられると思います。この方々は、本当に保育が必

要な方で、待機児童カウントをすべき人だったというふうに思っております……（「そ

のとおり」と呼ぶ者あり）……。仮に 39名を加えると、待機児童率は 15.4％、実に 6.5

人に１人が待機児童だったのです。 

  待機児童としてカウントされない二つの事例があると思います。一つ目の通勤関係や

兄姉関係などで特定の保育園しか通園できず、特定の園を望まれた方の事例については、

認可定員と弾力化運用マージンを活用し、ゼロにするように努力する。二つ目の育児休

業の延長許可を会社から得るために保育園不承諾通知が得られる保育所を第１希望にさ

れる事例については、特に保育所を選ばなくても申請をするだけで不承諾通知を出すな

どの工夫をされることで、実質的な待機児童ゼロを目指すこと。それについてのお考え

をお教えください。 

教育こども部長  特定の待機児童事例に対する対策のご提案についてでございます。 

  一つ目のご提案の、家庭の事情により特定の保育所等を希望して入所保留となってい

る方への対応についてでございます。議員ご指摘のとおり、その家庭の事情により特定
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の保育所等を希望して、入所保留となっている児童についても、すべて希望の保育所等

に入所できるような施設整備、あるいは仕組みができましたら、それが理想的であると

いう点につきましては理解するものでございます。しかしながら、当然のことながら、

申請者が希望する施設に偏りが生じる可能性があり、そのことを踏まえた施設整備は現

実的とは言えないと思います。また、先ほどのご質問でもご答弁申し上げましたとおり、

待機児童が解消した際には、可能な限り早期に、これまでの恒常的な弾力的運用の解消

を図ってまいる予定でございますので、ご理解を賜りたいと思います。 

  いずれにいたしましても、今後、施設整備が完了し、待機児童の解消を果たした際に

は、保留児童についてもできる限り解消を図ることができますよう、入所手続きにおけ

る申請者間の公平性の確保等に留意しながら、その対応策について検討してまいりたい

と考えております。 

  もう一つの提案でございます、育児休業の延長を希望される方に対する入所手続きに

おける工夫についてでございます。議員ご指摘のとおり、現行法では育児休業や育児休

業給付は原則として子どもが１歳に達する日まで取得・受給することが可能でございま

すが、保育所等に入れない場合など特別な事由がある場合に限り、最少２歳に達する日

まで延長することができることとなっております。このため、例えば民間企業にお勤め

の保護者で、初めから１年を超えて育児休業を取得したいと考える方の中には、保育所

等が待機になったという事実を得る目的で、入所の意思がないにも関わらず、あえて待

機になるような形で申し込みをされることから、それが適正適切な入所手続きを阻害し

ているとして、近年、一部の自治体から本事例を問題視する声があげられておりました。

これを受け、国においても対応すべき課題として取り上げ、適正適切な運用の実現に向

けた工夫について、一定、対応案を示されているところでございます。 

  議員からいただいたご提案についてでございますが、施設等を選ばなくとも申請をす

るだけで不承諾通知を出すというのは、入所手続きの面から見ました場合、申請に不備

があったまま処分を行うこととなり、「行政手続法」上、不適切な行為であると言え、

また育児休業・育児休業給付の制度の面から見ました場合も、当該制度本来の趣旨に反

する運用に町が荷担することとなりますので、いずれにいたしましても､ご提案の手続き

方法は取りがたいものと考えております。 

  以上でございます。 

福嶋議員  ありがとうございました。この件に関しましては国制度との兼ね合いもありま

すので、私ももう少し研究し、改めてまた質問させていただきたいと思います。 

  今回の質問を通じ、平成 30 年 11月に「保育基盤整備加速化方針」が出され、来年度

４月には待機児童ゼロが実現できる。過密状態の改善については弾力的運用を活用して

いるが、児童１人当たりの最低基準上の床面積を遵守したうえで行っていることから、

過密な状態ではない、という理解をさせていただきました。ぜひ、保留の方々を含めた
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保育ニーズへの対応も行っていただき、そのうえで弾力化運用の解消を図っていただく

よう､お願いしておきたいと思います。 

  そして、三つ目の質問の最後になりますが、山田町長、平成 30年 12 月に出された「保

育緊急事態宣言」についてですが、今回の質問を通じ、「保育緊急事態宣言」を解除し

なければいけない状況は整っているのではないかと感じたのですが、町長のお考えをお

教えください。 

山田町長  「保育緊急事態宣言」を解除しなければならない状況は整っているのではない

か、というふうなお尋ねでございますけれども、私は平成 29年４月に町長に就任いたし

ました。その時点で、府内で他自治体と比較にならない高い待機率であり、保育を希望

される全員の方を受け入れることができない状況でございました。また、第四保育所が

未耐震という状況の中で大阪北部地震が発生し、お隣の高槻市ではブロック塀の倒壊に

より児童が亡くなるという痛ましい事案も発生をしております。 

私といたしましては、これらの様々な事案を踏まえまして、待機と未耐震という保育

に関する課題への取り組みを、当初の予定を前倒しして私の任期中に解消すべきとの考

えに至り、平成 30年 11 月、「島本町保育基盤整備加速化方針」を公表し、計画的かつ

集中的に保育基盤整備を進めてきたところでございます。約２年余りで待機と未耐震と

いう課題を解決するという高い目標ではありましたけれども、あくまでも現時点ではあ

りますが、令和３年４月には待機児童がゼロになるという見込みであり、第四保育所の

移転新築とあわせまして、課題解消の目途が立ったところでございます。 

  平成 30年 12月に私が発信いたしました「保育緊急事態宣言」につきましては、本町

の待機児童が多く発生している現状と、待機と未耐震というこの課題に、職員の総力を

あげて取り組んでいく決意を、町内外の皆さんに発信することを目的としたものでござ

います。待機と未耐震という課題が令和３年４月に解消の見込みが立ったことは本当に

喜ばしいことではございますが、現時点での見込みであり、実際の目途が明らかになり

ますのは令和３年４月の入所児童が決定する２月末頃でございます。いずれにいたしま

しても､今後も引き続き待機児童数の推移を注視いたしまして、待機児童の解消が概ね確

実となったと判断できた時点で、「保育緊急事態宣言」を解除したいと考えております。 

  以上でございます。 

福嶋議員  山田町長は、緊急事態の宣言を出されるとき、ご不便をおかけすることになる

児童や保護者をはじめ、これから転入して来られる方々に理解とご協力をお願いしたい

思いを込めて、強い決意を「緊急事態宣言」として発表されております。引っ越しされ

てこられる方、そしてこれから子どもを産んでいこうとされているご家庭、考えてくだ

さい。引っ越しには数ヵ月かかります。町を選ぶのは、もっと時間かかるかも知れませ

ん。そして子づくり、十月十日と、あと８週かかるんです。１年先のことなんです。そ

れを決断する・しない、家庭の大きな問題なんです。島本町の１年先の計画、それをち
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ゃんと住民に伝えなきゃいけない。近隣、島本を選んでくれる方に伝えなきゃいけない。

それ、今しかないんじゃないですか。来年４月じゃ、もう１年遅れるんですよ。それを

考えてください。ご答弁を求めます。 

山田町長  確かに、今、解除すると判断した場合に、来年当初に保育所に入りたいという

方とか、そういった方向けには確かに有効なことかも知れませんけれども、ただ確実に

待機児童が解消できるということが決定するのが来年３月、４月の入所児童が決まる２

月の末頃ということでありますので、それがほぼ確実視された状況になれば解除したい

なというふうには考えておりますので、ちょっと、そこの、断定的に、いつ解除すると

いうのは今の段階では申し上げることはできませんけれども、できるだけ早く解除した

いとは思っております。 

  以上でございます。 

福嶋議員  今、コロナの関係で青、黄、赤、いろんなレベルがあります。山田町長の場合

は、緊急事態の次は待機児童ゼロですか。いいですわ、はい。 

  冒頭の、最後に本日の一般質問の大きな一つ目の質問、「内部統制課題」について、

町長に問います。 

  一つ目の質問において、様々な部門が関係する審議会の会議情報の公開促進について、

平成 30 年 12月に課題提起しましたが、１年半経った今でも、自ら決めたルールで対応

する日限が回答できない。二つ目の質問において、避難所運営関係で学校ごとの避難所

運営マニュアルの作成が、大阪北部地震から２年経っても提供されない。避難行動要支

援者の支援等については、改めて制度を紹介し取り組んでまいりたいとの状況。三つ目

の質問において、この課題解決にあたっては教育こども部が事業を遅延させることなく

計画どおり進めていただいておるわけですが、町長部局が関わる予算編成において、当

初重要な事業はきっちり実行すると町長からお約束いただいたにも関わらず、新年度予

算編成段階で新庁舎耐震化予算が計上されない。そして、６月議会においても方向性を

お示しいただけない。スケジュールが見えない状況です。役場職員の生命や、発災時の

役場機能確保など、全職員、全住民に関わる重要案件が大きな課題として残っているん

です。 

  町長、各部局はしっかり仕事頑張ってやっていただいており、成果を出そうとしてい

ただいていると思います。ただ、複数の部署が、あるいは住民団体が絡んだ案件で、こ

れだけ進捗に問題がある。この課題は島本町役場全体の組織運営上の課題であり、早急

に解決する必要があると考えて、内部統制という形で私は質問させていただいておりま

す。この課題は、町長、副町長が解決すべき課題、内部統制上の課題だと考えているん

です。本来であれば、補助機関である職員の担当する事務を監督し、普通地方公共団体

の長の執務を代理する副町長にお訊きすべき質問かとは思いますが、不在ですので、町

長にお訊きします。 
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  町長は、このことに対し、どのように認識され、どのように根本解決されようとされ

ているのか、お考えをお教えください。 

山田町長  まず、議員からのご指摘の中で、職員が大変仕事を頑張っているというところ

は、私も意見を同じにするところでございます。ありがとうございます。 

  また、私に対してのご指摘でございますけれども、内部統制の問題ということでご指

摘をいただいておりますけれども、今後、しっかりと庁議などを活用しまして、私から

の指示も出しても行きたいと思っておりますし、また当初は、例えば各部長と週に１回

の面談なんかをしておりました。ただ、副町長を置いた頃から、その役割を副町長に担

っていただいておりましたので、その後、今回、今年度に入りまして副町長を置かない

ということになりましたので、その辺りは私も、今後また各部署としっかりと連携を密

にとって、進捗状況の把握であったり、今後の方向性であったり、そういったところの

情報共有はしていきたいなというふうに思っておりますので、例えばそういったことは

７月から始めたいなというふうな考えでおりました。ただ、今回、今年度に入りまして

もコロナの影響がありましたので、その辺りが十分にできていなかったという現状はご

ざいます。 

  ですので、そういったことも含めまして、副町長不在でございますので、しっかりと

副町長の担う役割も含めて私がやっていく部分と、また職員、部長級職員にも各部署で、

その中の事務をしっかりと把握して進めていってもらえるようにということで、今後、

連携を密に取りながらやっていきたいなというふうに思っております。その一つの場と

しては、先ほど申し上げた週１の面談の場であったり、それから庁議の場であるという

ふうに考えております。 

  以上でございます。 

福嶋議員  ありがとうございます。いろいろ、住民が困っている、あるいは結果として困

ってしまうようなことにはならないように、それなりの時間、スケジュールでご対応い

ただいてて、各部署各部署、それぞれは頑張っておられるんですけども、やはり部署間、

複数が絡むと、どうしても利害関係出てくるかと思いますし、それをやっぱり町長が高

所大所からご指導される、あるいは自分の見解を述べるということも大事だと思います

ので、ぜひともその部分、積極的に進めていただいて、住民福祉が一番、生命財産を守

るということを一番に考えて行動していただけたらいいかなというふうに思いますの

で、ぜひともよろしくお願いしたいと思います。 

  以上で、福嶋保雄の一般質問、終わらせていただきたいと思います。 

村上議長  以上で、福嶋議員の一般質問を終わります。 

  この際、暫時休憩いたします。 

（午前 11時 21 分～午前 11時 35 分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 
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  引き続き、大久保議員の発言を許します。 

大久保議員  冒頭、今回、中国武漢州より世界に蔓延しました新型コロナウイルスによっ

てお亡くなりになられました多くの方と、そのご家族に、衷心よりお悔やみを申し上げ

ます。また、入院加療され、大変な思いをされた多くの方に、心よりお見舞いを申し上

げます。あわせまして、新型コロナウイルス感染対策に奔走されました町長をはじめと

する職員の皆様に感謝を申し上げるとともに、ほんとに大変厳しい自粛要請に協力をし

ていただいた町民の皆様にお礼を申し上げます。 

  それでは、通告どおり、質問に入ります。「新型コロナウイルス対策について」。 

  今回の新型コロナウイルスによって、各国経済に深刻な影響が及ぶことが確実視され

ております。日本でも、令和２年４月～６月期のＧＤＰは年率換算で 20％以上のマイナ

ス見通しで、通年でも数％減となる可能性が高く、経済界でも今後の計画すら立てられ

ない状況です。 

  しかしながら、私たちの住む大阪府は、吉村府知事の提唱する大阪モデルにより、感

染症対策の出口戦略ばかりではなく､感染の第２・第３波が来ることも想定をしました入

り口戦略も策定し、対応の長期化も視野に入れ、経済や医療、教育の対策をしっかりと

実行し、府民の皆様にその施策を示しております。 

いろいろな経過はございますが、令和２年４月７日、安倍総理は緊急事態宣言を発出

され、同年５月 21日、ようやく政府は新型コロナウイルス感染症の流行が落ち着いたと

判断をして、京都、大阪、兵庫の関西３府県で緊急事態宣言を解除しました。私たちの

島本町におきましても、福祉、教育､経済に大きな影響があり、その対応に、本町としま

しても大変苦慮されていることと推察をします。 

  このような状況を踏まえまして、今回は福祉、危機管理、教育に関する本町の新型コ

ロナウイルス対策について、お伺いをします。 

  １点目．「感染症と福祉支援について」。 

  まずは、今回の緊急事態宣言を受けまして、本町の福祉支援全般に及ぼした影響につ

いて、お伺いします。あわせまして、「百歳体操」などの介護予防対策にも大きな影響

があったと思いますが、本町として、今後、どのように再開支援を展開させて行かれる

のか、お伺いします。 

健康福祉部長 それでは、大久保議員からの一般質問のうち、「感染防止と福祉支援」に

ついて、順次ご答弁申し上げます。 

  まず、「緊急事態宣言の影響について」でございます。 

  社会生活を維持するうえで必要な社会福祉施設等につきましては、緊急事態宣言が発

令されていた期間におきましても事業の継続が求められていたことから、町内の各施設

におかれましては、２週間程度休業した地域密着型通所介護の事業所が１ヵ所あったも

のの、三つの密（密接、密集、密閉）を避けるための取り組みを講じつつ事業を継続し、
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対応いただいております。本町といたしましては、町内の介護・福祉事業所においてマ

スクや消毒液が不足している状況が続いていたことから、本年４月に 68事業所に対し、

町が購入したマスクを配布したところでございます。また、国における「新型コロナウ

イルス感染症緊急経済対策」に基づき、緊急事態宣言の解除後ではございますが、国が

確保したマスクや消毒液等が大阪府を経由して分配されましたので、町内の社会福祉施

設等に配布しております。 

  福祉推進課が所管する事務の中では、地域福祉活動の中核となり、その推進に努めら

れている民生委員児童委員の訪問や地域活動への参加などの機会が制限されましたが、

可能な範囲での見守りなど、一定の活動を継続して行っていただいております。また、

生活保護受給者への訪問を自粛したため、ケースワーカーが電話や手紙で連絡するなど、

少しでも生活への不安を取り除くよう努めております。さらに障害福祉サービスでは、

事業所の休業はございませんでしたが、日中活動系のサービス利用者が感染への不安を

訴えたりすることがあったため、事業所の職員によるリモートでの支援により対応いた

だいたところでございます。 

  いきいき健康課が所管する事務の中では、高齢福祉施策の給食サービス（配食）や、

緊急通報装置設置事業などの在宅福祉サービスについては、緊急事態宣言発令後におい

ても継続して実施してまいりましたが、高齢者福祉センター（浴室・高齢者趣味の教室）、

街かどデイハウス事業、会食会などの、高齢者の方々の集いの場や交流の場となる事業

については、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、緊急事態宣言が発令されて

いた期間を含め、一定期間、事業を中止するなどの対応を図ってまいりました。また一

般介護予防事業として、地域の住民の方々が主体的に取り組んでいただいている「いき

いき百歳体操」や年長者クラブ連合会等の関係団体における活動等についても、町から

活動を自粛していただくよう要請を行ってまいりました。 

  なお、５月 21日に緊急事態宣言が解除されたことから、事業等の再開に向けて準備を

進め、６月以降、一部の事業（水中歩行訓練事業、高齢者趣味の教室等）を除き、対策

を講じながら事業を再開しているところでございます。 

  保険課が所管する事務の中では、令和２年４月８日付けで、厚生労働省から「特定健

康診査・特定保健指導」等における対応について通知があり、本町におきましても、国

民健康保険被保険者に関し、緊急事態宣言の期間において実施を控えたところでござい

ます。また、要介護認定の臨時的な取り扱いとして、施設入所者の被保険者については

感染拡大防止を図る観点から、面会が困難な場合においては、要介護認定及び要支援認

定の有効期間を、従来の期間に新たに 12 ヵ月までの範囲内で市町村が定める期間を合算

できることとなっておりましたが、緊急事態宣言の発令を踏まえ、全被保険者を対象と

して実施することになったことから、本町におきましても１人希望者がおられたため、

12ヵ月の延長を行っております。 
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  続きまして、「いきいき百歳体操について」でございます。 

 「いきいき百歳体操」につきましては、町から各地域の代表者に、２月 27日から活動を

自粛していただくよう要請いたしました。活動自粛期間中は、「いきいき百歳体操」や

「かみかみ百歳体操」を自宅で継続して取り組んでいただけるよう、町ホームページで

体操の動画を配信し、「かみかみ百歳体操」についてはＪ：ＣＯＭの協力のもと、５月

５日から５月 31日までＪ：ＣＯＭチャンネルで放送するなどの取り組みを行いました。 

  緊急事態宣言の解除後は、活動を再開していただくための支援の一環としまして、地

域の活動拠点ごとに、６月４日以降、マスク、手指消毒液、活動再開後の留意事項につ

いて記載したチラシを順次配付しており、再開することが可能な地域拠点から、活動を

再開していただいているところでございます。 

  なお、活動の再開にあたり、参加人数を分散するために回数を増やす、時間帯や曜日

を分けて行うなどの工夫をしていただいていると聞き及んでおりますが、地域拠点によ

っては、会場が閉館していることから使用できない、会場の構造上、三つの密が避けら

れない等の状況があることから、現時点では、引き続き中止をされている地域もござい

ます。これまで実施されてきた会場での再開が難しい場合は、自宅で体操を継続してい

ただけるよう、おもりを個人へ貸し出す等の支援が必要であると考えております。 

  また、長期にわたる活動自粛により、「いきいき百歳体操」に参加することが難しい

方がいらっしゃる場合は、保健師に連絡するようお伝えてしているところであり、総合

事業として実施しているリハビリ専門職による短期集中自立支援サービス「通所型サー

ビスＣ」の利用に繋げるなど、再度参加できるような支援を行ってまいります。 

  以上でございます。 

大久保議員 本町の福祉全般に及ぼした影響は非常に大きいものと再認識しました。「百

歳体操」など、再開にはまだまだ、ちょっと時間がかかるのかなというところですが、

これを機にしまして、「百歳体操」をやめられる方がおられると聞いております。感染

することによるリスクが本当に高い高齢者への対応には､課題が多いものと思います。今

後も本町の適切な対応、寄り添う対応を続けていただくようにお願いいたします。 

  次の質問に入ります。「特別定額給付金」について、お伺いします。 

  特に、ひとり暮らしの高齢者の受給に、現行で支障や問題はないでしょうか。 

総合政策部長 続きまして、特別定額給付金に関わって、「ひとり暮らし高齢者の受給に

支障や問題はないか」とのお尋ねでございます。 

  現時点におきましては、特に大きな支障や問題は発生しておりませんが、施設入所や

入院、また申請にあたって家族等の代理が必要なケースなどがございます。これまでの

間、ご本人やご家族、成年後見人等からの申し出や相談に対しまして、適切に対応し、

申請方法の教示や、申請書の転送等を行っております。今後も申請者の方に対しまして

は、関係部局や関係機関と連携して、対象のすべての方が給付金を受け取っていただけ
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るよう調整に努めてまいります。 

  以上でございます。 

大久保議員 ６月 19 日の時点で、全住民の約 97％、約３万１千人分の振込依頼処理を終

了されているということです。ほんとに本町の素早い、適切な対応を高く評価するもの

です。残りの約３％の方にも十分留意されて、給付金の漏れがないように、よろしくお

願いします。 

  次の質問です。外出などの自粛を受けまして、全国的に家庭内の児童虐待数が増加の

傾向にあるということですが、「本町の現状と対策」をお伺いします。 

教育こども部長 続きまして、「外出自粛に関わっての本町における児童虐待の現状と対

策について」でございます。 

  このたび、新型コロナウイルス感染症対策として長期にわたる外出自粛生活が続く中、

虐待事案として見守りの対象となっている家庭において、保護者と子どもがともに過ご

す時間が増えることや、収入減少等に伴い生活不安が生じることなどにより、自粛期間

中、全国的に虐待リスクが高まるおそれがあるのではないかと懸念する声が各方面から

あげられておりました。 

  本町の状況の概要でございますが、令和２年３月１日から５月 31日までの期間中に寄

せられた相談件数は、前年の同じ期間と比べて特に変わりはございませんでしたが、子

ども家庭センターや近隣住民の方から等の通告件数につきましては、前年と比べて７件

多い 20 件でございました。通告のあった事案の中には、学校の休校措置により、子ども

が自宅で終日を過ごすようになったことも要因となって、保護者と衝突するに至ったと

思われる事案が３件ございました。それぞれの通告事案の発生要因は様々であるととも

に複合的でもあり、増加した原因のすべてを外出自粛に求めることはできかねますが、

直接的・間接的であるかを問わず、一定の要因になった可能性はあるものと考えており

ます。 

  また、期間中には在宅ワークとなった方からの通告もあり、自粛中であったことが功

を奏したと言える点もございましたが、それ以上に、日頃、虐待やその疑いの発見が多

い学校現場等からの通告の機会がなくなるという影響がございました。このため、本町

では、本年３月下旬に担当課において、特に注意して見守りが必要と思われるご家庭を

リストアップし、その子どもが在籍する各学校に対して、当該家庭の状況の確認とその

報告について依頼するとともに、報告された情報を集約したうえで、関係者間で共有す

る対応を講じました。 

  このたびの新型コロナウイルス感染症に伴う外出自粛を通じて、本町におきましても、

例えば虐待通告の受理後 48時間以内の児童の安全確認について、長期に休校するような

事態となった場合には、在籍する学校を通しての確認の実施が困難な状況に陥るなどの

課題があることを認識をいたしました。当該感染症につきましては、今後、国内感染の
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第２波の懸念もありますことから、今回の一件を通じて浮かび上がりました虐待対応に

おける課題につきましては、今後、学校をはじめ関係機関とも連携・調整を図ったうえ

で、対応策や仕組みづくりについて検討を進めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

大久保議員 全国の児童相談所が、今年の１月から４月に児童虐待として対応しました件

数は６万 6,789 件にのぼり、前年度同期比で 12％増えたということが、６月 16 日、厚

生労働省の緊急調査でわかりました。本町におきましても、通告件数ですが、７件増え

ておりますし、また学校が長期に休校するということで、実際に児童の確認等ができな

いという課題もあるということです。今後のことも踏まえまして、対応策、仕組みづく

りのほうをよろしくお願いします。 

  次の質問に入ります。２点目．「感染防止と危機管理について」です。 

  現在、島本町におかれましても、災害対応に関しましてＢＣＰの見直しをされている

ことと思いますが、今回の新型コロナウイルス感染を受けまして、「職員が感染した場

合の対応」などのＢＣＰ策定が必要と考えますが、本町の見解を伺います。 

危機管理室長 続きまして、「感染防止と危機管理について」のご質問に、ご答弁申し上

げます。 

  まず、「職員が感染した場合の対応について」でございます。 

  本町では、新型インフルエンザ発生時を想定して、平成 22年４月に「島本町新型イン

フルエンザに備えた業務継続計画」を策定しております。この計画につきましては、新

型インフルエンザ発生時において職員本人や家族の罹患等により多くの職員が欠勤した

場合でも、すべての業務を停止することなく、重要な業務については継続して実施する

必要があることから、必ず継続しなければならない業務や休止・中止業務をあらかじめ

整理し、適切に業務が遂行できるよう定めたものでございます。しかしながら、この計

画では各部署において一定の割合で職員が欠勤することを想定しており、今回の新型コ

ロナウイルス感染拡大防止策のように、感染者と濃厚接触者の出勤停止が部署全員に及

ぶことを想定していないなど、見直しを必要とする部分もございます。 

  今回の新型コロナウイルス感染症につきましては、国の緊急事態措置等による数週間

にわたる外出自粛要請や施設の閉館、イベントの自粛等の対応を実施したところです。

そのような経験を生かすためにも、この業務継続計画を改訂する必要があると考えてお

り、関係部局と協議して対応してまいりたいと考えております。 

  なお、今回の緊急対応といたしましては、執務室の分散、時差出勤、週休日振替の活

用による分散出勤、特別休暇の拡大運用などを行い、職員の感染リスクの低減に努めた

ところでございます。 

  以上でございます。 

大久保議員 ご答弁にもありましたが、ＢＣＰの改訂をよろしくお願いをします。 
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  次の質問です。今回の新型コロナウイルス感染が続く中、「風水害の季節」が迫って

おり、その対策が急務であると考えますが、本町の見解をお伺いします。 

危機管理室長 次に、「新型コロナウイルス感染症と風水害対策について」でございます。 

  新型コロナウイルス感染症蔓延下において災害が発生した場合に備え、国から通知の

ありました「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応について」や、大阪府

の「避難所運営マニュアル作成指針・新型コロナウイルス感染症対応編」を参考に、本

町におきましても、新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた避難所整備に取り組んで

いるところでございます。 

  避難所につきましては、密閉・密集・密接になりやすい環境にあることから、できる

だけ密にならないように多くのスペースの確保や、十分な換気をするなどの対応をする

ほか、避難される住民の皆様につきましても、マスクの着用や受付で手指消毒、体温の

測定等の健康確認を実施いたします。発熱や風邪の症状が見られる場合には、新型コロ

ナ受診相談センターへの相談や、健康な人とは別の場所に移動していただくなどの対応

を考えており、避難所内におきましても、咳エチケットや手洗いの励行等、感染リスク

が軽減されるよう実施してまいりたいと考えております。また、お一人お一人、避難所

内での感染リスク等を考慮していただく必要があり、ご自宅での安全確保が可能な人は

必ずしも避難所に行く必要はなく、安全な親戚・知人宅に避難することについても、日

頃から考えていただく必要があるものと考えております。 

  こうした判断をしていただくために、ハザードマップや内閣府の避難行動判定フロー

等をホームページに掲載し、周知を図っているところでございます。新型コロナウイル

ス感染症の影響下で、多くの人が集まる機会も減少いたしますが、引き続き広報誌や出

張講座でも、周知を図ってまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

大久保議員 避難所のあり方が、これから大きく変わるのだと思います。避難所に行かな

くても大丈夫な方と、そうでない方を分けるのは非常に難しいところもありますが、間

違った認識で逃げ遅れの可能性を残さないよう、地域、地域に合いました広報、指導が

必要と考えます。きめ細かい周知活動をお願いします。 

  次の質問です。災害時に開設される「避難所の新型コロナウイルス感染対策」として、

お隣の高槻市さんは飛沫対策を優先した、段ボールベッド 400セットを備蓄するという

ことです。本町は避難所にテントを準備されておられますが、季節を考慮しますと、段

ボールベッドも有効と考えますが、本町の見解をお伺いします。 

危機管理室長 次に、「避難所における段ボールベッドの備蓄について」でございます。 

  避難所における段ボールベッドにつきましては、国や府の新型コロナウイルス感染症

対応時における避難所滞在スペースのレイアウトの一例にもあげられているところでご

ざいます。本町におきましては、避難所内でのプライバシーを確保するためにメッシュ
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テントを以前から備蓄しております。このテントによる避難所レイアウトにつきまして

も、同様に一例としてあげられているものでございます。 

  なお、本町が採用していますメッシュテントにつきましては、感染症に詳しい大学教

授より飛沫防止効果は充分にあるとの診断をいただいておりますが、ウイルスは床に堆

積しやすく、横になる際には頭部を床面から 35 センチ以上高い位置にすることが推奨さ

れており、ベッドを利用するほうが望ましいとの助言をいただいておりますことから、

段ボールベッド等と併用することを含め検討しているところでございます。 

  これからの出水期は、同時に熱中症が多くなるシーズンでもあります。議員ご指摘の

季節性にも配慮して、避難者の方の健康管理にも留意して対策を検討してまいります。 

  以上でございます。 

大久保議員 新型コロナウイルス対策だけではなくて、段ボールベッドは感染症に有効で

あると考えます。しかしながら､この段ボールベッドの長期の備蓄には問題点があると聞

いております。この問題点も考慮され、今後、ご検討をよろしくお願いします。 

  次の質問です。３点目．「感染防止とＩＣＴ学習環境の整備について」です。 

  文科省は、特定警戒都道府県優先でＩＣＴ環境整備を本年８月までに進めるというこ

とですが、「本町の進捗状況と問題点」をお伺いします。 

教育こども部長 それでは、「感染防止とＩＣＴ学習環境の整備」のうち、「ＩＣＴ環境

の整備の進捗状況について」でございます。 

  新型コロナウイルス感染症の第２波・第３波に備え、本町におきましても、早急に町

立小・中学校の全児童生徒が家庭学習可能な環境となるよう、整備を進める必要がある

と考えております。国のＧＩＧＡスクール構想に基づくＩＣＴ環境整備につきましては、

本町では、令和２年度に高速大容量の通信ネットワーク整備を行い、令和３年度から５

年度までの３ヵ年かけて、全児童生徒に対して１人１台の端末整備を進めることといた

しておりましたが、国の要請に基づき、タブレット等端末についても令和２年度中に整

備することとし、本定例会議に必要予算を補正予算として計上させていただいていると

ころでございます。 

  また、各ご家庭でのインターネット環境の有無やパソコン・タブレット等端末保有の

有無を把握するために、全児童及び生徒を対象にアンケートを実施いたしました。その

結果を受け、本定例会議において、家庭にインターネット環境が未整備であると回答が

あった児童・生徒数に対応するためのモバイルルーター購入にかかる予算を計上させて

いただいているところであり、予算をご可決いただきましたら、１人１台の端末整備を

含め、本モバイルルーターの購入についても早急に購入事務を進めてまいりたいと考え

ております。 

  しかしながら、相当数の台数を一度に確保する必要があるため、確保には一定の時間

を要することから、確保までに新型コロナウイルス感染症の第２波、第３波が訪れた際
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には、各学校にすでに整備しているタブレット等が約 80 台程度あることから、家庭に端

末がない児童生徒に対しては、これらを貸与するなどにより、家庭学習環境の確保に努

めてまいりたいと考えております。また端末等機器の整備はもちろんのこと、オンライ

ンによる家庭学習を実施していくためには、実際に行う教員のスキルも大切になってま

いります。一般的にオンライン授業のツールとして用いられるアプリ「ＺＯＯＭ」の活

用についても、学校内や、小・中学校間において試行活用を行うなど取り組みもスター

トをいたしています。 

いずれにいたしましても、令和２年６月５日に文部科学事務次官からの通知「新型コ

ロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライン及び新型コロナ

ウイルス感染症対策に伴う児童生徒の『学びの保障』総合対策パッケージ」として示さ

れた内容を十分に踏まえ、今後の児童生徒の学びの保障に努めてまいりたいと考えてお

ります。 

  以上でございます。 

大久保議員 具体的な今後の見通しを、もう少し詳しくお示しください。 

教育こども部長 「今後の整備の見通しについて」でございます。 

  高速大容量ネットワーク整備と全児童生徒に対する１人１台のタブレット等端末及び

モバイルルーターの購入にかかる事務がございますが、いずれにいたしましても指名競

争入札による事業者選定を、予定をいたしております。本定例会議において上程いたし

ております補正予算可決後、直ちに７月中には入札執行し、事業者を決定してまいりた

いと考えております。 

  いずれの履行期間の周期も、機材の確保に時間を要する可能性がありますことから年

度末を予定いたしておりますが、新型コロナウイルス感染症の２波・３波を見据えて、

児童生徒の学びの保障を確保するため早期の対応が必要であることからも、可能な限り

早急に整備がかなうよう、円滑かつ適正な事務執行に全力で取り組んでまいる所存でご

ざいます。 

大久保議員 物理的に考えまして、年度末までに何とか整備できればいいのかなという印

象がありますが、可能な限り早急に整備をしていただくよう要望します。 

  最後の質問となります。今回の感染拡大を受けまして、政府はＩＣＴ学習環境整備と

あわせまして９月入学の検討を実施し、一斉実施案と段階的実施案を示しておりました

が、現実的な制度化には時間がかかり、今年度や来年度導入は見送るということです。

しかしながら､現行で来年の３月までに小・中学校のカリキュラムを修了させるというこ

とは、子ども達にとって妥当な判断となるのでしょうか。実際に９月入学を実施するに

あたり、いろいろな問題が生じますが、本町のご見解を教育長にお伺いします。 

持田教育長 次に、「本年のカリキュラムを３月末までに終えること並びに９月入学につ

いて」でございます。 

- 35 -



  本町では、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、５月 31日まで小・中学校を臨時

休業といたしました。そのことに伴い、夏季・冬季休業期間の短縮や、土曜日授業及び

７時間授業等を行うことにより、授業時間数を確保することといたしております。新年

度に入り、４月・５月と２ヵ月間が休業となり、授業期間が短くなる中で、与えられた

カリキュラムを終えられるよう進めていくにあたっては、詰込み授業にならないか、児

童生徒及び教職員の過度の負担にならないかと心配される声もありますが、その点につ

いては各学校長とも調整を重ね、方針を決定してきたところでございます。 

  特に、中学３年生及び小学６年生については卒業の年であり、４月からは新しい進学

先等、新しいステージに向かうことになります。また国や大阪府においても、原則３月

末までにカリキュラムを終えるように方針が示されておることからも、本町といたしま

しては、今年度のカリキュラムは３月末までに終える考えでございます。 

  また、９月入学につきましては、国の施策であり、本町としては今後も動向を注視し、

適切に対応してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

大久保議員 ご答弁、ありがとうございました。９月入学につきましては、国の施策であ

ることは承知をしております。しかしながら、感染の第２波・第３波が来た場合、本当

に３月にカリキュラムが修了できるのか、大変疑問です、不安です。また、プールや行

事のない学校生活が、児童生徒に適切な教育と言えるのでしょうか。本当に疑問です。 

  また、すでに開いていると思われる学力の格差を是正するために、子どもの目線で、

今後もしっかりと９月入学を検討していただくよう強く要望しまして、私の質問を終わ

ります。 

村上議長  以上で、大久保議員の一般質問を終わります。 

  この際、暫時休憩いたします。 

（午後０時 09 分～午後１時 10分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

  引き続き、東田議員の発言を許します。 

東田議員  それでは、通告に従いまして一般質問を行います。 

  まず、１点目の「コロナ禍での学校現場、夏季休等への影響など運営方針」について、

お伺いをします。 

  新型コロナウイルスの感染拡大により、町立小・中学校において臨時休校がされまし

た。この点については、感染拡大の防止のための判断であり、適切であったと認識をし

ていますが、休校の間に取得できなかった単位等について、どのように取り戻していく

のか。方向性について、お伺いをします。 

教育こども部長 それでは、東田議員からの一般質問に、順次ご答弁申し上げます。 

  まず、「コロナ渦での学校現場、夏季休等への影響など運営方針について」でござい
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ます。 

  国の新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、全国一斉の小中学校の臨時休業

要請を受け、本町におきましても３月２日から臨時休業といたしました。その後、春休

みを迎え臨時休業は一旦解除されましたが、国の緊急事態宣言を受け、再び４月８日か

ら５月 31日まで臨時休業措置を講じたところでございます。 

  ６月１日から学校は再開したものの分散登校とし、６月 15 日から、ようやく児童生徒

が一斉に登校し、通常授業を開始したところでございます。しかしながら、新年度に入

り、４月・５月と２ヵ月間が休業となったことから、授業期間が短くなる中で、今年度

の教育カリキュラムを終えられるよう進めていくこととなることから、各学校長とも調

整を重ね、夏季・冬季休業期間の短縮や、小学校では土曜日授業を、中学校では７時間

授業を２学期以降に実施し、授業時間数を確保していくことといたしました。 

  いずれにいたしましても、児童生徒の過度の負担にならないように配慮を十分行いつ

つ、教育委員会と学校とが連携を密にして、児童生徒の学習保障に全力で取り組んでま

いる所存でございます。 

  以上でございます。 

東田議員  このような中での学校運営は誰も経験したことがなく、各自治体、各学校にお

いて試行錯誤をされている状態であり、学校現場、また教育委員会においても対応にご

尽力いただいていることに感謝を申し上げます。 

  あまりに神経質になりすぎるのもいかがなものかと思いますが、その線引きについて

明確な答えがない状態で、６月 15日から通常の授業が再開されました。「授業や給食、

また学童保育の運営等」は問題なく行われているのでしょうか。お伺いします。 

教育こども部長  通常授業が再開後の「授業や給食、また学童保育の運営」についてのお

尋ねでございます。 

  ６月 15日から通常授業の再開にあたり、各校とも国のガイドラインに基づき密閉・密

集・密接、いわゆる三密にならないように教室の換気や消毒作業、また児童生徒の間隔

を可能な限り確保すること、手洗いの徹底を図ることなど、感染防止に努めているとこ

ろでございます。 

  具体的には、教室の換気については、窓は全開ではありませんが、常時二方向を開け

て空気のとおりをよくするようにしており、エアコン使用時は 30分に１回、５分程度、

空気の入れ換えについても徹底をいたしております。また消毒作業については、ドアノ

ブ、手すり、電気スイッチなど、多くの児童生徒が触れる箇所について、定期的な消毒

作業を行っております。児童生徒の間隔については、１ｍを目安に、学級内で最大限の

間隔を取るように座席配置を工夫するなどの対応をいたしております。最も大切なこと

は、やはり手や指先にウイルスが付いた状態で、目、鼻、口を触ることと言われており

ますことからも、外から教室に入るとき、給食の前後、共有の物を触ったときなど、手
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洗いの徹底を図っているところでございます。 

  また給食につきましては、児童生徒にとって、楽しく会話をして食べたいとの思いは

理解をいたしておりますが、食事の前後の手洗いの徹底や、全員同じ方向を向いて会話

を控えて食べることなどを指導するとともに、主食を当面の間、個包装したパンを提供

するなどの対応を行っているところでございます。 

  学童保育室につきましても、授業時と同様に３密にならないように、換気や､児童生徒

の間隔を可能な限り確保したり、手洗いの徹底などを行っているところです。 

  いずれにいたしましても、学校における基本的な感染症対策を講じ、子ども達が安心

して学校に登校できる環境づくりに努めてまいります。 

  以上でございます。 

東田議員  単位不足等をどのように取り戻していくかについて、お伺いします。 

  第２波・３波がどのようなタイミングで訪れるのか、また、その規模がどの程度なの

かによって左右もされるものであり、想定は難しいと思いますが、方針としてはどのよ

うに考えているのか、お伺いします。 

教育こども部長  新型コロナウイルス感染症の第２波・第３波に備えて、本町におきまし

ても、早急に町立小・中学校の全児童生徒が、家庭学習可能な環境となるよう整備を進

める必要があると考えております。国のＧＩＧＡスクール構想に基づくＩＣＴ環境整備

につきましては、本町では令和２年度に高速大容量の通信ネットワーク整備、全児童生

徒に対して１人１台タブレット等端末についても、令和２年度中に整備することといた

しております。また、各家庭にインターネット環境が未整備であると回答があった児童

生徒には、モバイルルーターを貸し出すこととして整備を進めてまいりたいと考えてお

ります。 

  しかしながら、相当数の台数を一度に確保する必要があるため、確保には一定の時間

を要することから、確保までに新型コロナウイルス感染症の２波・３波が訪れた際には、

も各学校にすでに整備しているタブレット等が約 80台程度あることから、家庭に端末が

ない児童生徒に対してはこれらを貸与するなどにより、家庭学習環境の確保に努めてま

いりたいと考えております。 

端末機器の整備はもちろんのこと、オンラインによる家庭学習の実施には教員のスキ

ルも大切です。一般的にオンライン授業のツールとして用いられるＺＯＯＭ等の活用に

ついても、現在、学校内や小・中学校間において試行活用などを行って、訓練をスター

トしております。 

  いずれにいたしましても、令和２年６月５日に文科省事務次官から示されました「新

型コロナウイルス感染症に対応した持続的な学校運営のためのガイドライン及び新型コ

ロナウイルス感染症対策に伴う児童生徒の『学びの保障』総合対策パッケージ」として

示された内容を十分踏まえ、今後の児童生徒の学びの保障に努めてまいりたいと考えて
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おります。 

  以上でございます。 

東田議員  「学校の温度管理」について、お伺いをします。 

通常であれば、教室を閉め切った状態でエアコンを入れますが、30 分に１回、５分程

度の換気を行うため、当然、温度管理は難しくなると思います。また、皆さん、常時マ

スクをされた状態での授業となることから、熱中症対策についてもより注意を払わなけ

ればならないと思いますが、対応についてはどのように考えているのか、お伺いします。 

教育こども部長  「教室での温度管理について」でございます。 

  新型コロナウイルス感染症の防止策として、教室の換気が必要でありますことから、

窓の一部を開けるなどの常時換気を行いながらの授業が基本となります。夏はエアコン

を使用することとなりますが、窓は全開でありませんが二方向開け、30分に１回、５分

程度の換気を行いますことから、そのつど、室温は上昇することとなります。また、マ

スクを着用しながら授業を行っているため、そのことによる熱中症も懸念されるところ

でございます。 

  本町の小・中学校６校については、幸いにも普通教室だけでなく､特別教室も含む全室

においてエアコン整備は終えております。こまめな水分補給はもちろんのことではござ

いますが、ハード面の暑さ対策として何か対応できることはないか、専門事業者にも相

談し、様々な検討を行ってきたところでございます。そこで、現在の各学校のエアコン

の状況などを専門事業者の方と話をしている中で、エアコン内部の熱交換器について、

目詰まりや消耗部品などの原因で能力が落ちる場合があることなどから、能力が低下し

ていると思われる本体を点検し、それらの分解・清掃を行ってみてはどうか、との提案

をいただきました。 

  エアコンは、普通教室に設置してから７～８年程度が経過しておりまして、例年、使

用前にフィルターは掃除しておりますが、内部清掃等は行っておりませんでした。今回、

このご提案を踏まえまして、１台、試行的に点検修繕を行ったところ、結果、劇的な改

善が見られまして効果が確認されたことから、現在、６校全体の調査をお願いしている

ところでございます。調査の中で、点検修繕が必要と判断されたエアコンについては、

現計予算で早急に対応し、子ども達の学習環境の整備に努めてまいりたいと考えており

ます。 

  以上でございます。 

東田議員  エアコンクリーニングされたら劇的に改善されたということなんで、相当な状

態だったんだなというふうには思います。それで、各学校に空調を設置して７年～８年

が経過しているということですけども、この間、メンテナンスを行ったことはあるのか、

またメンテナンスを行うサイクル等、基準はあるのか、お伺いします。 

教育こども部長  「エアコン・メンテナンスの状況について」でございます。 
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例年、使用前のフィルター清掃を教職員により行い、エアコンの効き具合などもあわ

せて確認は行っておりますが、専門業者による定期的なメンテナンス等はこれまで行っ

ておりませんでした。今回、内部清掃も含め定期的なメンテナンスが重要であることを

改めて認識をいたしましたので、今後は財政部局とも協議して、定期的な実施を検討し

てまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

東田議員  こういうふうにメンテナンスをしっかり行っていくことによって、本来、設備

が持っている能力が適正に発揮されるんだと思います。平たく言いますと、トラックに

大きな荷物積んでいたら燃費も悪くなりますし、スピードも出ないだろうというような

ことに繋がっていくんだと思います。空調の機器や寿命、電力消費等にも影響があると

思います。これ続けていきますと、やっぱり環境負荷の軽減とかにも繋がっていく問題

やと思います。また、一斉に稼働させた際に、容量オーバーし、ブレーカーが落ちてし

まうなどの問題にも一定効果が見込めると思いますので、適正な維持管理に努めていた

だきたいと思います。 

  どのくらい暑くなるのか、また第２波・３波についても想定が難しいとは思いますが、

児童の安全を最優先に、臨機応変な対応をしていただくことをお願いいたしまして、次

の質問に移りたいと思います。 

  「通学路の安全確保について ゾーン 30 の拡充」について、お伺いします。 

  各小学校区の通学路の安全確保に取り組んでおられますが、危険箇所の抽出、また対

策についてはどのように取り組んでおられるのか、お伺いします。 

都市創造部長 それでは、「各小学校区における通学路の安全確保」について、ご答弁申

し上げます。 

  通学路の危険箇所の抽出につきましては、平成 28年度から導入しております「島本町

通学路交通安全プログラム」により、各関係機関と連携し実施いたしております。具体

的な内容といたしましては、各小学校区の通学路におきまして、毎年、各小学校やＰＴ

Ａ等から危険箇所を抽出していただき、教育委員会を通じて、当該プログラムの事務局

であります都市創造部に提出していただいております。 

  また、対策につきましては、提出していただきました危険箇所の情報を整理し、各関

係機関の管理者の選別、内容の把握等を行い、対策の必要な箇所について、各管理者に

おいて具体的な実施メニューを検討し、効果的な対策に努めているところでございます。 

  以上でございます。 

東田議員  生活道路における歩行者や自転車の安全な通行を確保することを目的とした交

通安全対策の一つとして、区域――ゾーンですね――を決めて、定めて、時速 30 キロの

速度規制を実施するとともに、その他の安全対策を必要に応じて組み合わせ、ゾーン内

における車の走行速度や通り抜けを抑制することを目的とした「ゾーン 30」というもの
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があります。 

本町においての「ゾーン 30の取り組み」について、お伺いします。 

都市創造部長  本町の「ゾーン 30に伴う取り組み内容」について、ご答弁申し上げます。 

  ゾーン 30 につきましては、平成 23年度から警察庁が推進されている取り組みであり、

町域内におきましても、東大寺一丁目から東大寺三丁目地区がゾーン 30 に区域指定され

ております。具体的な対策内容といたしましては、交通管理者である高槻警察署による

区域規制標識の設置や、道路管理者である本町におきましてゾーン 30 の路面表示や、速

度を抑制するための速度抑制表示設置などのハード整備を実施いたしております。 

  以上でございます。 

東田議員  平成 23年度から推進されているということで、その点、本町で取り組まれてお

るのは一つの区域だということですけども、このゾーン 30 の取り組みが拡がらない要因

については､どのようにお考えでしょうか。 

都市創造部長  「ゾーン 30の取り組みが拡がらない要因」について、ご答弁申し上げます。 

  ゾーン 30 の区域指定につきましては、高槻警察署と各自治体単位での協議により、地

域での合意形成が図られたうえで区域が指定されることとなっております。現在、指定

されております東大寺地区につきましては、区域指定当初、モデル地区の位置づけで、

高槻警察署から東大寺地区などの各自治会へ説明や協議が行われ、そのうち、自治会内

で合意形成を図られたうえで、東大寺地区において区域指定されたと聞き及んでおりま

す。その後、各自治会に対するゾーン 30 の取り組み内容について継続的な周知が行われ

ず、現在に至っているものと認識いたしております。 

  このことを踏まえ、現時点におきましては東大寺地区のみが指定されている状況とな

っておりますが、今後、ゾーン 30 区域指定の拡充については高槻警察署の取り組みであ

り、また各地域のご協力が必要であることからも、高槻警察署との協議を再度行ってま

いりたいと考えております。 

  以上でございます。 

東田議員 地域の協力が不可欠であるというふうなことですけども、各小学校で行ってい

る安全懇談会等に、「ゾーン 30 の取り組みや危険箇所の改善の進捗等の情報提供」をさ

れているのか、お伺いします。 

都市創造部長  「ゾーン 30の取り組みや通学路の危険箇所における改善等の情報提供」に

ついて、ご答弁申し上げます。 

  区域指定当初は、当該区域の区域指定について、広報等で全町的な周知を行った経過

がございますが、現在は各小学校の安全懇談会等に対しまして、ゾーン 30 の取り組み内

容等の情報提供や情報共有は、直接は行っておりませんが、交通安全推進協議会におい

て、各小学校及びＰＴＡをはじめ各関係機関に対しましても定期的に情報提供を行って

いるところでございます。 

- 41 -



  なお、通学路における危険箇所の改善や進捗に伴う情報提供につきましては、通学路

安全プログラムの制度導入により、各小学校区からの危険箇所における対応状況につい

てホームページに掲載し、公表いたしております。 

  以上でございます。 

東田議員  ホームページ等で一応周知はされてるということですけども、直接的には情報

提供はしていないということだと思います。地域の皆さんの協力が不可欠だということ

ですので、やはり地域住民である保護者の方々がそれを知らなければ、なかなか拡がっ

ていくこともないと思うので、積極的な情報提供をお願いしておきます。 

  危険箇所の改善策としては、見通しの改善、車のスピード、交通量の抑制、また倒壊

の危険性がある構造物の撤去等が考えられると思いますが、島本町ブロック塀等撤去促

進事業の実績はどれくらいなのか、また通達を出された件数とクリアされた件数をお伺

いします。 

都市創造部長  続きまして、「ブロック塀等撤去促進事業」にかかるご質問でございます。 

  平成 30 年８月から開始している島本町ブロック塀等撤去促進事業の実績につきまし

ては、平成 30 年度が 17 件、令和元年度が 21 件の合計 38 件となっており、令和２年度

においては、現在までに２件の申請をいただいているところでございます。 

  また、平成 30年７月には通学路に面しているブロック塀等の一斉点検を行った結果、

危険箇所が 14 ヵ所存在することが判明いたしました。これを受け、同年 12 月には先ほ

ど申し上げた 14ヵ所のうち、本町の補助事業の対象となるブロック塀及び大阪府北部地

震発災直後に実施した被災建築物応急危険度判定で警告及び要注意と判断したブロック

塀の合計 17件に、撤去補助制度の活用にかかる文書通知を行ったところでございます。 

  なお、現在は 17件のうち、撤去されるなどにより、現在４件のブロック塀が改善され

ているものと認識いたしております。 

  以上でございます。 

東田議員  危険箇所と見なされるブロック塀についてですけども、撤去費用についてはほ

ぼほぼまかなえると考えてますけども、撤去後に基準を満たしたもので復旧する費用は

実費となっており、相当の費用がかかることが、なかなか進まない要因であると思いま

すが、どのようにお考えでしょうか。 

都市創造部長  「復旧費用」に関するご質問でございます。 

平成 30 年８月から開始している島本町ブロック塀等撤去促進事業につきましては、制

度設計する際、他市町村の状況を調査したところ、人命の安全を第一義的に優先される

ため、危険なブロック塀の撤去についてのみ補助対象とする市町村が多かったことから、

新しい塀の取り付け費用は補助対象外として整備したものでございます。確かに、新し

く塀を取り付けるために所有者のご負担が生じることから、未だに撤去に至っていない

ケースがあることも要因の一つとして一定考えられますが、制度の導入当初から広報誌
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等での啓発活動や、耐震対策にかかる啓発活動の一環としてのパンフレットの配布など

を継続することにより、毎年、一定の実績があることから、１ヵ所でも多くの危険ブロ

ック塀を撤去いただくことができるよう、引き続き啓発活動に努めてまいりたいと考え

ております。 

  以上でございます。 

東田議員  この島本町ブロック塀等撤去促進事業、この見直しというのは考えておられる

んでしょうか。 

都市創造部長  「島本町ブロック塀等撤去促進事業の見直し」にかかるご質問でございま

す。 

現段階における府内市町村の動向につきましては、当初から時限的な措置として整備

され、制度導入後、一定期間が経過することから、事業の縮小を検討されているところ

が多い旨お聞きしており、本町といたしましても、現在の要綱においては本年度をもっ

て終了することとしております。なお、事業期間などの見直しにつきましては、今後の

動向等を踏まえ、適切に対応してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

東田議員  現在の要綱については本年度で終了するということですけども、未だにいろい

ろな場所でブロック塀が残っていると。それで、町が危険じゃないというふうに判断し

た場所でも、やはり保護者の方、また児童とか、場所によっては道が狭いところで、そ

のブロックが倒れたら､どこにも逃げ場がないようなところも通学路になっている場合

もあるんですよ。その辺りについても一定、この促進事業、これの案内をされていると

いうようなことも、なかなか伝わってない状況だと思います。それで不安ばっかり募っ

ているようなこともありますので、しっかりと情報提供していただきたいなと思います。 

  そして、通達を出された箇所以外にも、さっきも言いましたけども、不安に感じてい

る場所もあると。そしてまた基準に適合しているのか、これが危ないのか危なくないの

かというのも、なかなか判断もできませんので、情報提供なり、不安の解消という部分

にもしっかりと取り組むべきだと思うんですけど、いかがお考えでしょうか。 

都市創造部長  「情報提供や制度の説明」にかかるご質問でございます。 

先ほどもご答弁申し上げましたとおり、平成 30 年 12月に文書通知した 17件のうち、

現在においてもご対応いただいていない箇所もございますことから、町といたしまして

は再度撤去を促すとともに、撤去補助制度のご案内を実施してまいりたいと考えており

ます。 

  以上でございます。 

東田議員  様々な要因で改善が難しい箇所と、児童や保護者達と協力して安全確保に取り

組む必要があると思います。また、ゾーン 30をはじめとする通学路の安全対策を進める

ためには地域の協力が不可欠であることから、積極的な情報提供が必要であると思いま
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す。交通ルール等や注意事項等、危険箇所に応じた指導等についても､学校現場と連携し

て行っていただきたいと思うんですけども、いかがお考えでしょうか。 

都市創造部長  交通ルールや通学路の危険箇所における指導等、「学校現場との連携につ

いて」でございます。 

現在、各小学校区の通学路における危険箇所における対応状況につきましては、先ほ

どご答弁させていただきました通学路安全プログラムの制度導入により、各関係機関と

情報共有し、連携を図っているところでございます。 

  全般的な交通ルールやマナーの向上、また各小学校区の通学路における危険箇所への

指導等についても非常に重要であると認識いたしており、現在、各小学校と都市創造部

が連携しながら、交通安全の講習会開催などの取り組みを行っており、今後、教育委員

会をはじめ各小学校とも連携を充実させるなど、交通安全対策の強化に努めてまいりい

たと考えております。 

  以上でございます。 

東田議員  ゾーン 30 に限らず、通学路の安全対策につきましては､これまでも取り組んで

いただいていると思います。対策が難しい箇所等もあるのも現実ではあるとは思います

が、一歩ずつでも進んでいくためには、行政だけでは難しく、地域の皆さんのご協力も

不可欠であると思いますので、積極的な情報提供、また連携を深めていただくことをお

願いをして、一般質問を終わります。 

村上議長  以上で、東田議員の一般質問を終わります。 

  引き続き､河野議員の発言を許します。 

河野議員  日本共産党・河野恵子より、一般質問を行います。全部で３題、出しておりま

すけれども、ちょっと質問の流れの都合上、１、３、２の順に行わせていただきます。

よろしくお願いいたします。 

  １点目．「島本の水の行方――（府域一水道“統合”に向けた検討報告書）」を問う。 

  島水工 1051号、令和２年３月 24日付けと称して、概要版も含めますと、70ページを

超える府域一水道に向けた水道のあり方に関する検討報告書、以下「報告書」と述べま

す。これについて、町長名にて、議長を通じすべての町会議員に配付され、報告された

ものとされています。これが（資料を示して）現物です。 

  2019 年、改正「水道法」の施行を受け、第２条第１項は存続されましたが、第２項に

おいて、国が基本方針を決め、都道府県が計画を立てるという規定がされました。大阪

府においては、府域一水道に向けた水道のあり方協議会が発足し、「報告書」の作成に

至られています。 

  この島本町では、「水道事業ビジョン」策定に向け２年目、アンケートを取られた回

答数は発送２千人中 1,144 人の回答、57.2％もの回答があり、また自由意見には 300を

超える記述があり、過去の様々なアンケートと比較しても、水への関心、地下水を自己
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水とすることの誇りが感じられました。今後、執行部、議会とで、この点について議論

を深めつつ､住民と共有すべき課題と感じられるものについて、今回、一般質問として伺

うものです。 

  ①点目です。私は本「報告書」を支持する立場ではありませんが、国、府が追及する

府域一水道の 40年後､島本町の水道統合の姿を描いた複数のパターンの中で､浄水場・地

下水 90％堅持などの点で、現実的かつ費用対効果においてもパターンＢと示されたその

ものに、リアリティとともに脅威を感じております。このパターンＢの指し示す島本町

上下水道部職員、浄水場、水道料金などの姿について、説明を求めます。 

  ②点目．同じく「報告書」第５章、広域化の具体的取り組みがあげられております。

「大阪広域水道企業団の水道事業統合促進基金を活用し、統合を促進。」とされた中で、

すでに今年初めに行われた首長アンケートへの山田町長の回答はいかがでしょうか。及

び早期にシミュレーションを実施する団体について、把握をされていますか。 

  まず、この２点をお願いいたします。 

上下水道部長 それでは河野議員の一般質問のうち、「水道」に関するご質問について、

順次ご答弁申し上げます。 

  まず、「府域一水道に向けた水道のあり方に関する検討報告書」――以下「報告書」

と言います――のうち、「パターンＢにおける島本町上下水道部職員、浄水場、料金な

どの姿について」でございます。 

  本報告書につきましては、平成 30 年８月に大阪府において設置されました「府域一水

道に向けた水道のあり方協議会」におきまして、この先 40年後を見据え、持続可能な府

域水道事業の構築に向け、府域一水道に関する、府と府内の全水道事業体の共通認識と

して整理されたものであり、今後のさらなる取り組みの土台となるものとして位置づけ

られております。 

  本報告書で示されている「一水道モデルパターンＢ」における職員数につきましては、

平成 29 年（2017年）3,251人に対して、令和 42 年（2060年）では 2,081 人、また浄水

場（淀川系以外）につきましては、平成 29年（2017 年）40ヵ所に対して、令和 42年（2060

年）では大薮浄水場を含む 21ヵ所と設定されております。 

  なお、水道料金につきましては具体的な試算は行われておりません。 

  本町水道事業といたしましては、引き続き、地域自己水の存続について強く要望して

いくとともに、持続可能な水道事業の運営基盤の強化に努めてまいりたいと考えており

ます。 

  次に、「水道事業統合促進基金の活用による最適配置案等の策定に係るアンケートに

ついて」でございます。 

  本年１月に、大阪広域水道企業団において実施されました「水道事業統合促進基金の

活用による最適配置案等の策定に係るアンケート」につきましては、質問項目として２
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問設定されており、問１として、「水道事業統合促進基金の活用による最適配置案の策

定を実施する場合、貴団体は、最適配置等の策定を希望されますか。①希望する ②希

望しない」、問２として、「上記で「①希望する」と回答いただいた団体にお伺いしま

す。現時点において具体的な統合希望時期はありますか。①最短スケジュール（令和６

年度） ②上記以降」といった内容となっております。 

  本町水道事業といたしましては、問１では①、問２では、その他（配置案等の策定結

果を受けて統合等を検討していきたい）と回答させていただいております。またアンケ

ート結果を踏まえ、大阪広域水道企業団からは「令和２年度からの策定対象団体数につ

いては、10団体となった」との報告を受けております。 

  以上でございます。 

河野議員 今、②のご答弁をいただきましたが、①について、具体にお尋ねいたします。 

  ということは、この「報告書」の示すパターンＢは、大薮浄水場を残し、現行の地下

水と企業団水の割合、島本町民の飲み水としての 90％の地下水、水道供給は現状維持が

可能とされているということでしょうか。再度、説明を求めます。 

  それと、②に続いて③の質問です。先ほど答弁のありましたこの首長アンケートは、

３月の総務建設水道常任委員会で質疑をしていなければ、この事実を議会、住民は知ら

ないということでありました。このような合議体で、まして島本町は３年に一度、議長

職が議員を務めるしかない。仮に議席を持っていても、平常では各議員・会派は議案の

事案説明や結果報告を受ける体制にはなっておりません。また、島本町の意見表明をす

るには、一般質問をするか、他の議員はつど傍聴するか、図書室にある議事録綴りを議

員それぞれが日々目を通すことがなければ、内容を瞬時に知ることができず、町民の意

思を代表して事に当たることがしづらい現実にあります。大阪広域水道企業団の議会議

員には、②の取り組みについては、一切、事前の連絡や事後の報告すらなかったという

ことも判明しております。 

  また、今年１月 23日の首長会議において、一番に企業団に統合された四條畷市長の質

疑・発言は、波紋を呼ぶものとして捉えております。ここから導く教訓は、企業団のシ

ミュレーションありきや、シミュレーションを広域水道企業団頼みにするのではなく、

島本町水道の内外を、公営企業会計の専門家、水質・地下水自己水の意義などを住民や

地球上の財産として､これらをチェックし、水質・水道管工事・使用料の各方面において

論議できる仕組みを作るべきです。この首長会議に出席されている町長に、見解を求め

ます。 

上下水道部長  それでは、①の再質問について、ご答弁申し上げます。 

  大薮浄水場の施設につきましては、耐震化状況を鑑み、2060年まで存続・現状維持と

なっておりますが、自己水比率等については維持できるよう要望を続けてまいりたいと

考えております。 
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  以上でございます。 

山田町長 これまで大阪広域水道企業団首長会議におきまして、私自身が、町の財産であ

り、自己水の源である地下水について、直接的に発言をする機会などはございませんで

したけれども、前川口町長同様の立場で首長会議には出席をさせていただいておるとこ

ろでございますし、この議場でも同様の発言をさせていただいているかと思います。 

  また、広域化の具体的な取り組みについては、広報しまもとや町ホームページなどを

活用し、積極的な情報発信に努めるとともに、より理解を深めていただくための創意工

夫が必要になるものと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員 ④に移ります。まさに今、「水道事業ビジョン」策定の最中であります。上記

のような、今、述べたような仕組みを「事業ビジョン」策定にかかり、私はずっと求め

続けてまいりました。まずは、「報告書」を議員個々が熟読玩味して、住民に課題とし

て知らせることが第一だと考えますが、次に、住民に対してアウトラインやポイントを

わかりやすく伝える取り組みが必須です。この点について、答弁を求めます。 

  また、先ほどの首長アンケートの件の答弁ですが、これについては私、情報公開請求

をしておりまして、水道事業統合促進基金活用によるアンケート、最適配置案等の作成

に係るアンケートについて、公開文書島水業第 1084 号として入手いたしました。まさに

このアンケートは誘導尋問のようであり、このシミュレーションを希望した市町は、最

速でなくとも、今後、統合について検討するという回答が強いられているものというふ

うに感じております。 

地下水の財産を守りたいと発言してきた、かつての川口町長や、当時の議員、島本町

議会議長の一般質問などで述べられてきた趣旨をしっかり踏襲し、首長会議などでも住

民の代表として、疑問や不安を率直に山田町長は発言すべきではないでしょうか。その

ためには、住民への情報公開とともに各種資料をすぐに手に取れるような環境を作るこ

と､日常的な双方向の学習・意見交換が必要ではないかと考えております。答弁を求めま

す。 

上下水道部長 それでは、④の「住民への説明等」について、ご答弁申し上げます。 

  本報告書につきましては、現在、町ホームページを介しまして閲覧が可能な状況とな

っておりますが、検討内容は複雑かつ多岐にわたるものとなってございます。住民の皆

様からの本町に関する問い合わせにつきましては、ポイントをわかりやすく説明するな

ど、理解が得られるよう心掛けるとともに、「府域一水道に向けた水道のあり方に関す

る施策」につきましては、今後とも広報しまもとや町ホームページなどを活用し、適宜

情報発信に努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

（河野議員「暫時休憩をお願いしたいところですが……」と発言） 
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村上議長  暫時休憩します。 

（午後１時 48 分～午後１時 49分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

山田町長 すみません、先ほど私のほうから答弁させていただいた内容で、一部、足りな

い部分があったので、それも含めてご答弁させていただきます。 

  河野議員から③番の質問におきまして、「水道の水質・水道管工事・使用料等の各方

面において議論できる仕組みづくり」ということで伺っておりました。 

  首長会議に出席している私の見解ということでございますけれども、大阪広域水道企

業団首長会議につきましては、「大阪広域水道企業団規約」第 11条におきまして、企業

団の事務に関する特に重要な事項を協議するための会議体として位置づけられておりま

す。私も町長に就任して以来、この首長会議には、本年の１月 23日に開催されました令

和元年度大阪広域水道企業団第２回首長会議を含めまして、６度、出席をさせていただ

いております。 

  ご質問の「水質・水道管工事・使用料の各方面において、しっかりと議論ができる仕

組み作り」ということでございますけれども、審議会などを設置し、本町の水道事業に

ついて、学識経験者や住民の代表の皆様方に様々な面でご審議をしていただくことは､

大変意義あるものであるというふうに認識をしております。しかしながら、現時点では

人員体制の不足などの課題も見受けられますことから、今後の検討課題の一つとして、

しっかりと検討していく必要があるものとは認識をしております。 

  なお、先ほども申し上げたとおり、私自身も島本町の自己水をしっかりと守っていく

ということは必要であるというふうには感じておりますし、また、それについては住民

の皆さんの中でしっかりと合意形成を図っていく必要があると感じております。また川

口町長同様、そういった立場で臨んでいきたいと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員 先ほど質問しております「水道事業ビジョン」に移りますが、この「水道事業

ビジョン」アンケート結果を受けて、町長及び上下水道部における「気づき」や感想を

述べていただきたい。⑤の質問です。 

上下水道部長 次に、「『水道事業ビジョン』アンケート結果を受けての『気づき』につ

いて」でございます。 

  今回、「島本町水道事業ビジョン」策定のためのアンケート調査を、一般用途（大沢

地区特設水道を除く口径 20ミリ以下）で水道をお使いの皆さまの中から、無作為に抽出

した２千人を対象に実施させていただき、本町水道事業の現状と課題、将来像に対する

様々なご意見・ご感想をいただくことができました。 

  主にいただいた意見において、水源や水質、料金や経営、お客様サービスについての

内容も多くございましたが、その中でも、水道の将来に関する質問「あなたが今後の水

- 48 -



道事業で特に重要と思うことは何ですか」の項目において、「安全で安定した水道水の

供給」が 84.1％と最も高く、次いで「地震などの災害に強い水道施設の整備」が 58％と

いう結果が得られました。この結果から、住民の皆様の防災意識の高揚が感じられ、水

道水の安定供給の重要性を再認識したところでございます。 

  今後、管路など水道施設の老朽化や、技術の継承、技術者の不足、人口減少に伴う給

水収益の減少などの課題が予測されますが、このアンケート結果を踏まえ、様々な対応

策など、持続可能な水道事業の運営基盤の強化に努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員 続きまして、⑥の質問です。アンケートに寄せられた自由意見、これは 60 ペー

ジにありました。「水源、水質、安全性、料金設定や、なぜ名水百選に選ばれているか？

など、広報しまもとに詳しく掲載して欲しい」、これはほんとに非常にまっとうな、す

ぐにできる対応だと思っております。見解を求めます。 

上下水道部長 次に、「アンケートの自由意見への対応、広報しまもとへの掲載について」

でございます。 

  直近では、平成 29年６月号の広報しまもとにおいて、水源から水道水ができるまでの

工程を、特集として写真付きで掲載させていただきました。今後とも、水源、水質、料

金設定など本町の水道事業について、広報しまもとを通じ、適宜ＰＲに努めてまいりた

いと考えております。しかしながら、広報誌では、掲載できる情報も限られております

ことから、通年、水道週間である６月１日から７日に大薮浄水場を一般開放し、現場で

勤務する職員が疑問に直ちに答える場を設けているところでございます。 

  「名水百選」につきましては、全国の名水のうち、保全活動や保全状況などを踏まえ

て環境省（当時環境庁）が認定しており、「離宮の水」は、昭和 60 年７月に大阪府内で

唯一選ばれております。これまでにも広報しまもとでも特集するなど、適宜ＰＲを行っ

ておりますが、今後とも様々な媒体を活用し周知を行ってまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員 ⑦2020 年度水道週間が中止になったことは残念ですけれども、コロナ後の世

界、日本を思うとき、浄水場へ直接来場できなくても、地下水涵養、井戸掘削・汲み上

げ、浄水の手法などを、画像や動画によって説明する。建物や場所を取らずにできるこ

と。ホームページなど通じ配信し、家庭や学校において活用していただけるものを作成

できないでしょうか。すでに学校授業の施設見学会や、毎年の水道週間で作成されてい

る資料、動画、画像などの存在、蓄積はあると私は思っています。新たな負担をせずに

できると確信しておりますが、見解を求めます。 

上下水道部長 次に、「町の浄水場施設の発信について」でございます。 

  本年度は、新型コロナウイルスの感染拡大防止対策のため、多くの方が集まるイベン

トについては可能な限り自粛が望ましいことから、通年、実施しております水道週間で
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の大薮浄水場の一般開放につきましても、やむを得ず中止とさせていただきました。 

  上下水道部といたしましては、文書や写真等ではなく、実際に水道水の製造過程を見

ていただき、利き水を体験していただける水道週間での大薮浄水場の一般開放を通じて、

来て・見て・知っていただき、さらに疑問に上下水道部職員が直接答えることによって、

本町の水道事業について理解を深めていただきたいと考えておりますので、ご理解賜り

たく存じ上げます。 

  以上でございます。 

河野議員 ⑦について、再質問をいたします。小・中学校や研究者、市民や自治会などの

任意の組織の依頼などを受けて、浄水場見学や地下水汲み上げなど水道の仕組みを説明

する、そういった機会を設けられてきたと思いますが、上下水道部において過去 10年ほ

どで、それはどのくらいありましたか。 

上下水道部長 それでは再質問について、ご答弁申し上げます。大薮浄水場の見学につき

ましては、水道週間期間内の一般開放のほか、町内の全小学校の４年生を対象に、通年

実施をしております。また、自治会長連絡協議会の研修や環境団体等からの依頼により

まして、過去 10年間で約 40～50回程度を実施しております。 

  以上でございます。 

河野議員 広報しまもとで連載、キーワードを解説する、寄稿文を載せる、住民アンケー

トなども載せる。また浄水場の掲示板を今、作ってくださっております。ここに拡大版

の情報を貼り付けるなど取り組んでいただきたいと考えております。今年度末には策定

されると言われている「水道事業ビジョン」策定までに、出前講座や見学、少人数での

見学や資料提供、ＤＶＤの貸出などが必要だと考えておりますが、いかがでしょうか。

答弁を求めます。 

上下水道部長 それでは、ご答弁申し上げます。 

広報しまもとや大薮浄水場の掲示板の活用につきましては今後検討することとしてお

り、浄水場内の見学につきましては、少人数であっても新型コロナウイルスの感染拡大

が完全に終息したわけではないことから、見学者や浄水場関係者への感染リスクなどを

考慮し、実施の予定はございません。また、出前講座や資料の貸出につきましては、団

体などから要望がございましたら、随時検討してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員  上下水道部に対する質問そのものは､これで最後となりますが、町長としては、

これまでメリットばかりを広報されてきた水道事業の経営統合については、１月 23 日の

首長会議での論議、先行自治体からの発言から島本町が何を学んだのか、伺いたかった

ところですが、まず、その辺の質疑としては十分とは思っておりません。この点は、町

長独自の困難な課題、技術の継承や職員の養成については、今後、引き続き質問してい

きたいと思いますが、１問目としては最後の⑧番に移ります。 
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  「島本町はおいしい地下水を水道水に使用していることを、もっとアピールして欲し

いです。この思いを持つ町民は多いと思います。」、これは「水道事業ビジョン」アン

ケートの 70ページに載せられていた声でした。例えば名水サミットが毎年開催されてい

ますが、島本町の今後の参加をはじめとする積極的な関与、自己水名水を持つ意義、サ

ミットの情報などを住民と共有し、願わくば島本町に誘致する活動を期待するものです。

見解を伺います。 

都市創造部長 次に、「名水サミットの誘致活動」について、ご答弁申し上げます。 

  名水サミットの主催者である「全国水環境保全市町村連絡協議会」は、昭和 60年に当

時の環境庁が名水百選を選定したことを契機として、名水百選の所在する市町村が連携

し、水環境保全の推進と水質保全意識の高揚を図ることを目的として設立されておりま

す。その後、選定された平成の名水百選が所在する市町村を加え、現在 176の市町村が

会員となっており、毎年、名水の地で、全国大会並びにシンポジウムが開催されており

ます。昨年度は、令和元年 10月５日及び６日に、鹿児島市において本協議会及び鹿児島

市が主催となり、県外からは 55 名の参加があり、本町におきましても本協議会が発行す

るサミット開催に関する報告書の情報提供を受けるなど、活動状況については把握して

いるところでございます。 

  サミットの誘致活動についての町の見解でございますが、全国大会の開催となること

から、誘致により一定のＰＲ効果はあるものと考えておりますが、サミットの開催地の

幹事市は、その年の本協議会の事務局を担うこととなり、また予算措置も伴うなど、新

たな行政コストも必要となることなどから、費用対効果等を考慮し、現時点におきまし

ては、サミット誘致活動や全国大会への参加の意向はございません。 

  なお、本町といたしましては、住民の皆様に誇りと愛着を持っていただくとともに、

町外の皆様に本町を知っていただくために、名水百選「離宮の水」をはじめ、本町の貴

重な地域資源である名水に関する情報など、様々な機会を通じて、島本町の魅力をＰＲ

してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員 今、コロナ禍と言われている状況の中で、こういった全国から来られるような

イベントを開催するということが現実的ではないということとか、望むべくもないとい

うことも承知のうえで質問しておりますが、昨年開催された鹿児島市は市政 130周年と

あわせて開催されたと聞き及んでおりますので、ぜひ島本町は町政 100 周年、20年後ぐ

らいを目途に､いろんなことが解決して誘致できたらいいなと、そのぐらいの見通しを持

って、町長にはまた取り組んでいただきたいということを求めて、次の質問に移ります。 

  ３番目を２番目とします。「間に合わない自営業・商店街へのコロナ対策」と題して

質問します。 

  ①大阪府の休業要請支援策、５月末ですでに締め切られています。島本町の独自支援
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策の申請給付状況を伺います。 

都市創造部長 次に、「大阪府休業要請支援金及び島本町中小企業等緊急支援金の給付状

況」につきまして、ご答弁申し上げます。 

  まず、大阪府休業要請支援金の対象となっております法人 12 事業所、個人事業主 98

事業所のうち、すでに申請されている事業所が法人６事業所、個人事業主 73事業所とな

っております。また、６月 18日現在で支給が完了している事業所としましては、法人２

事業所、個人事業主 22事業所となっております。一方、島本町中小企業等緊急支援金の

給付状況でございますが、６月 19日現在で、法人が 29事業所、個人事業主が 24事業所

となっております。 

  以上でございます。 

河野議員 多くの方が申請されているということがわかりましたが、持続化給付金、国の

と併せて、申請してから１ヵ月にわたり、また給付がされていないということの実態な

ども、今、明らかになったと思っております。 

  続きまして、こういった状況を受けながら、今、高槻市や近隣が実施しております借

入要件不要の応援給付金のようなものが急がれている、こういったものが喜ばれている

と聞いております。島本町での検討状況を伺います。 

都市創造部長 続きまして、「新たな給付金の検討状況について」でございます。 

  今回、本町がコロナ対策支援として新設した中小企業等緊急支援金につきましては、

真に支援を必要とする事業者に対し給付することを目的としており、コロナの影響を受

け大変厳しい状況下であっても、融資を受けてでも事業を継続する事業者に対し支援し

ていこうという理念のもと、本制度を創設したものでございます。本町の支援金制度に

つきましては、現在、相当な時間を要している融資の審査に通ったかどうかではなく、

金融機関に融資を申し込んだ時点で本支援金の申し込みが可能となっていることから、

給付における要件も一定緩和しており、また迅速な支援が可能であると考えております。

この点においては、議員ご指摘の支援金制度とは多少の差異があるものと認識いたして

おります。 

  なお、事業者向けのさらなる支援策につきましては、現在、国や大阪府、近隣自治体

などの状況を注視しているところであり、より効果的な支援につきまして、引き続き検

討してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員 先ほど言いました国の給付金や大阪府の休業要請給付金の受付や取り扱い経過

が不親切であるというような、一部、商店の方の声も聞いております。取り扱い経過が、

今、どのような状況に行っているのかわからないと、いつ振り込まれのかわからないと。

当初、国のほうの予定は２週間とか、そういうことをおっしゃっていたわけですが、そ

のとおりになっていないということになります。この６月中に、大阪府のほうも支給さ
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れるのかの見通しが立っていない、ということが明らかになっているのではないかと思

います。 

  休業要請外支援金も始まっておりますが、これで網羅されたと言えるのかということ

がありますが、その点は私の意見として述べさせていただいて、もう１点、駅前の商店

街や個人事業主、フリーランスなどに不備があると思われる国民健康保険の傷病手当に

ついて、伺います。 

  ③です。第２・第３波を想定しますと、国民健康保険事業の傷病手当金制度もフリー

ランス、自営業者対応が必要であると考えますが、想定される必要財源額、検討状況な

どを伺います。 

健康福祉部長 それでは、「自営業・商店街へのコロナ対策について」のうち、「国民健

康保険の傷病手当金制度」について、ご答弁申し上げます。 

  今般の新型コロナウイルス感染症対策につきましては、国内でのさらなる感染拡大を

できる限り防止するため、労働者が感染した場合に休みやすい環境を整備する観点から、

国が緊急的・特例的な措置として、傷病手当金の支給に際し財政支援が行われることに

なったものでございます。 

  国民健康保険には様々な就業形態の方が加入しておられ、自営業者等は被用者とは異

なり、療養の際の収入減少の状況も多様であることから、所得補償として妥当な支給額

の算出が難しいなどの課題が従来から指摘されております。そのため本町におきまして

も、自営業者の方々に対して給付するための必要財源について見込むことは困難な状況

でございます。自営業者等の方に対しましては、持続化給付金等、事業者の規模に合わ

せた事業者支援の枠組みが用意されておりますので、現在のところ、傷病手当金の対象

拡充については予定いたしておりません。 

  以上でございます。 

河野議員  この点については過日の臨時議会で条例提案がされまして、今までなかった、

かつてない制度が確立されたということは十分承知しておりますが、今、申し上げた自

営業者、またフリーランスの方には該当しないという意味では、私自身は、やはり憲法

第 25条で言う国における社会福祉、社会保障、公衆衛生の場面において､国が努めなけ

ればならないという 25 条の観点からいくと、これは国が率先して、全国自治体に均等に

お金を出すということを言いながら条例制定を求めていくという流れが一番大切だとは

思っておりますが、その点について、先ほど都市創造部からの答弁もありましたように、

駅前商店や自営業者の方々への様々な給付金が十分に行き渡っていないという中で、健

康管理、そして健康上不安なことがあっても通院するのが怖い、あるいは検査が受けら

れない。そういった方々に感染症にならないために、あるいは感染症になってもすぐに

休んでいただけるための公衆衛生の観点で、傷病手当を求めているものです。 

  この点については、引き続き、この町議会でも議論をしていきたいということを申し
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上げまして、２点目、３点目にまいります。 

  「コロナ禍の介護・福祉事業所への感染症相談や対策への支援」を伺います。 

  日本共産党町会議員・河野恵子より、３月 10 日、４月 14日に「新型コロナウイルス

感染症対策 抜本強化を求める」、第１次、第２次にわたる緊急要望を提出いたしまし

た。町長はじめ各部局との意見交換も行っておりますが、この要望書を作成した当時は、

国による検査体制の整備、休業と補償を一体にした支援策は皆無に等しい状況であった

と記憶しております。 

  中でも、国・府とも休業要請の対象にならず、かつ３月～５月、３ヵ月間外出自粛が

出ているにも関わらず、検査体制は全く追いつかず、基礎疾患のある高齢者をはじめ 29、

50人定員で運営する町内の介護特別養護老人ホームをはじめ、各デイサービス、訪問介

護に従事する職員さんは､連日、薄氷を踏む思いで勤務をされ、家族との接触も避け、勤

務先近くに宿泊する。しかし、咳、37.5 度以上でも、ＰＣＲ検査をすぐ受けるなど望む

べくもなく、利用者への感染を懸念するあまり退職してしまう、自発的に休暇を取るな

どの状況も生まれています。現時点において、医療関係者に行われている危険手当が、

介護・福祉現場には講じられていないと感じております。 

  そもそも介護報酬は、過去６回の改定において、2009 年度だけが実質プラスになった

だけで、あとはずっとマイナス改定であり、もともと介護は削られ続けたところに、こ

のコロナ禍が追い打ちをかけていること。このまま推移すれば、介護崩壊とも言える事

態も想定され、質問いたします。 

  ①点目です。介護・福祉事業者の関係の要望は、マスク、消毒剤、防護服の提供支援

や、障がい者施設は日額報酬の算定になっているため影響が出ることが懸念される。調

査し、影響が出る場合は、何らかの対策を講じること。この点をはじめ計５項目を緊急

申し出で提出をしております。 

  現在までの島本町の対応状況及び国・府において対応すべき、あるいは対応され、す

でに町内事業者には支援が届いているのかどうかについて、答弁を求めます。 

健康福祉部長 それでは、「介護・福祉事業者への感染症相談や対策への支援」について、

順次ご答弁申し上げます。 

  まず、「介護・福祉事業者への支援について」でございます。 

  高齢者や基礎疾患をお持ちの方は、新型コロナウイルスに感染すると重症化するリス

クが高いと言われており、マスク等の入手が困難な状況が続いてきたことから、本年４

月には、68 の介護・福祉事業所に、町が購入した不織布マスクを配布いたしました。ま

た５月末には、国から大阪府を経由して、高齢・障害・児童の社会福祉施設・事業者向

けのマスクの分配があり、町内の介護・福祉事業所へ、こちらも配布をしております。 

  今後の予定といたしましては、また国から高齢・障害・児童の社会福祉施設・事業者

向けのマスク、あと防護服等が配布される予定でございますので、順次、町内の介護・
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福祉事業者に配布していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員 その中でも、障がい者拠点施設のショートステイや介護支援などをやっておら

れますが、新規利用者控えや感染症対策の徹底のために、自発的休業されているという

ような実態はどうでしょうか。2019年、前年比または外出自粛要請の前後などで件数の

動向、比較などについて、把握をされている範囲で答弁を求めます。 

健康福祉部長 続きまして、「介護・福祉事業所の実態について」でございます。 

  障害者拠点施設につきましては、三つの密（密接、密集、密閉）を避けるための取り

組みを講じつつ、継続して対応いただいております。ショートステイの利用人数及び利

用日数を見ますと、１月が 20人／153日、２月が 22人／179日、３月が 19 人／167 日、

４月が 15人／123日、５月が 14 人／137 日となっており、３月以降の利用人数、利用日

数が若干減少している状況でございます。 

  また、介護保険制度において、サービスを利用される際にはケアプランの作成が必要

であり、そのケアプランを作成する居宅介護支援事業所を決定した場合には、保険者に

届出を行うこととなっております。令和２年３月からの在宅サービスにおける新規ケア

プランの届出件数におきましては、３月が 20 件、４月が 30 件、５月が 11 件の合計 61

件となっておりますが、昨年の３月から５月では合計 68 件となっておりますので、新規

届出数が若干減少している状況でございます。 

  さらに、本町に指定権限のある事業所のうち、地域密着型通所介護の１事業所におき

ましては、４月 20日から５月６日まで休業したことを把握いたしております。 

  以上でございます。 

村上議長 時間が、あとちょっとです。 

河野議員 ③です。「第８期介護保険事業計画」のアンケートを取られていると思います。

この間、新型コロナウイルス感染症の影響なども出ているのではないかと思いますが、

その点、特徴があればお示しください。 

健康福祉部長 続きまして、「『第８期介護保険事業計画』のアンケートについて」でご

ざいます。 

  介護保険におきましては、３年を１期とする市町村介護保険事業計画を定める必要が

あり、計画の策定にあたりましては、被保険者の心身の状況、その置かれている環境そ

の他の事情を正確に把握したうえで、これらの事情を勘案して作成するよう努めること

とされております。そのため、65 歳以上で要介護認定を受けていない方 1,000人に対し

まして、地域課題を把握することを目的とした「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」

を、また要支援・要介護認定を受けている方 300 人に対しまして、介護サービスのあり

方を検討することを目的とした「在宅介護実態調査」を実施いたしました。 

  この二つの調査は、いずれも調査期間を令和２年２月 17日から３月 13日までとして
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おり、期間の一部がコロナウイルス感染症の蔓延について注意喚起されていた時期でも

あることから、外出や行動において普段とは異なる状況にあったことが想定されるとこ

ろでございます。 

  アンケートにつきましては、現在、集計中でございますが、「去年と比べて外出の回

数が減っていますか」「この一ヵ月間、何人の友人・知人と会いましたか」「現在介護

保険サービスを利用していますか」等、影響が想定される設問について確認しましたと

ころ、外出を控えたり、大人数で人と会ったりする機会が減少傾向にある項目もあった

ものの、特徴的な傾向と言えるほどのものは見られませんでした。 

  なお、アンケートの対象者は無作為抽出であるため、前回のアンケートと同じ方々に

ご回答いただいたわけではないことから、単純に比較できませんが、引き続き集計作業

及び分析を進めてまいります。 

  以上でございます。 

河野議員  最後の質問になります。確かに、第８期のための介護保険のアンケートですし、

ただ、第７期の「介護保険事業計画」の最終年度を迎えるにあたって、今回の自粛や、

様々なことに伴う影響においては対策を講じていただきたいと思っております。休業補

償など皆無に等しい介護支援事業所などが、感染症対策として一定期間の休業を判断さ

れた際の支援も、両方見ておく必要があると思います。 

  介護事業所が倒産、廃業の危機に直面しているとして、これは全国の話ですが、過日、

５月 25 日、国に対して、経営・利用者・労組の７団体が初の共同行動を取られまして、

介護崩壊を防ぎ、介護を受ける権利と、介護事業者を守れと求める緊急の政府要請を行

っておられたと新聞報道で聞いております。国の第１次補正での措置がされていない中

での要望です。その大きな１点目は、前年の実績に基づいた介護報酬の概算払い、２点

目は防護服の確保・供給を国の責任で行う。この２点を要望されていますが、この点に

ついて、まだリアルには私の手元には伝わってきておりません。 

  そこで、今、市町村は介護報酬支払いを見込んで財政を組んでいます。これが第７期

の「介護保険事業計画」の財政であります。介護が減った場合、支払わないとなると、

市町村の介護保険会計には黒字として積み上がり、一定期間後には国に返納となるだけ

だと、この要望行動でも指摘がされたと聞いております。介護ヘルパーは感染源になり

たくないと休日も散歩に出ず、常に緊張状態が続いておられる。また、これは島本町で

も同様のことが起こっていると推察いたします。国・府に対し、報酬の概算払いの要望

を徹底して行うとともに、訪問介護の防護服などの配付支援など、島本町の自治体とし

て検討すべきことではないかと考えますが、今、現時点で考えておられることがありま

したら、答弁を求めます。 

健康福祉部長  再度のお尋ねでございます。今回の国の２次補正におきましては、新型コ

ロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の介護分が計上されておりまして、事業者支援
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につきましては、都道府県が実施主体として設定をされております。その中で、感染症

対策に要する必要物品の購入等にかかります費用につきましても支援される予定となっ

ておりますので、本町といたしましても、大阪府の要請があった際には協力体制を講じ

てまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員  今、ご答弁をいただきまして、それがほんとに心待ちをするというか、間に合

うのかという思いも持っておりますが、2009年に新型インフルエンザ感染症の際には、

府知事より１週間の休業要請がされていました。島本町議会第４回定例会では、不十分

ではありましたが、国の交付金を活用し、町の負担分を補助、休業補償されています。 

今回のような１ヵ月以上の緊急事態宣言や外出自粛などの最中、検査・治療体制も確

立されていない中において、開業を続行されている事業所の緊迫感、また休業された事

業所の経営上の問題など、引き続き細かく実態把握をされることを強く要望し、一般質

問としては、これで終わらせていただきます。 

村上議長  以上で、河野議員の一般質問を終わります。 

  この際、暫時休憩いたします。 

（午後２時 22 分～午後２時 35分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

  引き続き、岡田議員の発言を許します。 

岡田議員  まず冒頭に、新型コロナウイルス感染症への対応にあたっていただいておりま

す医療現場の最前線に立つ医療従事者の皆さん、本当にありがとうございます。お礼申

し上げます。 

  また、私は今回、冒頭に「避難所の感染症対策」について、一般質問をさせていただ

きます。そして、この質問するにあたりまして、総務部危機管理室担当者の皆様、本当

にいつもありがとうございます。先任の担当者の方からお聞きいたしましたが、台風等

のときには、常に携帯をしっかりと手から離さない、そしてお酒を飲むこともできない、

このように訴えていらっしゃいました。いつ何が起きるか、いつでも飛び出せるような、

そのような体制で毎日暮らしております、このようなことをお聞きいたしまして、本当

に危機管理室の担当者の皆さんは、毎日毎日が心の安まることができない、そういう部

署の担当者なんだな、そのとき、そのように私は思いました。本当に頭が下がる思いで

いっぱいでございます。 

  まず、私は１点目の質問にあたりまして、新型コロナウイルス拡大の第２波が懸念さ

れる中、本格的な雨の季節を前に、豪雨災害など発生した場合、避難所は不特定多数の

住民が密集し、高齢者の割合も高く、密集・密接・密閉の３密が発生しやすく、感染リ

スクが高い、集団感染をどう防ぐのかが課題となってくる。政府は、国や自治体が実施

する災害対策を示した「防災基本計画」を改定し、感染症の観点を取れ入れた対策が必
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要と明記しています。また、６月８日付けで政府は自治体に、災害に備えて避難所の運

営訓練を行う際に、新型コロナウイルスの感染防止策をどのように講じるかを指針にま

とめるよう､文書で通知もされていらっしゃいます。 

  これらを踏まえまして、島本町では「避難所運営マニュアル 感染症対応版」を作成

されたのでしょうか。お伺いいたします。 

危機管理室長 それでは、岡田議員からの一般質問に、ご答弁申し上げます。 

  まず、「避難所の感染症対策について」でございます。 

  令和２年６月８日付け内閣府、消防庁、厚生労働省連名の「新型コロナウイルス感染

症対策に配慮した避難所開設・運営訓練ガイドラインについて」につきましては、大阪

府より情報提供をされており、訓練の実施について検討しているところでございます。 

  本町での避難所運営の検討といたしましては、令和２年５月 21 日付け府政防第 939

号他「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応の参考資料」をもとに、具体

案の検討、備品の購入等を進めております。また、避難所の開設・運営について一定の

方針を定め、受付場所や備品の配置等を含め検討しているところでございます。 

  現在、国土交通省近畿地方整備局の呼びかけにより、茨木土木事務所、北摂の４市１

町を主な構成員とする三島地域広域避難検討ワーキンググループの中に「感染症蔓延下

の災害対応ワーキンググループ」を立ち上げ、ウェブ会議により、二度のワーキンググ

ループを開催しております。この会におきましては、感染症蔓延下における分散避難ガ

イドラインの策定や、避難所の設置・運営訓練の実施等について検討しているところで

あり、本町ではこれらの動向も見定めて、避難所の感染症対策についてマニュアルを作

成してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

岡田議員 ②問目の質問に入ります。人口約 2,400 万人に対して感染者 443人（６月８日

現在）です。新型コロナウイルスの封じ込めに成果をあげる台湾の対策に、世界が注目

しています。成功の要因は、2003 年にＳＡＲＳの感染拡大を経験したことがあげられま

す。連日増え続ける発症者、集団院内感染、病院の強制封鎖、台湾中が不安に覆われま

した。今回、台湾で新型コロナウイルス感染が初めて確認されたのは、１月下旬です。

過去の教訓を活かし、政府は即座に様々な対策を講じました。これは新聞の報道で拝見

しました。 

  今回、島本町では住民の協力もあって、現在まで感染者が確認されていません。この

ことから、緊張感を持って避難対応できるのかどうか、課題ではないでしょうか。先ほ

どおっしゃいましたマニュアルの作成は、いつ頃になるでしょうか。 

危機管理室長 国のガイドラインや、大阪府の避難所運営マニュアル作成指針を参考に、

本町の避難所ごとの感染防止策を含めたレイアウトを作成いたしましたので、それらを

もとに、当面の災害時には対応することといたしております。最終的には、先ほどご答
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弁いたしました「感染症蔓延下の災害対応ワーキング」で検討しております成果が、７

月中旬を完成目標に進められておりますので、その内容を踏まえ、できるだけ早い時期

にマニュアルとして取りまとめを行いたいと考えております。 

  以上でございます。 

岡田議員  備蓄が必要と考えられますリスト、そして、現在不足しているという備蓄品は、

どのようなものがございますか。 

危機管理室長  「新型コロナウイルス感染拡大防止のために必要になる備品」として、マ

スク、消毒液、段ボールベッド、非接触式体温計、空気清浄機、フェイスシールド、レ

インコートを含む防護服、使い捨てのゴム手袋が考えられます。また、不足している物

といたしましては、段ボールベッドや､現在、購入に向け手続きを進めておりますマスク

や手指用のアルコール消毒液、空気清浄機があげられます。 

  以上でございます。 

岡田議員  ④問目の質問です。６月の臨時議会で、地方創生臨時交付金から、町単独防災

活動支援事業の中で段ボールベッドを要望し、担当者のほうから購入すると答弁をいた

だいておりますが、段ボールは湿気を含むと紙が柔らかくなります。この段ボールベッ

ドは、どのような形で備蓄するのかを含めまして購入方法をお聞かせください。 

危機管理室長  「段ボールベッドの備蓄方法」につきましては、各小・中学校の防災倉庫

は高温多湿になることが避けられず、議員のご指摘のように段ボールベッドは長期保管

には適しません。購入後の段ボールベッドにつきましては、ふれあいセンターなどの条

件の良い場所で保管のほうを考えております。 

  次に、「購入方法」につきましては、納期・サイズなどの仕様を提示して徴取した見

積書を比較して、納入業者を決定することを考えております。また購入数量につきまし

ては、長期の備蓄が難しいことから、避難想定の人数分ではなく、過去の風水害時等の

避難者数をもとに購入することを考えており、不足分につきましては、段ボール事業者

との協定などにより、災害時に必要分を届けてもらえるような仕組みづくりについて検

討しているところでございます。 

  以上です。 

岡田議員  ⑤番目の質問に入ります。避難者が避難所に到着しました際に、「健康状態の

把握」は、何人で、誰がされるのでしょうか。「避難者台帳、または健康チェックシー

ト」は島本町では作成されますか。 

危機管理室長  例年でありましたら、各避難所には各時間帯２名を配置して、設営・受付

などの対応をすることといたしておりますが、新型コロナウイルス感染症蔓延下での対

応になりますので、議員ご指摘のような健康状態のチェックや、発熱や風邪症状のある

方とない方の居室を分けるなどの対応が必要でありますことから、職員４人を配置する

ことを考えております。また、体調の悪い方につきましては、別途、保健師等により健
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康チェックを考えているところでございます。 

  避難者台帳は例年と同じものを使い、それとは別に、府の指針に健康状態についての

チェックシートが示されておりますので、これを活用したいと考えております。 

  以上でございます。 

岡田議員  わかりました。新聞等見ますとね、実際、訓練をされている自治体の首長さん

の話によると、やっぱり２人、３人でしたけれども、とってもじゃないけれども、コロ

ナウイルスでの対応ということになれば、その人数では足りないということがよくわか

りました、というのが､各自治体の訓練されていた首長さんの話では、そういうようなこ

とを言われておりましたので、４人ということをお聞きしましたが、それで足りるのか

などうかなっていうのも、ちょっと心配もしておりますし、たくさんの方が来られると、

やはり３密になる心配もあるのじゃないかなということもありまして、そういうことを

踏まえれば、こういう小さい自治体では人数も足りないというのか、ほんとに担当者の

人数は大変かと思うんですけれども、一度また訓練されたときに、ほんとにこの４人で

いいのかどうかというのも、ちょっとチェックする必要があるのじゃないかなというふ

うに私は、訓練されたところの首長さんの話を聞いて、そのように思っております。 

  それで、発熱、また咳などの症状のある人の専用ゾーンというのは、ちょっと一般質

問のことで担当者のほうと話し合いをさせていただいたときには、きちんと図面も描か

れて、専用ゾーンというのが設けられておりましたが、はっきりと、またここで、再度

答弁していただけたらありがたいかなと思いますので、よろしくお願いいたします。 

危機管理室長  まず、避難所の配置人員ですけど、一応４人と言ってますけど、またこれ

から訓練を通じまして、必要に応じて適切に対応したいというふうに考えております。 

  それと、小・中学校の避難所におきましては、体育館の体育室を一般の方の居室とし

て、校舎の空き教室や学童保育室などを発熱や風邪症状のある方の居室にして、分散す

ることで、一応考えております。また、ふれあいセンターでも同様に、健康な人と症状

のある方については、それぞれ滞在ゾーンをトイレも含め区分し、動線についても重な

らないようなレイアウトを定めているところでございます。 

  以上です。 

岡田議員  ありがとうございます。国の新たなマニュアルでは、学校の避難所、教室では

１教室 10 人以上の滞在を不可としております。また体育館を開放する際も、スペースは

１人当たり３㎡、隣の家族の距離は２ｍの確保、避難者同士が対面にならないようにと

いうようなことがしっかりと言われておりますが、町が保有しているテントがあるとい

うことを聞いておりますが、どのようなときに利用されるのか。また、町民何人を受け

入れることができるのでしょうか。 

危機管理室長  各小・中学校の防災倉庫に保管しておりますメッシュテントについては、

就寝時だけではなく､日中にも他人の視線を遮蔽することができますので、それにより、
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楽な姿勢で過ごしていただき、少しでも快適に滞在していただくことを考えて導入した

ものでございます。新型コロナウイルス感染拡大防止にあたっては飛沫防止の効果もご

ざいますので、パーテーションの代替として使用できると考えております。 

  収容人数につきましては、通常は１台で２人の収容としておりましたが、このテント

の中の面積は約４㎡ですので、国のガイドライン等を参考に、１人ずつの収容として運

用のほうをいたします。保有基数から対応できる人数は 240人分でございます。参考と

いたしまして、これまで町の避難所で収容した最大の人数は 158 名でございますが、こ

れは平成 30年大阪北部地震の際の帰宅困難者が多く占めているデータでございます。同

年９月の台風 24号の際には、80 名を収容いたしております。 

  以上でございます。 

岡田議員  避難のあり方が変化しつつあるようですが、自動車を使った「車内泊避難」は、

エコノミークラス症候群の危険性が指摘されていました。新型コロナウイルス感染拡大

で、避難所の密集を避けるため容認する自治体もあり、地図に､その場所を明記し、駐車

場とかグラウンドなどを開放しております。島本町は、このことをマニュアルに入れる

ことは考えていらっしゃいますでしょうか。 

危機管理室長  車中泊につきましては、内閣府が示す分散避難のフローチャートにおきま

しても、車中泊や屋外用テントを利用する青空避難も一つの選択肢として明示されてい

るところでございます。 

本町におきましては、収容台数の多い駐車場が少なく、また駐車場が確保できる場所

であっても浸水区域にあることや、河川敷にあるなど、まとまった車中泊が可能な場所

は限られることになります。マニュアルのほうには、車中泊を求める避難者には学校や

公園のグラウンド等を使用することや、その際には避難所等に物資を運ぶ車両の動線を

考慮することなどの事項を掲載することを考えているところでございます。 

  以上です。 

岡田議員  町が避難を呼びかけたとしても、「安全な場所にいれば避難する必要がない」

ことを知っていただくということも大切なことではないでしょうか。どのようにお考え

ですか。 

危機管理室長  議員ご指摘のとおり、避難とは「難を避ける」ことであり、安全な場所に

いる人まで避難場所に行く必要はございません。新型コロナウイルス感染症の現下の状

況を踏まえますと、避難される方につきましても、避難所内での感染リスク等を考慮し

ていただく必要があるものと考えており、在宅避難や、親戚・知人宅への避難等につい

て検討していただけるよう、町ホームページには内閣府の避難行動判定フローを掲載し

ております。また広報７月号においても、防災特集として同様の記事を掲載予定で、今

後もハザードマップの配布時、出張講座の機会等に、周知に努めてまいりたいと考えて

おります。 
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  以上でございます。 

岡田議員  よくわかりました。先日、このようなことが新聞に出てたんですけれども、熊

本地震で被災地になりました美里町というところらしいんですけども、１日の降水量が

150 ミリ、５月 16 日ということでした。朝９時から夜８時まで避難準備、また高齢者等

避難開始を発令したそうです。５ヵ所、避難場所を設けたそうなんですが、この５ヵ所

とも、避難された方はゼロだったということが新聞に出ておりました。 

  やはり、皆さんが避難をすることは大事なことなんだけれども、でも、コロナのこと

が怖くて避難をしないというような、そういう住民さんが多いのではないかなというふ

うに思いますので、今、最後の質問になりましたですが、避難しなくてもいいような場

所に住んでいらっしゃる人に関しては、できるだけ家で､安全な場所におっていただくと

か、そういうことをしっかりと周知されることも大事ではないかなというふうに思いま

したので、その辺、またホームページ等に出すということも聞いておりますので、ぜひ、

よろしくお願いいたします。 

  それでは、２点目の質問に入らせていただきます。 

  ２点目の質問は、大阪府の「三島救命救急センター及び高槻島本夜間休日応急診療所

の移転」について､質問させていただきます。 

  高槻市、茨木市、摂津市、島本町の３市１町の間において、三次救急医療の移転が円

滑に実施できるよう、「進捗状況と財政支援の確認」について、どのようになっていま

すでしょうか。また、今後のスケジュールをお聞かせください。 

健康福祉部長 それでは、「大阪府三島救命救急センター及び高槻島本夜間休日応急診療

所の移転」について、ご答弁申し上げます。 

  まず、大阪府三島救命救急センターにつきましては、平成 30年５月に学校法人大阪医

科薬科大学、公益財団法人大阪府三島救急医療センター、大阪府、３市１町――これは

高槻市・茨木市・摂津市・島本町でございますが――におきまして、移転について合意

に至り、移転場所を大阪医科大学附属病院とし、移転後の運営主体は学校法人大阪医科

薬科大学とすることになっております。移転時期につきましては令和４年度を予定して

おり、円滑に移転できるよう、令和元年 10月には、大阪府、３市１町及び学校法人大阪

医科薬科大学において、移転に関する財政支援の内容について合意に至り、現在は大阪

府三島救命救急センターと学校法人大阪医科薬科大学で、相互の医療環境を理解するた

めの人事交流や会議を行うことで連携を図りながら、移転に向けた取り組みを進めてい

るところでございます。 

  また、高槻島本夜間休日応急診療所につきましては、高槻市の市有地である八丁西町

に所在する弁天駐車場敷地へ移転することが決定しております。移転時期につきまして

は、大阪府三島救命救急センターの大阪医科大学附属病院への移転時期に遅れないよう、

令和５年４月の移転を目途としており、施設につきましては、高槻市から、財政負担の
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軽減を図るため、民間活力による整備手法を検討すると聞き及んでおります。 

  本町といたしましては、大阪府三島救命救急センター及び高槻島本夜間休日応急診療

所の移転が円滑に実施できるよう、引き続き、関係機関と連携しながら対応してまいり

たいと考えております。 

  以上でございます。 

岡田議員  ②点目の質問です。「大阪府三島救命救急センター移転の財政支援」は、３市

１町が総額を、10 年間で 45 億円を上限として支援することとしていますが、それ以上

の負担はないのでしょうか。例えば、建設費、医療機器、備品等、補助金は一切出さな

いのでいいのでしょうか。 

健康福祉部長  令和元年 10月 18 日付けで、大阪府、３市１町及び学校法人大阪医科薬科

大学において、大阪府三島救命救急センターの移転に関する財政支援について合意に至

っております。その中で、３市１町は移転にかかる費用及び運営費の支援の総額を 10

年間で 45億円を上限として支援するとしておりますことから、建設費、医療機器、備品

等を含めまして、３市１町が負担する総額の上限は 10年間で 45 億円であると認識して

おります。 

  以上でございます。 

岡田議員  それでは、「島本町の負担割合」は幾らになりますか。 

健康福祉部長  「負担割合」についてのご質問でございます。 

総額を 10年間で 45億円を上限とした支援額に関わる各市町の負担割合、また各年度

の負担額等につきましては、現行の大阪府三島救命救急センター運営経費にかかる負担

協定書に基づく均等割として５％――これは本医療圏域に救命救急センター１ヵ所でご

ざいますので、３市１町が平等に負担をしております、その均等割が５％。人口割とい

たしまして 10％。これは３市１町の人口規模に応じた負担割合でございます。あと患者

数割 85％といたしまして、これは来院実績に応じた負担割合となっていますが、そうい

った負担割合を参考にしながら、今後、協議することになっております。 

  以上でございます。 

岡田議員  大阪府を入れて３市１町で、合意の証というか、10 月 18 日付けで確認書を作

成されていますね。この確認書の中には、「定めないこと」とか「疑義が生じた事項と

は」というようなことが文言書かれておりますが、これは例えば具体的にはどういうも

のを指すんでしょうか。 

健康福祉部長  確認書についての再度のご質問でございます。具体的に合意に至った内容

といたしましては、先ほどもご答弁いたしましたとおり、３市１町は移転にかかる費用

及び運営費の支援の総額を、10 年間で 45 億円を上限として支援すること、また大阪府

は医療提供体制推進事業費補助金交付要項等及び当該補助金等にかかる府の交付要領等

に基づき支援する、というふうな形になっておりますので、これらの内容以外の事項や、
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これらの内容について疑義が生じた事項につきまして、別途協議することになるものと

認識をしております。 

  以上でございます。 

岡田議員  そのような状況の中で町は署名をされているんですが、この署名されたことに

関しまして、町の負担はどれぐらいかかるのでということを、お約束をされたというの

か、想定して、署名に捺印をされたということになるかと思うんですが、そのときはど

れくらいを想定されていらっしゃいましたか。 

健康福祉部長  町の「負担割合の想定」についてのご質問でございます。 

現在、３市１町から三島救命救急センターへは年間で４億５千万円、補助金を支出し

ております。その 10 年間分である 45億円が支援額の総額というふうになったものでご

ざいます。 

  先ほどもご答弁申し上げましたが、各市町の負担割合や各年度の負担額等につきまし

ては、今後、協議することになっておりますが、例えば本町の直近３年間の補助金の平

均で見てみますと、１年当たり約 2,240 万円、補助をしておりますので、それを 10年間

として計算いたしますと、10年間で約２億 2,500万円前後になるかと見込んでおります。 

  以上でございます。 

岡田議員  それでは、ちょっと移しまして、高槻島本の夜間休日応急診療所ですね、現在

のところの面積が狭いとか、駐車場の問題とか、いろいろあって、弁天駐車場、高槻市

の土地かと思いますが、弁天駐車場に移転するということが決定されたとお聞きしてお

りますが、これは今現在の夜間休日応急診療所の悩んでいる問題、狭いとか駐車場の問

題とか、いろいろあると思うんですが、この弁天駐車場に移転しました場合は、これは

改善されるということで理解してよろしいんでしょうか。 

健康福祉部長  「高槻島本夜間休日応急診療所の移転」についてのご質問でございます。 

  現在の高槻島本夜間休日応急診療所につきましては、耐震性が確保できておりません

で、また敷地面積も狭いということがございますので、現地での建て替えを実施するこ

とは困難でございます。また感染症の流行期におきましては、待合スペースが不足をし

て、車中で待機が必要となっているというような状況もございまして、駐車場も不足し

ているというような状況がございます。 

  これらの課題を解消するために、延床面積や駐車台数が現有施設よりも多く確保でき

ることなどを条件に現地からの移転を検討いたしまして、高槻市の市有地である弁天駐

車場敷地に移転することになったものでございますので、これら申し上げました課題に

ついては、一定改善されるものと考えております。 

  以上でございます。 

岡田議員  わかりました。この移転問題に関しまして救急医療の検討会を立ち上げられて、

そこで話し合い、検討されて、現在に至っているかと思うんですが、これは両方が移転
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完了しました後、この検討会というのはそのまま残って、また今後の話し合いとかも､

この検討会でされるのか。この検討会は、移転後はどのような形で残るんでしょうか。 

健康福祉部長  「救急医療検討会」についてのご質問でございます。 

  ３市１町及び大阪府の担当職員で構成しております三島二次医療圏救急医療検討会に

つきましては、必要な救急医療を将来にわたって安定して提供するため、三島二次医療

圏における救急医療の現状を分析いたしまして、課題を明らかにするとともに必要な検

討を行い、医療圏における望ましい救急医療体制についての取りまとめを行うことを目

的として､設置されたものでございます。 

大阪府三島救命救急センター及び高槻島本夜間休日応急診療所の移転後につきまして

も、こちらの検討会につきましては、必要に応じて開催されるものと認識しております。 

  以上でございます。 

岡田議員  わかりました。じゃ、最後になりますが、ここで話し合われまして、大阪府の

三島救命救急センターが医大のほうに移転されて、それに伴って、夜間休日応急診療所

も同じような形で移転するということですが、この二つに関しまして、今後のスケジュ

ールを教えていただけますか。そしてまた住民さんが、いつからここを利用できるのか。

そのスケジュールがわかれば、教えていただきたいと思います。 

健康福祉部長  「移転に関するスケジュール」につきましてのご質問でございます。 

  現在、把握しておりますスケジュールにつきましては、すでに議員ご承知のとおり、

大阪府三島救命救急センターは令和４年度、これは令和４年度の４月を目途として移転

をいたしますし、高槻島本夜間休日応急診療所につきましても令和５年の４月を目途と

して､それぞれが現在必要な事務を進めているところでございます。 

  住民の皆様がご利用いただける時期につきましても、先ほど申し上げたスケジュール

に沿って進んでいくのではないかと認識しているところではございます。また経過につ

きましては、議員の皆様にもご説明、またご報告させていただきたいと思います。本町

といたしましても、これらのスケジュールが円滑に進みますように、引き続き関係機関

と連携いたしながら､円滑に移転できるように対応してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

村上議長  以上で、岡田議員の一般質問を終わります。 

  引き続き、清水議員の発言を許します。 

清水議員  通告に従い、一般質問を行います。 

「若山台調整池Ａ・Ｂの機能について」。 

  昨年は大きな自然災害がありませんでしたが、一昨年は６月の大阪北部地震、７月の

豪雨、９月の台風 21 号等、多くの自然災害が発生し、本町においても家屋や公共施設、

道路、山林などに被害が発生し、山林においては多くの爪痕が現在も残っており、復旧

には至っていません。多くの自然災害を経験し、防災・減災への備えが重要であると、
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多くの住民も気づかされたことと思います。 

  そこで、大雨対策について、雨水水路の整備状況、今後の整備予定や、一定雨水を貯

留する若山台調整池について、質問を行います。 

  ①主な雨水水路整備の状況について、伺います。 

上下水道部長 それでは、清水議員からの一般質問のうち、「主要な雨水水路整備の現状」

について、ご答弁申し上げます。 

  現在、町域内における主要な雨水水路整備につきましては、「島本町淀川右岸流域関

連公共下水道事業計画」に基づき、国の防災・安全交付金を活用しながら、過去に浸水

被害が甚大であった地域におけます公共下水道雨水幹線の整備を優先的に実施しておる

ところでございます。 

  その進捗状況でございますが、淀川右岸流域下水道高槻島本雨水幹線との接続点（２

－10）の上流域にあたります百山・東大寺三丁目地区などを排水区域としております公

共下水道五反田雨水幹線の整備につきましては、現在、第２期工事及び第３期工事にお

いて、鋭意事業進捗に努めており、また、本雨水幹線上流部に位置する中溝水路や溝田

水路との接続工事並びに除塵設備などの関連工事につきましても、本年９月までに工事

着手し、令和３年３月の供用開始を目指しております。 

  一級河川水無瀬川の左岸地域における主要な雨水水路整備につきましては、今年度か

ら、山崎一丁目・二丁目地区などを排水区域としております公共下水道山崎雨水幹線整

備工事の着手を予定しております。 

  なお、淀川右岸流域下水道高槻島本雨水幹線との接続点（２－６）と上牧新川水路と

の接続につきましては、現在、高槻市において、本年６月中の同雨水幹線への暫定流入

開始に向け工事を実施していただいており、引き続き除塵設備等の機械設備を含めて、

令和３年３月の完成を目途に取り組んでいただいております。 

  以上でございます。 

清水議員  主要な雨水幹線ということで、以前より一般質問でも何度か言っていたんです

が、五反田雨水幹線、来年の３月には完成、供用ということ。それと淀川右岸流域下水

道高槻島本雨水幹線の（２－６）の接続点についても６月暫定流入開始、３月完成とい

うことで、非常にありがたいと思います。 

  それでは、「雨水水路の今後の整備計画等」について伺います。 

上下水道部長  淀川右岸流域下水道高槻島本雨水幹線との接続点（２－６）と上牧新川水

路との接続に関連して、平成 28 年に柳川雨水幹線外２幹線整備基本検討業務を行い、接

続点（２－６）に関連する水無瀬・青葉地区等における水路整備の方針について、検討

をいたしました。今後については、基本検討業務の検討結果に基づき、事業内容の精査、

高槻市との協議など、事業の具体化に向け取り組んでまいりたいと考えております。１

級河川水無瀬川左岸地域における雨水水路整備につきましては、令和７年度の完成を目
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途に、公共下水道山崎雨水幹線の整備を進めてまいります。 

  今後も引き続き、本町域内の雨水対策については「島本町淀川右岸流域関連公共下水

道事業計画」に基づき、国の防災安全交付金を活用しながら計画的に進めてまいります。 

  以上でございます。 

清水議員  それでは、公共下水道五反田雨水幹線、公共下水道山崎雨水幹線、淀川右岸流

域下水道高槻島本雨水幹線の接続点（２－６）の工事が完成した場合、雨水処理に関し

て、どのような効果が期待できますか。 

上下水道部長  公共下水道五反田幹線の整備については、東大寺三丁目・四丁目地域の雨

水を排除することによる当該地域の浸水防除及びその下流域に位置する広瀬一丁目・五

丁目・水無瀬一丁目地区などの浸水被害の軽減に、公共下水道山崎雨水幹線の整備につ

きましては山崎一丁目・二丁目地域の浸水被害の軽減に、接続点（２－６）の接続につ

いては青葉二丁目地区などの浸水被害の低減に繋がるものと認識をいたしております。 

  また、公共下水道五反田雨水幹線の供用開始及び淀川右岸流域下水道高槻島本雨水幹

線の接続点（２－６）への流入開始に伴いまして、次年度以降に、平成 26 年度に作成し

ました内水ハザードマップの更新及び全戸配布を予定いたしております。 

  以上でございます。 

清水議員  それでは次に、各雨水幹線接続点の「基準雨量、対応可能雨量」は幾らですか。 

上下水道部長  本町域内の各雨水幹線、淀川右岸流域下水道高槻島本雨水幹線との接続点

における計画降雨強度につきましては、10 年確率の降雨で、１時間当たり 48.4 ミリと

いたしております。 

  以上でございます。 

清水議員  時間当たり 48.4ミリということで、それでは、若山台調整池下流の水路につい

ては、１時間何ミリ対応ができていますか。 

上下水道部長  若山台調整池からの雨水排水の放流先となります高川水路につきまして

は、１時間当たり 48.4ミリの降雨に対応できております。 

  以上でございます。 

清水議員  それでは、対応可能雨量を大幅に超えると、どのような現象が起こるとお考え

ですか。 

上下水道部長  計画降雨強度を上回る集中豪雨などにおいては、時間の経過とともに、内

水氾濫による道路冠水や、低い土地などの家屋への浸水被害が発生する可能性があるも

のと考えております。また、放流先の河川の増水などの状況を把握し、内水氾濫以外の

浸水被害に備える必要があるものと認識をいたしております。 

  以上でございます。 

清水議員  今回、雨水幹線、いろいろと完成するとはいうものの、設計降雨強度について

は 10年確率雨量で１時間当たり 48.4ミリという設計の水路しか造れていないので、次
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に若山台調整池について、伺います。 

  「若山台調整池Ａ・Ｂの役割」については、どのようなものですか。 

都市創造部長 続きまして、「当該調整池Ａ・Ｂの役割」について、ご答弁申し上げます。 

  当該調整池の現状における役割といたしましては、突発的かつ継続的に降り続く降雨

などの際、雨水を一定量貯留し、下流域への雨水流出量を抑制する施設となっておりま

す。Ａ調整池につきましては消防本部に隣接する場所、Ｂ調整池につきましては若山台

団地の南東部にございます。 

  平成 24 年５月に本町で取りまとめを行った若山台調整池雨水等影響調査業務報告書

において求めた各調整池の流域面積は、Ａ調整池が 9.68ha、Ｂ調整池が 33.86haとなっ

ております。当該調整池につきましては、集中豪雨への備えや、高川水路から淀川右岸

流域下水道高槻島本雨水幹線接続部での、若山台における雨水流出量を軽減する役割を

果たしているところでございます。 

  以上でございます。 

清水議員  それでは次に、あの「若山台調整池Ａ・Ｂの規模、面積」は、幾らですか。 

都市創造部長  「若山台調整池の規模・面積」につきまして、ご答弁申し上げます。 

  Ａ調整池の容量につきましては約１万６千㎥、面積につきましては 4,480㎡となって

おります。Ｂ調整池につきましては、容量が約４万㎥であり、面積につきましては１万

4,200 ㎡の施設となっております。 

  以上でございます。 

清水議員  Ａ、Ｂ、合わせて約１万 8,700平米ということがわかりました。 

  それでは、「維持管理」はどのように行っているのですか。 

都市創造部長  「当該調整池の維持管理」でございますが、本町職員において、当該調整

池内における土砂の堆積状況やオリフェス桝の点検を実施するとともに、当該調整池敷

地内の除草作業を行うなど、日常的な維持管理を行っております。 

  以上でございます。 

清水議員  それでは次に、あの調整池は長年経過していると思うんですが、底にヘドロ等

が溜まっていませんか。また、本来の貯留機能に影響はないのですか。 

都市創造部長  当該調整池の「土砂等の堆積状況及び貯留機能への影響」について、ご答

弁申し上げます。 

  当該調整池の土砂の堆積状況でございますが、当該調整池については設置後約 40年経

過しており、詳細な堆積状況は把握しておりませんが、経年の降雨により､山間部からの

土砂が当該調整池内へ流出していることから、一定量の土砂等は堆積しているものと認

識いたしております。また貯留機能への影響につきましては、一定量の土砂等が堆積し

ておりますが、日常的な維持管理の中で、定期的にオリフェス桝の点検を実施しており

ますので、貯留機能への影響はないものと考えております。 
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  以上でございます。 

清水議員  先ほど雨水水路の質疑で、若山台調整池Ａ・Ｂ下流の水路は時間当たり 48.4

ミリの降雨に対応できるとのことですが、下流の水路が時間当たり 48.4 ミリの降雨を処

理するものとしたとき、若山台調整池Ａ・Ｂは１時間当たり何ミリまでの降雨を貯留で

きるのですか。 

都市創造部長  当該調整池のＡ・Ｂの「１時間当たり雨量の貯留量」について、ご答弁申

し上げます。 

  ご指摘の当該調整池における１時間当たり雨量の貯留量については、明確な数値とし

て把握いたしておりませんが、平成 24 年８月 14 日に発生いたしました集中豪雨、時間

雨量 114 ミリの際には、水位が相当上昇したものの、余水吐を超える水位には至ってお

りませんでしたことから、同様の雨量程度は貯留できるものと考えております。 

  以上でございます。 

清水議員  それでは、条件は異なると思いますが、以前の質疑で、平成 24 年８月 14日の

時間当たり 114 ミリの豪雨以降の台風や大雨で、半分程度の流入があったとのこと。乱

暴な計算でありますが、降雨時間が同じであれ、時間当たり 150 ミリまで貯留できるも

のと考えるのですが、担当課のお考えは。 

都市創造部長  再度の当該調整池Ａ・Ｂの１時間当たり雨量の貯留量についてでございま

す。ご指摘の当該調整池における１時間当たり雨量の貯留量につきましては、降雨状況

によって、当該調整池への貯留量は変動があるため、実際の現況における時間当たり雨

量貯留量については、明確な数値として把握できていない現状となっております。 

  いずれにいたしましても、先ほどもご答弁させていただきましたように、当該調整池

Ａ・Ｂともに、山間部を含め大規模な流域面積を対象とした貯留量を担っておりますこ

とから、10 年確率降雨対応の「下水道計画」による整備を行っている下流域への雨水流

量抑制が図られているものと考えております。 

  以上でございます。 

清水議員  平成 24年度若山台調整池雨水調整機能検証業務、平成 25年７月報告書から約

７年が経ちます。いずれは現状の調整池が時間当たり何ミリまでの降雨に対応できるの

かを検証し、安全な調整池機能を保ちつつ、町所有の広い土地のあり方を検討する必要

があると思うのですが、お考えは。 

都市創造部長  現状の「調整池の機能検証と土地のあり方について」でございます。 

  現状の調整池の機能検証につきましては、平成 23年度及び平成 24年度に一定検証を

行っておりますが、さらなる実測データの把握と机上における検証によって、下流水路

の治水上の影響を検証することが不可欠であると考えております。現状での機能が一定

有効であるものと考える中、本町といたしましても､今後の方針につきましては慎重に判

断する必要があるものと考えております。 
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  以上でございます。 

清水議員  平成 24年度の機能検証業務の費用と、業務委託の開始から報告までの期間を伺

います。 

都市創造部長  平成 24年度の「若山台調整池雨水調整機能検証業務」について、ご答弁申

し上げます。 

  平成 24年度に実施いたしました当該業務委託につきましては、平成 24 年 12月から平

成 25年７月の間に実施いたしており、費用につきましては 352万８千円でございます。 

  なお、その前年度の平成 23 年度につきましては、若山台調整池雨水等影響調査業務を

行っており、平成 23 年８月から平成 24 年５月の間に実施し、費用は 94 万５千円でござ

います。 

  以上でございます。 

清水議員  次回、若山台調整池の機能検証を実施するにあたっては、２月会議の委員会で

水量計等の設置も必要との答弁があったのですが、具体的にはどのようなものですか。

また、その他に現在考えられる設備等はあるのですか。 

都市創造部長  当該調整池にかかる詳細な機能検証について、ご答弁申し上げます。 

  当該調整池の今後のあり方については、過去からもご答弁させていただいております

が、内水解析やハザードマップ等の全町的な治水対策を踏まえた検討に加え、大阪府等

の関係機関との協議を実施したうえで検討する必要があると考えております。また、こ

のような条件が整い、仮に当該調整池を改廃するに際しましても、正確な統合調整池の

容量を設計するにあたっては、さらなる具体的な実測データを用いた詳細な検証を実施

する必要があると考えております。 

  お尋ねの「検証に必要な設備」といたしましては、現時点におきまして決定はいたし

ておりませんが、実測データで検証する際は、流量計をはじめ雨量計や水位計など、気

象状況の変化によって、当該調整池や水路の状況が把握できるもので検証する必要があ

るものと考えております。 

  以上でございます。 

清水議員  もし機能検証を行うとすれば、現在、わかる範囲で、費用、期間はどれぐらい

かかるのですか。 

都市創造部長  当該調整池にかかる「機能検証に伴う費用及び期間」について、ご答弁申

し上げます。 

  検証にかかる費用及び期間につきましては、現段階におきまして把握いたしておりま

せんが、前回の調査においても、２ヵ年にわたり約 450万円を費やしておりますことか

ら、同規模以上の行政コストと期間を要する可能性があるものと考えております。 

  以上でございます。 

清水議員  前回、２ヵ年にわたり 450万円程度という話ですが、たぶん、現地の詳細な資
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料集め等で数千万はかかるのかなと、個人的には思います。 

  それでは、次の質問なんですが、平成 24年度の検証以降、下流部の水路も含め全町的

に水路整備が進む中、財政状況が非常に厳しい当町の数少ない広い町有地である若山台

調整池を、今後、機能検証も含めどのように考えるのか、町長に伺います。 

山田町長  今後、「機能検証を含めた当該調整池のあり方」について､ご答弁を申し上げま

す。 

  毎年発生する台風の大型化や記録的豪雨の多発化等、近年の極端な気象変動により、

本町域内におきましても､議員ご承知のとおり、過去から甚大な被害が発生いたしており

ます。このことから、当該調整池が既存ストックとして下流域への雨水流出を抑制し、

効果的な被害軽減策であることも踏まえ、当該調整池のあり方については慎重に判断し

ていく必要があると考えております。 

  当該調整池に関する様々なご質問をいただいておりますけれども、公共下水道高槻島

本雨水幹線接続への整備は進んではいるものの、当該調整池は非常に多くの山間部から

の流域面積の雨水貯留を担っております。また、近年の気象状況を鑑みますと、少しで

も大規模な既存ストックの能力を最大限活用することが、10 年確率の降雨を踏まえた

「下水道計画」に基づく整備による機能を補完するものとして、安全・安心に繋がる浸

水被害防止への効果的な施策であると考えております。 

  このことを踏まえますと、実測データ等の検証時期についても、将来的かつ長期的な

施策として考える必要はあるものと考えますが、当該調整池の機能検証や活用の検討に

ついては、直ちに実施はせず、当面の間は、既存ストックとして活用してまいりたいと

考えております。 

  以上でございます。 

清水議員  町長の意見ということで、直ちには検証を実施しない、将来的かつ長期的な施

策とのことですが、本来の若山台調整池Ａ・Ｂの貯留機能をいずれ検証し、調整池Ａ・

Ｂで約１万 8,700平米の広い町有地のあり方を検討することを要望して、一般質問を終

わります。 

村上議長  以上で、清水議員の一般質問を終わります。 

  この際、暫時休憩いたします。 

（午後３時 34 分～午後４時 00分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  引き続き、塚田議員の発言を許します。 

塚田議員  塚田淳です。それでは、通告に基づき一般質問を行います。よろしくお願いし

ます。 

  死亡届に伴う手続き専用窓口「おくやみコーナーの設置」について、質疑させていた

だきます。 
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  島本町における年間死亡者数は 266 名（平成 30年）で、そのうち約 90％が 65歳以上、

約 71％が 75 歳以上となっています。ひとり暮らしの高齢者の世帯数についても増加傾

向にあり、今後、高齢化の進展により配偶者が高齢となるケース、親族が遠方、または

疎遠になるケース等が増え、手続きの負担が一層増加することが予想されます。 

  また、遺族の中には経済的・精神的な支えであった方を亡くしているケースもあり、

遺族の今後の生活に対し、必要に応じた的確なサポートが必要な場合もあります。特に、

市町村の窓口はセーフティーネットの役割も担っており、窓口に来た遺族に対して、い

かに自治体職員が寄り添ってケアできるかが求められていると思います。 

  住民が生前に享受していた行政サービスは、多岐にわたります。また、遺族に対する

支援制度もあり、死亡に伴う手続きも多岐にわたります。特に、市町村は住民に身近な

行政サービスを提供する基礎自治体であることから、市町村に対して行う死亡に伴う手

続きは多岐にわたります。このことが、死亡に伴う手続きが大変で、煩雑であるという

イメージに繋がっているのではないかと思います。 

  死亡届に伴う手続きの際に、ご遺族支援と業務改善に繋がる、いわゆる「おくやみコ

ーナーの開設」を検討すべきと考えますが、まず、本町に提出される死亡届の年間の件

数について、お尋ねします。 

健康福祉部長 それでは、塚田議員からの「死亡届に伴う手続き専用窓口の設置」につい

ての一般質問に、ご答弁申し上げます。 

  死亡届につきましては、「戸籍法」第 86 条及び第 87 条に基づき、死亡の事実を知っ

た日から７日以内に届出を行うものであり、同法第 25 条第１項に基づき死亡者の本籍

地、届出人の所在地、また同法第 88条に基づき死亡地の市区町村の窓口で届出を行うこ

とができます。 

  本町で受付を行いました過去５年の死亡届の件数といたしましては、平成 27 年度が

148 件、平成 28年度が 142件、平成 29年度が 158 件、平成 30 年度が 135件、令和元年

度が 107 件でございます。 

  以上でございます。 

塚田議員  様々な場所で死亡届を提出できるということでした。本町で受付した死亡届の

数と、死亡に伴う手続きを島本町でされる方の数というのは、イコールにならないとい

うことだと思うんですが、本町で「死亡に伴う手続きをされる方の数」というのは、年

間、何件ぐらいになるのでしょうか。 

健康福祉部長  「死亡に伴う年間の件数について」でございます。 

  先ほどご答弁申し上げましたとおり、本町で受付を行いました過去５年間の死亡届の

件数でございますが、年間で約 100 件～150 件となっておりますが、本町に住民票があ

る方の死亡の件数は、年間で約 250 件～270 件となっておりますので、大体、年間で約

260 件程度について、亡くなられた方のご親族等が死亡に伴う手続きを行うことになる
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ものと認識しております。 

  以上でございます。 

塚田議員 年間 260 件程度ということでした。自然増減に伴う死亡というものに、ほぼほ

ぼ近い数の届出があるのかなというふうに感じるんですが、死亡数については、これま

でも緩やかな増加傾向が一貫して続いておりまして、今後、高齢化がさらに進み、また

多死社会を迎えると言われている中で、さらなる利用者が見込まれる死亡に伴う手続き

については、より一層利用者の立場に立ったサービス提供が求められるものと思います

が、ここで「死亡に伴う手続き」について、役所での一連の流れの説明をお願いします。 

健康福祉部長  「死亡に伴う手続きの流れについて」でございます。 

  まず、亡くなられた方のご親族等が死亡の事実を知った日を含め、７日以内に死亡届

を提出していただく必要がございます。多くの場合、親族等の代理人として葬祭業者が

死亡届を提出されたうえで、後日、親族等が直接来庁され、その後の必要な手続きを行

っていただいているところでございます。 

  なお、住民課におきましては、福祉・医療・税など、後日、来庁される際に、本町で

必要となる手続きや窓口をまとめました死亡届提出時の窓口案内を、死亡届の提出時に

お渡しさせていただいております。 

  以上でございます。 

塚田議員  わかりました。案内については、確認なんですけど、多くの場合は業者の方を

通じて親族等に手渡され、それをもとに後日、必要な手続きのために親族の方が来庁さ

れると、そういう流れでよろしかったでしょうか。 

健康福祉部長  議員ご指摘のとおりでございます。 

塚田議員 それでは、来庁された際の手続きについてになりますが、「書類の作成や、訪

問しなければならない窓口の数」というのは、どれぐらいになりますか。 

健康福祉部長  「書類の作成数及び手続きが必要となる窓口の数について」でございます。 

  死亡に伴いまして必要となる手続きにつきましては、亡くなられた方が受けておられ

るサービスにより異なりますので一概には申し上げられませんが、死亡届のほかに、健

康福祉部の所管で申し上げますと、国民年金手帳、障害者手帳や各種被保険者証の返却

など、各種の手続きが必要となってまいります。高齢の方が亡くなられた場合は、国民

年金、後期高齢者医療、介護保険などの手続きが必要となりますし、また障害をお持ち

の方であれば、障害者手帳や障害福祉サービス受給者証、障害者医療証の返却などが必

要となります。 

  また、亡くなられた方が住民税非課税世帯の場合は、町の独自の制度といたしまして

火葬料補助制度などがございますので、また、その申請をご案内をしております。その

他、住民税等の徴税関係の手続きや、水道の閉栓、農地もしくは森林の相続の届出など

もございまして、死亡届提出時の窓口案内には 11 ヵ所の窓口を記載しております。 
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  以上でございます。 

塚田議員  死亡届提出時の窓口案内に記載されている 11 ヵ所の窓口を例にあげていただ

きましたが、実に様々な手続きが必要になるということがわかったかと思います。 

  また、「おくやみコーナー」を平成 28年に設置された大分県の別府市では、死亡に関

する届出が最大で 60 種類になることなどから、葬儀を終えて、疲弊した遺族に寄り添い、

向き合うために、職員によるプロジェクトチームにより「おくやみコーナー」が提案さ

れ、設置に至りました。設置後は、届出の情報を関係課と共有するため、スムーズに申

請ができるようになり、また受付時間も３分の１程度に短縮されたということです。以

降、全国的に「おくやみコーナー」を設置する自治体が増えるきっかけとなりました。 

  現在では、一口に「おくやみコーナー」と言っても、提供されるサービスの内容につ

いては自治体の規模等によって様々ですが、本町での「おくやみコーナー」の設置につ

いては、住民サービスの向上と業務の効率化の点から、必要な手続きを抽出し、申請書

作成の補助・受付までを行う「ワンストップサービスを提供する場」が望ましいと考え

ますが、町の見解をお答えください。また、「事前予約」を受け付けることで、利用者

と行政双方に窓口対応の時間短縮などのメリットが出てくると思いますが、そのことに

ついてどうお考えか、お答えください。 

健康福祉部長  「『おくやみコーナー』の設置及び死亡届等の事前予約」についてのご質

問でございます。 

  「おくやみコーナー」につきましては、先ほど議員からご紹介がございました平成 28

年度に設置をされました別府市役所、平成 29年度に設置をされました松坂市役所をはじ

め平成 30年度には６自治体、令和元年度には 16の自治体が「おくやみコーナー」を設

置しておられると認識しております。 

  本町といたしましても、各種の手続きのワンストップサービスを提供することは望ま

しいものと認識をしております。しかしながら、現状といたしましては、各窓口に順番

に移動して手続きを行っていただいておりますが、その移動時間が少なく、かつ概ねワ

ンフロアで、すべて手続きが完了しておりますことから、手続きに要する時間につきま

しては、他市と比較しても早いものであると認識しております。町の規模や人員体制等

を勘案いたしますと、現状の体制が妥当ではないかと考えております。 

  また、事前にお問い合わせをいただきました際、スムーズに手続きのご案内というの

は行えておりますので、予約の受付等につきましては、議員ご指摘のとおり、窓口対応

の時間短縮には繋がるものと考えております。 

  以上でございます。 

塚田議員  確かに、窓口を移動するたびに待ち時間が発生するような自治体と比較すれば、

島本町では時間的なメリットについては大きくないかも知れません。しかしながら、手

続きの抽出や補助については､自治体の規模を問わず利用者のメリットに繋がるものと
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考えます。また、ワンストップサービスの提供については、以前より総合窓口の設置に

ついては役場内で議論をされていたり、また昨年度の総合計画審議会では福祉・子育て

の分野でのワンストップサービスを望む意見があったかと記憶しています。 

  先ほど紹介した別府市では、ワンストップサービスを提供する総合的な窓口の設置が

難しいことから、まず始められることとして、死亡に伴う手続きの総合窓口である「お

くやみコーナー」を開始されました。今すぐには無理でも、今後のワンストップサービ

スの実現に向け、検討をいただきたいと思います。 

  さて、「現状の体制で妥当である」という回答でしたが、現状の体制ですと、各窓口

を回るたびに本人確認など重複する事務が何度も発生し、親族等に負担が生じているの

ではないかと懸念しますが、いかがでしょうか。 

健康福祉部長  「窓口の手続きの重複について」でございます。 

  現在、死亡に伴う各種窓口での申請書記載等の手続きにおきましては、重複する事務

はございませんが、窓口対応の簡素化・効率化につきましては、他市の事例などを参考

に研究してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

塚田議員  現在、重複する事務がないということは理解いたしました。 

  次に、先ほど死亡届提出時の窓口案内の配付についてご答弁いただきましたが、今、

お配りされている案内は、どちらかと言えば、数ある手続きの中から代表的なものを抜

粋し、掲載しているように感じます。必要な手続きが完了しているか不安だとか、そも

そもどういった種類の手続きがあるのかがわからないというような不安な声があること

を考えれば、配付する案内は、様々な手続きを幅広く掲載したほうが良いように思うん

ですが、いかがでしょうか。 

健康福祉部長  住民課で配付しております死亡届提出時の「窓口案内の改善」についての

ご質問でございます。 

  この死亡届提出時の窓口案内につきましては、これをご覧いただきまして、適宜､その

方の必要な窓口での手続きを現在行っていただいているような形になってございます

が、他の自治体では、行政での手続きのみならず民間の事業所で必要とされる手続き、

例えば携帯電話であるとか、銀行口座の解約など、一定、想定される手続きまでも含め

て、一覧として配布されているというような事例もございます。そのような事例も参考

にしながら、この死亡届提出時の窓口案内の記載につきましては検討してまいりたいと

考えております。 

  以上でございます。 

塚田議員  利用される方の立場に立てば、改善できる部分があるのではないかなというふ

うに思います。ワンストップサービスでできない分、各窓口でのきめ細やかな対応を心

がけていただきたいというふうに思います。 
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  最後に窓口業務について、若干、「おくやみコーナー」からは話を拡げる形になるん

ですが、窓口業務について、新型コロナウイルス感染症対策によって、これからの窓口

対応のあり方については様々な検討をされているところだと思いますが、先ほど「おく

やみコーナー」での予約の受付による窓口対応の時間短縮については、そうした点も含

み質問させていただいたんですけれども、もっと言えば、「非対面型の行政手続き」が

可能なものについては、必要になってくるのではないかなというふうにも思っています。 

  各種申請をコンビニで行えるコンビニ交付については、町として実施しないというと

ころを決定されたところですが、四條畷市ではマイナンバーカードを利用し、オンライ

ン請求を実施している例もあり、島本町でも何らかの検討が必要であるかと思うんです

が、いかがでしょうか。 

健康福祉部長  「非対面型の窓口対応の検討について」でございます。 

  議員ご指摘のとおり、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響もございまして、全国

的に非対面型の手続きが普及するということが見込まれますことから、本町におきまし

ても非対面型の手続きの必要性については認識をいたしております。今後、費用対効果

も含めまして、本町に合った手法を検討してまいりたいなというふうに考えております。 

  以上でございます。 

塚田議員  ありがとうございました。窓口対応もですけれども、そのまま、その対応の善

し悪しというのが町のイメージに繋がるということも少なくないと思うんです。そうい

う意味では、窓口業務というのは、言わば町の顔になるわけですので、利用者の視点に

立った対応、きめ細かなサービス、サポートを提供できれば、逆に言うと、そういった

気持ちというのは伝わりやすいのかなというふうに思えます。 

  死亡に伴う手続きにおいては、手続きが大変だということを聞いていたり、そもそも

何をしたらよいのかわからない、というところからのスタートになってくることがほと

んどだと思いますので、そうした中で、手続きが思っていたより簡単に終わったとか、

大変だったけど、職員さんがすごい丁寧に対応してくれたとかいうふうになることが望

ましいのではないかなというふうに思っています。 

  身近な人を亡くされて、不安を抱えてつらいときに、しっかりと寄り添えるような窓

口対応を今以上に取り組んでいただきたいなというふうにお願いして、一般質問を終わ

ります。ありがとうございました。 

村上議長  以上で、塚田議員の一般質問を終わります。 

  本日の会議時間は、議事の都合により、あらかじめこれを延長いたします。 

  引き続き、中田議員の発言を許します。 

中田議員  2020 年６月定例会一般質問を行います。 

  １．「駅前開発 リスク管理と公益性の確保について」です。 

  島本駅前の土地区画整理事業では、業務代行者と組合は業務代行契約書を交わしてい
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ます。これは、両者の間のリスク分担等が明記されているもので、今後、事業を進めて

いくにあたり責任の所在を示す重要な書類です。一方、行政は事業を指導監督すると同

時に一組合員でもあり、本事業と深く関わっています。 

  コロナ禍により、未曾有の経済危機が懸念されています。地価下落で売却益が思うよ

うに上がらなくなることや、深刻な不況で住宅需要が減退することは十分考えられます。

ほぼ全面が住宅地となる本事業のリスクは高まっています。このような中、事業が想定

どおりに進まなくなった結果として町が損失を被ることがないよう､住民の血税を預か

る行政としては「リスク管理」を十分に行わなければなりません。 

  そのためには、契約の内容を把握しておくべきと考えます。確認はされていますでし

ょうか。 

都市創造部長 それでは、中田議員からの一般質問に、順次ご答弁申し上げます。 

  まず、「駅前開発」についてのご質問のうち、「ＪＲ島本駅西土地区画整理事業にお

ける組合と業務代行者間の契約書について」でございます。 

  当該組合からは、５月 16日の組合設立総会において、株式会社フジタと業務代行契約

を締結される旨の報告がされており、同月 18 日に締結された旨はお聞きしております

が、現段階におきましては、業務代行契約書の内容を確認いたしておりません。 

  以上でございます。 

中田議員  現段階では確認していない、とのことです。重ねて問います。その書面を確認

し、内容の把握をしておく必要があると考えますが、いかがでしょうか。 

都市創造部長  組合と業務代行者間の契約書について、再度のご質問でございます。 

  本町は、当該組合の組合員という立場でもあり、また組合の事業推進を指導監督する

立場でもありますことから、業務代行契約書の内容を把握することは望ましいものとと

らまえ、今後につきましては組合と協議を行い、業務代行契約書の内容確認、把握に努

めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員  業務代行方式は、民間事業者の資金調達能力を活用することで、組合及び地権

者の負担が軽減されるメリットがあるとされていますが、必ずしもそうではありません。

それどころか、事業が破綻したときに、業務代行者が最終的に責任を取らない事例が複

数あると聞いています。 

  例えば、本町と同じように組合施行・業務代行方式で土地区画整理事業を行った他自

治体の例では、事業が破綻した際に業務代行者が撤退し、組合と業務代行者の間で訴訟

になった事例があります。このことは把握しておられますか。 

都市創造部長  「他自治体における業務代行方式の事例」についてのご質問でございます。 

  他自治体における組合施行の土地区画整理事業において、業務代行者と組合との間に

契約上のトラブルが生じた事例があることにつきましては、承知いたしております。 
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中田議員 この事例では、契約書の内容を事前に行政がチェックしていたにも関わらず、

業務代行者の言いなりというか、ひな形どおりに契約を結んでしまったということです。

そして、最終的に訴訟になったということでした。本町は、これを他山の石とし、町が

損害を被る可能性を生じさせない観点から、契約の中身を精査することが必要です。財

政的に厳しい島本町です。想定外のことが起こったときに、公金を使って解決する選択

肢は存在しません。 

  また、本件については――契約書を確認していない件ですね――契約に関する住民か

らの情報開示の求めや働きかけがあってはじめて、行政として確認の必要性を認識した

という経緯があります。血税を預かる者として、行政が率先して、こういった重要な契

約を確認し、リスク管理はしておくべきです。この点、猛省を求めます。 

  次の質問です。「駅前開発における公益的側面の増強」について。 

  行政は、これまで様々な機会に把握してきた本事業に対する住民意見を踏まえ、組合

に対し事業の公共的価値をより多く確保するよう要望等の働きかけを行ってきました。

具体的に、ここまでの時点で事業の公益的側面の観点から、増えた部分はありますか。 

都市創造部長 次に、「公益的側面の観点から増強した部分」に関するご質問でございま

す。 

  現在、当該組合におかれましては事業に関する実施設計を行われている段階であるた

め、現時点において、公益的側面の達成に関する指標や具体的な事例をお示しすること

は困難でございます。しかしながら、組合におかれましては、令和元年６月４日に町か

ら提出いたしました要望書に基づき、ＪＲ島本駅西地区まちづくり委員会へのご協力を

はじめ、「環境への配慮」や「都市農地の活用」等についてもご検討いただいている旨、

報告を受けております。 

  本町といたしましては、引き続き要望書の内容を事業に反映いただけるよう協議を進

めてまいり、当該事業への公益的側面の確保に向けて取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

  以上でございます。 

中田議員  逆に、駅前開発における公益的側面が､当初と比較して減じられた部分はありま

すでしょうか。 

都市創造部長 次に、「公益的側面が減じられた部分」に関するご質問でございます。 

  先ほどもご答弁申し上げておりますとおり、当該事業につきましては、現在、実施設

計等を行われている段階であるため、現時点において公益的側面が減じられた部分があ

るとの認識はいたしておりません。 

  以上でございます。 

中田議員 どちらもまだわからないということですが、住民の多数から、本事業が公益性

を欠くという指摘を受け、すでに１年以上が経過しています。にも関わらず、未だ公益
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性について高まったと言えるようなものがない。これは昨年夏の都市計画決定を、議論

が深まらないまま､未成熟なまま、行ったからではないでしょうか。 

  この件に関して、「公益性の確保」に取り組んでいってもらいたいと考えます。成果

込みでですね。今後の意気込み、考えをお示しください。 

都市創造部長  「公益性の確保」に関するご質問でございます。 

  令和元年６月４日に町から組合へ提出した要望書につきましては、住民の皆様からい

ただいたご意見から、よりよいまちづくりを実施するために必要があるものについて取

りまとめた内容であり、いずれの項目においても、公益性がある内容のものと認識いた

しております。本町といたしましては、今後につきましても､要望書の内容に沿って組合

との協議を進め、公益性の確保に取り組んでまいりたいと考えております。 

中田議員  町が、行政が出している要望書の中には、公園を含むインフラ整備についても

含まれていました。そこで、前回の一般質問に引き続き、公園面積についての質問です。 

  私の質問は２月にやりましたが、その後、この春出されたＪＲ島本駅西地区のまちづ

くりに関する住民の公開質問状に対して、町はこのように答えています。「本町におけ

る公園面積について、開発後における１人当たりの公園面積は 3.82平米となり、本事業

の影響により 0.01平米の微減はあるものの、当該事業による大きな影響はないものと認

識」と言われています。 

  この行政の認識に驚きを禁じ得ません。前回の一般質問でも言及しましたが、国平均

の１人当たりの公園面積は 10.5 平米、全国の都道府県の中で１人当たりの公園面積がワ

ーストの大阪府でも 5.7 平米。島本町のそれは 3.8平米と、そもそもが大変小さいわけ

です。そこに、微減だから影響はないと言ってしまう、その認識は大変問題だと思いま

す。このような認識だから、島本町の公園面積が増えないのではないでしょうか。 

  前の一般質問では、町長は「公益性の観点から、組合との協議を視野に入れて検討」

とお答えになっていますが、その後、どうなりましたでしょうか。 

都市創造部長  「公園面積の増加について」でございます。 

  現在、計画されております土地区画整理事業区域内における公園面積につきましては、

「土地区画整理法施行規則」に基づき、必要な面積は確保されております。本事業は組

合施行の事業として地権者の減歩が伴うことから、さらなる公園の増加は公共減歩の増

加に繋がるため、組合のご理解が必要不可欠でありますが、本町といたしましても、公

園面積の増加につきましては目指すべき課題であると認識いたしておりますので、今後、

当該土地区画整理組合と協議を行ってまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員  前回は「協議を検討」だったのが、今回は「協議を行う」ということになりま

したが、ぜひ成果をあげていただきたいと思います。 

  次の質問です。当該事業区域内にある第三小学校の用地について、以前、準備組合だ
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ったときは減歩をしない方針で協議を進めると聞いていました。現在、組合が設立され

ました。どのように協議を進められていますか。 

都市創造部長  「第三小学校用地」に関するご質問でございます。 

  当該土地区画整理事業区域内に位置する第三小学校用地につきましては、「土地区画

整理法」第 95 条による特別の宅地に該当することから、減歩しないように当時の準備組

合へ申し入れを行い、減歩しない方針にてご理解をいただいております。当該準備組合

につきましては、このたび法人格をなした本組合を結成されましたことから、今後につ

きましては、土地区画整理事業区域内における仮換地指定に向けた換地設計をされる段

階において、減歩や精算金が発生しない方針を前提として、明文化等も含めた協議を進

めてまいりたいと考えております。 

中田議員  わかりました。町民の財産に関わる重要なことですので、先ほど「明文化等も

含めた」と言われましたが、明文化は必須だと考えますので、よろしくお願いします。 

  また、コロナ禍により未曾有の経済危機が懸念されています。こうした状況の中です

ので、協議は早急に進めて欲しいと考えます。いかがでしょうか。 

都市創造部長  再度の第三小学校用地にかかる協議に関するご質問でございます。 

  当該土地区画整理事業区域内における仮換地指定に向けた換地設計につきましては、

他の地権者の換地にかかる意向調査等の状況にもよりますが、可能な限り、協議は速や

かに進めてまいりたいと考えております。 

中田議員  よろしくお願いします。 

  次の質問に移ります。２．「ホタルは灯りが嫌い：光害対策について」です。 

  昨年６月の一般質問で、街路灯のＬＥＤ化の実施設計につき、水無瀬川のゲンジボタ

ルに光害が及ばぬよう配慮を求めました。その進捗状況を伺います。 

都市創造部長 次に、「光害対策」についてのご質問のうち、「街路灯のＬＥＤ化に伴う

ゲンジボタルへの配慮」について、ご答弁申し上げます。 

  水無瀬川沿線の街路灯につきましては、現在、電球色がオレンジ色の暖色系ナトリウ

ム灯を設置いたしております。今後、当該街路灯につきましては、ＬＥＤ化に向け、計

画的に実施してまいりますが、生物多様性保全の観点から、ホタルへの光害対策につい

ても、昨年度の実施設計業務において検討を行っております。具体的な内容といたしま

しては、ホタルへの影響を最小限にすべく既設照明色を踏襲し、ナトリウム色であるオ

レンジ系ＬＥＤ照明を採用し、国土交通省が定める街路灯としての照度基準も確保する

予定でございます。 

  今後、街路灯のＬＥＤ化につきましては、今年度から、阪急水無瀬駅やＪＲ島本駅を

中心に、市街地周辺の交通量が多い主要な幹線道路から整備してまいりたいと考えてお

り、水無瀬川沿線をはじめ他の道路についても、財政状況を勘案しながら、順次、対応

してまいりたいと考えております。 

- 80 -



  以上でございます。 

中田議員  ホタルへの配慮として、照明をオレンジ系ＬＥＤにするとのこと、よろしくお

願いいたします。 

  さて、配慮いただく――今は色のことでしたが、区間についてです。今年６月２日か

ら昨日までの間の３週間、雨の日を除いて水無瀬橋の下流から指手橋上流までの１キロ

ほどを歩いて、ホタルの個体数をカウントしてみました。その結果、６月の第２週をピ

ークとして、最高 140 頭が確認されました。ホタルが見られる範囲については、多いと

きは調子橋より下流だけでも 30 頭以上確認するなど、指手橋上流から水無瀬橋下流ま

で、広い範囲にわたってホタルが生息していることがわかりました、この区間に関して

はですね。ですから、水無瀬川沿いの、この区間の街路灯を広くオレンジ色対応にして

いただくことが望ましいと考えますが、いかがでしょうか。 

都市創造部長  水無瀬川沿線におけるホタルに配慮したＬＥＤ化に向けた「街路灯の整備

区間」について、ご答弁申し上げます。 

  現在、計画いたしておりますホタルに配慮したＬＥＤ化に向けた街路灯の整備区間に

つきましては、既設街路灯のうち、ナトリウム灯を使用している照明のある区間、具体

的に名神高速道路と山ノ瀬橋の間を対象に、ホタルに配慮したオレンジ系ＬＥＤ照明に

交換する予定でございます。また、当該区間外におきましても、生物多様性保全の観点

から、ホタルへの光害対策が必要となる箇所につきましては、可能な限りオレンジ系Ｌ

ＥＤ照明を採用し、対応してまいりたいと考えております。 

中田議員  ぜひ、区間を拡げる対応も、よろしくお願いします。 

  他の自治体を見ると、ホタルへの光害対策として、色だけでなく、道路照明基準を確

保しつつも光害に対して様々な対策が取られています。例えば、照明範囲についてです。

島本駅西側の農地でも対応されていたと思いますが、照明の高さを低くする、照明の向

きや照明カバーでの工夫、遮蔽板を入れるなどです。設置してしまってから、ホタルが

パッタリいなくなったという残念なことが起こらないよう、今後も設置に向けて、でき

るだけ生息地である川面を光で照らさないような配慮を求めます。いかがでしょうか。 

都市創造部長  「ホタルに配慮した街路灯の設置について」でございます。 

  街路灯につきましては、ご承知のとおり、国土交通省の道路照明基準を確保した設置

が義務づけられております。現在設置しておりますナトリウム灯と、今後設置予定して

おりますＬＥＤ照明につきましては、道路を照らす範囲が異なることから、街路灯周辺

だけでなく、道路区域全体の照度基準を確保できるように、設置距離も考慮したＬＥＤ

照明の設置が求められます。 

  このことを踏まえ、生物多様性の観点からも、ＬＥＤ照明を設置の際には道路区域内

の照度を確保しつつ､可能な限りホタルにも配慮した仕様についても検討してまいりた

いと考えております。 
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  以上でございます。 

中田議員  「ホタルの鑑賞マナーの啓発について」です。ホタルが増えるとともに、ホタ

ルを見に来る方も増えてきています。それは素晴らしいことですが、一方で鑑賞者もホ

タルへの配慮が求められます。ホタルをたくさん捕って、虫かごに何十頭も入れて持ち

帰るケースがあると聞いています。町にとっては重要種であるうえに、数が増えたと言

っても、１キロほどの間に多くて 100数十頭ほどしか見られない状況です。そっと手に

取って見てみるというならともかく、数十単位で捕獲して持ち帰れば、個体数への悪影

響も考えられます。 

  そこで、提案です。来年６月の広報しまもとに、ホタルの生態を説明した内容を載せ

るというようなことを企画したり、付近に看板を立てるなどして、ホタルを優しく見守

りましょう、という趣旨の啓発をしてはいかがでしょうか。 

都市創造部長  ホタルを持ち帰る事案についてでございます。議員ご指摘のとおり、ホタ

ルを持ち帰られる方がおられることは、町としても聞き及んでいるところでございます。 

  水無瀬川に生息するゲンジボタルにつきましては、希少生物との取り扱いはされてお

りませんが、町内の初夏の風物詩として定着し、楽しみにされている方も多くおられる

ことから、あたたかく見守ることができる環境の整備に向け、具体的な方策について､

広報掲載等も含め検討してまいりたいと考えます。 

  以上でございます。 

中田議員  ぜひ、よろしくお願いします。 

  次の質問です。以前、役場前に生息する「ヒメボタルへの光害対策」を求める要望書

がありました。行政は、駐車場に向ける防犯ライトの角度を調整して対応してください

ましたが、その効果はほぼなく、生息地は今年も明るく照らされて、光害は続いていま

した。再度の対応が必要と考えますが、いかがでしょうか。 

総務・債権管理課長 続きまして、「役場の照明の対応」についてのご質問でございます。 

  ご質問の件は、役場中庭の照明に対する対応についてのご要望と認識をしております。

現在、役場中庭には町の公用車を駐車しておりますが、敷地内の状況を確認できる照明

がない場合、夜間は中庭のほとんどが真っ暗になることから、防犯上も、また町有財産

の適正な管理のうえでも、大きな問題がございます。 

  しかしながら、付近に生息するヒメボタルへの光害対策を求めるご意見がございまし

たことから、今年度につきましても、可能な限り周囲に漏れる光が少なくなるように角

度の調整をして、対応させていたいているところでございます。 

  以上でございます。 

中田議員  もちろん、防犯性を考慮する必要は理解します。一方で、２年前に提出された

先ほどの要望書にも書いてあったように、ヒメボタルへの光害対策は１年を通して行う

必要はなく、最低限、成虫になって繁殖行動を行う５月から６月中旬の１ヵ月半だけで
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かまわないのです。 

  再度の要望になります。照明の角度調整以外の対応を行っていただきたいです。例え

ば、その時期だけ、生息地方面を照らさないための遮蔽板を設置する､赤いセロハンを挟

む等が考えられます。検討を求めます。いかがでしょうか。 

総務・債権管理課長  先ほどもご答弁申し上げましたとおり、役場中庭の照明につきまし

ては、施設管理者としての判断で、防犯及び町有財産の適正管理を目的として設置をさ

せていただいており、一時期だけとは言え、施設管理上問題があるような対応はできな

いものというふうに考えております。しかしながら、施設管理のうえで可能な範囲で、

具体的に取り得る手法の有無については、先ほどご提案をいただきました内容も参考に

しながら、検討をしてまいりたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

中田議員  ぜひ、よろしくお願いいたします。来年度以降ですね。 

  次の質問です。今回の街路灯に限らず、光害に関して、信号や防犯灯のＬＥＤ化、工

事現場の夜間照明なども光害を引き起こします。また、水無瀬川の浚渫や護岸工事、そ

れから他の議員の質問にありました生コン残渣の流入、産業廃棄物の流入等、直接、ホ

タルの生息地が破壊される懸念もあります。 

  島本町は、今、市街地に、しかも、かつ狭い範囲に、ゲンジボタル、ヘイケボタル、

ヒメボタルが生息しています。このような自然を身近に享受できるところは、島本町の

強みであり、良いところだと日々感じています。この強みを延ばしていくため、今後も

生物多様性の観点から、全庁的に保全に向けた対応をしていただきたいと考えます。見

解を伺います。 

都市創造部長  生物多様性の観点から、「全庁的に保全に向けた対応について」でござい

ます。 

  町内で見られるホタルが生息している地域につきましては、市街地にほど近いことも

あり、生活の中で、また生活安全のため、街路灯など様々な光が発生することは一定や

むを得ないものと考えておりますが、事業の実施にあたり、可能な限りの配慮ができる

よう呼びかけてまいりたいと考えております。その他の事務事業の取り組みにつきまし

ても、昨年、作成いたしました「島本町生物多様性保全創出ガイドライン」に基づき配

慮するよう努めることについて、環境課から各課に対して周知を図ってまいりたいと考

えております。 

  以上でございます。 

中田議員  この件も、ぜひ、よろしくお願いいたします。 

  今回、ホタルを取り上げましたが、ホタルに限らず､昆虫は私たちの生活環境を維持す

るために、生態系で大きな役割を果たしていることがわかってきています。一方で、そ

の昆虫が昨今、世界的にすさまじい勢いで姿を消しています。これには多数の証拠があ
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り、研究者の間でも異論の余地はありません。生物多様性は地球規模で危機的な状況で

す。身近な生き物を保全することは、人類が拠って立つ地球の生態系を保全することで

す。今後とも、島本町としてホタルの光害に限らず、多くの生き物がいる環境の保全に

努めていただきますよう求めておきます。 

  次の質問に移ります。「教科書採択について」です。 

  2021 年度から使用される中学校教科書の採択に向けて、質問です。島本町は、核廃絶

平和都市となることを宣言しています。「非核平和宣言都市」にふさわしい、平和や人

権を大切にしている教科書を採択していただきたいと考えますが、いかがでしょうか。 

教育こども部長 それでは「教科書採択」のうち、「『非核平和宣言都市』にふさわしい

教科書の採択について」でございます。 

  中学校においては、令和３年度から新学習指導要領に基づくカリキュラムがスタート

いたします。今回の学習指導要領では、新しい時代に必要となる資質・能力として、「思

考力、判断力、表現力等の育成を目指すととともに、主体的・対話的で深い学びの視点

からの学習課程の改善」を行っていくこととなっております。 

  本町といたしましても、これら新学習指導要領の目標を確実に達成できるような教科

書採択を行うべく、「教育基本法」の目的及び理念や新学習指導要領の各種規定を順守

するとともに、教科用図書の調査・研究を行う島本町立小・中学校教科用図書選定委員

会の意見具申を踏まえ、児童・生徒が使用するにふさわしい教科書を決定してまいりた

いと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員 重ねて問いますが、今のご答弁ですね、「教育基本法」第１条の目的に沿った

教科書が、公正で公平な手続きを経て採択されるという認識で間違いありませんか。 

教育こども部長 教科書採択についての再質問でございます。 

  「教育基本法」第１条において、教育の目的として、「教育は人格の完成をめざし、

平和で民主的な国家及び社会の形成者として」、必要な資質を備えた「心身ともに健康

な国民の育成を期して行わなければならない。」と規定されています。当然のことなが

ら、この「教育基本法」の目的や理念に沿った教科書を、公平・公正な手続きのもと、

採択することに間違いございません。 

  以上でございます。 

中田議員 次ですね、採択にあたり、「子どもと地域のことを最もよく知っている現場の

先生の意見を尊重して採択」するべきと考えますが、教育委員会としてどのようにお考

えですか。 

教育こども部長 次に、「教職員の意見を尊重して採択すべき」というご質問についてで

ございます。 

  教科書採択にあたっては、まず、島本町立小・中学校教科用図書選定委員会規則第７
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条に基づき、各中学校から科目ごとに調査員を選任し、教科用図書の調査及び研究を行

い、その結果を調査報告書として取りまとめ、選定委員会に報告することとなっており

ます。その後、選定委員会では、本報告書をもとにさらなる調査・研究を行い、教育委

員会に対して、教科ごとの意見具申を行い、最終的には教育委員会議において採択教科

書を決定いたします。 

  このように、教科用図書の採択にあたっては、学校長も含め、現場の教職員の意見を

反映する機会を多く確保し、決定に至っております。 

  以上でございます。 

中田議員 わかりました。次の質問です。 

  近年は、教科書採択に対する住民の関心も大変高いです。ぜひ、住民意見も参考にし

ていただきたいと考えますが、いかがでしょうか。 

教育こども部長 「住民意見の反映について」でございます。 

  令和３年度から使用する教科書採択にあたっては、あらかじめ６月１日から７月１日

まで島本町教育センターにおいて、また６月４日から 17日まで役場文化情報コーナーに

て教科書展示を行い、住民の皆様にも広くご覧いただき、意見をいただく機会を設けて

おります。住民の皆さんからいただいたご意見については、取りまとめたうえで、選定

委員会に対して参考資料として配付いたしております。 

  また同選定委員会については、島本町立小・中学校教科用図書選定委員会規則第３条

に基づき、委員構成として、児童生徒の保護者１人を参画させることとなっており、教

育委員会への具申する意見を取りまとめるにあたって、直接、意見反映を行える機会も

設けております。さらに令和２年３月 27 日付け文部科学省初等中等教育局長からの通知

におきましては、教科書採択にあたっての結果及び理由について、保護者や地域住民等

に対して説明責任を果たすことの重要性が明確に示されております。 

  本町といたしましては、これらを踏まえ、住民意見反映の機会確保の重要性を認識し

て取り組んでいるところでございます。 

  以上でございます。 

中田議員 その住民意見の反映の機会を確保するにあたり、「今年は十分に保障されたの

か」という点について問います。 

  例年、教科書展示会は教育センターと図書館でも行われていたのですが、今年は会場

の一つの図書館が、役場の文化情報コーナーに移ったため、土日の閲覧ができませんで

した。平日、働いておられる方など、展示会に行って市民アンケートを書くことができ

ません。対応ができなかったのでしょうか。 

教育こども部長 それでは、ご答弁申し上げます。 

  教科書展示につきましては、先ほどご紹介いただきましたように、昨年まで町立図書

館を活用し、行っておりました。今年度は新型コロナウイルス感染拡大防止のため、町
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立図書館が臨時休館となり、５月 23 日から一部サービスを制限して開館いたしました

が、閲覧については認められていなかったことから、教科書展示を行うことができませ

んでした。そのため、検討の結果、役場１階の文化情報コーナーを活用し、６月４日か

ら 17日までの期間、教科書展示を行ってきたところでございます。図書館であれば、金

曜日を除く開館日については､開館時間が 17時までですが、役場であれば 17時半まで開

庁していることから、時間延長となることのメリットも踏まえ、図書館の代替場所とし

て文化情報コーナーを展示場所として指定したところです。 

  しかしながら、土日は役場が閉庁となるため、土日に教科書を閲覧できないという議

員のご指摘につきましては、次回以降の教科書展示の際に、改めて土日の展示が可能と

なるよう、期間や場所等につきまして検討してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員 次回以降は、気をつけていただきたいと思います。 

  次の質問です。新型コロナウイルス感染症の蔓延している中で、例年のように採択事

務が滞りなく実施されるのか、懸念しています。採択を審議する教育委員会議は、「希

望者全員が傍聴できる」ようにして欲しいと思いますが、いかがですか。 

教育こども部長 次に、「教科書採択を審議する際の教育委員会議の傍聴について」でご

ざいます。 

  今年度実施する、次年度から使用する中学校教科書の採択につきましては、公平性と

透明性を確保し、例年と同様のスケジュールで実施する予定でございます。 

教科書採択を審議する際の教育委員会議の傍聴につきましては、昨年度も小学校の教

科書採択の際に、17人の傍聴希望者全員を受け入れる会場を設定し、対応したところで

ございます。今年度につきましても、できる限り希望者全員の方が傍聴できるよう広い

会場で開催してまいりたいと考えておりますが、新型コロナウイルス感染症対策を図り

つつ、３密には配慮した開催となりますことから、一定、傍聴者の制限について検討し

なければならないものと考えております。 

  いずれにいたしましても、新型コロナウイルス感染症対策を講じたうえで、可能な限

り多くの希望者の方々に傍聴いただけるよう、最善策を検討してまいりたいと考えてお

ります。 

  以上でございます。 

中田議員  教科書採択の教育委員会議は、複数の教科書会社の社員の方々が傍聴されます。

住民が傍聴できないということがないよう、傍聴席を確保していただくよう対応を求め

ます。いかがですか。 

教育こども部長  ご答弁申し上げます。今年度については、新型コロナウイルス感染症対

策を講じ、３密を避けなければならないため、傍聴席の数を減らさなければなりません。

しかしながら、傍聴者が多数おられ、住民の方の傍聴席が足りない場合については、多
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くの方に傍聴してもらうため、教科書会社の方の傍聴については、傍聴人数に協力を求

めるなどの対応をしたいと考えております。また、委員会室前のロビーを活用して、音

声にて教育委員会議の内容を放送するなどの対応をしてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員  終わりです。 

村上議長  以上で、中田議員の一般質問を終わります。 

  この際、暫時休憩いたします。 

（午後４時 53 分～午後５時 10分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  引き続き、伊集院議員の発言を許します。 

伊集院議員  それでは、一般質問させていただきます。 

  「定年待たず早期退職者微増・島本町を担う管理職の流出に人材確保を」。 

  ＧＨＱの戦後改革で転換された公務員制度は、戦後のキャッチアップ型経済成長時代

は行政システムとして有効に機能してきましたが、社会情勢や経済成長情勢等々の時代

は流れ、実際の課題を鑑みた改革、一例では年功序列に捕らわれることなく頑張った者

が報われるなど、「公務員制度改革について」を受け、平成 19 年４月 24 日に閣議決定

され、同年６月 30日に可決成立した「国家公務員法等の一部を改正する法律」で、大き

なうねりとなり、この島本町としても管理職の大幅な世代交代の課題等に、平成 21 年

12月議会で「島本町を担う管理職の世代交代に向けての課題～定率性から定額制へ～」

と一般質問をさせていただき、島本町の組織として、危機的な状況から着々と改善、是

正へとご努力いただいてきました。 

  しかしながら、近年、管理職の早期退職が気がかりであり、また公務員制度改革から

11年が経過するに、他自治体等も改革どおり変化が出てきていることも踏まえ、以下、

伺っていきます。 

  まず、11年前の危機的管理職の世代交代問題の検証と、「人材育成基本方針」策定時

のアンケートに「重責を担うにも関わらず給与等処遇に魅力がない」ことを主な理由と

して、約 70％の職員が管理職への登用を希望しないと回答がありました。その後の検証

等を、お伺いいたします。 

総合政策部長 それでは、伊集院議員の一般質問にご答弁申し上げます。 

  「管理職の世代交代及び管理職登用にかかる職員の意識について」でございます。 

  平成 21年当初は、団塊の世代の職員が一斉に定年を迎える時期でありましたが、多く

の職員が管理職への登用を希望していないとのアンケート結果もあり、特に管理職の世

代交代が重要な課題となっておりました。 

  その後の状況でございますが、平成 22年４月には管理職手当について、それまでの年

功的な処遇を改め、管理職の職務・職責を端的に反映できるよう、定率制から定額制へ
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と移行いたしました。そして、30 歳代の積極的な登用などにより管理職の低年齢化が進

む中、平成 24年５月には、若手の経験不足等を補うことも念頭に、懸案事項の解決支援

や後進の指導等に従事するため、再任用職員の参与職を創設いたしました。あわせまし

て、平成 28年度から人事評価制度を本格実施し、評価結果を勤勉手当等の処遇に反映す

るなど、能力・実績に基づく人事管理と、組織全体の士気高揚、公務能率の向上に努め、

職員の世代交代を進めてまいりました。 

  その結果、平成 22年４月に 52歳であった管理職の平均年齢は、令和２年４月現在で

は 45歳となっております。また職員の意識につきましても、最近の平成 29 年３月に「人

材育成基本方針」を改定する際の職員アンケートでは、「将来、管理職への登用を希望

するか」という設問に対し、約半数が「希望する」と回答しており、約 70％が「希望し

ない」と回答した 10 年前の結果と比較いたしますと、職員の意識にも変化が生じてきて

いるのではないかと考えております。 

  以上でございます。 

伊集院議員  着々と改善も進められてきたということであります。 

  では、近年のことですね。まず、定年勧奨等も踏まえた退職者数について、過去５年

の状況をお伺いします。 

総合政策部長 「退職者の状況」でございます。 

  過去５年間の退職者全体の人数は、平成 27年度は 10 名、平成 28年度は 13名、平成

29年度は 16名、平成 30 年度は 15名、令和元年度は 10名となっております。 

  以上でございます。 

伊集院議員  そのうち、職員で定年を待たず早期退職された人数を、同様にお伺いします。 

総合政策部長 先ほどご答弁いたしました退職者の人数のうち、定年以外の退職者は、大

阪府への帰任等を除きますと、平成 27年度は４名、平成 28年度は６名、平成 29年度は

６名、平成 30 年度は７名、令和元年度は７名となっております。 

  以上でございます。 

伊集院議員  では、定年を待たず早期退職した、今のご答弁の中で､管理職の人数を同様に

５年間、お伺いいたします。 

総合政策部長 先ほどご答弁いたしました定年以外の退職者のうち、「管理職の人数につ

いて」でございます。 

  平成 27 年度は０名でございます。平成 28 年度は１名、平成 29 年度は０名、平成 30

年度は１名、令和元年度は２名となっております。 

  以上でございます。 

伊集院議員  では、病気休業を取られている、また、いた人の人数ですね、同様に過去５

年の状況をお伺いします。 

総合政策部長 「職員の病気休暇の状況について」でございます。 
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  過去５年間において、新たに病気休暇となった職員の人数は、平成 27 年度は１名、平

成 28年度は３名、平成 29年度は３名、平成 30年度は３名、令和元年度は３名となって

おります。 

伊集院議員  では、産休を取得された職員の人数を同様に５年間、お伺いいたしますとと

もに、例えば職場における業務等の代替、そういったフォローの状況ですね、どうされ

ているのか、お伺いいたします。 

総合政策部長 「職員の産前産後休暇の取得状況等について」でございます。 

  平成 27年度に産休の取得開始をした職員は７名、平成 28年度は５名、平成 29 年度は

６名、平成 30 年度は４名、令和元年度は３名となっております。 

  また、職場におけるフォローにつきましては、産休を取得する職員の職種や勤務する

所属の状況等により異なりますが、臨時・非常勤職員の任用や内部での応援、場合によ

っては、一時的に正職員の職員で対応するということもございます。 

伊集院議員  十分でないこともあるかも知れませんが、改善をしていただいているという

ことで、先ほど、管理職の平均年齢をご答弁の中でお伺いしましたが、現在の平均年齢、

他の市町村との比較した状況をお伺いいたします。 

総合政策部長  本町における職員の平均年齢は 38 歳でございますが、大阪府が公表してい

る平成 31年４月現在のデータによりますと、北摂地域の各市においては、平均年齢はい

ずれも 40歳～41歳程度であり、府内町村の職員の平均年齢は約 42歳となっております

ので、これらと比較いたしますと、若干若いというのが現状でございます。 

伊集院議員  過去、37 歳代もありましたが、現在は 38 歳ということですね。わかりまし

た。 

  過去から、防災面の観点も踏まえまして、職員の島本町内在住率をお伺いしてきまし

たが、現状をお伺いするとともに､職員採用においてはどんな状況なのかということをお

伺いします。 

総合政策部長  職員の島本町内在住率は、直近のデータで約 24％となっており、職員の多

くが近隣自治体に居住しているのが現状でございます。この点につきましては、居住移

転の自由が憲法で保障され、また「地方公務員法」に基づき、職員の任用は能力実証に

基づき実施する必要がありますことから、強制力を伴うような施策の実施は困難であり、

本町に限らず、多くの自治体が抱える課題でもございます。 

  一方、採用においては、居住地に関わらず、本人の適性や能力に基づき選考を行って

おりますが、近年では、結果的に採用者の約半数が町内在住者であった年度もあり、若

干ではございますが、町内在住者は増加傾向にございます。 

伊集院議員  現在、開発等、ミニ開発もありまして、他方から来られた方々、こういった

中のマイナス点ではなくてプラス的に町内でと、就職をされる方も出てきているのかな

と、あくまでも推測でありますが、こういった結果を見せていただき、約 24％、これは
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過去よりはちょっと増えているなというふうに評価したいと思います。 

  それと、退職の「退職理由」について、どういうように把握されているのか、お伺い

いたします。 

総合政策部長  「退職理由」につきましては、転職や家庭の事情など様々でございます。

直近５ヵ年の傾向といたしましては、約半数が他の自治体への転職、次に多いのが民間

企業等への転職であり、他の自治体への転職理由としては、自身のふるさとや、自宅に

近いところで働きたいという理由のほか、大きな組織で自身のスキルアップを図りたい

といったケースもございます。 

  以上でございます。 

伊集院議員  職業の選択の自由ということがありますので、深い話は避けますが、島本町

として、一つの組織として、管理職が２年以上早期退職をされるということにおいては、

やはり危機感を持っていらっしゃるのか。町長のご見解をお伺いいたします。 

山田町長  本年３月におきまして、事務職で１名、消防職で１名、あわせて２名の管理職

が退職をいたしました。ともに働いてきた職員が中途で退職するということは、大変残

念なことではございますけれども、職員それぞれに事情があり、職業選択の自由が保障

されている以上は、本人の意思を尊重する必要もございます。また近年、民間部門では

雇用の流動性が高まりつつあると認識をしておりますが、これは公共部門でも例外では

なく、職員の中途退職が恒常的に発生している点では、他の自治体でも同様の傾向にあ

ると聞き及んでおります。 

  管理職は、行政の様々な分野で政策・方針の立案や、部下の管理・育成などに中心的

に携わり、組織の柱としての役割を果たしております。特に本町では、職員の平均年齢

も比較的若く、限られた人員で多岐にわたる事務を行っている現状にございます。そう

した中、様々な事情があるとは言え、やはり管理職の退職につきましては組織に与える

影響が大きく、危機感を持って受け止めており、意欲と能力を持って、組織の中枢を担

うことができる人材の養成は重要な課題であると考えております。 

  以上でございます。 

伊集院議員  冒頭にも申したように、各自治体も、要は管理職となられる、中途採用とい

うことで流動的になれるように選択の自由になってきている中では、管理職となる方の

率先力というか、実質上のパワーが要る、マンパワーが要るということが必要であると

思われます。 

過去、常任委員会でも質疑してまいりましたが、職員採用においては、この 11年間見

ておりましたが、工夫を凝らして当たっておられます。現在の本町の人材確保におきま

して、職員採用の「募集にかかる年齢要件」等の状況を、お伺いしたいと思います。 

総合政策部長  本町におきましては、この数年、複数の職種において採用試験の受験可能

年齢を緩和するなど、民間企業や他自治体などの経験者も含め、幅広く、優秀な人材を
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確保することを目指した対策を講じております。 

  直近におきます採用試験の受験可能年齢は、事務職で 35 歳、事務職の障害者枠では

50 歳、技術系土木職で 50 歳、管理栄養士で 50 歳、保育士・幼稚園教諭で 55 歳、消防

職で 27 歳となっております。これらの年齢要件は、それぞれの職種における現在の職員

の年齢構成も踏まえて設定しているものでありますが、引き続き、民間の求人動向や他

の自治体の取り組みなどを注視しながら、町政を担う優秀な人材の確保に努めてまいり

たいと考えております。 

  以上でございます。 

伊集院議員  消防職の 27 歳というのは、一定理解をいたします。事務職においてが 35歳、

ほかは 50歳代ですが、この 35歳と設定される、何らかの要因があろうと思いますので、

要因をお伺いいたします。 

総合政策部長  ただいまご指摘がございましたとおり、事務職につきましては、技術職な

どの専門職と比べて受験可能年齢が低くなっております。その背景といたしまして、ま

ず、直近の職員採用試験における申込者数は、技術系土木職で４名、管理栄養士で 17

名でありましたが、事務職では若干名の募集に対し、100 名以上の応募がございました。

近年、特に技術職などの専門職種で人材確保が難しく、これに対応するため、受験可能

年齢の引き上げを行っておりますが、事務職では高い倍率を維持しており、採用者につ

いても多くが社会人経験者となっております。 

  また、現在の職員の年齢構成は、20 代の職員が全体の２割、30 代が４割、40 代が約

３割、50 代以上が約１割と、30代の職員が最も多くなっております。このため、職種に

おける人材確保の困難度や、職員全体の年齢構成の均衡及び将来の退職手当負担の平準

化等を総合的に勘案し、現状の年齢要件としているものでございます。 

  以上でございます。 

伊集院議員  わかりました。詳細な答弁いただきましたので、一定、見えてきます。50代

以上が約１割と少ない部分は、過去にも申してますように島本町の財政再建の一歩手前

に陥った際、約７年間ほどでしたでしょうか、採用の空白がありました。こういった影

響を､私の前任者は、今後、打撃が出てくるという指摘はしておりましたが、現在、11

年前の改革時代から修正をいただいているとこは、一定評価したいと思います。 

  その中で、先ほどの答弁の中に、多くが社会人経験者というご答弁をいただきました

が、この「社会人経験者」というのは民間経験者の比率ですね、その辺の比率が答弁で

きるようでしたら、状況をお伺いいたします。 

総合政策部長  直近３年間では、約６割が民間経験者、約１割が公務員経験者となってお

ります。 

  以上でございます。 

伊集院議員  わかりました。将来の部長、次長、課長候補となられる人材育成ですね。こ
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の辺に関しまして、管理職のうち参事・施設長級の人数ですね。それと係長級の職員の

人数、それぞれ５年間の状況をお教えいただきたいと思います。 

総合政策部長  「参事・施設長級及び係長級職員の人数について」でございます。 

  まず、参事・施設長級職員の人数につきましては、平成 28 年度は 17 名、平成 29年度

は 19名、平成 30年度は 21名、令和元年度は 26名、令和２年度は 24 名となっておりま

す。次に係長級職員の人数は、平成 28 年度は 18 名、平成 29年度は 20 名、平成 30年度

は 23名、令和元年度は 20名、令和２年度は 25 名となっております。 

伊集院議員  一定、着々と育っていらっしゃるというふうに、数字的にも判断させていた

だきます。 

  前の答弁の中で、事務職が 35歳という部分の要因において、将来の退職手当負担の平

準化も勘案している、とご答弁いただきました。この答弁においては、大変評価してお

ります。平成 15年度には約１億、また平成 18年度に１億 7,600万、平成 19 年度に２億

7,200 万円、21 年度までの間、職員退職手当積立基金を毎年取り崩しながら、平成 21

年度に質疑した際にはもう残金が 14万５千円と、退職手当基金が底をつくと、こういっ

た経験がありました。この点も鑑みられて改善もされていると理解いたしますが、平成

29年度の決算でも 25万２千円と。平成 30年度の決算で１千万円を積み上げております。

おそらく、この積み上げ方の分析をすると、やっぱり黒字会計された剰余金の際、剰余

金を足すときに、今後の状況を見られて基金を積み上げられているという状況では理解

いたします。ただ、今後、当面、ちょっと平均年齢的に若いので、特に留意する必要は

ないのかも知れませんが、やはり早期退職、職業の自由というのがありますので、この

点は留意されたいと思います。 

  また、財政を鑑みて、「保育緊急事態宣言」が町長の裁量のみで出された。大変危惧

しているのは、財政部においてです。将来に向けた人材の育成に職員の、大阪府への研

修生として派遣をされていると思います。この派遣状況において、お伺いいたしたいと

思います。また、その中で特に町財政を担う人材育成に向けた取り組み状況も、お答え

いただきたいと思います。 

総合政策部長  まず、退職手当につきましては、本来でありますと、計画的に毎年度積み

立てて行くというのが理想ではあるというふうに思っておりますけれども、現状の町財

政も含めて、毎年積み立てるというのは厳しい状況にあるという中で、今後の職員の年

齢構成等も含めて､将来的な退職手当については、今後も長い間、基金という形でござい

ますので、その点については計画的な積立というのも、今後、考えていかなければなら

ないというふうに思っております。 

  それから、本町では職員の平均年齢が若いということもありまして、比較的経験の浅

い若年中堅層の職員が組織の中核を担っているという状況にございます。そうした中で、

本町の職員を大阪府に研修生として派遣することにつきましては、業務に関する専門的
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な知識を習得することができるなど、大変有益でありますことから、これまで継続的に

職員の派遣を行ってきたところであり、現在も、大阪府総務部市町村課の振興分権グル

ープに係長級職員１名を派遣をしております。また同じく市町村課の財政グルーブには、

平成 20 年度、26年度、30 年度に研修生を派遣しており、現在も複数の研修生経験者が

財政課に在籍し、予算の編成や財源の調達など、多岐にわたる専門実務に従事している

ところでございます。 

  以上でございます。 

伊集院議員  派遣を続けていただいているということは、一定理解いたしました。財政グ

ルーブには平成 20年度、26年度、この間、ちょっと６年が空いてましたけども、30 年

度に入れていると。できれば、今後せめて３～４年に一度、財政だけじゃなくて､財政と

税制面と、両方あろうかと思いますが、できれば３～４年ごとに１名、派遣できるよう

にご努力を願いたいと思います。 

  こういった中、11年前からの、また各委員会でのお訊きさせていただいた中、長期に

わたりまして､人材育成においては改善されてきているということを一定評価させてい

ただき、今回の一般質問を終了させていただきたいと思います。また詳細においては、

委員会なり、何らかの機会で訊かせていただこうと思います。 

  一般質問を終了させていただきます。 

村上議長  以上で、伊集院議員の一般質問を終わります。 

  引き続き、平井議員の発言を許します。 

平井議員  それでは、一般質問を行います。 

  「島本町環境基本計画」の中間見直しを踏まえ、「地球温暖化対策に関する成果・課

題」について、お伺いをいたします。 

  「環境基本計画」は、島本町の豊かな自然や生活環境を次世代に引き継いでいくため、

住民、事業者、町という各主体の具体的な行動を促す計画として平成 26年度に策定し、

５年が経過した「環境基本計画」の中間見直しが本年３月に行われました。この中で、

指標としている数値は概ね目標に向け進捗しているように見受けられますが、地球温暖

化対策として、どのような取り組みを行ってきたのか、お伺いをいたします。 

都市創造部長 それでは、平井議員からの一般質問につきまして、ご答弁申し上げます。 

  地球温暖化対策に関する町の事務事業といたしましては、「地球温暖化対策実行計画」

に基づく進捗管理を行ってまいりました。主な内容といたしましては、役場庁舎への太

陽光パネルの設置、島本町環境マネジメントシステムに基づくエコオフィス活動、エコ

スタイルキャンペーン等によるオフィス等の適正空調の徹底等を図ってまいりました。

また、住民の皆様に対しましては、ごみの焼却量の減少につながる適正分別の呼びかけ

のほか、ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥの取り組みを通して、節電・省エネ製品の購入、太陽光

パネルの普及啓発等に取り組んでまいりました。 
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  その他、北摂７市３町と小売業者とで「北摂地域におけるマイバッグ等の持参促進及

びレジ袋削減に関する協定」を締結し、マイバッグの持参促進や、レジ袋の無料配布中

止を呼びかける取り組みを進めているところでございます。 

  以上でございます。 

平井議員  「地球温暖化対策実行計画」に基づき、役場庁舎への太陽光パネルの設置、オ

フィス等の空調の温度の適正化などに取り組んできたとのことですが、その結果、「温

室効果ガス排出量の削減効果」はどの程度あったのか、お聞かせをいただきたいと思い

ます。 

都市創造部長  「温室効果ガス排出量の削減効果について」でございます。 

  町の事務事業に関する温室効果ガス排出量の削減状況でございますが、平成 29 年度か

ら令和３年度までを計画期間とする「第４期島本町地球温暖化対策実行計画」におきま

しては、令和３年度に平成 23年度比で７％の削減を目標としておりますが、平成 30年

度の実績値では、平成 23 年度比で 11.5％の削減を達成いたしております。 

  以上でございます。 

平井議員  第４期の「島本町地球温暖化対策実行計画」では、令和３年度に平成 23年度比

で７％の温室効果ガスの削減目標に対して、平成 30 年度実績で、すでに 11.5％の達成

をしたとのことですが、これは大幅に目標を達成しているんですけども、達成した主な

理由というのは何かございますでしょうか。お聞かせをいただきたいと思います。 

都市創造部長  温室効果ガス排出量の削減状況に関しまして、再度のお尋ねでございます。 

  議員ご指摘のとおり、平成 30年度の温室効果ガス排出量の削減状況につきましては、

目標値を大きく超えて達成しているところでございます。これは、各施設における日々

の節電等の取り組みに加え、衛生化学処理場や町立プールの廃止などが主な要因である

と考えております。 

  以上でございます。 

平井議員  目標を達成した主な要因として、節電等の取り組みや、衛生化学処理場、また

町立プールの廃止をあげられましたが、今の答弁では、要は大きく各施設のいろんな取

り組みをした結果、何か削減したというふうな答弁ではなく、何か自然的に、たまたま

衛生化学処理場と町立プールが廃止になった影響が大きかったんだ、というふうな答弁

にしか受け取れないので、やはり目標を今後設定する場合ね、各施設ごとに目標値を定

めて、その目標達成のために何か計画的に取り組む項目を設定して、それに向かって努

力をするんだ､その結果、こういうふうな形で削減してきましたよというふうな設定が必

要ではないかなと思ってるんですけども、それについて見解をお聞かせいただきたいと

思います。 

都市創造部長  温室効果ガス排出量の「削減目標の設定について」でございます。 

  「第４期島本町地球温暖化対策実行計画」における温室効果ガス排出量の削減目標の
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設定につきましては、平成 26年度に策定いたしました「島本町環境基本計画」における

目標値である、10年間で 10％、１年当たり１％の削減に従い、設定しているものでござ

います。この目標値につきましては、容易に達成できる数値として設定したものではご

ざいませんが、結果的には計画途上で達成しておりますことから、次期計画における目

標設定につきましては、「環境基本計画」を踏まえつつ、さらに精査してまいりたいと

考えております。 

  以上でございます。 

平井議員  やはり、日々しっかりとチェックをしながら、温室効果ガスの削減に努力をし

ていただきたいというふうにお願いしておきます。 

  それと、先ほど冒頭の答弁で、マイバッグの持参促進やレジ袋無料配布中止の取り組

みを進めているということでございましたけども、その取り組みの成果について、お伺

いをしたいと思います。 

都市創造部長  マイバッグ等の持参促進やレジ袋無料配布中止に関する「取り組みの成果

について」でございます。 

  北摂地域におけるマイバッグ等の持参促進及びレジ袋削減に関する協定につきまして

は、平成 30 年６月に、北摂７市３町と小売り業者とでマイバッグ持参率 80％を統一目

標として、協定を締結したものでございます。島本町内の状況といたしましては、本事

業実施当初の参加店舗２店舗における平成 30 年５月時点でのマイバッグ持参率は 46.8

％でしたが、令和２年３月時点では参加店舗も４店舗となり、マイバッグ持参率も 86.6

％に向上しており、レジ袋の削減に大きく寄与しているものと考えております。 

  以上でございます。 

平井議員  島本町の「環境基本計画」にも示されているように、環境問題は町が主体とな

って、住民、事業者が協力し、取り組む必要があるというふうに考えておりますが、今

後の事業展開等はどのように考えているのか、お伺いをいたしたいと思います。 

都市創造部長  環境負荷軽減にあたりましては、住民の皆様だけではなく、事業者におき

ましても、町が実施します施策に積極的に協力していただくことが重要である考えられ

ることから、今後は事業者向けの周知・啓発に取り組んでまいりたいと考えております。 

  また、住民の皆様、事業者が、お互いに力を合わせ環境への理解を深めていくために、

住民の皆様、事業者が交流できる「ワクワク島本環境学校」をはじめとしたイベント等

を継続して行ってまいるとともに、他市町村における多くの事業者が参加する環境関連

イベントなどの取り組みについて、調査・研究を行ってまいりたいと考えております。 

平井議員  今まで島本町の公共施設の温室効果ガス排出量の把握はしてきていますが、今

後、町内の各家庭、また業務用・産業用別の販売電力量及び太陽光発電設備による余剰

電力の購入実績や、ガスの事業者のデータ等も把握し、地球温暖化対策に今後活かして

いくことも必要というふうには思っているんですが、それについて見解がございました
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ら、お伺いしたいと思います。 

都市創造部長  「太陽光発電・余剰電力の活用について」でございます。 

  議員ご指摘の取り組みにつきましては、他の自治体におきまして、地域新電力として

取り組まれているものと認識いたしております。太陽光発電の固定価格買い取り制度に

よる買い取り期間が順次終了し、売電価格が下がっている中、電力の地産地消の取り組

みは地球温暖化対策にも有効であると考えられますが、一方で、特に小規模な地域新電

力では、電気料金が市場価格を上回るなどの問題がありますことから、慎重な検討が必

要であるものと認識いたしております。本町といたしましては、引き続き､国や他市町村

の動向等を注視してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

平井議員  あと、ちょっと要望も含めて、ご意見だけお聞かせいただきたい部分もござい

ますけども、先ほど来から申し上げてますように、島本町環境マネジメントシステムに

基づくエコオフィス活動をはじめごみの減量化、節電、節水、省エネ、太陽光パネルを

はじめ自然エネルギーの普及啓発、マイバッグの持参の取り組みについては、引き続き

住民の皆さんにしっかりとＰＲしていただきたいと思っております。また他市町村の取

り組みで、補助金制度を設けたりして自然エネルギーの普及を進めている自治体もござ

いますが、このような自治体の制度も参考にしながら、検討をしていただきたいという

ふうにお願いをしておきたいと思います。 

  もう１点は、環境問題は地球規模で取り組む課題であり、基本方針にも書かれている

ように、環境学習、自然共生社会、低炭素社会、循環型社会、生活環境の保全の、５項

目の基本方針に基づいて、町だけの取り組みに止まらず、住民、事業者の協力のもと、

持続可能な循環型社会の実現を目指して取り組んでいただくよう要望し、一般質問を終

わりたいと思いますが、最後に、これについて何かご見解ございましたら、お聞かせを

いただきたいと思います。 

山田町長  今、議員からご指摘をいただきましたとおり、本町の町役場だけでとか、公共

施設だけでこういった取り組みをしていても、やはり効果は限定的でございますので、

住民の皆様、事業者の皆様、含めまして、一丸となって取り組んでいくことが必要であ

ると感じております。今後も持続可能な循環型社会の実現を目指しまして、多くの住民

の皆様、事業者の皆様が環境を意識し、活動にご参加いただけるような施策を展開して

まいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

村上議長  以上で、平井議員の一般質問を終わります。 

  以上をもちまして、一般質問を終結いたします。 

  お諮りいたします。 

  本日の会議は、議事の都合により、これをもって延会とし、明日６月 24日午前 10時
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から再開したいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ご異議なしと認めます。 

  よって、本日はこれをもって延会とし、次会は明日６月 24 日午前 10 時から会議を開

くことに決定いたしました。 

  本日は、これをもって延会といたします。長時間にわたり、大変ご苦労様でございま

した。 

 

  （午後５時 50分 延会） 
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本日の会議に付された事件は次のとおりである。 

  

一般質問 

戸 田 議 員 １．企業の地下水利活用と利用協力金 

        ～環境基本計画・水環境保全をめざして～ 

      ２．ＪＲ島本駅西土地区画整理事業 

～桜井の水環境・水脈の環境アセスメント～ 

      ３．水無瀬川の水質保全 

        ～一般廃棄物処理基本計画に基づいて問う～ 

福 嶋 議 員 １．審議会等の会議情報の公開促進と内部統制課題 

      ２．避難等支援体制の充実を 

      ３．待機児童対策・保育基盤整備等 

大久保議員 新型コロナウイルス対策について 

東 田 議 員 １．コロナ禍での学校現場、夏季休等への影響など運営方針について 

      ２．通学路の安全確保についてゾーン３０の拡充 

河 野 議 員 １．島本の水の行方－「府域一水道（統合）に向けた検討報告書」を

問う 

      ２．コロナ禍の、介護・福祉事業所への感染症相談や対策への支援を

問う 

      ３．間に合わない自営業・商店街へのコロナ対策 

岡 田 議 員 １．避難所の感染症対策について 

      ２．大阪府三島救命救急センター及び高槻島本夜間休日応急診療所の

移転について 

清 水 議 員 若山台調整池Ａ・Ｂの機能について 

塚 田 議 員 死亡届に伴う手続き専用窓口「おくやみコーナー」の設置について

中 田 議 員 １．駅前開発 リスク管理と公益性の確保について 

２．ホタルは灯りが嫌い：光害対策について 

３．教科書採択について 

伊集院議員 定年待たず早期退職者微増・島本町を担う管理職の流出に人材確保

を！ 

平 井 議 員 島本町環境基本計画の中間見直しを踏まえ、地球温暖化対策に関する

成果・課題について問う 
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令和２年島本町議会６月定例会議議事日程 

 

  議事日程第２号  

 令和２年６月２４日（水）午前１０時開議 

日程第１ 第６３号議案 監査委員の選任につき同意を求めることについて 

日程第２ 第６４号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６５号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６６号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６７号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６８号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６９号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７０号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７１号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７２号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７３号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７４号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７５号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７６号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７７号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

日程第３ 第 １ 号諮問 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

第 ２ 号諮問 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

第 ３ 号諮問 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

日程第４ 第７８号議案 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれ

に伴う大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議につ

いて 

日程第５ 第７９号議案 島本町税条例の一部改正について 

日程第６ 第８０号議案 島本町手数料条例の一部改正について 

日程第７ 第８１号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例の一部改正について 

日程第８ 第８２号議案 島本町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正について 

日程第９ 第８３号議案 島本町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する
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基準を定める条例の一部改正について 

日程第10 第８４号議案 島本町消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

日程第11 第８５号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号） 

第８６号議案 令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算 

（第２号） 

第８７号議案 令和２年度島本町後期高齢者医療特別会計補正予算  

（第１号） 

第８８号議案 令和２年度島本町介護保険事業特別会計補正予算   

（第１号） 

第８９号議案 令和２年度島本町大字大沢財産区特別会計補正予算    

（第１号） 

日程第12 第９０号議案 令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第２号） 

日程第13 第９１号議案 令和２年度島本町下水道事業会計補正予算（第１号） 
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 （午前１０時００分 開議） 

 

村上議長 おはようございます。昨日に引き続き、大変ご苦労様でございます。 

  ただいまの出席議員数は 14 名で、全員出席であります。 

  よって、これより本日の会議を開きます。 

  日程第１、第 63 号議案 監査委員の選任につき同意を求めることについてを議題とい

たします。 

 

監査委員の選任につき同意を求めることについて（案）説明 

 

それでは、第63号議案 監査委員の選任につき同意を求めることについて、ご説明申

し上げます。 

提案理由は、任期満了に伴い、再任するものです。 

今回、選任の同意を求めます大住一仁氏については、平成28年９月に監査委員に就任

いただき、現在１期目となります。略歴については、63の２ページに記載しているとお

りです。 

なお、新たな任期は、令和２年９月１日から令和６年８月31日までとなります。 

以上、簡単ではありますが、監査委員の選任につき同意を求めることについての説明

を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご同意賜りますようお願い申し

上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 63号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 
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村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 63号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

  日程第２、第 64 号議案から第 77号議案までの農業委員会委員の任命につき同意を求

めことについての 14 件を一括議題といたします。 

  なお、本案 14件は一括質疑とし、討論、採決は、それぞれ議案ごとに行いたいと思い

ますので、あらかじめご了承願っておきます。 

 

農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第64号議案から第77号議案までの農業委員会委員の任

命につき同意を求めることについて、一括して、ご説明申し上げます。 

提案理由は、農業委員の任期満了または退任に伴い、再任または新たに選任するも

のです。 

各議案の１ページに氏名等を、２ページに略歴を記載しています。なお、各議案に

つきまして、議案番号と氏名のみ申し上げます。 

第64号議案 中村 清司氏、 

第65号議案 大西 義雄氏、 

第66号議案 木村 修氏、 

第67号議案 清水 正純氏、 

第68号議案 髙山 一郎氏、 

第69号議案 田中 幸造氏、 

第70号議案 藤原 弘氏、 

第71号議案 井上 謙一氏、 

第72号議案 柏原 縁氏、 

第73号議案 西田 尚弘氏、 

第74号議案 小川 良子氏、 

第75号議案 北畑 春雄氏、 

第76号議案 下村 清次氏、 

第77号議案 好本 勲氏  です。 

各委員の新たな任期は、令和２年７月20日から令和５年７月19日までとなります。 

以上、簡単ではありますが、農業委員会委員の任命につき同意を求めることについ

ての説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご同意賜りますよう

お願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案 14件に対する質疑を行います。 
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戸田議員 おはようございます。農業委員会委員の任命同意につき、質疑いたします。 

  第 18回農業委員会（６月 12 日）において、令和元年度の目標及びその達成に向けた

活動計画を定めておられます。14 名の任命がすべて同意された場合、同計画に示されて

いる農業委員会の体制は、どのようになりますか。女性委員が２名に増えるほか、どの

ように変わるのか、説明をお願いいたします。また、中立委員１名と示されていますが、

この「中立委員」とは、どのような方のことを言うもので、どのような役割が期待され

ているのでしょうか。ご答弁をお願いいたします。 

都市創造部長 おはようございます。それでは、ご質問にご答弁いたします。 

  まず、今回の改正により、新委員のうち中立委員につきましては１名で、旧委員と同

数でございます。また、積極的な登用が求められております女性委員につきましては、

議員ご紹介のとおり２名となっております。また、50歳未満の委員は１名となっており、

いずれも旧委員と比較いたしまして、１名増となっております。 

  あと、中立委員でございますが、中立委員につきましては、農業者以外の者で、「中

立な立場で公正な判断をすることができる者」というふうに法律上規定されており、よ

り細かく申しますと、利害関係を有しない者といたしまして、農地を有しない方、農業

者でない方、農業委員会の業務に関係がない学識経験者等を総称して、「中立委員」と

いう認識でおります。 

  以上でございます。   

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、順次討論､採決を行います。 

  それでは、第 64 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 64号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 64号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 
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  引き続き、第 65 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 65号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 65号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

  引き続き、第 66 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 66号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 66号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

  引き続き、第 67 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 
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  第 67号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 67号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

  引き続き、第 68 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 68号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 68号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

  引き続き、第 69 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 69号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 69号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

  引き続き、第 70 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 70号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 70号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

    引き続き、第 71 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 71号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 71号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

    引き続き、第 72 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 72号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 72号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

    引き続き、第 73 号議案に対する討論を行います。 
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  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 73号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 73号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

    引き続き、第 74 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 74号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 74号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

    引き続き、第 75 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 75号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 
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（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 75号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

    引き続き、第 76 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 76号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 76号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

  引き続き、第 77 号議案に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「違います」「議長と言わないから」「言いました」ほか、議場内私語多し） 

村上議長  静粛に。 

中田議員  声出しました、「議長」って言いました､最初に言いました。 

第 77号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて、人びとの新し

い歩みを代表して、賛成の立場から意見を述べます。これに関しては、第 64から 77号

議案について意見を述べます、以下、意見を述べます。64～77号議案全般について、同

様に感じることですが、以下に意見を言います……（「なんで」他、議場内私語多し）

……。 

村上議長  ちょっと、静粛にして。 

中田議員 農業委員会の役割は、農地に関する事務を実行する行政委員会として、農地転

用案件への意見具申などがあります。ですが、その主たる使命は農地等の利用の最適化、

担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進の推

進にあると理解しています。 

  今回、３年に一度の農業委員会委員の任命にあたり……（「議運で」他、議場内私語

多し）……。議長、注意をお願いします。 
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村上議長  続けてください。 

中田議員  これまで３年間の……、注意をお願いします。 

村上議長  静粛にしてもらえますか。 

中田議員  続けます。今回、３年に一度の農業委員の任命にあたり、これまで３年間の農

業委員会を振り返るに、生産緑地制度導入にかかる要望書に始まり農地アンケートの集

約など、少しずつではありますが、この主たる使命に沿った活動が活発化してきている

と感じます。 

  また、近年、「都市農業振興基本法」や「都市農地貸借の円滑化に関する法律」の施

行など、都市農地に対する法改正も行われています。都市農地の発揮する多目的な機能

に注目が集まっているところです。今回は、女性が１人増えて、２人が委員となられて

います。島本町においては特徴ある都市近郊農地として、農業委員の皆様の創意工夫に

より、ますますの都市農地の維持活用に努めていただくことを期待しています。 

  また１点、申し述べたいのが事務局体制について、です。農地制度は大変複雑であり、

かつ近年、法改正など様々な変化が見られます。こういった事態に柔軟かつ的確に対応

できるよう、府などの機関と連携し、専門的な知識を持って農業委員の皆様を支えてい

ただき、適切なアドバイスや情報提供に努めていただきますことを強く求めて、賛成の

討論といたします。 

（「議長、休憩を」他、議場内私語多し） 

村上議長  暫時休憩します。 

（午前 10時 17 分～午前 10時 20 分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 77号議案は、原案のとおり同意することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 77号議案は、原案のとおり同意することに決しました。 

  日程第３、第１号諮問から第３号諮問までの人権擁護委員の推薦につき意見を求めこ

とについての３件を、一括議題といたします。 

  なお、本案３件は一括質疑とし、討論、採決は、それぞれ議案ごとに行いたいと思い

ますので、あらかじめご了承願っておきます。 
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人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第１号諮問から第３号諮問までの人権擁護委員の推薦に

つき意見を求めることについて、一括して、ご説明申し上げます。 

提案理由は、任期満了に伴い、再任するものです。 

第１号諮問にてご意見をいただきます向井秀史氏については、現在、弁護士として御

活躍中で、平成14年10月から人権擁護委員に就任され、現在、三島人権擁護委員協議会

常任委員を務めるとともに、島本地区人権擁護委員協議会会長としてリーダーシップを

発揮され、当協議会を牽引していただいています。 

現在６期目で、引き続き、弁護士としての豊富な知識、経験を活かし、住民の抱える

人権課題の解決、援助等に取り組んでいただける方であると考えています。 

なお、向井氏の略歴については、１の２ページに記載しているとおりです。 

第２号諮問にてご意見をいただきます浦田美由紀氏については、大学卒業後、大学や

町立小学校の非常勤講師として活躍され、ご自宅ではピアノ指導を行われています。ま

た、平成18年４月から２期８年にわたり本町の選挙管理委員会委員を務められ、平成27

年１月から人権擁護委員に就任いただき、現在２期目で、三島人権擁護委員協議会常務

委員を務めるなど精力的に活動されており、これまでの経験を活かし、引き続き子ども

や女性の人権擁護に取り組んでいただける方であると考えています。 

なお、浦田氏の略歴については、２の２ページに記載しているとおりです。 

第３号諮問にてご意見をいただきます谷川淑子氏については、大学卒業後、長岡京市

に採用され､保育士として市立保育所に勤務され、平成20年４月以降は保育所長を兼ねて

地域子育て支援センター長に就任され、平成26年３月に長岡京市を退職されています。

現在は、島本町人権啓発施策審議会委員や島本町人権まちづくり協会の人権相談員とし

て活動されており、平成30年１月から人権擁護委員に就任いただき、現在１期目で、今

後もこれらの経験を活かし、人権擁護委員として、引き続き子どもの人権をはじめとす

る各種人権相談や啓発活動において、ご活躍いただける方であると考えています。 

なお、谷川氏の略歴については、３の２ページに記載しているとおりです。 

各委員の新たな任期については、令和３年１月１日から令和５年12月31日までとなり

ます。 

以上、簡単ではありますが、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについての

説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご意見賜りますようお願い

申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案３件に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

   これより、順次討論、採決を行います。 

  それでは、第１号諮問に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第１号諮問は、原案のとおり適任と認めることに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第１号諮問は、原案のとおり適任と認めることに決しました。 

  引き続き、第２号諮問に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第２号諮問は、原案のとおり適任と認めることに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第２号諮問は、原案のとおり適任と認めることに決しました。 

  引き続き、第３号諮問に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第３号諮問は、原案のとおり適任と認めることに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第３号諮問は、原案のとおり適任と認めることに決しました。 

 

  日程第４、第 78 号議案 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれに伴

う大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議についてを議題といたします。 

 

大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれに伴う大阪広域水道企業団

規約の変更に関する協議について（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第78号議案 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の

変更及びこれに伴う大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議について、ご説明申し

上げます。 

提案理由は、「地方自治法」第290条の規定に基づき、議会の議決を得る必要があるた

めです。 

それでは、78の４ページの次に添付をしています議案資料に沿って、ご説明申し上げ

ます。 

議案の概要は、大阪広域水道企業団が共同処理する事務に藤井寺市、大阪狭山市、熊

取町及び河南町にかかる水道事業の経営に関する事務を追加するとともに、大阪広域水

道企業団規約を変更するものです。 

規約の変更内容は、「大阪広域水道企業団規約の一部を変更する規約 新旧対照表」

に基づき、ご説明申し上げます。 

別表第２（第３条関係）の表に、藤井寺市、大阪狭山市、熊取町及び河南町の４団体

を追加するものです。 

施行期日は、事業開始となる令和３年４月１日です。 

なお、これらの４団体については、議会において先行審議され、その審議結果につい

てはすべての議会において可決されており、本町を含む38団体については、６月会議に

おいて同議案をご審議いただくものです。 

以上、簡単ではありますが、大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれ

に伴う大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議についての説明を終わらせていただ

きます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 
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村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

河野議員  第 78号議案に対し、質疑をいたします。 

  資料請求というものはしておりませんが、大阪広域水道企業団のホームページには、

様々な議案資料、会議録などがすでにホームページにアップされております。また、今

回、広域水道に経営統合されるという、こういった４団体には議事録検索システムや動

画配信をされていたことから、本会議の質疑、賛成討論、反対討論なども拝察させてい

ただき、また質疑された議員へも聞き取りをさせていただき、実情をお聞きしておりま

す。そういったことは理由がありまして、議案のヒアリングの際にもありましたように、

今回の規約の変更に関する協議において、島本町以外の町村がすべて自主的に広域水道

に統合をなさるということもあり、府内町村では島本町が唯一残っているということも

あり、質疑をさせていただきたいと思います｡ 

  これまでの統合について、これで３回目の規約の変更に関する協議の提案だと思いま

すが、今回、特に統合３団体が属する河南ブロックというのがあります。これは「大阪

府域一水道あり方協議会」のブロックを指しておりますが、藤井寺市、また大阪狭山市、

河南町などが属する河南ブロックを特に指してご質問させていただきますが、こういっ

たブロック会議では相当実務的な話、今後の会計の問題や水道管の工事、水質の話、深

い話がされていると聞いておりますが、この会議については、傍聴や記録の公開・閲覧、

現地にお住まいの住民の方は可能なのかどうか、そういうことになっているのかどうか、

質疑をいたします。 

上下水道部長  それでは、河野議員のご質問にご答弁申し上げます。 

  今回、河南ブロックでの会議の傍聴、記録の公開・閲覧等ということでご質問でござ

いますが、ブロック会議における議事録等につきましては非公開ということでございま

すので、ご理解賜りたく存じ上げます。 

  以上でございます。 

河野議員  今回は該当いたしませんが、そうすると、私たち島本町の水道の属する北大阪

ブロックも同様の扱いというふうになるのでしょうか。答弁をお願いいたします。 

上下水道部長  北大阪ブロックの会議での取り扱いということでございますが、同様に非

公開ということで対応させていただくことになろうかというふうに考えております。 

  以上でございます。 

伊集院議員  １点だけ。今回の案件においては規約の変更ということで、新しく入られる

方がいらっしゃると。これに対して疑義があるわけではありません。参考までに、今後

の計画を入れまして、町村で、この組織に属さないというか入らないというところがあ

るところだけ、お訊きします。 

上下水道部長  今回の規約の変更におきましては、熊取町と河南町が統合に向けてという

ことで規約の変更の協議が行われているところでございますが、今回、熊取町と河南町
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が統合ということになりますと、残り大阪府内では島本町だけが、まだ企業団との統合

に向けてということには至っていないという状況になるところでございます。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

戸田議員  第 78 号議案 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれに伴う

大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議について、賛成の立場から、人びとの新し

い歩みを代表して討論を行います。 

  規約の変更により追加することになる４団体については、各議会において先行審議・

可決されているとのことです。よって、ここで反対するものではありませんが、大阪広

域水道企業団のあり方は、大阪府が目指そうとされている府域一水道に密接に関わるも

のです。すでに動き出している大阪広域水道企業団は、この府域一水道の一里塚となら

ざるを得ないものと考えられ、その必要性もさることながら、地下水を主な水源とする

島本町が自己水を守れるのか、どのように守っていくのか、不断の努力が求められてい

ると考えます。40 年先の水道事業をどう描くのか、検討の過程において、住民に最も近

い基礎自治体の意思が、どのように尊重されるのかが明確に示されなければなりません。 

  町村では、府内で島本町のみが企業団との統合に至っていないということになります

が、むしろ、これは北大阪ブロックで考えるべきものではないかと私は考えております。

しかしながら、島本町が単独で向き合うには大変厳しい状況にあります。北大阪ブロッ

クの他団体における議論、合意形成が要となるはずです。その前提となる市民的議論に

は、住民との情報の共有が必須であり、上下水道部におかれましては、議会及び市民へ

の情報提供に鋭意努めていただきたいと申し上げ、本議案には賛成いたします。 

  以上です。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

河野議員  第 78号議案、日本共産党・河野恵子より、大阪広域水道企業団の共同処理する

事務の変更及びこれに伴う大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議について、賛成

の討論を行います。 

  今回の４団体の協議､そして本会議議決結果を受けての変更提案であり、それを尊重

し、賛成をするものでありますが、双手をあげて賛成ができるというものではありませ
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ん。今回、経営統合に関する規約変更は三度目となります。すでに統合された団体や企

業団議会において、当初のシミュレーション見込みや説明と違うという事態が起こって

いることが看過できないということが、意見として述べさせていただきたいと思います。 

  第１回目の統合に加わった自治体名では四條畷市、これは今年の３月 27日、毎日新聞

のメールでの新聞報道によると、「大阪四條畷市水道 新たに 10億円の支出が必要に 

施設更新費用など 経営悪化避けられず」、このような見出しの中で、本文の一部を引

用いたしますと、統合前の経営予測になかった施設更新費用など約 10億円の支出が必要

となることが判明した、ということが言われております。今回、事前に提供していただ

いた資料の中でも、この４団体に対するシミュレーションは種々行われておりますが、

こういったことが再度起こらないのかという疑問は、私としては払拭できておりません。 

  また、第２回目の統合自治体では、私は賛成をしておりますが、町村で毎年企業団議

会に一議席を出せることが約束されており、住民の代表を送る保障として、全会一致で

可決した町村議会もあったというふうに聞き及んでおります。しかしながら、2017 年度

以降、さっそく議会定数のダウンサイジングと称し、議員定数の削減や見直しの打診が

ありました。この島本町の議員全員協議会でも議論をしていることは記憶に新しく、2018

年の北部地震の際の、大阪水道企業団の北部における 24 時間の断水など、不安には枚挙

に暇がありません。 

  このすべてのことを、島本町の水道統合の最終的な姿だと同一視するものでありませ

んが、今の企業団の有り様を象徴し、他山の石として、島本町では重く受け止める必要

があります。昨日の一般質問でも申し上げましたが、すでに島本町は水道事業統合促進

基金の活用による最適配置案などの策定にかかるアンケートについて、「希望する」と

いうふうに答えを出しておられます。次は４回目の統合を目指す首長アンケートには、

すでに 10団体が手をあげ、４年後の統合を目指し、そして、この次の第５回目の規約変

更の協議に島本町がエントリーしかねないところまで追いやられているというふうに私

は感じております。 

  2018 年の 12月、超スピード審議で通過、2019年改正「水道法」施行により、都道府

県の計画策定の責務、水道広域化の推進が示されました。大阪府の作業においては、副

首都推進本部会議の大きな柱とされ、水道事業の広域化がスピードアップをされていま

す。副首都推進、大阪市で言えば都構想特別区であるとすれば、島本町は水道統合を指

すものと、私・河野は捉えております。そして、この推進本部会議は運営要綱では、市

レベルの構成であって、町村は含まれておりません。しかし、そこへ提供されている水

道事業の資料には、随所に官民連携、コンセッションの用語が示されていることは、断

じて看過できません。加えて、統合の流れについて現場職員の論議をされているブロッ

ク会議の内容は、限定的な情報公開になっていること。ここ島本町議会は、議員が質問

しなければ、これらの流れはわからないという実態があります。住民への情報提供など
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望むべくもない中で事が進められようとしております。 

  特に、このあと半年間は、今後 10 年を見通した「水道事業ビジョン」などの論議を惜

しまずやるべき時期であり、そのことが本来の水道基盤強化に繋がるということを強く

申し述べ、討論といたします。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

伊集院議員  第 78 号議案 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれに伴

う大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議についてに対しまして、自由民主クラブ

を代表いたし討論を行います。 

  今回の上程されている内容の案件におきましては、あくまでも藤井寺市、大阪狭山市、

熊取町及び河南町の水道の共同処理に関わる内容となっております。規約変更の内容に

おいても、あくまでもその部分であります。それぞれの各市町村で審議され、表決され

た各市町村の意思を尊重し、賛成させていただきます。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「議長」と呼ぶ者あり） 

村上議長  暫時休憩いたします。 

（午前 10時 36 分～午前 10時 37 分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

戸田議員 発言の訂正をお願いします。 

村上議長  ただいまお聞きのとおり、戸田議員から発言の訂正の申し出がありました。 

  会議規則第 64条の規定により、本訂正の申し出を議長において許可いたします。 

ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 78号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 78号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第５、第 79 号議案 島本町税条例の一部改正についてを議題といたします。 

 

島本町税条例の一部改正について（案）説明 
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 それでは、引き続きまして、第79号議案 島本町税条例の一部を改正する条例につい

て、ご説明申し上げます。 

 提案理由は、「地方税法」の一部改正等に伴い、所要の改正を行うものです。 

 今回の改正については、２条立てとしています。第１条改正については、現行条例の

改正、第２条改正については、第１条改正の一部を改正するものです。 

 それでは、改正内容について、「島本町税条例の一部を改正する条例 新旧対照表」

に基づき、ご説明申し上げます。 

 初めに、１ページ及び２ページの附則第15条（読替規定）についてです。 

 これについては、固定資産税に係る課税標準の特例の創設に伴い、引用する条項を新

たに加えるため、所要の規定を整備するものです。具体的には、事業収入が一定以上減

少している中小事業者等に対して、令和３年度の固定資産税等をゼロまたは２分の１に

軽減する措置を講ずるものです。 

 次に、１ぺージ及び２ページの附則第15条の２（法附則第15条第２項第１号等の条例

で定める割合）についてです。 

 これについては、「地方税法」の改正に伴い地域決定型地方税制特例措置、いわゆる

「わがまち特例」による固定資産税の課税標準の特例措置について、所要の規定を整備

するものです。具体的には、第18項において、中小事業者等の生産性向上に向けた設備

投資を後押しするための法律「生産性向上特別措置法」に規定する認定先端設備等導入

計画に従って取得した同法に規定する先端設備に該当する機器等に加え、一定の事業用

家屋及び構築物に対しても、固定資産税の課税標準に乗じる割合をゼロとする規定を整

備するものです。 

 次に、１ぺージの附則第21条の12(軽自動車税の環境性能割の非課税）についてです。 

 これについては、令和元年10月１日から令和２年９月30日までの間に取得した自家用

の三輪以上の軽自動車であって乗用のものに係る環境性能割の税率を１％軽減する措置

について、その適用期限を６ヵ月延長し、令和３年３月31日までに取得したものを対象

とするため、所要の規定を整備するものです。 

 次に、１ぺージの附則第38条（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に

係る手続等）についてです。 

 これについては、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年２月以降の収入

に相当の減少があり、納付することが困難である事業者等に対し、無担保かつ延滞金な

しで１年間納税を猶予する特例の創設により、猶予の取消し等、所要の規定を整備する

ものです。 

 次に、２ぺージの附則第39条（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の

特例）についてです。 

 これについては、新型コロナウイルス感染症に関する政府の自粛要請を受けて一定の
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文化芸術、スポーツイベントを中止した主催者に対し、観客等が入場料等の払戻しを請

求しなかった場合に、当該放棄した金額について寄附金控除を適用するため、所要の規

定を整備するものです。 

 次に、２ぺージの附則第40条（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別

税額控除の特例）についてです。 

 これについては、住宅ローン控除の適用要件の見直しにより、所要の規定を整備する

ものです。具体的には、住宅ローン減税の控除期間１３年間の特例措置について、新型

コロナウイルス感染症の影響による住宅建設の遅延等によって住宅への入居が遅れた場

合でも、定められた期日までに住宅取得契約が行われている等一定の要件を満たしてい

る場合には、特例措置の対象とするよう適用要件を弾力化するものです。 

 以上、簡単ではありますが、島本町税条例の一部改正についての説明を終わらせてい

ただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

伊集院議員  第 79号議案 税条例の一部改正に関わりまして、今回、新型コロナウイルス

感染症にかかる部分においても大きく変更がされています。実質上、現状でわかるかど

うかわからないんですけども、それぞれ、もし本町にとって影響額、出るようでしたら、

その点をお聞かせいただきたいと思います。 

税務課長  今回の改正における影響額でございますが、一番大きいもので固定資産税、こ

れは令和３年度課税への影響でございます。ただ、申請期間もまだ先ということで、あ

と前年の比較する期間が 10月までというようなこともございますので、現時点で件数、

また税収への影響額等については把握することは困難でございます。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 79号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 
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（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 79号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第６、第 80 号議案 島本町手数料条例の一部改正についてを議題といたします。 

 

島本町手数料条例の一部改正について（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第80号議案 島本町手数料条例の一部改正について、ご

説明申し上げます。 

提案理由は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律」の一部改正に伴い、通知カードの再交付手数料を廃止するため、所要の改正を行

うものです。 

通知カードについては、個人番号制度の施行後、全国住民にマイナンバーを通知する

ほか、職場等へのマイナンバー提出時に証明書類としての役割がありました。しかしな

がら、転居時等における記載事項変更の手続きが住民及び市町村職員の双方に負担とな

っており、デジタル化推進の観点から、公的個人認証が搭載されたマイナンバーカード

への移行を早期に促していくため、通知カードの記載事項変更の手続を廃止することに

ついて、昨年、法改正がなされたところです。 

今般、令和２年５月25日付けで政令が施行され、施行期日が確定したことから、「島

本町手数料条例」についても、一部改正するものです。 

具体的な改正内容について､「島本町手数料条例の一部を改正する条例 新旧対照表」

に基づき、ご説明申し上げます。 

別表第１の10の項の「通知カードの再交付」に関する記述を削り、11の項を10の項と

し、12の項から18の項までを１項ずつ繰り上げるものです。 

なお、通知カードの廃止後の対応として、地方公共団体情報システム機構から個人番

号通知書によりマイナンバーが通知されることとなり、また経過措置として、政令の施

行日時点で交付されている通知カードは、その記載に変更がない、または正しく変更手

続きがとられている限りは、マイナンバーの証明書類として利用することが可能となっ

ています。 

以上、簡単ではありますが、島本町手数料条例の一部改正についての説明を終わらせ

ていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

戸田議員  「手数料条例」の一部改正について、質疑を行います。 

  マイナンバー通知カードを廃止されるものと認識しています。島本町における現在の
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マイナンバー交付枚数と交付率を、まず確認させてください。 

  通知カード廃止後も、これまでの通知カードの記載に変更がない、あるいはすでに適

正な変更手続きがなされている場合、今ある通知カードは今後もマイナンバーの証明書

類として利用することができる、ということです。しかし、これは経過措置であるとい

うようなご説明でした。以下、３点問います。 

  経過措置であれば、いつか経過措置が解かれる日が来るということなのでしょうか。

通知カードがマイナンバーの証明書類として利用できない場合、どのような場合に、ど

のような支障が生じると想定できますか。マイナンバーカードを持たない者は、どのよ

うな不利益を被ることになるのでしょうか。 

  以上です。 

健康福祉部長  戸田議員からご質問、４点いただいておりますので、順次ご答弁申し上げ

ます。 

  まず、マイナンバーカードの交付枚数率と交付率でございますが、地方公共団体情報

システム機構が公表しております令和２年６月１日現在の資料によりますと、本町の交

付枚数は 5,325 枚、交付枚数率につきましては約 17.2％となっております。 

  また、続きまして通知カードにつきましては、このたび廃止となりますが、経過措置

でございます。今般、政省令で定められております経過措置に、特に期限は設けられて

おりません。 

  続きまして、通知カードがマイナンバーの証明書類として利用できない場合の支障に

ついてでございますが、マイナンバーの証明書類が必要となる場面といたしましては、

例えば就職いたしました際に、職場へのマイナンバーカードの提出等で活用されている

ということが考えられますが、通知カードがマイナンバーの証明書類として利用できな

い場合におきましても、マイナンバーカード本体を取得していただいたり、あとマイナ

ンバーカード入りの住民票の写しを取得していただくということで、マイナンバーを証

明する書類としては他にもご利用いただけるものがございますので、特に支障は生じな

いものと認識をしております。 

  よって、最後のご質問でございますが、マイナンバーカードを持たない方が被る不利

益についてでございますが、先ほどご説明いたしましたとおり、マイナンバー入りの住

民票の写し等を取得していただくことで、マイナンバーを証明する書類としてご活用い

ただけますので、特段、不利益については生じないものと認識いたしております。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 
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  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

戸田議員  第 80号議案 手数料条例の一部改正について、賛成の立場から、人びとの新し

い歩みを代表して討論を行います。 

  個人番号制度の施行後、すべての住民にマイナンバーを付番し、それを通知・証明す

る役割を担っていた通知カードが廃止されたことにより、再交付手数料を廃止するため

所要の改正を行うものです。その必要性については認めざるを得ないと考え、本議案に

は賛成するものです。しかしながら、通知カードの廃止そのものには必要性を見出すこ

とができかねております。以下のような理由によります。 

  公的個人認証が搭載されたマイナンバーカードの普及が遅々として進んでいない中、

このたびの 10 万円の特別定額給付金には、あえてオンライン申請による方法を選ばない

限り、マイナンバー、すなわち数字もマイナンバーカードも不要であったにも関わらず、

オンライン申請を推奨するような国の姿勢もあり、その影響もあってか、島本町におい

てもマイナンバーカードの交付枚数は若干増加しているというふうに受け止めました。 

  また、マイナンバーカードを利用した消費活性化、マイナポイント事業がこの９月か

ら、マイナポイントの申し込みが７月から始められ、2021年３月末を対象に、キャッシ

ュレス決済額の 25％、上限５千円がマイナポイントとして還元されると認識していま

す。そうまでしなければ普及しなかったのは、必要性に乏しいからと思わざるを得ませ

ん。住民生活に必要不可欠な制度とは思えない番号制度に、基礎自治体に毎年多額の財

政負担と業務を強いています。一体、どれだけの税金を費やし、どこにお金が流れ、今

後も流れていくのかを憂うとき、今、この時期に通知カードを廃止されたということに

は疑義があります。 

  また、今後、マイナンバーがどうなっていくのかを考えるとき、マイキープラットフ

ォームというのですか、何か、そういうプラットフォーム構想というものが示されてお

り、図書館の窓口業務との紐付けなど、導入に際してロードマップに描かれていたもの

が着々と進められていることにも､賛成できかねております。2021 年３月からは、健康

保険証としての利用も予定されています。また、本日の新聞には、マイナンバーカード

と運転免許証の一体化を検討するということも明らかになっております。特別定額給付

金 10万円の支給が遅れていることを理由に、総務大臣がマイナンバーと個人の預貯金口

座を紐付けするという方針を示したことも波紋を呼んでいるわけです。 

  個人情報の一元化や情報の漏えいが懸念される中、内閣府と総務省は「マイナンばぁ

ちゃん」という眼鏡をかけたキャラクターを活用してリーフレットを作成、マイナンバ

ーカードの普及に躍起になっておられます。このたびの通知カードの廃止と、それに伴

う手数料廃止も、その延長線上にあると私は考えております。導入から今日に至るまで、
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マイナンバーの存在意義、費用対効果に疑義があるものの、本議案に関しては廃止する

ということが必要と考え、賛成するものです。 

  以上をもって、賛成の討論とさせていただきます。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

福嶋議員  第 80号議案 島本町手数料条例の一部改正について、自由民主クラブを代表し

て賛成の討論をさせていただきます。 

  本一部改正案については「手数料条例」、今回は通知カードの再発行の手数料を廃止

するための条例変更でございます。通知カードは、中身が変わらない限り、お持ちのも

のはそのまま使えるということもございますし、そしてまた変更とかできないというだ

けの話であって、その場合にはマイナンバーカードへの移行ということが必要かと思い

ますけども、そういう前提を置いての「手数料条例」の改定でございますので、その部

分において議論すべき内容と考えております。 

  以上、賛成討論とさせていただきます。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 80号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 80号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第７、第 81 号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部改正についてを議題といたします。 

 

島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める 

条例の一部改正について（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第81号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型

保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正について、ご説明申し上げます。 

提案理由は、「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準（国

基準）」の一部改正に伴い、所要の改正を行うものです。 

初めに、国基準が本年４月１日に改正された経緯について、ご説明申し上げます。 
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平成27年４月に、国において、幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡

充と質の向上を総合的に推進し、一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる

社会の実現を図ることを目的に、「子ども・子育て支援法」を根拠法とする子ども・子

育て支援新制度が創設されました。当該制度については、法律上、施行後５年を目途と

して、国が、そのあり方に関する見直しを行い、その結果に基づいて所要の措置を講ず

ることとなっています。そして、令和元年度でその５年を迎えることから、国の子ども

・子育て会議において、制度各般に関する課題の整理及び各課題事項に対する検討が行

われ、その結果が、令和元年12月に「子ども・子育て支援新制度施行後５年の見直しに

係る対応方針について」としてまとめられました。 

このたびの国基準の改正は、国の子ども・子育て会議が作成した対応方針において、

連携施設制度のあり方として、「先行利用調整等により卒園後も引き続き教育・保育の

提供を受けることができる場合には、卒園後の受入先確保のための連携施設の確保を不

要とすべきである。」との見解が示されたことを踏まえてなされたものです。そして、

この国基準の改正を受けて、町の基準条例についても、国基準の改正内容に準じた改正

を行うものです。 

改正内容については、「島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例 新旧対照表」、２ページをご覧くださ

い。 

第43条第４項第１号の改正です。町長が、満３歳未満保育認定子どもに関し「引き続

き必要な教育・保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき」は、特定地域型保

育事業者が卒園後の受皿にかかる連携施設を確保することを不要とする旨の規定を加え

るものです。 

これにより、小規模保育事業者等の特定地域型保育事業者は、在籍児童の卒園後の継

続した教育・保育を保障するために、原則として、保育所等の連携施設を確保しなけれ

ばならないものとするところ、町が、先行利用調整など、受皿にかかる連携施設の代替

となり得る措置を講じている場合には、事業者は、この受皿にかかる連携施設の確保に

関する義務が免れるようになるものです。 

なお、町内には、現在、４ヵ所の小規模保育事業所がありますが、いずれの事業所と

も、連携施設を確保することができています。 

その他の改正については、文言の整理で、国基準における用語の表記に合わせるもの

及び条ずれ箇所を直すものです。 

施行期日は、公布の日です。 

以上、簡単ではありますが、島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例の一部改正についての説明を終わらせていただきます。よ

ろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 
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村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

河野議員  第 81 号議案に対しまして、質疑をいたします。82 号議案にも関連することは

あると思いますが、81 号議案として、お訊きさせていただきます。 

  今回について、簡単に言えば小規模保育施設の連携施設の確保ということについての

改正点というふうに認識しておりますが、島本町としては、従前から小規模保育、初め

て整備をされたときに、すでに公立保育所が連携施設となり、３歳以降、当時社会問題

となっておりました、０～１・２の小規模保育に入れても、３歳児になってまた待機児

童になるという社会問題を引き起こさないような対応を、公立保育所として行っておら

れたというふうに記憶しております。 

  今も、それは担保されているということですが、この点について、この条例の一部改

正、上位法が変わることによって、島本町が今、任意というと、ちょっと言葉が足りな

いかも知れませんけども、努力をされてきた、主に公立保育所による連携施設の保障と

いうことについて、他に明文化されているもので現状を維持できるのかと。質問が悪い

ですね。ほかの何か明文化されているものがあって、今回の条例改正があったとしても、

今までとおりの連携施設、あるいは３歳児以上の待機児童を再発させないということに

ついて担保されているものがあるのか、明文化されているものがあるのか、ということ

をお尋ねします。 

教育こども部長  居宅訪問型保育事業者を除く家庭的保育事業者につきましては、連携協

力を行う保育所、幼稚園、また認定こども園を、適切に確保しなければならないことと

いうことが規定をされておるわけでございます。ただいまありました認可基準である連

携施設の確保に関して、町がこれを保障することについてでございますが、契約等で当

該事項について明記しているものは現状ではございません。ただ、小規模保育事業者の

公募の際に、事業開始までに連携施設を確保することということで応募の条件としてお

りますので、条例に定めますとおり、事業者におきまして､現在、連携施設が確保されて

いるものと考えております。 

  以上でございます。 

河野議員  ですので、小規模保育所、「加速化方針」も加わって、今、町内４ヵ所まで拡

がっているというふうに思いますが、今回、請求資料人１から拝察しても、従前の３歳

児で待機児童になってしまうということは起こらせてこなかったということが実績やと

思います。また、大阪府営住宅で初めての小規模保育所が開設され、議員にも視察をさ

せていただいたときに、当時の、この小規模保育所の経営者の方が、他団体で同じよう

な小規模保育所を経営してきたけれども、島本町においては公立保育所が連携施設とし

て保障していただいているということがあって、約束していただいていると。そういう

ことで、２歳になったときに、小規模保育所の保育職員として３歳児以上の保育所を､
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一緒に探したり電話を掛けたり、そういった苦労をしてきたけど、島本町ではそういっ

た苦労が全くする必要がないというのがね、一番、大きな安心だということをおっしゃ

っていたということを、今でも記憶しております。 

  ですので、それはそうとして、公募の際に、連携施設を確保することと書いているわ

けですから、この上位法については、それが必要ないというふうな流れになっていると

いうことでは、ちょっと島本町の実態としてどうなるんだろうという不安はぬぐい去れ

ません。 

  加えて、次の質問ですけれども、これからの島本町の「加速化方針」に沿った保育所

整備の有り様というのは、新設の保育所はほぼ０歳児から５歳児まで、寸胴型の同じ定

数で、そのまま入所した人数で年齢が持ち上がっていくという、特に第四保育所などは

そのようになっております。従前は、０歳～３歳以上児になると入所児童数の認可定員

を増やして、３歳児からの入所数が増えるというふうなすり鉢状の定員構成になってい

ましたので、小規模保育所の卒園児さんを受け止めるだけの余力があったということに

なりますが、これから第四保育所などが、この寸胴型の認可定員になることによって、

小規模保育所のお子さんを３歳から受け入れるというベースが減っていくと。あとはだ

から第二保育所か、山崎保育園か、高浜学園ぐらいで、あとはほぼ０歳児からの待機児

童を受け入れるべく寸胴型の認可定員の保育所が、ほぼ、多く存在することになります。 

  その点について、やはり、この連携施設ということについて､しっかりと明記し、ちょ

っとご苦労はありますけれども、小規模保育所のほうでもそのような努力をしていただ

くということを前提にしておかなければ、３歳児になって待機児童が起こるということ

が、逆に島本で起こりかねないというふうに憂慮しております。その点は、いかがでし

ょうか。 

教育こども部長  まず、前にいただきました連携施設が必要ない、ということではござい

ません。今回の内容につきましても、先進自治体が実施する先行利用調整のような有効

な取り組みを明確化して、卒園後の受け入れ先確保を目的に基準の見直しが行われたと

いうことを、まず付け加えさせていただきたいと思います。 

  そして、ただいまありました歳児ごとの定員設定を同一といたしますことから、卒業

後の受け皿にかかる連携施設として町立保育所としての機能、これは移転前の状況と比

べますと、確かに縮小することとなります。しかしながら、小規模保育事業所の卒園児

については、利用調整におきましても、連携施設以外の施設への入所を希望する場合に

は加点を行う、このような優先利用の対象としております。また、今後、認定こども園

も２ヵ所整備されますことによりまして、現行の連携施設における受け入れ枠が減った

ことをもって、当該卒園児がいずれの施設にも入所できず、継続した保育が提供されな

くなるという事態に陥ることはないものと認識をいたしております。 

  参考まで申し上げますと、第四保育所の新規受け入れを中止した本年度におきまして、
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昨年度に小規模保育事業所を卒園したのが 18 人、連携施設へ入所されたのが 14人、連

携施設以外の施設への入所が４人ということでございます。３年間を平均しましても、

大体 53％ぐらいの方が連携施設に行かれて、それ以外は連携施設以外のところに行かれ

ておるという状況を考えましても、今現在のこの４ヵ所を維持した形の小規模保育事業

所の状況であれば、連携施設で対応は可能というふうに考えております。 

  以上でございます。 

村上議長 この際、暫時休憩いたします。 

（午前 10時 58 分～午前 11時 15 分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

  ほかに質疑ありませんか。 

戸田議員  町長が、必要な保育が提供されるよう「必要な措置を講じているとき」は、特

定地域型保育事業者が、３歳未満保育認定こどもに対し卒園後の受け皿となる連携施設

の確保を不要とする旨の規定を加える、とのことです。これにより事業者は、町が先行

利用調整の後、受け皿となる連携施設の代わりとなり得る措置を講じている場合、連携

施設の確保の義務から逃れることにもなりかねるのではないかと思っております。 

  それはともかく、まず、ここで言う「先行利用調整」とは、具体的にどのようなもの

で、島本町においてどのように行われているのか、ご説明ください。 

教育こども部長  先行利用調整でございます。「先行利用調整」とは、翌年度の入所募集

を行うにあたって、他の一般受付よりも先に、家庭的保育事業所等を利用する２歳児の

みを対象に入所手続きを行う方法のことを言います。 

本町では、先行利用調整等の手法は取っておりませんが、現在のところ、小規模保育

事業所の卒園児が保育所への入所申し込みをするにあたりまして、連携施設については

優先的に入所が可能となっております。また、連携施設以外の保育所に入所を希望され

る場合には、利用調整時に加点をすることによりまして、当該卒園児が引き続き保育の

提供を受けられるように対応しているところでございます。 

  以上でございます。 

戸田議員  つまり、本町においては現状では先行利用調整の必要性がないと、それ以外の

対応で足りているというご答弁だったと思います。 

  「子ども・子育て支援法」の施行後５年を目途に国が行った見直しは、事業者にとっ

て、より都合が良いものとなっているようでは困ります。子どもの視点から考えなけれ

ばなりません。現在、町内４ヵ所の小規模事業所においては、いずれも連携施設を確保

できていますが、今後、新たな事業所を公募することになった際、募集要項で連携施設

の確保をこれまで同様に条件にすることは可能なのでしょうか。先ほどの他の議員の質

疑によりまして、島本町の今後の歳児の定員数のあり方と、そして、この小規模事業所

の全体の数、総数、これらは非常に密接に関わるということが明らかになっております。
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その辺りも含めて、ご答弁をお願いいたします。 

教育こども部長  連携施設につきましては、居宅訪問型保育事業者を除く家庭的保育事業

者については、適切に確保しなければならないということで明確に規定をされておると

ころでございまして、しかしながら、全国的に見ますと、連携施設につきましては、保

育支援、代替保育、卒園児の受け入れという機能が三つありますが、その三つをすべて

満たしている連携施設を確保しているところが、平成 30 年４月１日現在で、全国で 46

％しかないというのが現状でございます。ただ、本町におきましては、先ほど来ご答弁

させていただいておりますように、４小規模保育所とも連携施設が確保できているとい

うところでございます。 

  平成 30年 11月に策定をいたしました「保育基盤整備加速化方針」におきましては、

小規模保育事業所の整備予定は、現在運営中の４事業所のみとなっております。現時点

におきましては、新たに小規模保育事業所を整備する予定はございません。これら４事

業所の募集にあたりましては、当然のことながら、連携施設の確保を前提として事務を

進めてまいったところでございます。今後、整備する第二幼稚園の跡地・島本里山認定

こども園、また役場前の新第四保育所、そして旧第四保育所跡地の民間認定こども園に

つきましては、近年の保育ニーズの傾向を踏まえ、歳児ごとの定員を同数の設定として

まいりたいと考えておりますことから、小規模保育事業所卒園児の受け皿となることは

難しいものということは間違いございません。 

  いずれにいたしましても、今後、新たな小規模保育事業所の整備が必要となった際に

は、町内すべての保育施設の歳児ごとの定員を踏まえて、適切に対応していく所存でご

ざいます。先ほど申しましたように、令和３年４月、前の保育所、そして（仮称）里山

認定こども園ができますが、４小規模保育事業所の卒園児の見込みが 19人、そして連携

施設の受け皿となるのが 17人ということで、その部分では、今の４施設については何ら

かの対応が必ず可能であろうというふうに考えておりますので、先ほど申しましたよう

な寸胴型の定員設定としたとしても、４施設の小規模保育事業所を維持するのであれば、

連携施設の体制に問題はないものと考えております。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

中田議員  第 81号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す
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る基準を定める条例の一部改正について、人びとの新しい歩みを代表して､賛成の立場か

ら意見を述べます。 

  今回の改正は、町長が先行利用調整等で利用者の教育・保育の提供がされるよう措置

を講じる場合は、特定地域型保育事業者が卒園後の受け皿となる連携施設を確保する義

務がなくなるというものです。これらの改正については、今後においても利用者にとっ

ての保育の質や保育の提供体制に大きな影響が出ないものと考え、賛成の討論とします。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 81号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 81号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第８、第 82 号議案 島本町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正についてを議題といたします。 

 

島本町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部改正について（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第82号議案 島本町家庭的保育事業等の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部改正について、ご説明申し上げます。 

提案理由は、「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（国基準）」の一部改

正に伴い、所要の改正を行うものです。 

初めに、国基準が本年４月１日に改正された経緯について、ご説明申し上げます。 

このたびの国基準の改正も、先ほどの「島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正について」に関する説明の中で述べ

たことと同じように、国の子ども・子育て会議が作成した対応方針において、連携施設

制度のあり方のほか、居宅訪問型保育事業の運用のあり方として､「保護者の疾患や障害

等により養育を受けることが困難な乳幼児に対する居宅訪問型保育の実施については、

現行の家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成26年厚生労働省令第61号）

第37条第４号により現在でも可能であるが、今般、居宅訪問型保育事業者はそのような
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乳幼児に対する保育の提供が可能であることを、同省令上明確化すべきである。」との

見解が示されたことを踏まえてなされたものです。そして､この国基準の改正を受けて、

町の基準条例についても、国基準の改正内容に準じた改正を行うものです。 

改正内容について、「島本町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例 新旧対照表」、１ページをご覧ください。 

１点目、第８条第４項第１号の改正です。 

町長が、利用乳幼児に関し、「引き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な

措置を講じているとき」は、家庭的保育事業者等が卒園後の受皿にかかる連携施設を確

保することを不要とするものです。 

なお、この改正は、先ほどの「島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準を定める条例」の一部改正におけるものと同じ趣旨のものです。 

２点目、第39条第４号の改正です。 

居宅訪問型保育事業について、保護者の疾患や障害等により養育を受けることが困難

な乳幼児に対して保育を提供することが可能であることを明確化するものです。 

なお、町内には、現在、居宅訪問型保育事業の認可事業者はありません。 

その他の改正については、文言の整理です。 

施行期日は、公布の日です。 

以上、簡単ではありますが、島本町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正についての説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いた

だき、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

戸田議員  保護者の疾病や障がいなどにより、養育を受けることが困難な乳幼児に対する

居宅訪問型保育について、現行でも可能であるが明文化すべきである、という見解が国

より示されたとのことです。 

  居宅訪問型保育は地域型保育事業の一つで、ベビーシッターや保育士が子どもの自宅

を訪問し、１対１のマンツーマンを基本として保育を行うものですが、残念ながら、町

内には現在認可事業者がなく、それはすなわち島本町の子どもは居宅訪問型保育事業を

受けられないということになるかと思いますが、この認識に間違いはありませんか。 

教育こども部長  はい、間違いございません。 

戸田議員  認可保育施設への入園待機児童を解消するための緊急対策として居宅訪問型保

育事業、すなわち家庭での保育を実施されている自治体もあるようです。先ほど申し上

げたように、保護者の疾病や障がいなどにより養育を受けることが困難な乳幼児に対す

る居宅訪問型保育があれば、どれだけ良いかという思いと、さらに、こういった待機児

童対策というところまで行っているという、この辺りについて、そういう認識のもと、
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問います。 

  島本町において、保護者の疾病や障がいなどにより養育を受けることが困難な乳幼児、

あるいは緊急対策として待機児童への居宅訪問型保育事業の実施を可能にするには、町

として、どのようなことを行う必要があるのでしょうか。 

教育こども部長  再度のお尋ねでございます。認可保育事業の一つである居宅訪問型保育

事業につきましては、基準条例上、１対１で保育をする必要があること、また当該事業

の対象とする子どもが障害や疾病の程度により集団保育が困難である児童、また保護者

が深夜業に従事しているなどにより通常の保育所で受け入れ難い児童など、特殊な状況

下である児童であるといった事情等から、当該事業を運営する事業者につきましては、

これは平成 28 年４月、ちょっと前の情報ではありますが、全国でも９事業所しかござい

ません。大阪府では、全く事業者がないという状況でございます。このため、本町にお

いて居宅訪問型の保育事業を実施するのは、直営も含め、非常に困難であると認識いた

しておるところでございます。 

  ご指摘のありました、保護者が疾患等で保育が困難である児童につきましては、保育

所等での受け入れの他、急を要する場合や一時的な事由のものについては一時保育、ト

ワイライト、ショートステイなどもあり、今、基盤整備を含め、引き続き各種保育サー

ビスにおいて対応してまいりたいと考えておるところでございます。 

  待機児童の緊急対策としての居宅訪問型保育事業の実施につきましては、先ほど申し

上げました当該事業の性格を踏まえますと、現実的とは言えませんので、「加速化方針」

に基づく施設整備を計画的に進めることで、待機児童の速やかな解消を図ってまいりた

いと考えております。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

河野議員  第 82 号議案 島本町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正について、日本共産党・河野より賛成の討論を行います。 

  従うべき基準ということでの改正であり、また島本町内に当該の居宅訪問型の保育事

業をされる事業所がないということにおいては、正直言いまして、実態というものが見

えにくいというものもありますが、ただ、先ほどの部長の答弁により、また議員におい

ては皆さんご存じのとおり、島本町内には大きな児童養護施設があり、乳児院もある。
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そして乳児院に併設という形で、こひつじ保育園という施設内の保育所も持っておられ

るということもあり、従前から保護者、特に母親が障がいや急病の際のショートステイ

やトワイライトステイなどについては、町内にそういった児童養護施設があるというこ

とで、かねてから相談などはそちらに繋いでいただいたりということで、対応していた

だいたのではないかなというふうにも思っております。 

  とは言え、急なそういった疾病や､病気の際に家庭訪問などで対応してくださるとい

う、言わばベビーシッターさんというものについては、現時点では非常に高い利用料を

使って来ていただくということにもなります。私自身も保育所に預けているときに、病

後児保育がないということで、５回ほどベビーシッターを使ったことがありますが、確

かに 24 時間、いつでも電話をすれば来てくださるということではありますが、非常に高

額であり使えないということが、０～１・２においてはとても使えないというような実

態もございますので、そういった実態について、今後、子ども・子育て会議などでも把

握をしていただき、ただ島本町においては、こういった児童養護施設という児童福祉施

設があるということによって、隙間のない対応はかつてできていたのではないかなとい

うことで、そういった面での福祉制度の子育て世代への情報提供なども、鋭意努力をし

ていただくということを重ねて要望いたしまして、本条例には賛成といたします。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 82号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 82号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第９、第 83 号議案 島本町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部改正についてを議題といたします。 

 

島本町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部改正について（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第83号議案 島本町放課後児童健全育成事業の設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部改正について、ご説明申し上げます。 
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提案理由は、「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（国基準）」の

一部改正に伴い、所要の改正を行うものです。 

改正内容については、「島本町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例 新旧対照表」をご覧ください。 

第12条第３項の改正です。 

放課後児童支援員として認められるために必要な認定資格研修の修了要件に関し、こ

れまでの都道府県知事または政令指定都市の長が行う研修に加え、中核市の長が行う研

修についても要件を満たすものとするものです。 

現在、本町で行われる放課後児童健全育成事業、本町でいう学童保育事業の運営につ

いては、本条例に定める基準に従って行われることとなっています。そして、その基準

のうち職員に関する基準として、条例では、支援の単位ごとに「放課後児童支援員」を

最低でも１人置くことを義務付けています。学童保育室で勤務する指導員をこの放課後

児童支援員に位置付けるためには二つの要件を満たす必要があり、一つは、教員免許ま

たは保育士資格を有する者、大学等で所定の学科を修めた者、一定年数以上の実務経験

がある者などのいずれかに該当する者であること。そして、もう一つは、都道府県知事

または政令指定都市の長が行う「放課後児童支援員認定資格研修」と呼ばれる所定の研

修を修了した者であることとなっています。 

この認定資格研修の修了要件に関して、これまでは都道府県知事及び政令指定都市の

長のみが研修を行うことができていたところ、研修の受講機会の拡大が図られ、本年度

から中核市の長も研修を行うことができることとなりました。これに伴い、国基準にお

いて、中核市の長が行う認定資格研修を修了した者についても放課後児童支援員に位置

付けられるよう改正がなされたことから、本町においても､同様の改正を行うものです。

 施行期日は、公布の日です。 

以上、簡単ではありますが、島本町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部改正についての説明を終わらせていただきます。よろしくご審

議いただき、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

岡田議員  83号議案になりますが、この議案の中におきましては、放課後児童支援員を最

低でも１人置くことが義務づけられているということが明記されておりますが、この島

本町におきましては、今まで、この研修を受けるのは都道府県知事あるいは政令指定都

市の長ということになっておりますが、今回の条例改正におきましては中核市の長が行

うというように、今回の条例改正で変わっているかと思うんですけども、今まで大阪府

のほうに研修を受けに行かれている方も何人かいらっしゃると思うんですけれども、現

在までに、この研修を受けられた方というのは何人ぐらいいらっしゃって、今後、まだ
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これから受けられるという方は何人残っていらっしゃるのでしょうか。 

  それとあわせまして、今まで大阪府に出かけてたのを、中核市の長でもいいというこ

とになりますと、例えばお隣の高槻であれば中核市ですので、そこの長さんというか市

長さんが研修をされるとなった場合は、大阪府まで出向いていかなくても高槻市のほう

で、近くでもこの研修を受けることができて、その資格を受けることができるというこ

とですが、この辺のことを島本町として今後、どのように考えていらっしゃるのでしょ

うか。お聞きしましたら、大阪府に出かけるにしても４日間ぐらい研修の日にちがある

等も聞いておりますし、この辺の負担というのも島本町が負担されているということも

聞いておりますが、高槻市でされると、この負担額も少なくなるのではないかなと思う

んですが、この辺は、どのようにお考えでしょうか。 

教育こども部長  放課後児童支援員、この制度ができましたのが平成 27 年４月からという

ことで、当初は都道府県知事が主催する研修を受講するとなっておりました。それが、

平成 31 年４月からは政令指定都市の研修を受講する者も対象になる。そして今回、令和

２年４月からは中核市の研修も対象となるとなったところでございます。 

  現時点で、研修を受講した者、受講して、今、放課後児童支援員として位置づけてお

る者が 24人でございます。そして令和２年度の受講対象者としては、７名対象となりま

すが、そのうちの５名を、今回、受講予定といたしております。また中核市、お隣の高

槻市さんでありますとか、この４月からは吹田市さんが中核市になられました。当然の

ことながら、大阪府の研修会場までの交通費やテキスト代等は公費で支出しております

ので、近隣でやっていただいて、そこに参加させていただくというのが、公費支出の面

からも望ましいものというふうに考えております。当然、ここにかかっては、やはり中

核市であります高槻市さんや吹田市さんが実施されるのかどうかというところにかかっ

てくるというふうに考えております。 

  今現時点で聞き及んでいる範囲では、今年度、高槻市さんや吹田市さんの中では、や

はり大阪府のほうの研修に行くということで、中核市としての実施は行わないというふ

うに聞いておりますが、今後、もし、そういうふうな研修の機会を設けられたときには

市さんと調整をして、参加させていただけるように調整していきたいと思っております。 

  以上でございます。 

岡田議員  よくわかりました。令和２年度に関しましては、７人中５人が受講されるとい

うことをお聞きしましたが、この７人中というのは、この人数で、全員が受講されると

いうことになるんですか。全体的な人数の中では何人の方が、まだ受講ができていない

方というのは、何人ぐらい残られているんでしょうか。 

教育こども部長  放課後児童支援員になるためには規定された資格を有していることと、

この研修を受講いただくことというふうになっております。今、私ども考えますのは、

学童保育室長、そして学童保育室の主任指導員や指導員、この方々を中心に､まずは受講
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していただくべきというふうに考えておりますので、この方々の対象となるべきところ

が残り７人程度おられると。本来なら、あと８人なんですが、１人欠員が出ておるので、

現在、補助員を充てておることで、今、７人というふうにお伝えをさせていただいたと

ころでございます。可能な限り、放課後児童支援員を増やしていきたいと考えておりま

すので、今後も必要な人数を確保すべく、研修受講の機会を設けていきたいと考えてお

ります。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 83号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 83号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第 10、第 84 号議案 島本町消防団員等の公務災害補償条例の一部改正について

を議題といたします。 

 

島本町消防団員等公務災害補償条例の一部改正について（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第84号議案 島本町消防団員等公務災害補償条例に関す

る条例の一部改正について、ご説明申し上げます。 

提案理由は､非常勤消防団員等に係る損害賠償の基準を定める政令の一部改正に伴い、

所要の改正を行うものです。 

議案の概要については、社会情勢に鑑み、消防団員の処遇改善を図る観点から、補償

基礎額の引上げを行い、「民法」の法定利率が改定されたことに伴い、利率について所

要の改正を行うものです。 
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具体的な改正内容について、「島本町消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する

条例 新旧対照表」に基づき、ご説明申し上げます。 

１点目、消防団員の補償基礎額についての改正です。１ページの第５条第２項第１号

の規定により、消防団員の補償基礎額を階級及び勤務年数ごとに区分し、４ページの別

表に定めており、当該基礎額をすべての区分において、それぞれ引き上げるものです。 

２点目､消防作業従事者等の補償基礎額についての改正です｡１ページの第５条第２項

第２号に消防作業従事者等の補償基礎額を定めており､当該基礎額を､8,800円から8,900

円に引き上げるものです。 

３点目、障害補償年金前払一時金及び遺族補償年金前払一時金の算定にかかる利率に

ついての改正です。３ページの附則第１条の４及び附則第２条に規定されている利率に

ついて、「民法」に規定する法定利率が改正されたことに伴い、「100分の５」から「事

故発生日における法定利率」に改めるものです。 

その他の改正については、略称規定を設ける等の文言の整理です。 

施行期日は、公布の日です。 

以上、簡単ではありますが、島本町消防団員等公務災害補償条例に関する条例の一部

改正についての説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜り

ますようお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 84号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 84号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第 11、第 85号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号）から第 89号
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議案 令和２年度島本町大字大沢財産区特別会計補正予算（第１号）の５件を一括議題

といたします。 

  なお、本案５件は一括質疑とし、討論、採決は、それそれぞれ議案ごとに行いたいと

思いますので、あらかじめご了承願っておきます。 

 

令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号）（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第85号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３

号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については､新型コロナウイルス感染症対策に伴う町独自施策の実施、

各種イベント等事業の変更・中止及び小中学校への情報機器購入、その他人件費の補正

等について、提案するものです。 

それでは、順次ご説明申し上げます。 

第１条は、歳入歳出予算の総額に、それぞれ１億9,807万９千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を167億4,785万２千円とするもので、款項別の内容については、85の３ページ

からの「第１表歳入歳出予算補正」にお示ししているとおりです。 

85の８ページです。「第２表 債務負担行為補正」についてです。 

内容については、自治体クラウド改修業務委託で、本議案書末尾に添付している「債

務負担行為に関する資料」に記載のとおりです。 

85の９ページです。「第３表 地方債補正」についてです。 

「社会教育施設整備事業債」については、新型コロナウイルス感染症に伴い不急の事

業を見直し、旧キャンプ場撤去事業を延期することとしたことから、地方債を廃止する

ものです。 

続きまして、歳入歳出補正予算の内容について、歳入歳出補正予算事項別明細書によ

り、ご説明申し上げます。 

85の12ページからの「歳入」です。 

第15款 国庫支出金、第１項 国庫負担金、第１目 民生費国庫負担金657万円の増額

については、低所得者に対する介護保険料軽減及び「生活困窮者自立支援法」に基づく

必須事業、「生活保護法」に基づく就労支援事業の人件費が交付されるものです。 

次に、第２項 国庫補助金、第１目 総務費国庫補助金 890万８千円の増額について

は、国外転出者によるマイナンバーカード等の利用にかかる住民基本台帳システム及び

戸籍附票システムの改修費用が交付されるものです。次に、第２目 民生費国庫補助金

１億8,996万１千円の増額については、日常生活支援施設委託制度創設に伴う生活保護シ

ステムの改修費用、新型コロナウイルス感染症対策用消耗品・備品購入費及び第二幼稚

園跡地に整備する認定こども園の整備費が交付されるものです。次に、第５目 教育費

- 137 -



国庫補助金8,201万５千円の増額については、臨時休業期間中の学校給食費返還に伴う補

助及び町立小中学校のＩＣＴ整備にかかる情報機器等購入費用が交付されるものです。 

次に、第16款 府支出金、第１項 府負担金、第１目 民生費府負担金601万４千円の

増額については、低所得者に対する介護保険料軽減費用及び幼児教育・保育の無償化に

伴う費用が交付されるものです。 

次に、第２項 府補助金、第２目 民生費府補助金25万円の増額については、新たに

子ども食堂が町内に１ヵ所開設されたことに伴い、対象経費が交付されるものです。次

に、第８目 教育費府補助金3,379万２千円の増額については、第二幼稚園跡地に整備す

る認定こども園の整備費が交付されるものです。 

次に、第19款 繰入金、第１項 特別会計繰入金、第１目 大字大沢財産区特別会計

繰入金266万７千円の増額については、大字大沢財産区に地役権設定にかかる補償金の収

入があったことから、その２割に当たる額を一般会計に繰り入れるものです。 

次に、第２項 基金繰入金、第２目 財政調整基金繰入金１億2,489万８千円の減額に

ついては、財源調整として減額するものです。 

次に、第20款 諸収入、第５項 雑入、第４目 雑入500万円の減額については、新型

コロナウイルス感染症により、温暖化対策普及啓発事業を中止するものです。 

次に、第21款 町債、第１項 町債、第６目 教育債220万円の減額については、旧キ

ャンプ場撤去事業の延期に伴い、減額するものです。 

続きまして、85の15ページからの「歳出」です。 

人件費については、各費目にわたることから、最後に説明いたします。 

第２款 総務費、第１項 総務管理費、第１目 一般管理費1,500万３千円の減額のう

ち、第12節 委託料94万円の増額、第13節 使用料及び賃借料23万１千円の減額、第18

節 負担金、補助及び交付金８万円の減額については、新型コロナウイルス感染症に伴

う事業内容の見直し、中止等によるものです。次に、第４目 電算処理費1,173万７千円

の増額については、自治体クラウド改修業務及び関連備品の購入並びに契約金額の確定

によるものです。次に、第７目 広報費５万６千円の減額及び第８目 自治推進費５万

１千円の減額については、新型コロナウイルス感染症に伴う事業中止によるものです。

次に、第11目 人権文化センター費３千円の増額については、本年３月までに納入され

た人権文化センター貸館対象施設の使用許可にかかる使用料について、４月以降の使用

許可取消し分を還付するものです。 

次に、第３項 戸籍住民基本台帳費、第１目 戸籍住民基本台帳費1,288万３千円の増

額のうち第12節 委託料604万４千円の増額については、住民基本台帳システムを社会保

障・税番号制に対応させるため改修するものです。 

次に、第３款 民生費、第１項 社会福祉費、第１目 社会福祉総務費125万７千円の

増額のうち第10節 需用費７万７千円の増額については、新型コロナウイルス感染症の
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拡大防止のため身体障害者福祉協会など福祉関係団体にマスク及び消毒液を配布するも

の、第18節 負担金、補助及び交付金25万円の増額については、新たに町内に開設され

た子ども食堂に補助するもの並びに第19節 扶助費164万４千円の増額については、住居

確保給付金の対象者増によるものです。次に、第４目 高齢者福祉費30万８千円の増額

については、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、年長者クラブなど福祉関係

団体にマスク、消毒液を配布するものです。次に、第７目 介護保険費1,110万７千円の

増額のうち介護保険低所得者保険料軽減繰出し1,067万４千円の増額については、低所得

者に対する介護保険料軽減を実施するものです。 

次に、第２項 児童福祉費、第５目 児童手当費1,592万６千円の増額のうち第10節 

需用費３万円の増額、第11節 役務費１万７千円の増額及び第18節 負担金、補助及び

交付金1,375万円の増額については、町独自事業として、４月28日以降に出生した児童に

対し５万円を支給する新生児臨時特別給付金を実施するもの並びに第12節 委託料212

万９千円の増額については、児童手当システムを社会保障・税番号制度に対応させるた

め改修するものです。 

次に、第３項 生活保護費、第１目 生活保護総務費131万４千円の増額のうち第12

節 委託料66万円の増額については、日常生活支援施設への委託制度が創設されたこと

に伴うシステム改修です。 

次に、第４款 衛生費、第２項 環境衛生費、第２目 環境保全費500万円の減額につ

いては、新型コロナウイルス感染症に伴い、ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ普及啓発業務を中

止するものです。 

次に、第７款 土木費、第５項 住宅費、第１目 住宅管理費25万２千円の増額につ

いては、緊急事態宣言が解除されたことに伴い、町営住宅集会所の貸し館を再開するた

め、所定のガイドラインに基づき消毒作業等を行うものです。 

次に、第９款 教育費、第１項 教育総務費、第２目 事務局費959万３千円の増額の

うち、第10節 需用費20万９千円の減額については新型コロナウイルス感染症に伴い「夢

・ＷＯＲＫ・わく ウィーク」を中止するもの並びに第18節 負担金、補助及び交付金 

690 万１千円の増額については臨時休業期間中の学校給食費を返還するもの及び就学援

助認定世帯に児童・生徒１人当たり３万円、以降１人ごとに１万円を支給する臨時特別

給付金を実施するものです。次に、第４目 放課後子ども支援費250万７千円の増額につ

いては、新型コロナウイルス感染症に伴い、体温計、消毒液、空気清浄機等を購入する

ものです。 

次に、第２項 小学校費、第２目 教育振興費１億945万８千円の増額及び第３項 中

学校費、第２目 教育振興費4,191万６千円の増額については、新型コロナウイルス感染

症の第２波・第３波に備え、町立小・中学校でオンライン授業体制を構築するため、令

和５年度までに整備予定であった１人に１台の端末を前倒しで整備し、また、通信環境
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等の整っていない家庭に対し貸与するモバイルルータを整備するものです。 

次に、第３項 中学校費、第１目 学校管理費38万円の減額については、生徒数に基

づく嘱託医の必要配置数が確定したものです。 

次に、第５項 社会教育費、第１目 社会教育総務費89万９千円の増額のうち、第18

節 負担金、補助及び交付金１８０千円の減額については、青少年協会が社会教育関係

団体の認定申請をされなかったことによるものです。次に、第２目 青少年費339万１千

円の減額のうち、第７節 報償費34万３千円の減額及び第12節 委託料298万９千円の減

額、第３目 文化財保護費125万１千円の減額のうち第10節 需用費38万５千円の減額及

び第18節 負担金、補助及び交付金50万円の減額、第４目 歴史文化資料館管理費４万

９千円の減額、第６目 生涯学習費４万円の減額、第７目 図書館費２万円の減額並び

に第８目 スポーツ推進費161万８千円の減額については、新型コロナウイルス感染症に

伴い、事業の中止、不急の事業見直しによるものです。 

次に、第11款 公債費、第１項 公債費、第１目 元金1,590万円の増額及び第３目 

公債諸費24万円の増額については、第三小学校Ａ棟建替事業にかかる町債について、令

和元年度借入分にかかる出来高がなかったことから繰上償還を行うもの及びその加算金

です。 

次に、人件費についてです。 

第１節 報酬については、議員の暫定減額に伴う減、会計年度任用職員にかかる令和

元年度人事院勧告に準ずる改定差額等です。次に、第２節 給料及び第４節 共済費に

ついては、副町長不在による減、町長・教育長の暫定減額に伴う減、令和２年４月人事

異動の反映等によるものです。次に、第３節 職員手当等については、令和元年度人事

院勧告に準ずる改定差額等です。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号）について

の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願

い申し上げます。 

 

令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第86号議案 令和２年度島本町国民健康保険事業特別会

計補正予算（第２号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、国民健康保険システム改修にかかる委託料及び人事異動

等に伴う人件費にかかる補正です。 

第１条は、歳入歳出予算の総額から、それぞれ106万８千円を減額し、歳入歳出予算の

総額を35億4,853万２千円とするもので、款項別の内容は、86の３ページからの「第１表

 歳入歳出予算補正」にお示ししているとおりです。 

- 140 -



それでは、事項別明細書に沿って、ご説明申し上げます。 

86の７ページの「歳入」です。 

第５款 繰入金、第１項 一般会計繰入金、第１目 一般会計繰入金106万８千円の減

額については、本年４月の人事異動等に伴う人件費の減額、国保システム改修にかかる

委託料の増額に伴うものです。 

次に、86の８ページの「歳出」です。 

第１款 総務費、第１項 総務管理費、第１目 一般管理費111万９千円の減額につい

ては､人事異動等に伴う人件費の減額及び国保システム改修にかかる委託料の増額です。 

次に、第１款 総務費、第２項 徴収費、第１目 徴収総務費４万円の増額、第５款 

保健事業費、第１項 特定健康診査等事業費、第１目 特定健康診査等事業費１万１千

円の増額については、会計年度任用職員にかかる令和元年度人事院勧告に準ずる改定に

伴い、それぞれ不足が見込まれるため増額を行うものです。 

以上、簡単ではありますが､令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第

２号）の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 

令和２年度島本町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）（案）説明 

 

 それでは、引き続きまして、第87号議案 令和２年度島本町後期高齢者医療特別会計

補正予算（第１号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、人事異動等に伴う人件費にかかる補正です。 

第１条は、歳入歳出予算の総額から、それぞれ170万円を減額し、歳入歳出予算の総額

を５億858万１千円とするもので、款項別の内容は、87の３ページからの「第１表 歳入

歳出予算補正」にお示ししているとおりです。 

それでは、事項別明細書に沿って、ご説明申し上げます。 

87の７ページの「歳入」です。 

第３款 繰入金、第１項 一般会計繰入金、第１目 事務費繰入金170万円の減額につ

いては、人事異動等に伴う事務費繰入金の減額です。 

次に、87の８ページの「歳出」です。 

第１款 総務費､第１項 総務管理費、第１目 一般管理費170万円の減額については、

先ほど歳入でもご説明申し上げました、人事異動等に伴う人件費の減額です。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町後期高齢者医療特別会計補正予算（第

１号）の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますよ

うお願い申し上げます。 
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令和２年度島本町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第88号議案 令和２年度島本町介護保険事業特別会計補

正予算（第１号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、第１号被保険者保険料にかかる低所得者軽減強化に伴う

歳入の補正及び人事異動等に伴う人件費の補正です。 

第１条は、歳入歳出の総額に、それぞれ153万１千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

27億6,253万１千円とするもので、款項別の内容は、88の３ページからの「第１表 歳入

歳出予算補正」にお示ししているとおりです。 

それでは、事項別明細書に沿って、ご説明申し上げます。 

88の７ページからの「歳入」です。 

第１款 介護保険料、第１項 介護保険料、第１目 第１号被保険者保険料1,067万４

千円の減額については、第１号被保険者保険料の低所得者軽減強化に伴い、保険料現年

度分を減額するものです。 

次に、第３款 国庫支出金、第２項 国庫補助金、第２目 地域支援事業交付金52万

３千円の増額、第５款 府支出金、第２項 府補助金、第１目 地域支援事業交付金26

万２千円の増額、第７款 繰入金、第１項 一般会計繰入金、第２目 地域支援事業繰

入金26万２千円の増額については、人事異動等に伴う人件費の増により、国、府及び町

負担分をそれぞれ増額するものです。 

次に、第７款 繰入金、第１項 一般会計繰入金、第３目 職員給与費等繰入金13万

７千円の増額については、人事異動等に伴う人件費の増により増額するものです。 

次に、第７款 繰入金、第１項 一般会計繰入金、第４目 低所得者保険料軽減繰入

金1,067万４千円の増額については、第１号被保険者保険料の低所得者軽減強化に伴い、

低所得者保険料軽減繰入金を同額増額するものです。なお、繰入金の財源については、

国２分の１、府４分の１、町４分の１となっています。次に､第７款 繰入金、第１項 

一般会計繰入金、第５目 その他一般会計繰入金３万４千円の増額については、会計年

度任用職員にかかる令和元年度人事院勧告に準ずる改定に伴い増額を行うものです。 

次に、第７款 繰入金、第２項 基金繰入金、第１目 介護保険給付準備基金繰入金31

万３千円の増額については、人事異動等に伴う人件費の増額に伴う第１号被保険者保険

料負担分の増額です。 

次に、88の９ページの「歳出」です。 

第１款 総務費、第１項 総務管理費、第１目 一般管理費13万７千円の増額につい

ては、先ほど歳入でもご説明申し上げました人事異動等に伴う人件費の増額です。 

次に、第１款 総務費、第２項 介護認定審査会費、第１目 介護認定審査会費につ

いては、会計年度任用職員にかかる令和元年度人事院勧告に準ずる改定に伴い、増額を
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行うものです。 

次に、第３款 地域支援事業費、第３項 包括的支援事業費、第１目 包括的支援事

業費136万円の増額については、先ほど歳入でもご説明申し上げました人事異動等に伴い

人件費を増額するものです。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町介護保険事業特別会計補正予算（第１

号）の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますよう

お願い申し上げます。 

 

令和２年度島本町大字大沢財産区特別会計補正予算（第１号）（案）説明 

 

それでは、引き続きまして､第89号議案 島本町大字大沢財産区特別会計補正予算（第

１号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、令和元年度に大字大沢財産区の財産に対し、関西電力株

式会社が地役権を設定したことに伴い､その補償料の一部を一般会計に繰出すものです。 

それでは、順次ご説明申し上げます。 

第１条、款項別の内容については、89の３ページの「第１表 歳入歳出予算補正」に

お示ししているとおりです。 

続きまして、歳入歳出補正予算の内容について、歳入歳出補正予算事項別明細書によ

り、ご説明申し上げます。 

89の７ページ、「歳入」です。 

第１款 繰越金、第１項 繰越金、第１目 繰越金、第１節 前年度繰越金1,333万２

千円の増額については、令和元年度中に、島本町大字大沢財産区が管理する土地にかか

る地役権設定の対価としての補償料の収入があったことから、当該収入額を令和２年度

に繰越すものです。 

次に、89の８ページ、「歳出」です。 

第２款 諸支出金、第２項 一般会計繰出金、第１目 一般会計繰出金、第27節 繰

出金266万７千円の増額については、島本町大字大沢財産区の財産処分にあたり、島本町

の一体性を損なわないよう、地役権設定の対価としての補償料の２割相当額を一般会計

に繰り出すものです。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町大字大沢財産区特別会計補正予算（第

１号）についての説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜

りますようお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案５件に対する質疑を行います。 

戸田議員  では、私のほうから第 85号議案 一般会計補正予算（第３号）に関わり、３点
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のテーマで問います。まずは、特別職給の 990 万円の減額につき、それから住居確保給

付金につき、さらに埋蔵文化財発掘調査報告書印刷製本代の減額補正について、です。 

  特別職給のマイナス補正について。ここに含まれている副町長報酬についての質疑で

す。当初予算には、就任を前提にして計上されていた、そういうことになるはずです。

しかしながら、２月定例会議の後半本会議において、副町長人事は上程されず、質疑の

機会もなく、特に説明もないままに令和２年度を迎えることとなり、今日の議案に至っ

ております。納得できかねているところがあります。どのような理由をもって、副町長

を置かないという判断に至られたのでしょう。当初、どのように副町長人事を進めてお

られたのか。副町長を置かないという判断、方針の変更に至るまでに､どのような議論が

あったのか、まず説明を求めます。 

  住居確保給付金 164 万４千円です。住居確保給付金は、離職等により経済的に困窮し

て住居を失った方に対し、一定期間、自治体が家賃相当額を給付するものです。リーマ

ンショック後、住まいを失い、住所をなくしてしまうということで仕事が探せない状態

に陥るということが、社会的に明らかになりました。年越し派遣村が記憶に新しいとこ

ろです。３点、問います。 

  まず、制度の内容について説明を求めます。次に、感染症対策として適用条件が段階

的に４月に緩和されていると聞き及びます。適用条件の緩和について、ご説明、お願い

いたします。３点目です。感染症拡大前、島本町における申請・給付の実績はなかった

と認識しますが、現在、相談、申請、給付は、それぞれどのような状況になっています

か。増額補正額の積算根拠とあわせてお示しください。 

  一般会計に関しましては、不要不急であるとの判断から減額補正されている事業が複

数ありますが、当初予算の編成において５％の削減を目指しながらも、執行すると判断

され、議会の審議を経てすでに可決されたものを、新型コロナウイルス感染症対策とし

て財源確保ということで、今、この６月の時点で延期・廃止とされる。その中には、い

ささか納得できかねるものも含まれています。廃止ではなく延期であったとしても、山

田町長、今期最後の年度であり、それは我々議員にとっても同様で、来期にゆだねるこ

とを安易に認めてよいのか、という気持ちも正直ございます。一方、可能な限りにおい

て、職員が従事する事業を軽減し、感染症拡大を未然に防止、職員の心理的負担を軽減、

住民福祉の向上に全力で努めるというのであれば、それはそれで十分に納得できます。 

  しかしながら、例えば埋蔵文化財発掘調査報告書の印刷製本費 38 万５千円の減額で

す。西浦門前遺跡は平成 26 年（2014 年）に発掘されており、すでに６年が経過しよう

としています。これを不要不急であるという理由で、さらに延期するというお考えには、

到底納得できかねています。現在、同報告書の執筆はどういう段階にあるのか。具体的

な説明を求めます。今年度中に完成することができないという状況にあるのならば、そ

の理由も含めて説明を求めます。 
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  １問目、以上です。 

山田町長  まず私から、副町長の人事の件についてご質問がございましたので、お答えさ

せていただきます。 

  まず、副町長の任期につきましては、「地方自治法」では４年と規定をされておりま

すけれども、大阪府から来ていただく場合、派遣期間は慣例で２年間となっております。

そのために、小田元副町長につきましては、令和２年３月末で大阪府へ戻られることが

決まっておりましたので、大阪府には引き続き副町長の適任者の選定をお願いし、当初

予算にも計上をさせていただいておりました。 

  一方で、副町長の選任につきましては、議会の同意を得る必要がございます。大阪府

にお願いをする以上は、全会一致での同意が前提と考えておりました。そのような中、

私の任期が令和３年４月までであることや、財政的に厳しい状況下において、副町長を

引き続き置くことについて様々なご意見をお持ちの議員もおられる中、私の目指す全会

一致での同意が見込めないことから、副町長を置かないことを検討いたしまして、その

結果、管理職をはじめとする現状の組織体制で町政を運営していくことを判断をしたも

のでございます。 

  また、このたび全額減額補正ということですけれども、経過については、先ほど私か

ら申し上げたとおりでございますけれども、予算につきましては、当初予算編成時から

の私の判断の変更により、全額を減額させていただくものでございます。 

  以上でございます。 

健康福祉部長  住居確保給付金につきまして、３点、ご質問をいただいておりますので、

順次ご答弁申し上げます。 

  まず、制度の説明についてでございます。住居確保給付金でございますが、平成 27

年４月から開始しております生活困窮者支援制度の一つといたしまして、平成 21 年 10

月から行われておりました住宅支援給付事業というものが制度化されたものでございま

して、この住居確保給付金を支給していただくための要件につきましては、細かく設定

されております。７点ございますので、順次ご説明させていただきます。 

  まず、支給対象の要件の１点目でございますが、離職等またはやむを得ない休業等に

より経済的に困窮し、住居を喪失または住居を喪失するおそれがあること。２点目とい

たしまして、申請日において離職等の日から２年以内の方、または申請時に休業等によ

り収入が減少し離職等と同程度の状況にある方。３点目といたしまして、離職等の日に

その属する世帯の主たる生計維持者であったこと、または申請日の属する月に、その属

する世帯の主たる生計維持者であったこと、でございます。４点目といたしましては、

申請日の属する月の申請者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入の合計額が収入基

準額以下であること。５点目といたしまして、申請日において申請者及び申請者と同一

の世帯に属する者の所有する金融資産の合計額が、単身世帯・複数世帯ともに基準額の
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６割以下であること。ただし、これにつきましては 100万円を超える場合は対象になら

ないことになっております。６点目といたしまして、就労能力及び就労の意欲があり、

誠実かつ熱心に求職活動を行うこと。７点目といたしまして、国の雇用政策による給付

金、これは職業訓練受講給付金という給付金がございますが、及び地方公共団体が実施

する類似の給付金を申請者及び申請者と同一の世帯に属する者が受けていないこととい

うことで、大変細かい規定になっております。 

  以上、申し上げましたすべての要件を満たしました場合に、上限額は設定されており

ますが、原則３ヵ月、最大では９ヵ月、家賃相当額を家主の方に支給するというような

制度でございます。 

  ２点目といたしまして、新型コロナウイルスの感染症の拡大を受けて、適用条件の緩

和が実施されておりますが、この緩和の内容につきましては、まず令和２年４月１日に

65 歳未満であるという年齢要件が撤廃されております。そして、令和２年４月 20 日に

は、対象者が離職・廃業から２年以内の方というような条件から、休業等により収入が

減少し住宅を失うおそれがある方、というふうに緩和されました。また続きまして令和

２年４月 30日からは、ハローワークでの求職申し込みが不要ということで、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響を踏まえて、国におきましても、この住居確保給付金が利用

しやすい制度となるように、順次条件緩和がなされているところでございます。 

  ３点目のご質問でございますが、現在の相談とか申請、あと補正額の積算根拠をご説

明申し上げます。住居確保給付金の相談・申請受理件数でございますが、令和２年の４

月 12日現在で、相談件数につきましては 27件、申請件数につきましては４件、受理件

数は申請件数と同じく４件となっております。 

  補正予算の積算根拠でございますが、当初、２人以上世帯の支給額につきましては４

万６千円でございまして、これを６ヵ月分支給するということで、２世帯分 55万２千円

を計上しておりました。今回、支給要件が緩和されたこと、また補正予算を議会に上程

させていただく時点で、すでに３件、申請がありましたことを考慮いたしまして、単身

世帯の支給額３万８千円の９ヵ月で４世帯分、２人以上世帯の支給額４万６千円の９ヵ

月・２世帯分ということで､合計 219万６千円を見込みまして、当初予算との差額であり

ます 164 万４千円を計上したものでございます。 

  以上でございます。 

教育こども部長  西浦門前遺跡の文化財発掘調査報告書の作成の進捗状況、そして今年度

中に完成することができないなら、その理由ということでございます。 

  平成 26年８月に、これは発掘調査をいたしました。発掘調査終了後の作業としては、

遺物洗浄、遺物注記、遺物接合、遺物実測図作成、遺物写真撮影、遺構平面図・立面図

の作成、文書執筆、挿図版組、図案版組、入稿、校正などの作業がございますが、26年

８月に発掘調査を行いました西浦門前遺跡の報告書作成までの作業といたしましては、
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遺物写真撮影、文書執筆、挿図版組、図案版組、入稿、校正作業が残っているという状

況でございます。 

  当初、この令和２年度中に刊行ができる予定で事務を進めておりました。しかしなが

ら、今般の新型コロナウイルスの対応として、本町あげて不急の事業については本年度

の実施を見送り、その経費を緊急支援対策の財源に充てることとしているところでござ

いますので、そのため、調査報告書については住民の生命財産への影響が小さい事業と

判断し、今回、減額補正を予算として計上したものでございます。 

  以上でございます。 

戸田議員  副町長人事ですね。大阪府には、引き続き副町長の適任者の選定をお願いして

おられたということ。議会の全会一致の同意が見込めないということ。この「同意が見

込めない」というのは、ちょっと寝耳に水で驚いているのですが、どういうことなのか

なと。 

  それはさておき、副町長には大阪府から来ていただいていましたが、島本町にとって

も行政職員にとっても、大変得るものが多かったというのが､僭越ながら私の印象でし

た。引き続き、大阪府から府の職員に来ていただくという選択肢はなかったのでしょう

か。なぜ当初予算に計上しながら、今になって減額補正をするというような事態になっ

ているのか。納得できる説明を、議会にしていただきたいと思っているところです。 

  ２点、質問します。大阪府から府の職員に来ていただくということになれば、大阪府

の人事スケジュール、職員の配置に大いに関わることになります。大阪府の人事異動、

職員配置にも配慮することなく、間際にお願いしたり――過去ですね、お願いしながら

お断りしたり、自らの都合で曖昧かつ身勝手な態度を島本町は取り続けていると、大阪

府との信頼関係というか、関係性に思わぬ溝ができないか。それは島本町にとって大き

な損失になるのではないかと､私は心配しております。この辺り、どのように町長は認識

しておられるのか、ご答弁をお願いいたします。 

  前副町長に来ていただくに際しまして、大阪府に､島本町の政策課題として幾つかの政

策課題をあげられていました。私、この件、質疑しております。３点、問います。これ

らの課題はすでに解決したものとお考えなのでしょうか。２点目、その中には広域行政

も含まれていたはずです。ごみ処理問題を解決していくには、大阪府の調整や助言が欠

かせません。島本町だけでは到底解決できない困難な課題に向き合うとき、副町長の存

在がどれほど重要なことか安易に想像できるというのに、非常に残念に思います。いか

がですか。最後に、広域行政にどのように向き合っていくおつもりなのか。町長のお考

えを改めてお聞かせください。 

  住居確保給付金です。大変、よくわかりました。この制度は「生活困窮者自立支援法」

に基づき 2015 年に始まったもので、比較的新しい制度で、周知が進んでいるとは言えな

いと思います。生活保護に至らない段階での自立支援として、あるいは家主や不動産事
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業者による強制退去を未然に防ぐためにも、広く周知していくことが重要と私は考えて

います。今後の周知、広報についてのお考えをお示しください。 

  埋蔵文化財です。この 38万５千円の印刷製本費を今年度削減することに、どれほどの

意味、価値があるのか、どうなのかなというのが正直なところ。そもそも、なぜ、これ

ほどまでに時間を要しているのか。西浦門前遺跡の報告書は、水無瀬殿に限らず、広く

離宮研究、庭園史、国文学の分野から注目され、その発刊が待たれているところです。

その期待に応える立場にある島本町教育委員会として、文化行政の充実を図るにはどう

すれば良いとお考えなのか、その見解をお示しいただいて、判断の材料にしたいと思い

ます。 

  ２問目、以上です。 

村上議長  この際、暫時休憩いたします。 

（午前 11時 57 分～午後１時 00 分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き、会議を開きます。 

山田町長  大阪府との関係性であったり、また今後の政策課題、そして、その中でもとり

わけ広域行政についてどう考えているか、というご質問だったかと思います。 

  まず、議員ご指摘のとおり、大阪府はもとより他の地方公共団体との関係においては、

信頼関係が大変重要であると認識をしております。そのための私が全会一致での同意を

目指したのも、信頼関係を重要視していたからということでございますけれども、それ

が見込めない状況であることを認識したこと。また、もし仮に否決されるような事態に

なれば、それこそ府との関係性に溝ができることになると思っております。今となって

は、依頼する時点で議員の皆様に十分に相談をさせていただいたうえで、判断ができれ

ば良かったと考えております。 

  なお、今回の件につきましては、大阪府には丁寧に説明をさせていただき、了承をい

ただいておりますので、関係が損なわれたといったことはないと考えております。 

  そして、前回、大阪府に派遣をお願いした際には、特に期待をする役割として、広域

連携の推進、新総合計画基本構想の策定及び行財政改革の推進、ＪＲ島本駅西地区の都

市計画、幹部職員のマネジメント能力の強化という４点を、お願いをしておりました。

町の政策課題につきましては、依然として庁舎の耐震化やごみ処理の広域化など、解決

しなければならない課題がございますが、現状においては、現行体制の中で職員が一致

協力して課題解決に取り組んでいることを､ご理解いただきたいと存じます。 

  副町長におきましては、行政において非常に重要な役割を担う役職であり、改めて申

し上げるまでもなく、私にとっても非常に心強い存在でもあります。しかしながら、先

ほどもご答弁申し上げましたように、私の任期や町財政のことを考えたときに、現行体

制で頑張れ、というご意見があるのも理解をいたしております。広域連携につきまして

は、これまでも適宜、大阪府市町村課の支援を受けてきたところであり、また府内でも
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副町長を置いていない自治体があることも認識をいたしておりますので、現時点では、

残りの任期につきましては､私自ら先頭に立って、町政を推進してまいりたいと考えてお

ります。 

  また、広域連携につきましては、今年度に入りましてコロナウイルス感染症対策に最

優先で取り組むとともに、協議する場の設定等も困難であったことから、直近におきま

しては新たな進展はございませんけれども、ごみの問題をはじめ消防の広域化など、引

き続き広域連携の推進を目指してまいりたいと考えております。 

  なお、国におきましては、地方制度調査会において､これまでの議論を踏まえ首相に答

申されると聞き及んでおりますので、それらの動向にも注視をしつつ、積極的にこの課

題にも取り組んでまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

健康福祉部長  住居確保給付金の周知についてのご質問につきまして、ご答弁申し上げま

す。 

  本町におきましては、島本町社会福祉協議会内に生活自立支援窓口を設置しておりま

して、仕事や家庭、健康などにおける様々な問題によって経済的に困っている方からの

相談を受け付けております。以前から、町のホームページや広報、あと社会福祉協議会

のホームページや広報誌『社協だより』というのを発行しておられるんですが、それに

より記事を掲載いたしまして案内をさせていただきますとともに、チラシとか、名刺サ

イズの制度の周知カードを配布いたしているところでございます。 

  住居確保給付金につきましては、昨年度は町の広報誌にて４月・10月、『社協だより』

にては７月・10 月・１月と、合わせますと合計で５回、記事を掲載しております。また、

先ほどご答弁申し上げましたが、対象要件も緩和をされておりますので、改めて、この

制度につきましては周知する必要があると考えております。７月の『社協だより』にお

きまして、より詳細な記事を掲載する予定となっております。 

  以上でございます。 

教育こども部長  再度のお尋ねでございます。少額の印刷製本費の削減の意味、報告書発

刊に時間を要する理由、そして文化行政充実を図るための教育委員会の考えということ

でございます。 

  まず、報告書発刊に時間を要している理由についてでございます。埋蔵文化財発掘調

査報告書は、基本的に調査年度の古いものから作成の作業にあたり、島本町文化財調査

報告書として、例年、１冊から３冊を刊行しております。順次､報告書の作成を進めてい

るところでございます。近年、町では大規模開発が続いていることから、発掘調査を終

え、その後、報告書を作成するとの過程に時間を要しているのが現状でございます。ま

た、西浦門前遺跡の発掘調査は、本町が実施した発掘調査の中でも最大級のものであり、

その面積に比例して遺構や遺物も多く見つかっております。それらの遺物整理・製図作
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業を、他の調査の報告書作成と同時併行で進めてきているため、多くの時間を要してい

るものでございます。 

  少額と言われる印刷製本費削減の意味でございますが、住民の暮らし及び事業者の活

動を支えるため、住民の生命財産への影響が小さい不急の事業を見直し、財源を確保す

るとの方針が示され、検討の結果、本事業の次年度への延期を決定したところでござい

ます。緊急支援対策の財源確保の考えに額の大小はなく、38万５千円の減額であっても、

必要な財源確保であったものと認識をいたしております。 

  また、いずれにいたしましても、文化財は本町の長い歴史の中で生まれ、育まれ、守

られてきた貴重な財産でございます。今後も歴史文化資料館を拠点としながら、文化財

の保存と活用を図ってまいりたいと考えておりますので、ご理解賜りたくお願い申し上

げます。 

河野議員  まず、第 85号議案 一般会計補正予算から質問をさせていただきます。 

  資料請求をさせていただいたところですけども、質疑としましては、歳入の 85 の 13

ページ、認定こども園整備補助金 3,379 万２千円、これの現段階での進捗状況等をお訊

きしたいところなので、（仮称）島本里山認定こども園とお聞きしておりますが、竣工

予定時期に変更はなく進んでいるのか、ということについてお尋ねいたします。 

  それから、就学援助制度に対して、交付金の就学援助認定世帯臨時特別給付金 500万

円ですが、私は当初予算の際に懸念しておりましたのが、島本町の独自の就学援助の適

用基準を今年度から所得制限を厳しくしたということで、簡単に言えば対象者が減って

いるということが想定される中で、コロナ禍が重なっているということです。その点で、

とは言え国のほうが、この就学援助については円滑に、さらに柔軟に対応するようにと

いう通知を出されています。これは全国の皆さん、よくご存じのことですけれども､その

点について、１月段階で見なし支給の申請を受け付けられたとは言え、その後、２月以

降、急激に所得、収入が悪化した世帯について、どのような対処をなさったのかという

こと。それから、またコロナ禍と言われる主に２月から５月の間の、そういったことを

理由とする申請の受付などがあったのかどうか。その辺への対応について、現状につい

て、お尋ねいたします。 

  それから、国民健康保険会計のシステム改修費用の増額補正 379 万、委託料ですが、

これについて、前年度からの事務の進捗についての現状とともに、今後、このシステム

改修そのものについての具体の改修の中身と、国の財政支援についての、何％なのかで

すかね、100％なのか、その辺りについての国の手当てについて、現状、わかっておられ

る範囲で結構ですので、お答えください。 

教育こども部長 まず、（仮称）島本里山認定こども園でございます。この工事に、当初

の予定から影響はないのかという点につきましては、もともと竣工予定が 10月末、そし

て開設が 12月１日と予定になっておりましたが、このスケジュールに変更はございませ
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ん。 

  そして、就学援助に関わってのお尋ねでございます。まず、コロナ禍における２月か

ら５月の申請受付はあったのか、ということでございますが、予期せぬ場合で所得が大

きく減少していることが相談者と話をしてわかったことから、２月１日付けで１件、認

定をいたしております。 

  また、コロナに伴う申請等あったのか、ということでございますが、今、ご紹介あり

ましたように、令和２年４月６日付けで文部科学省から「新型コロナウイルス感染症に

伴う就学援助の取り扱い及び周知について」ということで、通常は前年の収入により判

定している所得基準について、申請時の収入で判断するなどの柔軟な対応を行うようと

いうことで通知を国のほうからいただいております。これまでにも、前年の所得をもっ

て判断することが適当でないと認められる場合には、状況等を勘案し、柔軟に対応して

きたところでございます。今年度の申請自身が、今現在６月１日から 19 日の申請受付を

しておりますので、実際、認定というところまでは至っておりませんが、今回について

は､毎年、全児童生徒に配布する「就学援助制度のお知らせ」という文書の中に、今回の

新型コロナウイルス感染拡大防止に伴う自粛要請等により、世帯の収入状況が著しく悪

化している場合は前年所得によらず審査できることがありますので、事前にご相談くだ

さい、ということでアナウンスをさせていただいたところ、今現在、事前の相談を２件

受け付けておるところでございます。 

  以上でございます。 

健康福祉部長 国民健康保険のシステム改修についてのお尋ねでございます。 

  このたびの改修につきましては、オンライン資格確認等業務関係ということで補正予

算、計上させていただいておりますが、このシステム改修につきましては、令和３年３

月ですので、年度で申し上げますと令和２年度になりますが、医療機関及び薬局におき

まして、マイナンバーカードまたは被保険証を提示することによりまして、オンライン

で資格の有無を確認する仕組みを導入するための改修費用でございます。現在の国民健

康保険の保険証でございますが、世帯単位で国保番号というのを付番しておりますが、

このたび個人を識別するために、あわせて番号２桁を追加いたしまして、被保険者証に

印刷を行うものでございます。 

  システム改修にかかる財源につきましては、令和２年度の国の予算編成留意事項にお

きまして、国の予算の範囲内において財政支援が行われるということになっておりまし

たが、まだ参考金額と言いますか、財源については示されておりませんので、このたび

の補正予算におきましては、一般会計繰入による事務費で予算計上させていただいてお

ります。今後、国庫補助金、いただけるものと思っておりますので、確定した際には、

当初予算見込み以上の財源が措置された際には、事務費の繰入金で調整させていただく

というような予定をしております。 

- 151 -



  以上でございます。 

河野議員  国保については、一定わかりました。また、その国の手当てが明確化されるま

での間は一般会計からの繰入ということで対応すると、国保会計ではない、ということ

ですね。その点、わかりました。保険者番号が今、私の手元にあるのは６桁ですけど、

これに二つ数字が付されるということで、またその点、周知なども含めてお願いしたい

と思っております。これは要望に止めます。 

  教育こども部に認定こども園の整備の歳入についてお尋ねして、今、答弁をいただき

ましたけれども、現在のところ、予定には変更がないということですね。2019年度で言

うと、ＲＩＣホープの水無瀬保育園さんが、秋ということだったんですが、最短の 10

月に開所されたということで、現場のほうは大変だったと思うんですけれども、待機児

童対策としては非常に安堵したところですので、その点、ちょっと心配しておりました。

予定どおりということで、これも安堵するところですが、また、その点について今後、

とは言え、年度途中の開園ということになるので、開所時期とか、あと様々な入園に向

けての申請行為をされるまでの情報提供や広報などについて、再度説明を求めます。 

  以上です。 

教育こども部長  先ほど出ました島本里山認定こども園についての再度のお尋ねでござい

ます。 

  開所時期につきましては 12 月１日ということでございまして、本年 12 月からの入園

を希望される場合における事務事業のスケジュールを、概要でございますが、ご説明申

し上げますと、まず、幼稚園使いの１号認定の方につきましては、施設が窓口となって

手続きを進められます。事業者から現在聞いている範囲で申しますと、８月下旬に入園

説明会が実施、そして願書の配付、９月の上旬に願書の受付や入園面接が行われて、９

月の中旬頃に選考結果が出されると聞いております。 

  また、保育所使いの２・３号認定の方につきましては、町が窓口となって手続きを進

めることになりますが、12月入園を希望される場合は、10 月 12 日が､その申し込みの期

限となっております。そして期限後、各施設等の空き枠数や、申請世帯の保育の優先度

などをもとに歳児ごとに利用調整を行って、入園の可否や入園施設を決定して、10 月末

頃、その結果の通知を発送する予定でございます。２・３号認定で申し込みを予定され

るご家庭に対しましても、事業者において８月下旬に入園説明会が開催される予定と聞

いております。 

  また、広報等でございますが、事業者において８月下旬に行われる入園説明会の開催

に関する記事を、開園の事前周知の意図も兼ねまして、８月号の広報に掲載する予定と

いたしております。今後、開園時期が確定した段階で、改めて開園する旨、また２・３

号認定にかかる申請スケジュールの周知のための記事を掲載していきたいと考えており

ます。 
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  以上でございます。 

岡田議員  今ほど町長のほうから、副町長の件でご答弁がありました。私はね、当初は、

やはりちょっと心配はしておりましたけれども、今回、このコロナウイルス対策におき

まして、これは職員からお聞きしましたが、緊急性のない予算に関しては、やはりコロ

ナ対策を優先的に取り組むので、その財源の確保をしてほしいというようなことが、町

長から文書が各部署にあったということをお聞きしまして、ほんとに私は素晴らしいな

というふうに思いました。そのスピード感はほんとに素晴らしいと思っております。自

信を持って、副町長がいらっしゃいませんが、頑張っていただきたいと､そのように思っ

ております。 

  質問に入ります。今回、議会の中でタブレットの補正予算があがっております。これ

は当初は、国のほうでは昨年から出発しまして、５年かけてやっていこうと、普及して

いこうというような考え方だったんですが、今回、コロナの関係で、学校の休校に備え

たオンライン環境の普及ということで、前倒しになったと思うんですね。それを受けま

して、今回、この６月議会にタブレットの予算があがっております。小学校と中学校の

予算が今回はあがっておりますが、これは私が質問したいことは、学校のほうでご家庭

のほうに、タブレットがない家庭のアンケートを島本町、取られたと思うんですよ。こ

れは子ども達からもお聞きしましたが、その中で、小・中学校で 65名の子ども達のご家

庭にはタブレットがないということで、これは島本町からお貸しをするんではないかな

というふうに思いますが、この点に関しまして間違っていないでしょうか。今回、小学

校と中学校とでタブレットの台数を教えていただけますか。 

  それと、このタブレットをするためには通信費というのが出てくると思いますね。こ

の通信費に関しましては、国のほうの第１次の補正予算のほうで通信費は入っているか

と思っておりますが、島本町のほうでは、この通信費は、どのような形で通信費を、今

回、通信費はあがってきておりませんが、補正予算にはあがってきておりませんが、通

信費はどのような考えで予算をあげようとされているのでしょうか。その点を教えてい

ただきたいと思います。 

  それと、もう１点あります。他の議員が資料請求されました資料の中で、住宅確保の

給付金の相談件数と申請受理件数があがっているんですね。これは住居確保給付金とい

うのは、給付をいただけるという形で、民生のほうが社会福祉協議会のほうに委託され

てる案件だと思いますが、相談件数が 27件あるにも関わらず、申請件数・受理件数が４

件になって、あまりにも、この世帯の差が開きすぎているので、申請件数と受理件数は

同じですが、どこが引っかかっていて、このように少ない件数になったのかということ

が知りたいんですよね。今回、この住居確保給付金に関しましては、コロナの関係でた

くさんの方が相談があるのじゃないかというのが国の一つの見込んでの交付金になって

いると思うんですが、その辺が、ちょっとあまりにも申請件数が少ないので、教えてい
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ただけますか。 

教育こども部長  今回、生徒用の情報機器等備品購入について、３点でございます。 

  まず、アンケート結果の内容でございます。小・中学校の児童がおられるご家庭に対

して、現在、ご家庭がネット環境にあるのか――有線、無線を問わずですね、あとスマ

ートフォン、タブレット、パソコンなどの端末はあるかということで、ペーパーにより､

紙によりアンケート調査を実施させていただきました。実際 2,724人、５月の児童生徒

数でございますが、小・中学校合わせて。そのうち 64人の方が、ネット環境に今現在な

いというふうに聞いております。また端末、スマートフォン、タブレット、パソコンな

どのいずれかの端末が全くないという方が 32 人おられるというふうに確認をいたして

おります。 

  また、小・中学校の台数ということでございますが、まず、小学校でございますが、

先だってお話しさせていただいてましたように、この機器については１人当たり１台４

万５千円の国から補助が付きます。この４万５千円の補助というものについては、令和

元年５月１日現在の生徒数に対しての３分の２に対して、１台当たり４万５千円の補助

が付きます。その数でいきますと、1,878 人が令和元年５月１日現在の生徒数でござい

ますが、それの３分の２となると 1,252 台になります。今現在の生徒数が 1,935人、小

学校で令和２年５月１日現在おりますので、その差の部分については、補助金は当たら

ず用意をする必要がありますが、これらについても 2018 年から 2022年という形で、普

通交付税算入がされるというふうに聞いております。 

  そしてまた､その中で､現在、もうすでに第一小学校から第四小学校まででありました

ら、各小学校ごとに原則 40台ですが、タブレットの購入を進めておりまして、四つの小

学校で 172台の確保。そしてパソコン室に、これはレンタルでありますが、ノート型パ

ソコンで 165台ということで、今現在 337台については学校に保管しておるということ

でございますので、今回の購入台数といたしましては、令和２年５月１日現在の生徒数

から、すでに準備をしております 337台を引きます。そして、各学校ごとに予備の台数

ということで 10 台ずつを考えた 40 台を足しまして、1,638 台の台数を小学校では端末

として用意をしたいというふうに考えております。そして中学校につきましても、令和

２年の５月１日現在の生徒数が 788人でございまして、すでに学校の中に購入またはレ

ンタルいたしておりますパソコン等を含めますと、182 台がもうすでに確保しておりま

すので、令和２年５月１日現在の 788人の全生徒数から 182台を引きまして、そして各

学校ごと 10台の予備ということで計算いたしますと、626台の台数を、今回、準備をす

る予定といたしております。 

  また、通信費でございます。先ほど議員からもご紹介いただきましたように、今回、

このタブレットの購入と、生徒に貸し出す貸与等のルーターを購入費用としてあげさせ

ていただいております。これは先ほど申しましたように、各ご家庭のアンケート調査を
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実施しまして、小学校単位で 11 であれば 15というふうに、５単位で繰り上げる形で台

数を計算し、また予備台数を各学校 10 台ずつというふうに計算しますと、小学校で 90

台、そして中学校で 40台ということで、合わせて 130台のルーター確保に入る予定でご

ざいますが、そのことに対しての通信費でございますが、今回、通信費は計上いたして

おりません。これは今現在、国のほうからも就学援助のメニューとして通信費というも

のが入ってきておるということで、私どもといたしましても、その対象の中に、この通

信費を入れていきたいという考えはございます。 

  ただ、三島各市を今確認をしている中では、今回、インターネット環境にない方々で

ルーターをお貸しする全世帯に対して通信費を補助していきたいという団体があるのも

事実でございまして、そのあたり、三島の各市の今の状況を十分踏まえて、本町の通信

費に対する考え方を明確にしてから予算計上させていただくべきというふうに考えてお

りますので、今後の早い議会で、その考えをお示しさせていただいて、通信費について

の予算を計上させていただきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

健康福祉部長  住居確保給付金の、相談件数と申請件数の乖離についてのご質問でござい

ます。 

  議員ご指摘のとおり、住居確保給付金につきましては、ご相談につきましては 27件お

受けしておりますが、申請と決定につきましては４件になっておりまして、23件の方に

つきましては、現時点では、まだご相談のみお受けしているというふうな形になってご

ざいます。 

  この 23件の内訳でございますが、例えば、ご相談者様がご親族の持ち家とかに居住さ

れていて、そもそも賃貸借契約をされてない、家賃というのが発生していないため、対

象外となった方というのが４件あります。あと、最も多いものは収入要件で該当しなか

ったというふうなケースが８件。あと資産条件で該当しなかったというふうなケースが

３件。あと職業訓練受講給付金というものがございまして、これらの給付金と併用で住

居確保給付金を受給することはできないのですが、その給付金をすでに受けておられる

方が１件ございました。 

  残りの７件でございますが、これらの 7 件につきましては、実はこの要件には該当さ

れる、賃貸の住宅にお住まいであり、収入要件、資産要件等とも該当する方なんですが、

そのご相談者本人が現時点では他の支援、生活資金の貸し付けであるとか、その他の他

の国の支援を活用されて､現時点ではまだ申請されていない、もしくはちょっと検討させ

てほしいということで、制度のご紹介だけをして終わっているというような方が７件い

らっしゃいます。それらの方につきましては、社会福祉協議会からも定期的に、その後、

ご申請のご意向とかはどうですかという形でフォローアップはきっちりとしていただい

ているんですが、現時点では、まだご申請というふうな形には至っていない状況になっ
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ておりますので、こちらにつきましても、引き続き社会福祉協議会と連携しながら、役

場の福祉推進課におきましても状況把握に努めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

岡田議員  わかりました。教育委員会のほうで、今の台数に関してはわかりました。通信

費に関しましては、まだ今検討されているということですが、これはコロナウイルスの

第２波に備えまして、学校が休校した場合のオンライン環境を整えるというのも必要か

な、そのために前倒しを国のほうはされたというふうに聞いておりますので、この第２

波が、それはいつ来るかわかりませんが、これ、間に合いますかね。この台数というの

も大きな台数ですが、これも間に合うと思ったらよろしいんですか。 

  アンケート調査をされてるんですが、ご両親の中では､家で、ネットで仕事をされてい

るというような方もいらっしゃいます。そういう中で、子ども達もオンラインで学習す

るということは、家に何台のパソコンがあったらいいのかなっていうように、アンケー

トを取られたときに､ご家庭の方から相談を受けたというようなこともございまして、余

分に、万が一、そのような場合の家庭もあるかと思いますので、余分に貸出ができるよ

うな体制も必要じゃないかなというふうには思っております。 

  もう１点、これをもしも、オンライン環境の普及に伴いまして、この教育アドバイザ

ーというのが必要かと思いますが、この辺のことは教育委員会としては手を打たれてい

るのでしょうか。間に合うように、子どもにきちんと学習ができるような体制には整え

ていくことが必要かと思いますが、その辺のことが心配ですので、お聞かせいただきた

いと思います。 

  先ほど、もう１点ですが、住居確保給付金ですね。これは生活困窮者の方に､生活保護

になる前の手前で歯止めをしようというようなことでできた給付金ですが、今回はコロ

ナウイルスの関係で窓口を拡げて、できるだけたくさんの方にこれを使っていただこう

ということで、相当、国のほうも窓口を拡げたようにお聞きいたしておりますが、それ

でもやはり受理件数というのが大変少ないということで、受理されてない方は大丈夫か

なっていうようなことを、一瞬、考えるんですが、この受理件数の中にあがっていらっ

しゃる方はいいんですが、あがっていらっしゃらない方に関してのアドバイスというん

ですか、そういうのっていうのは、きちんと社会福祉協議会のほうでしていただいてる

と思ってよろしいんですか。その辺が、大変心配になっております。 

教育こども部長  再度のお尋ねでございます。生徒用情報機器等の備品購入、これ、第２

波・第３波に間に合うのかというご質問でございます。 

  内容といたしましては、タブレット等購入、予算が可決されましたら､直ちに契約事務、

入札になりますが、入札事務に入っていきたい。７月中に入札を執行して、事業者を決

定してまいりたいとは考えておるところではございますが、やはりＩＣＴ機器整備につ

いては全国的な問題でございますので、備品購入の期間としては、やはり年度末まで契
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約設定はしなければならないかなと思っております。その間の中で、できるだけ早く準

備はしたいというふうに私ども思っておりますが、この辺りについては､今後、事務を進

めていく中で、それを確保できるのかというところは慎重に見定めていかなければなら

ないかなと思っております。 

  今現在、各学校でパソコン室にある台数と、各学校に購入した台数が、大体１校当た

り 80台程度ありますので、まず、第２波・第３波になったときに、オンライン授業で端

末のないご家庭というものが、先ほど申しましたように小・中学校合わせて 32台程度で

ございますので、６校で 32ということでございますので、何とか、今ある台数の中で確

保はできるんじゃないかなというふうに考えております。 

  また、家庭によって、アンケートの中で端末等あると答えながら、それは保護者の方

のものであるということもあるということでございます。その点については、私どもも

十分認識はいたしておりまして、ただ、今年度について、今回、予算を可決していただ

いて購入する事務に入っていきますが、この購入ができて、すべてが揃いましたら、１

人１台のパソコン整備ができます。そうなれば、ご家庭で保護者の方々が、もし保護者

の方々の保有の端末であれば、それ以外ということで、学校側から貸し出すことが可能

になりますので、皆さんのご家庭で使っていただけるパソコンというのが用意できるか

なと思いますが、ただ、それが整備するまでは、先ほど申しました各校 80 台程度しかあ

りませんので、その範囲の中でお貸しする形での対応になるかなと思います。 

  また、教育アドバイザー等、今、２ヵ月、学校が休業になっておりましたので、授業、

学習保障という部分でございますが、その点については当然のことながら大阪府教育委

員会、そして各学校とも話をしながら、万全の体制で臨んでいきたいと考えております。 

  以上でございます。 

健康福祉部長  住居確保給付金の対象とならなかった方に対する､その後の支援について

でございます。 

  先ほどもご答弁申し上げましたとおり、住居確保給付金の支給の要件を満たしている

にも関わらず、まだご申請でない方につきましては、定期的に状況を把握しておりまし

て、先ほど私、７件と申し上げまして、そのままであるというようなご答弁申し上げた

んですが、申しわけございません。ちょっと訂正させていただきます。その７件のうち

１件の方につきましては、現在、申請に至られて、申請中というふうな形の処理になっ

てございます。 

  この住居確保給付金につきましては、お問い合わせも含めまして、ご相談があった件

数をすべてカウントしておりますので、単純にお問い合わせいただいて、ご本人が対象

でない、もうそれだったら結構ですという形で電話を切られて、匿名でという方につい

ては、残念ながら、ちょっと､その後、支援に繋げることは難しいんですが、いわゆるご

相談お受けする中で、必要であるというふうな方につきましては、その後の支援とかに
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きっちりと繋いでまいっておりますので、この住居確保給付金の対象にならないから、

イコール、もう支援がそこで途切れるというような形のことはあってはならないと考え

ておりますし、そういったとこら辺、きっちりとしていっていただいているとは思いま

すが、今後とも社会福祉協議会ときっちりと連携を図りながら、丁寧な相談支援に努め

てまいりたいと考えております。 

  また、生活困窮者自立支援事業につきましては、社会福祉協議会に委託はしておりま

すが、月に１回、社会福祉協議会の担当者と私どもの生活保護の担当者等が打ち合わせ

の会議を持っておりまして、そこの会議の中で、いろんなご相談の内容であるとか、生

活困窮者の自立支援事業から生活保護のご相談に繋がるような方もいらっしゃいますの

で、そういった方の情報の共有等につきましてはきっちりさせていただいてますので、

新型コロナウイルスの流行拡大によりまして、やはり経済的にお困りの方というのは増

えておられると思いますので、きっちりと丁寧にやってまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員  引き続き、今の１人１台端末の前倒し導入についてです。 

  この件に関しては、オンライン授業等も想定してということを説明で受けたわけです

が、オンライン授業にも多様な形態があります。島本町としては、どのようなものを想

定されていますか。それから、端末はタブレットを導入ということですよね。それで今

の他の議員の質疑から、すでにあるものを引いて追加購入ということなんですが、とい

うことは、今あるものと同じ機種のものを追加で購入するということなんでしょうか。

具体的に機種は今､何を使っているのかというのを、もし、答えていただけるなら、お願

いします。 

  それから、端末が整備されたら良いというわけではなくて、それを効果的に運用する

ことも重要です。それにあたって、今回は研修等の予算があがっていないんですが、現

場の教員の方の研修等はどのようにされる計画かということと、もう一つは、この１人

１台端末というのは、もともとＧＩＧＡスクール構想の一環ですよね。これを島本町と

してはどのように認識し、教育現場で、どのようにこの１人１台端末を活用しようと考

えているのか、どのような学習のあり方を目指すのか、島本町の理念をお答えいただき

たいと思います。 

  もう一つは、ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ普及啓発業務の減額についてです。 

  今回の減額の理由として、主にやっていた住民や小学生向けの講座が実施できないと

いうことはやむを得ない理由だと考えますが、一方で、地球温暖化対策の計画もあるよ

うに、この事業がなくとも進めていくべき課題と感じています、この地球温暖化対策で

すね。それにあたって、これがなくなるにしろ、令和２年度にはどのような事業展開を

行う予定なのか、お尋ねします。 

教育こども部長  端末の整備に関してでございます。４点でございます。 
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  まず１点目、オンライン授業にも多様な形態､それの想定についてということでござい

ますが、オンライン授業の形態といたしましては、ＺＯＯＭ等を活用したリアルタイム

でのやりとりの形式、そしてユーチューブ等を利用した児童生徒の都合の良いタイミン

グで授業動画を見ることのできるオンデマンド型と言われるものを検討しております。

いずれにいたしましても、現場の先生方の意見を十分踏まえまして、本町の子ども達の

学習保障に繋がる方法を、学校と連携して決定してまいりたいと思っております。 

  また、１人１台の端末の導入に関してでございますが、今回、買う端末等につきまし

ては、小学校、中学校、同じものを考えております。そしてまた、今現時点で各学校レ

ンタルしているもの、そして購入したもの、80台程度あると言いましたが、それと今回

の買うもののＯＳ等が同じかということについては、現時点でははっきりと申し上げる

ことができませんが、当然、購入時期が違うので、若干異なる可能性もあるものと考え

ております。ただ、当然のことながら、それも含めた１人１台端末として連携を図って

まいりますので、その点は十分留意し、発注作業を進めてまいりたいと考えております。 

  また、端末配備が効果的に活かされる研修等の計画ということでございますが、端末

を活用して効果的な授業等を実施するためには研修が必要であると、そのご指摘のとお

りだと思います。基本的には、端末の導入に合わせて研修をしていきますが、導入業者

やメーカー企業によるプログラムの活用も視野に入れて検討していきたいというふうに

考えておりますが、またオンライン授業、これについては経験のない教員がほとんどで

ございますので、一般的にオンライン授業のツールとして用いられておりますＺＯＯＭ

等の活用についても、学校内や小・中学校において試行的にもうすでに活用を行ってお

ります。まだまだこれ、不慣れな面がございますので、引き続き回数を重ね、しかるべ

き時期に遅滞なく対応できるように、現場の学校と連携して行ってまいりたいと考えて

おります。 

  そして、端末導入によって学習のあり方、どのように目指していくのかということで

ございますが、ＩＣＴ機器につきましては、遠隔であっても多くの人が同時に繋がるこ

とができ、また多くの情報を伝えることができるなどの非常に便利なツールでございま

す。特に､今回のコロナ禍による休業期間中の家庭学習を可能にするツールであることは

周知の事実でありまして、第２波・第３波に備えて早急に整備をしていく必要があると

認識をして、今現在、事務を進めておるところでございます。 

平時におけるＩＣＴ機器の活用方法としては、１人１台の端末を整備することにより、

例えば授業中に動物の鳴き声がその場で聞けたり、諸外国の街並みを見たりするなど、

教材等の一斉配信とか、個々の習熟の程度に応じてドリルソフト等を活用したりするこ

となどが考えられます。また、インターネットを用いて自分で情報収集等の個別学習へ

の活用など、デジタルならでは学びを充実させ、資質・能力が一層確実に育成できるよ

うしてまいりたいと考えております。 
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  さらに、新学習指導要領に基づき、指導者の視点、教員が何を教えるのかに止まらず、

学習者の視点に立ち、子ども達が学びを通じて何ができるようになるのかという観点か

ら、子ども達が社会に出てからも､学校で学んだことを活かせるように、実際の社会や生

活で生きて働く知識及び技能、未知の状況にも対応できる思考力・判断力・表現力、学

んだことを人生や社会に活かそうとする学びに向かう力、人間性などを、バランス良く

育むことを目指してまいります。また、ＩＣＴ機器の活用により、自己の学習内容の理

解や定着を図ることはもちろんですが、自己の考えを全体やグループで共有し、意見交

流を行う共同学習等を通じコミュニケーション能力の向上など、生きる力も同時に養え

るよう、取り組んでまいりたいと考えております。 

  引き続き、他市町村で先進的に取り組んでおられる事例の調査・研究を進めて対応し

てまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

都市創造部長  ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ普及啓発業務委託料減額に関わりましての、地球

温暖化対策にかかる令和２年度の取り組みでございます。 

  本年度の取り組みといたしましては、小学４年生への啓発パンフレットを現形予算の

範囲内で増刷し配布するほか、広報誌やＳＮＳを通じた啓発を実施するなど、新型コロ

ナウイルス感染症対策を踏まえた範囲で、実施してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員  再質問としては、ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥの減額のことをお尋ねしようと思い

ます。本年度の取り組みは、ある一定補完する形で行っていくことは確認できました。

これを機に、地球温暖化対策についての認識を問いたいと思います。 

  2019 年の９月 25 日に長崎県の壱岐市を皮切りに、日本でも気候非常事態宣言を宣言

する自治体が増えてきています。直近では環境省も６月に宣言していますし、今日まで

に地方自治体では、日本ではすでに 32 の自治体が気候非常事態を宣言し、このうち大阪

では、コロナ禍にあっても２月以降五つの自治体が、河南町、泉大津市、熊取町、大阪

市、河野長野市と、五つの自治体が新たに非常事態を宣言しています。スウェーデンの

グレタ・トゥーンベリさんの活動を機に、全世界的に拡がった気候変動対策を訴える若

者の団体であるフライデー・フォー・フューチャーの学生さんが、２月の議会の前に町

長や部長と面談して気候変動対策について意見交換されたと思いますが、ここで改めて、

このＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥの事業がいったん今年はないということで、こういう事業

が後退することがないように、一度、認識を伺うんですが、こういったことを踏まえて、

気候危機の切迫感について､島本町としてどのように認識しているか。部長と町長に見解

を伺いたいと思います。 

都市創造部長  気候変動にかかります、地球全体の規模で申します切迫感についての認識

でございます。昨今の異常な気象状況等によって引き起こされる災害、全国規模、全世
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界的規模で見ましても、やはり激甚化している認識は十二分に感じているところでござ

います。私自身も、今の職責を拝命するまでは防災関係、危機管理関係の業務も従事し

ていたこともございますので、その辺については、当然、地球温暖化の影響により、今

後ますます、そのような事態が激しくなることに対しては、取り組めることから取り組

んでいくべきものという認識でおります。 

  以上でございます。 

山田町長  先ほど、学生の方との面談もあって、私もいろいろと新たにそこで知見を得た

こともたくさんありました。もともと私も環境教育を専門に大学で学んでいたものです

から、環境については一定理解をしているつもりではございます。その中で、先ほど部

長からも答弁ありましたように、昨今の異常気象であったりということ、そういったも

のは本当に切迫感を感じているところでございます。やはり町全体の危機管理という面

においても、そういったところはしっかりと気をつけてやっていかないといけない部分

だと感じておりますし。 

  ただ、気候非常事態宣言をやるかどうかというところについては、町として宣言する

ことによって何ができるのかとか、今後、どういうことをしていかなければならないの

か、そういったとこらをしっかりと精査をしてから、そういった方向性付けてやってい

くことが必要だと思いますので、ちょっと研究を進めていきたいとは思っております。 

  以上でございます。 

福嶋議員  第 85号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号）ということで質問

させていただきたいと思いますけども、質問が３回しかできませんので、まとめて質問

させていただきたいと思います。そのため推定で質問する内容もありますので、必要に

応じて質問の趣旨を推し測り、適切にご答弁いただけると幸いです。 

  一つ目、自治体クラウド改修業務委託、限度額 424万２千円を限度として、令和２年

度から６年度の５ヵ年にわたる債務負担行為補正として上程されております。事務執行

において、効率的にかつ適切に処理することが可能となるものであるから、自治体クラ

ウドの運用期間にあわせて当該業務を委託するもの、とのことですけれども、具体的に

はどの業務、どのシステムにおいて、どのようなカスタマイズを、いつまでにされる予

定なのか。カスタマイズにかかる見積り金額は幾らなのか、お教えください。カスタマ

イズ内容が決まっているのであれば単年度補正予算とすべきと考えますが、本年度予算

の補正で対応できない理由はどうしてでしょうか。債務負担行為とするのであれば、ど

のような債務負担行為が、いつ頃、どの程度、幾らの金額で発生する予定なのか、お教

えください。 

  それから、４番目に大阪府の「大阪版自治体クラウドの導入について」という報告書

によれば、豊能町、河南町及び千早赤阪村の３町村でカスタマイズ要件等の共通化を行

う。調整のできない要件は客観的な判定を行い、できるだけカスタマイズをなくすこと
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を目標に、各町村の情報部門と府からなる事務局による要件調整会議で客観的な判定を

行い、できるだけカスタマイズをなくすことを目標に調整を行うという共通仕様への取

り組みが書かれておりました。今回、カスタマイズを行おうとする案件管理について、

調整前後でどのように内容が変わったのか、最終的な各自治体の費用負担割合について、

お教えください。あわせて、３町村ですでにカスタマイズされている内容に対しての当

町の負担金額の有無があれば､その内容と金額をお教えください。 

  それから二つ目、先ほどの副町長の件についてです。町長にお尋ねです。 

  町民から、島本町って副町長置かへんの、どうしておらへんのって、あるいは山田町

長はどうしてこのような判断したのって、私がもし町民から訊かれたときに、どのよう

に答えたらいいでしょうか。今までのご答弁ですと、何か議会が全員一致にならへんか

ら提案諦めてん、という答えになってね、議会が賛成せえへんから諦めたんや、議会が

悪いやってなったら、どうするんですかね……（「なるやろ」と呼ぶ者あり）……。だ

からそれ、お教えください。町長のお考えをお教えください。どう説明したらいいか。 

  それから、どうしても全会一致じゃないといけないんですか。議会ですよ、ここ。全

会一致やないと大阪府の心証が悪くなる、そういう話になるのかどうかね。ほかの議会、

いろんな議会ありますけども、全部が全会一致なのか、それをお教えください。そして

議員 10 何人もいたら、１人や２人、違う意見あるかも知れません。それが議会です。そ

れを議会に求める、こういう場で求める、それが正しい姿でしょうか。二元代表制なん

ですよ。それを全会一致じゃないといけないからって、片一方の一元が、相手に強制し

たら駄目とちゃいますか。そういう言い方するの、良くないんじゃないですか。そうい

うことについてどういうご見解か。この場で、なんでそういうことをおっしゃったのか、

お教えください。 

  それから、平成 29年９月議会で、他議員から「若干 33歳、行政経験もなくパイプも

ないことは存じていますが､だからこそ早急に副町長人事が必要ではないでしょうか」と

の一般質問への答弁として、町長より「副町長につきましては、行政において極めて重

要な役割を担う役職でありますことから、可能な限り早い時期にご提案させていただけ

るよう事務を進めてまいりたいと考えております。私自身は行政経験がございませんの

で、その点を踏まえて、しっかりとサポートしていただけるような方をお願いしたい」

とのご答弁、ありました。これに対して、今、どのように変わったのか。なぜ、副町長

人事が要らないというふうに考えられたのか、もう一度、お尋ねいたします。 

  それから、次の質問です。府の慣例で、２年で府に帰られるということで、私は４年

人事やと思ってました、２月議会の時点で。そういうことで、２月議会の後半で副町長

人事が出てくるものと思ってました。でも、議案があがってこなかった。当然、府に人

事を要請するんですから、議会よりもだいぶ早い段階からお願いをされ、そして、それ

を断られた、丁寧にご挨拶をされた、ということだと思います。そうであれば、どうし
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て２月の後半議会で、その状況を説明されなかったのか。そして今回、今年の一般予算

の３回目の補正です。１回目も２回目も、５月臨時議会、６月臨時議会がありました。

そのときになぜ、補正予算として減額をしなかったのか。それはつまり人事の努力をさ

れていたというふうに私は理解しています。 

そういう中で、副町長人事、全会一致に向けて努力しなきゃいけなかったと思います、

とおっしゃいました。そうやったら、どんな努力を、２月議会の後半のところからどん

なことをされてきたんですか。私は一切、事前調整も受けてませんし、説明も受けてま

せん。議案もあがってません……（「そうだ」と呼ぶ者あり）……。それがすごく不思

議でございます。本来であれば、例えば議案にあげてくる、あるいは事前の議案説明の

ときに、何かちょっとこれ調整おかしいなと、何か反対多そうだぞと思ったら、そこで

下げることも可能かも知れません。でも、その説明、一切受けてないんですよ……（「そ

うだ」他、議場内私語多し）……。そういうことで、大変困ると思います。 

  それから最後、町長は、副町長が必要と思っているのか思っていないのか。思うので

あれば、今からでも、また次の７月臨時議会、そこで人事の費用、戻してください。努

力してください。あと１年だから、選挙があるから、それ、町民に関係ないんですよ。

365 日、島本町はあるんですよ。町長が代わろうが何しようが、副町長、それから現場

は変わらないんですよ。それを、何を自分中心に言うてはるんですか。そういうことで、

参考のために申し上げますけども、前川口町長のとき、最後の１年間、補正予算あがっ

てきたの２月議会です。あと１年しかないんだけど、頑張ってはったんです。最後の最

後、２月議会の補正で下げはったんです、もうあと１ヵ月しかないから。山田町長、１

年目のときは同じことをやられましたよね。だから、今下げる理由がわからないんです

よ。ご説明、お願いします。 

村上議長  この際、暫時休憩いたします。 

（午後１時 58 分～午後２時 15分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

総務・債権管理課長  福嶋議員からのご質問に、お答えさせていただきます。第 85号議案

の「第２表 債務負担行為」について、自治体クラウド改修業務委託につきまして、何

点か、ご質問をいただいております。 

  まず、今回の予算であげさせていただきました自治体クラウド改修業務委託の内容に

つきまして、どういった業務の、どういったシステムについて、どういった内容のカス

タマイズをするのか、いつまでにするのかというご質問だったかと思います。 

  業務及びそのシステムにつきましては、大きく二つございまして、一つ目は子ども・

子育て支援システムについて、保育所保育料等をシステムを使って徴収事務を行ってお

りますけれども、通常であれば口座引き落としをする場合に、当該月の引き落としのみ

を通常のシステムであれば行うところ、現年分の未納額も合わせて引き落としができる
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ようなカスタマイズを､今回、予定をさせていただいておるところでございます。それか

らもう１点の健康管理システムにつきましては、特定保健指導業務についてのカスタマ

イズを､これは必須の事業でございますので、できるように行う予定としております。 

  いつまでにということでいきますと、今のところ、令和３年１月からのクラウドへの

移行を目指して事務を進めておりますので、それまでにカスタマイズ作業と移行作業を

行うように進めておりまして、令和３年１月から運用開始できるようにという予定で進

めておるところでございます。 

  それから、予算について、債務負担行為で令和２年度から６年度までの期間で予算を

あげたことについてのご質問でございます。今回、債務負担行為とさせていただきまし

たのは、自治体クラウドの改修業務につきまして、単にカスタマイズをするだけではな

くて、カスタマイズをしたシステム改修の内容につきましては、今回、３町村で行って

いる大阪版の自治体クラウドとは別に、補修等の業務もあわせて行う必要がございます。

それもあわせての契約内容とさせていただいておりますことから、債務負担行為を設定

させていただいたものでございます。 

  それから、債務負担行為とした場合の費用が、いつ、どのようにかかるか、というご

質問だったかと思います。まず、カスタマイズに要する費用の見込みにつきましては、

子ども・子育て支援システムの関係が構築費用のほうが約 71万円ですね。それから健康

管理システムのほうが 104万５千円を見込んでおります。それから、補修費用のほうが

子ども・子育て支援システムのほうが月額で約１万８千円、それから健康管理システム

のほうが月額約３万４千円の、それぞれ 48ヵ月分を計上させていただいておるところで

ございます。それぞれの合計が 424 万２千円というふうな金額の内訳となっております。 

  それから最後に、先行している３町村で行っているカスタマイズ内容等との影響、相

互に影響があるかないか、ということについてです。先行している３町村のほうで自治

体クラウドを導入されるにあたっての費用の調整というのは、一応、同じシステムをそ

れぞれ使って、島本町も今回同じシステムを使って、クラウド化を進めるんですけれど

も、それぞれの費用負担というのは各団体ごとにクラウド化する、導入するシステムの

内容とか、行う業務の内容というのはそれぞれ異なりますので、費用負担というのは、

それぞれの団体ごとに個別に決まっていくような形になっております。ですので、３町

村につきましては、３町村で自治体クラウド導入される際に、すでに主要な調整と費用

負担の調整は行われておりまして、今回、島本町が加わることによって、３町村のほう

の間で､何か費用の変更とか新たな負担、あるいは減額等が発生するということはござい

ません。 

  島本町のほうが今回加わることによっても、当然、３町村の費用負担には影響ありま

せんし、また今回の島本町が行おうとしている独自のカスタマイズにつきまして、それ

は島本町のほうで負担するものでありまして、先行する３団体との間で何か費用の増減
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が発生するというものではございません。 

  以上でございます。 

山田町長  副町長人事の件でございますけれども、全会一致と申し上げましたのは、あく

までも私の個人的な目標でありまして、できるだけ、大阪府から来ていただく場合には､

すべての議員の皆様に同意をいただきたいという思いがあったということでありまし

て、議会が認めないから出さないというような、議会のせいだというような、そういっ

た趣旨ではございませんので、そこはご理解いただきたいなというふうに思います。住

民の方から訊かれたら、どう答えたらいいねん、ということもおっしゃっていたんです

けれども、山田の判断で決めたことだということでおっしゃっていただければ結構かと

思います……（「余計わからん」「うるさいな」他、議場内私語多し）……。 

  当時、大阪府にお願いしておりました……。 

村上議長  静粛に。 

山田町長  当時、大阪府にお願いをしておりましたものですから、判断は早めに、やはり

しなければならなかったということもありまして、そのときに皆さんにご説明ができた

ら良かったんですけれども、その後、コロナの関係等々もありましたので、ちょっと皆

様にご説明できなかったことは私のミスでございます。そこは申しわけなかったなとい

うふうに思っております。 

  今後につきましては、一応、今回、減額はさせていただきます。これからまた大阪府

にということは、なかなか難しいとは思いますけれども、もし、あと少しの任期ですけ

れども、その間にも、この人という方が見つかれば、また補正予算であげさせていただ

いて、皆様にご同意をいただけるよう、また調整をさせていただきたいなというふうに

思っております。 

  以上でございます。 

河野議員  今の山田町長の答弁に対して、副町長人事ですが、私、このことを質疑する予

定ではなかったのですが、先ほどの答弁においても、多少疑義が残ります。 

ということは、結局は副町長人事を、このたび減額補正をされるという決断に至って

は、一切、島本町議会には相談や申し入れなどもなく、存在しないということで、町長

自らの判断として､職員とも相談なさったかも知れませんが、町議会の間においては双方

のやりとりはなかったということで、そこは失念されていたというふうな理解で、間違

いありませんか。それでええんですか。 

山田町長  議会として、皆さんにご相談させていただいたかというと、そうではありませ

んけれども、やはりいろいろな場で住民さんのお声や、議員の皆さんとのお話をする中

で、いろいろなご意見もありますので、それを踏まえて私が判断したというところでご

ざいます。 

  以上でございます。 
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戸田議員  引き続き、副町長人事です。人事案件ということで、総合政策部長にもお答え

いただきたいと思っておりますが、全会一致での同意が認められないという私の質問へ

の答弁から様々な議論が起こっているわけですけれども、少なくとも、私ども人びとの

新しい歩みの会派は全くもって知り得ないことでしたし、寝耳に水です。特定の一部の

会派、あるいは議員にのみ、副町長人事をあらかじめ打診されていたとしたら、例えば、

それがあったとしても、それによって、このような判断に至られたとしたら非常に心外

ですし、あるいは何か我々の知り得ないところで一部の議員、一部の会派からの動きが

あったとしたら、これはこれで議会内の問題でもあり、なおかつ、それに応じられた町

長、執行部の姿勢に残念なところがあったと思わざるを得ません。そういうふうなこと

があったとしたら、極めて遺憾です。そういうふうなことがないよう、非常にニュート

ラルで、そして透明性のある町政運営を山田町長はしてこられたと私は思っていますの

で、なおさら、残念に思います。 

  町長、副町長人事に際しては、全会一致の同意を目指して府に依頼されたという、こ

の町長の姿勢に何ら問題はないと思います、私は。これは、そういうふうに思われて当

然だと思います。ただし、令和２年度４月、先ほどコロナでというふうな話もありまし

たが、入る前に、なぜ、このような事情があって副町長人事を置かない､当初予算にはあ

げていたが、そういう判断をしたというのを議会に説明をしていただけなかったのか。

ここら辺りは、やはり総合政策部長にもお答えいただきたいと思います。いかがでしょ

うか。 

総合政策部長  副町長人事については、大阪府に依頼するには、相当前からご相談が必要

になってまいります。ただ、その時点でどういう人物かということは全く決まってない

わけで、今、戸田議員から一部の議員と、というようなお話もありましたけれども、一

部の議員に対して、そういう打診をしたということはございません。その点については

誤解のないようにお願いをしたいというふうに思います。 

  通常、副町長人事に関わらず、人事案件については人物が特定されて、どういう経歴

であったりとか、そういうことで議案説明を､最近、コロナの関係では全員でやらせてい

ただいてますが、各会派に説明をさせていただいて提案するというのが一般的ですけど

も、どこかの機関に依頼した時点で、それを説明するのかどうかというとこら辺につい

ては、この副町長人事を大阪府にという部分については、ちょっと特殊な依頼の仕方な

のかなというふうに思いますので。ただ、副町長を置かないという決定を、判断を町長

がされたという時点で、我々事務方として議員の皆さんに説明の場を設定しなかったと

いうことについては、一定反省をして、今後、こういった人事については、より慎重に、

皆さんにもご相談をさせていただいて対応していきたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

- 166 -



（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、順次討論、採決を行います。 

  それでは、第 85号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号）に対する討論

を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

中田議員  第 85 号議案 2020 年度島本町一般会計補正予算（第３号）について、人びと

の新しい歩みを代表し、賛成の立場から意見を述べます。 

  全国的に緊急事態宣言が解除され、１ヵ月が経ちました。６月 15 日からは学校が本格

的に再開され、学校現場においては臨時休校に伴う学習の遅れの取り戻し、感染症及び

熱中症対策等々、教育委員会をはじめ教員、児童生徒、保護者の皆さんともに、様々な

局面で通常とは異なる対応に追われていることと思います。これに加え、教育委員会及

び教員の皆様におかれましては、第２波・第３波に備えなければなりません。 

  今回、提案された小・中学生１人１台端末の前倒し導入は、この備えにあたって、タ

ブレットの活用により、家庭における子ども達の学びを保障できる環境を実現する観点

から重要な役割を果たすものとして､必要な予算と捉えます。また、これらは平時におい

てはデジタルならではの学びを活かしたり、新学習指導要領を踏まえ、子ども達が学ん

だことを社会に出てから活かせる力を育むなど活用されるとのことですが、今回の導入

が、これまでの詰め込み型、テスト漬けの一方向になりがちだった教育のあり方を大き

く変え、双方向の主体的な学びとなるよう、また不登校の子ども達も含め、子ども達の

個別の学習の充実に繋がるよう活用されることを強く求めます。 

  導入にあたり、研修を行うことについてです。端末（タブレット）や環境が整備され

たうえで重要となるのが、これらの端末をいかに活かしていくか、にあります。タブレ

ットを使用した授業が効果的に実施されるよう研修をされるとのことですが、それらが

充実したものになるように、学識経験者の意見なども参考に調査・研究に努めていただ

きたいと思います。 

  加えて、現在、臨時休業中の学習を効果的に支えることができるよう、オンライン授

業の充実にも取り組まれているとのこと。様々な対応に追われる教育現場の皆さんの負

担は相当なものであると感じています。よって、現場をサポートする専門的な知識を持

った人員及び教員を、平時に加えて配置することを強く要望いたします。 

  インターネット環境未整備の家庭への対応として、無線ルーターを購入することにつ

いては、家庭環境による格差を埋め、すべての子ども達の学びを保障することになり、

評価するものです。 
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  ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ普及啓発業務費の減額についてです。新型コロナウイルス感

染症の影響で、事業の主な内容であった住民や学校での出前授業が実施困難であるため

の取りやめは､やむを得ないものと理解しますが、一方で、コロナ禍にあっても気候危機

問題は、本町としても引き続き取り組む必要があります。予算が付かなくとも、普及啓

発及び気候危機対策としてできることはあります。広報誌やＳＮＳを通じた啓発をされ

ていくとのことですが、今後も他自治体の事例などを参考に、でき得る限りに対策に取

り組むことを強く求めます。 

  また、ここ数年行われてきたＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ事業、小規模自治体ながら、島

本町としてこれに取り組んで来たことは評価するものの、これまで１千万円近くの税金

を投入したわりに、それに見合う効果があったかというと、疑問に思うところもありま

す。今回の減額によりできた時間を有効に使って、地球温暖化対策がより充実したもの

となるよう調査・研究に励み、今後はより精査された取り組みになるよう努めていただ

きたいと思います。 

  コロナ対策にかかる不要不急の事業の精査についてです。キャンプ場撤去事業の延期

による減額は妥当な判断と考えますが、多くの減額は、不要不急で取りやめたと言うよ

りも、事業の実施が困難で取りやめざるを得ないものがほとんどです。また、精査した

結果の実質の影響額も、それほど多くはありません。島本町の苦しい財政状況にあって

も、コロナ対策、また延期されている庁舎建て替え等は差し迫って対応していかなくて

はならないことです。これらに予算を割くためにも、今後、さらに抜本的に、全庁的に

事業を精査する必要があります。例えば、東京都は新型コロナウイルス対策で、不要不

急の都市開発の延期・中止する方針を５月に明確に打ち出しました。具体的な事業の例

として、市街地の再開発や区画整理などの事業があげられています。 

  テレワークに代表されるよう、コロナ禍によって社会のあり方が大きく変わりつつあ

ります。これに伴い、ポストコロナにおける地方都市開発のあり方も問い直されていく

ことと思います。島本町においても、こういった視点を持ち、必要な施策が必要な住民

に届くように、また住民の安心・安全なまちづくりが滞ることがないよう、事業精査を

より意欲的に行うことを強く求め、賛成の討論といたします。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

河野議員  第 85 号議案 2020 年度島本町一般会計補正予算（第３号）に対しまして、日

本共産党・河野恵子より賛成の討論を行います。 

  不要不急事業の事業費などの削減、また過日までの議会などで議決された条例に基づ

く職員の人件費及び町長などの報酬のカットなどについては認めるものです。また、今

回の総務費としての町長の報酬の 20％カット及び教育費の教育長の 10％カット、私の知

る限り、近年では大幅な特別職の報酬カットに及ばれたという背景は、コロナ禍だけで
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はなく、その以前から始まっている島本町の財政危機とでも言いましょうか、財政の困

難から生じたことを考えますと、この使い道については十分に住民の生活実態や、また

今後の見通しなどを立てられて、議会にも説明をいただきたいと思っております。 

  参考までに、高槻市においては議員の調査費用に関する予算を削減され、高槻市内の

障がい者支援事業所へのコロナへの影響に及んだ負担増や減収に充てることを提案され

たようなことを聞き及んでおります。 

  その点について、国、府、町と、今回も含めて重複する制度が続けて予算化されると

いうようなことも起こっている一方で、本補正までにはほとんど光が当たらない部署へ

の支援については、すでに第１次、第２次緊急の申し入れとともに、昨日の一般質問等

でも述べておりますので、もう、この場では繰り返しません。 

  ただ、この特別職の報酬の減額補正においては、この議場において質疑が行われまし

た。現時点で本会議場での午後２時 37 分の時点では、この副町長人事を減額補正すると

いう町長が決断されるに及んだ､この間の議会とのやりとりということでは、こと人事に

関わることですから、重大なやりとりがあったというふうに思います。私の質問への答

弁、人びとの新しい歩みの質問への答弁、福嶋議員の質問への答弁、総じて言いますと、

この議場では、今のところ４人の議員は全くこのことについて事前の調整や意向を計る、

そのようなやりとりはなかったと表明しております……（「それは違う」他、議場内私

語多し）……、２時 37分現在と言ってますから、何かあったら討論で言ってください。 

村上議長  事実無根のことを言わない。 

河野議員  私も、そのようなことは一切記憶しておりませんので、そういった判断をされ

るに至ったところに……。 

村上議長  何をもって言うているの。 

河野議員  何が存在したのか、存在しなかったのかという答弁が不十分だと思われますし、

今後においては十分に留意していただきたい……（「止めてください」他、議場内私語

多し）……。 

  以上、町の独自施策としては様々な提案をなさっていましたが、それについては緊急

かつ丁寧な対応をお願いいたします。 

  以上をもって、討論といたします。 

村上議長  何の根拠もないことを……（「根拠がないって」他､議場内私語多し）……。そ

ういう証拠はどこにあるの……（「今のは、４人以外は」他、議場内私語多し）……。 

村上議長  暫時休憩します。 

（午後２時 38 分～午後２時 39分まで休憩） 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

  引き続き、本案に賛成の方の発言を求めます。 

大久保議員  それでは、第 85号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号）につ
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いて、大阪維新の会を代表し討論を行います。 

  本補正予算は、歳入歳出予算の総額にそれぞれ１億 9,807万９千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を 167億 4,785万２千円とするものです。 

  その主な内容は、新型コロナウイルス感染症対策に伴う町独自施策の実施、各種イベ

ント等事業の変更・中止及び小・中学校への情報機器購入、その他人件費の補正等につ

いて行うものであり、大変重要で不可欠な補正予算と認識します。 

  また、要望としましては、特に新型コロナウイルス感染に伴い不急の事業を見直すた

めに旧キャンプ場撤去事業を延長されますが、山林火災の事例もありますので、十分に

注意をして管理等を行っていただくことと、ＩＣＴ学習環境整備に関しまして、可能な

限り早急の整備をお願いしまして、賛成の討論とします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

平井議員  第 85号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号）に対しまして、コ

ミュニティネットを代表して討論を行います。 

  今回の補正予算については、主には新型コロナウイルスの対策に費用を充てられてい

る。それとまた教育環境の整備等に、オンライン授業等を実施するための予算が計上さ

れているのが主な予算だというふうに理解をしております。オンライン授業については、

私も今、テレワークで約４ヵ月ほどおりますけども、オンライン授業も、あまりそれに

固執し過ぎると、やはり子どものストレスというのは溜まるんで、その辺は十分配慮し

ながら、子どもの健康とか心の面も含めて活用していただきたいというふうに思ってお

ります。 

  先ほどから出ております副町長人事の件につきましては、やはり、しっかりと事前に

すべての会派に相談をしながら進めていくことが重要であったんではないかなというふ

うに思っております。先ほど河野議員から、14 時 37 分現在というふうな表現で、４人

の議員は少なくとも何らの説明も受けてない､ほかの議員はもしかしたら説明を受けて

いるのではないかというふうなニュアンスにも取られかねないような発言がございまし

た。私たちも、やはりそういう意味では……（「やましいことが」「やましいことって

どういうこっちゃ」と呼ぶ者あり）……。 

村上議長  静粛に。 

平井議員  何の根拠もないような話を、ここで討論すべきではないというふうに私は思っ

ておりますし、やはり今後ともしっかりと、町長はじめ総合政策部長においても、前も

って十分な調整をしながら町政運営を進めていただきたいというふうことを申し上げま

して、補正予算については賛成の討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

伊集院議員  第 85号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号）に対しまして、

自由民主クラブを代表いたし討論を行います。 
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  今回の第３号補正は、歳入歳出それぞれ１億 9,807万９千円を追加され、歳入歳出予

算総額が 167 億 4,785 万２千円となるものであります。基本的には新型コロナウイルス

感染症対策に対応している予算であります。 

  今回のＧＩＧＡスクールではございませんが、小・中学校、タブレットを１人に１台

と、これをちょっと前倒しされる。行政におかれては大変、早急にすることにおいて事

務的にはご迷惑をおかけするところもあろうかと思いますが、早急にしていただく方向

へと転換されていることを評価したいと思います。 

  それと、第２号補正のときに臨時交付金が１億 111万ほど入っております。この点も

踏まえまして、今回、財政調整基金の繰入金がマイナス１億 2,489万８千円と。総額が

前回９億を超えておりましたが、今回のこの第３号補正におきましては、基金取り崩し

は何とか８億代で今のところ収まっているということでもあります。こういった国の交

付金や補助金、また大阪府も介していただいている中で進めていただき、今回の施策の

中では前倒しで町独自という施策もあがってきております。ただ、前回にもありました

ように、国の補助でついた部分というのが取り消し、うまいことなるように、今後の努

力をお願いしたいと思います。 

  そして、職員の特別職ですね。先ほど河野議員からありましたように、副町長人事、

やはり、これはご努力いただきたいと思いますが、我々も実質上、何も聞いてない中、

説明をいただきたいというような思いもあります。が、今回はこういう判断をされたと

いうのが、結果的にはあと１年という任期なので、理解する形でさせていただこうと思

います。 

  人事案件においては、基本的には町長がおっしゃっていたように全会一致の努力をし

ていくというのは、これは基本であろうと思っておりますので、できるだけ会派にそれ

ぞれ説明を、こちらから求めるのではなくて、町長のほうからまた説明していただくと

いうことを今後ともお願いを申し上げまして、今回の第３号補正、賛成させていただき

ます。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 85号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 85号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 
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  引き続き、第 86 号議案 令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２

号）に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

河野議員  第 86 号議案 2020 年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）

に対し、日本共産党・河野恵子より賛成の討論を行います。 

  示されましたシステム改修についての財源措置は、ほぼ国のほうからの措置がある見

込みだと示されていますが、今のところ、国の通知では具体は示されていないとのこと

ですが、その点については引き続き要望や、財源確保のほうをお願いします。 

  また、これは６月の定例会ということですので、たぶん、この次の議会までの間に国

民健康保険料の本算定通知が全被保険者世帯宛てに送付されるものと思いますが、当初

予算のとおりであれば、値上げの保険料の通知がほとんどの世帯に及ぶというふうに考

えております。せっかく今、国が様々な通知通達を出し、円滑に減免措置などを講じる

ことを求めている中で、最後の最後までの努力を求めますとともに、減免制度などの丁

寧な情報提供についても、改めて努力を求めるものです。 

  以上をもって､討論といたします。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 86号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 86号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  引き続き、第 87号議案 令和２年度島本町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 87号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 87号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  引き続き、第 88 号議案 令和２年度島本町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 88号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 88号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  引き続き、第 89号議案 令和２年度島本町大字大沢財産区特別会計補正予算（第１号）

に対する討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 89号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 89号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 
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  日程第 12、第 90 号議案 令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第２号）を議題

といたします。 

 

令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第２号）（案）説明 

 

それでは、引き続きまして第90号議案 令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第

２号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、令和２年４月人事異動の反映等及び令和元年度人事院勧

告に準ずる改定差額分の補正予算を提案するものです。 

それでは、順次御説明申し上げます。 

第１条は総則、第２条は収益的支出の予定額の補正、第３条は資本的支出の予定額の

補正で、款項別の内容については、お示ししているとおりです。90の２ページです。第

４条は、議会の議決を経なければ流用することができない経費の予定額の補正です。 

今回の補正はすべて人件費であり、各費目にわたることから､給与費明細書において、

まとめて御説明申し上げます。 

90の７ページです。第２節 給料､第３節 手当及び第４節 法定福利費については、

令和２年４月人事異動の反映等及び令和元年度人事院勧告に準ずる改定差額分です。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第２号）につ

いての説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますよう

お願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 90号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 
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村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 90号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第 13、第 91 号議案 令和２年度島本町下水道事業会計補正予算（第１号）を議

題といたします。 

 

令和２年度島本町下水道事業会計補正予算（第１号）（案）説明 

 

それでは、引き続きまして、第91号議案 令和２年度島本町下水道事業会計補正予算

（第１号）について、ご説明申し上げます。 

今回の補正予算については、令和２年４月人事異動の反映等及び令和元年度人事院勧

告に準ずる改定差額分の補正予算を提案するものです。 

それでは、順次ご説明申し上げます。 

第１条は総則、第２条は収益的支出の予定額の補正、第３条は資本的支出の予定額の

補正で、款項別の内容については、お示ししているとおりです。91の２ページです。第

４条は、議会の議決を経なければ流用することができない経費の予定額の補正です。 

今回の補正はすべて人件費であり､各費目にわたることから、給与費明細書において、

まとめてご説明申し上げます。 

91の６ページです。第２節 給料、第３節 手当及び第４節 法定福利費については、

令和２年４月人事異動の反映等及び令和元年度人事院勧告に準ずる改定差額分です。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町下水道事業会計補正予算（第１号）に

ついての説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますよ

うお願い申し上げます。 

 

村上議長 これより、本案に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 
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  第 91号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 91号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  以上で、６月定例会議に提出されました諸議案は、全部議了いたしました。 

  お諮りいたします。 

  明日から次の定例日の前日までを、休会としたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ご異議なしと認めます。 

  よって、明日から次の定例日の前日までを休会とすることに決定いたしました。 

  これをもちまして、令和２年度島本町議会６月定例会議を閉じまして、散会といたし

ます。 

  次会は、９月３日午前 10時から会議を開きます。 

  本日は長時間にわたり､大変ご苦労様でございました。 

 

  （午後２時５４分 散会） 
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本日の会議に付された事件は次のとおりである。 

   

第６３号議案 監査委員の選任につき同意を求めることについて 

第６４号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６５号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６６号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６７号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６８号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第６９号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７０号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７１号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７２号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７３号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７４号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７５号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７６号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第７７号議案 農業委員会委員の任命につき同意を求めることについて 

第 １ 号諮問 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

第 ２ 号諮問 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

第 ３ 号諮問 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

第７８号議案 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれに伴う大阪

広域水道企業団規約の変更に関する協議について 

第７９号議案 島本町税条例の一部改正について 

第８０号議案 島本町手数料条例の一部改正について 

第８１号議案 島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部改正について 

第８２号議案 島本町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正について 

第８３号議案 島本町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正について 

第８４号議案 島本町消防団員等公務災害補償条例の一部改正について 

第８５号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号） 
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第８６号議案 令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

第８７号議案 令和２年度島本町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

第８８号議案 令和２年度島本町介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

第８９号議案 令和２年度島本町大字大沢財産区特別会計補正予算（第１号） 

第９０号議案 令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第２号） 

第９１号議案 令和２年度島本町下水道事業会計補正予算（第１号） 
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 以上、会議の次第を記し、これを証するため、地方自治法第１２３条第２項の規定により署名

する。 

 

  令和２年６月２４日 

 

           島 本 町 議 会 議 長                      

 

           署名議員（４番） 

 

           署名議員（８番） 
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令和２年島本町議会６月定例会議の結果は次のとおりである。 

事 件 番 号       件           名 結   果 

一 般 質 問 

１．企業の地下水利活用と利用協力金 

  ～環境基本計画・水環境保全をめざして～ 

２．ＪＲ島本駅西土地区画整理事業 

～桜井の水環境・水脈の環境アセスメント～ 

３．水無瀬川の水質保全 

  ～一般廃棄物処理基本計画に基づいて問う～ 

６ 月 ２ ３ 日 

戸 田 議 員 

１．審議会等の会議情報の公開促進と内部統制課 

  題 

２．避難等支援体制の充実を 

３．待機児童対策・保育基盤整備等 

〃 

福 嶋 議 員 

新型コロナウイルス対策について 
〃 

大 久 保 議 員 

１．コロナ禍での学校現場、夏季休等への影響な 

ど運営方針について 

２．通学路の安全確保についてゾーン３０の拡充 

〃 

東 田 議 員 

１．島本の水の行方－「府域一水道（統合）に向 

けた検討報告書」を問う 

２．コロナ禍の、介護・福祉事業所への感染症相 

談や対策への支援を問う 

３．間に合わない自営業・商店街へのコロナ対策 

〃 

河 野 議 員 

１．避難所の感染症対策について 

２．大阪府三島救命救急センター及び高槻島本夜 

間休日応急診療所の移転について 

〃 

岡 田 議 員 

若山台調整池Ａ・Ｂの機能について 
〃 

清 水 議 員 

死亡届に伴う手続き専用窓口「おくやみコーナー」 

の設置について 

〃 

塚 田 議 員 

１．駅前開発 リスク管理と公益性の確保につい 

  て 

２．ホタルは灯りが嫌い：光害対策について 

３．教科書採択について 

〃 

中 田 議 員 

定年待たず早期退職者微増・島本町を担う管理職 

の流出に人材確保を！ 

〃 

伊 集 院 議 員 

島本町環境基本計画の中間見直しを踏まえ、地球 

温暖化対策に関する成果・課題について問う 

〃 

平 井 議 員 

第６３号議案 監査委員の選任につき同意を求めることについて 
６ 月 ２ ４ 日 

原 案 同 意 
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事 件 番 号       件           名 結   果 

第６４号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

６ 月 ２ ４ 日 

原 案 同 意 

第６５号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第６６号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第６７号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第６８号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第６９号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第７０号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第７１号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第７２号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第７３号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第７４号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第７５号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第７６号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第７７号議案 
農業委員会委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

〃 

原 案 同 意 

第 １ 号諮問 
人権擁護委員の推薦につき意見を求めることにつ

いて 

〃 

適     任 

第 ２ 号諮問 
人権擁護委員の推薦につき意見を求めることにつ

いて 

〃 

適     任 

第 ３ 号諮問 
人権擁護委員の推薦につき意見を求めることにつ

いて 

〃 

適     任 

第７８号議案 

大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及

びこれに伴う大阪広域水道企業団規約の変更に関

する協議について 

〃 

原 案 可 決 

第７９号議案 島本町税条例の一部改正について 
〃 

原 案 可 決 
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事 件 番 号       件           名 結   果 

第８０号議案 島本町手数料条例の一部改正について 
６ 月 ２ ４ 日 

原 案 可 決 

第８１号議案 

島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事

業の運営に関する基準を定める条例の一部改正に

ついて 

〃 

原 案 可 決 

第８２号議案 
島本町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部改正について 

〃 

原 案 可 決 

第８３号議案 
島本町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部改正について 

〃 

原 案 可 決 

第８４号議案 
島本町消防団員等公務災害補償条例の一部改正に

ついて 

〃 

原 案 可 決 

第８５号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第３号） 
〃 

原 案 可 決 

第８６号議案 
令和２年度島本町国民健康保険事業特別会計補正

予算（第２号） 

〃 

原 案 可 決 

第８７号議案 
令和２年度島本町後期高齢者医療特別会計補正予

算（第１号） 

〃 

原 案 可 決 

第８８号議案 
令和２年度島本町介護保険事業特別会計補正予算  

（第１号） 

〃 

原 案 可 決 

第８９号議案 
令和２年度島本町大字大沢財産区特別会計補正予

算（第１号） 

〃 

原 案 可 決 

第９０号議案 
令和２年度島本町水道事業会計補正予算（第２

号） 

〃 

原 案 可 決 

第９１号議案 
令和２年度島本町下水道事業会計補正予算（第１

号） 

〃 

原 案 可 決 
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島本町議会７月臨時会議 会議録（第１号） 

 

年 月 日  令和２年７月１６日 (木) 

 

場   所  島本町役場 議場 

 

出 席 議 員  次のとおり１４人である。 

 

１番  塚 田  淳  ２番  大久保  孝幸  ３番  東 田  正 樹 
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10番  中田  みどり  11番  野 村  篤  12番  伊集院  春美 

13番  福 嶋  保 雄  14番  村 上  毅     

              

地方自治法第１２１条の規定により、議会に出席を求めた者は次のとおりである。 

町 長  山田  紘平  教 育 長  持 田  学  
総 合 政 策 

部 長 
 北河  浩紀 

健 康 福 祉 

部 長 
 原山  郁子  

都 市 創 造 

部 長 
 名越  誠治  

上 下 水 道 

部 長 
 水木  正也 

消 防 長  近藤  治彦  
教育こども 

部 長 
 岡本  泰三  会計管理者  永 田  暢 

都市創造部 

次 長 
 佐藤  成一  

教育こども

部 次 長 
 川畑  幸也  

総務・債権

管 理 課 長 
 中嶋  友典 

財 政 課 長  杣木  利徳  
財 政 課 

係 長 
 御本  修平     

 

本会議の書記は次のとおりである。 

事 務 局 長  妹藤  博美  書   記  坂元  貴行  書   記  村田  健一 
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令和２年島本町議会７月臨時会議議事日程 

  議事日程第１号  

 令和２年７月１６日（木）午前１０時開議 

日程第１ 会議録署名議員の指名 

日程第２ 第 ４ 号報告 損害賠償の額を定めること及び和解の専決処分について 

日程第３ 第９２号議案 動産の買入れについて 

日程第４ 第９３号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第４号） 
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 (午前１０時００分 開議) 

 

村上議長  おはようございます。公私何かとお忙しい中をご参集いただきまして、大変ご

苦労様でございます 

  ただいまの出席議員数は 14 名で、全員出席であります。 

  本日は休会の日でありますが、会議規則第 10 条第３項の規定により、会議を開くこと

といたします。 

  さて、皆様もご承知のとおり、梅雨前線の影響による記録的な豪雨で、九州地方をは

じめとして各地で甚大な被害が発生し、多くの方が亡くなられたと報道されております。

お亡くなりになられた方のご冥福をお祈り申し上げますとともに、被災された方々にお

見舞い申し上げる次第でございます。 

  それでは、これより令和２年島本町議会７月臨時会議を開き、本日の議事に入ります。 

  議案等はお手元に配付しておきましたから、ご了承願っておきます。 

  なお、本臨時会議の会議期間は本日のみの予定となっておりますので、皆様には円滑

な議会運営にご協力いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  会議録署名議員は、会議規則第 127 条の規定により、６番 清水議員及び７番 岡田

議員を指名いたします。よろしくお願いいたします。 

  日程第２、第４号報告 損害賠償の額を定めること及び和解の専決処分についてを議

題といたします。 

  執行部の説明を求めます。 

健康福祉部長（登壇） それでは、第４号報告 損害賠償の額を定めること及び和解の専

決処分について、ご説明申し上げます。 

  議案書の４の１ページをお開き願います。 

  本件につきましては、平成 31 年３月４日に島本町内の医療機関において発生した事故

につきまして、「地方自治法」第 180条第１項及び町長の専決事項の指定について（第

１号）の規定により、令和２年６月 29日付けで損害賠償の額を定めること及びこれに伴

う和解の専決処分を行い、同年同日付けで、相手方である福岡県福岡市西区西都一丁目

地内在住代理人親権者の方と「民法」第 695条の規定により和解をしたため、「地方自

治法」第 180条第２項の規定により､ご報告させていただくものでございます。 

  それでは、第４号報告資料に基づき、ご説明申し上げます。第４号報告資料「示談書」

の、参考資料・示談書の写しでございます。 

  第一当事者（甲）は、島本町長名でございます。 

相手方であります第二当事者（乙）は、福岡県福岡市西区西都一丁目在住の方及び代

理人親権者２名でございます。第二当事者（乙）は、事故発生時には島本町に居住して
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おられました。 

事故発生日時は平成 31年３月４日（月）午前 11 時 30分頃、事故発生場所は大阪府三

島郡島本町内医療機関でございます。 

事故の原因状況結果でございますが、ＢＣＧ予防接種を受けた際、当町が当該予防接

種を委託する高槻市医師会所属の医師の手技の不手際により、接種部位に擦過傷が生じ

たものでございます。その後、他の医療機関にて治療を受けられ、令和２年２月 13日に

治療が終了いたしました。 

次に、示談内容でございます。本町が相手方に損害賠償金として 13万 570 円を支払う

ものとし、本件示談の他、本町及び相手方の間に一切の債権債務関係がないことを確認

しております。 

なお、損害賠償金につきましては、本町が加入しております保険にて全額支払われる

予定でございます。 

事故の発生後、予防接種の委託先である高槻市医師会に対し再発防止を図るための注

意喚起を依頼しており、令和元年５月 24日付けで高槻市医師会から、すべての予防接種

委託医療機関に対し「ＢＣＧ予防接種の適正な実施について」という文書を発出したと

聞き及んでおり、町といたしましても、安全な予防接種の実施に向け、再発防止に向け

た取り組みを実施してまいります。 

以上、簡単ではございますが、第４号報告 損害賠償の額を定めること及び和解の専

決処分についての、ご説明を終わらせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

村上議長  これより、本報告に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  第４号報告については、報告を承ったものといたします。 

  日程第３、第 92 号議案 動産の買い入れについてを議題といたします。 

  執行部の説明を求めます。 

都市創造部長（登壇） それでは、第 92号議案 動産の買入れにつきまして、ご説明申し

上げます。 

提案理由は、買入れ業者の確定に伴いまして、物品売買契約を締結したいためでござ

います。 

現在、清掃工場で使用しておりますアーム式脱着装置付コンテナ自動車につきまして

は、平成 16年の購入から 15年が経過し、老朽化により安全走行に支障が生じるおそれ

があるため、更新するものでございます。 

指名競争入札を行った結果、買い入れ先が確定したため、「議会の議決に付すべき契

約及び財産の取得又は処分に関する条例」第３条の規定に基づき、提案するものでござ

います。 
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第 92号議案資料をご覧ください。 

１の「動産の内容」でございますが、アーム式脱着装置付コンテナ自動車、６輪中後

ろの４輪駆動方式のマニュアルトランスミッション車で、乗車定員は２名でございます。

車台部に 10ｔのコンテナを積載できるよう、大型のフックロールキャリアを架装いたし

ます。 

３の「契約の方法」でございますが、指名競争入札で、本町の競争入札参加資格者名

簿に登載する業者から、取り扱いの可能な業者６者を指名し、４者が辞退したため、２

者による指名競争入札を行ったものでございます。入札の結果、落札業者である摂津市

鳥飼本町一丁目７番４号、いすゞ自動車近畿株式会社摂津支店、支店長道明良隆氏と契

約するものでございます。 

次に、４の「参考資料」といたしまして、入札調書、アーム式脱着装置付コンテナ自

動車仕様書を添付いたしております。 

以上、簡単ではございますが、ご説明を終わらせていただきます。よろしくご審議い

ただき、ご可決賜りますようお願い申し上げます。 

村上議長  これより、本案に対する質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 92号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 

（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 92号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  日程第４、第 93号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第４号）を議題といた

します。 

  執行部の説明を求めます。 

財政課長（登壇） それでは、第 93 号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第４号）

につきまして、ご説明申し上げます。 
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今回の補正予算につきましては、新型コロナウイルス感染症にかかる各種対応策等を

実施するため、提案させていただくものでございます。 

それでは、順次ご説明申し上げます。 

第１条は、歳入歳出予算の総額に、それぞれ２億 908万９千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を 169 億 5,694 万１千円とするもので、款項別の内容につきましては、93 の３

ページからの「第１表 歳入歳出予算補正」にお示ししているところでございます。 

続きまして、歳入歳出補正予算の内容につきまして、歳入歳出補正予算事項別明細書

により、ご説明申し上げます。 

93の８ページからの「歳入」でございます。 

第 15款 国庫支出金、第２項 国庫補助金、第１目 総務費国庫補助金、第１節 総

務管理費補助金２億 4,684 万３千円の増額につきましては、新型コロナウイルス感染症

対策地方創生臨時交付金として、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細やかに必要

な事業が実施できるよう、国から交付限度額が示されたものでございます。次に、第２

目 民生費国庫補助金、第１節 社会福祉費補助金 2,358 万４千円の増額につきまして

は、ひとり親世帯臨時特別給事業費補助金及び同事務費補助金が交付されるものでござ

います。次に、第２節 児童福祉費補助金 1,321 万７千円の増額につきましては、小学

校の臨時休業期間中における学童保育室の午前中開室の実施にかかる人件費等として、

子ども・子育て支援交付金及び保育対策総合支援事業費補助金が交付されるものでござ

います。次に、第３目 衛生費国庫補助金、第１節 保健衛生費補助金２万９千円の増

額につきましては、妊婦を対象にマスクを送付する郵送料が交付されるものでございま

す。次に、第５目 教育費国庫補助金、第１節 学校施設整備費補助金 46 万２千円の増

額につきましては、小・中学校において、消毒用アルコールなど新型コロナウイルス対

策消耗品の購入費用が交付されるものでございます。 

次に、第 16 款 府支出金、第２項 府補助金、第２目 民生費府補助金 1,047万６千

円の増額につきましては、保育所等における消毒用アルコールなどの新型コロナウイル

ス対策消耗品及び空気清浄機などの新型コロナウイルス対策備品の購入費用等として、

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金が交付されるものでございます。 

次に、第 19款 繰入金、第２項 基金繰入金、第２目 財政調整基金繰入金、第１節 

財政調整基金繰入金 8,552 万２千円の減額につきましては、財源調整のため減額するも

のでございます。 

続きまして、93 の 10 ページからの「歳出」でございます。 

まず、新型コロナウイルス感染関連のうち、消耗品費及び備品購入費につきまして、

各費目に関わることから、一括してご説明申し上げます。 

消耗品費のうち、新型コロナウイルス対策消耗品につきましては、各施設や事業で使

用する消毒用アルコール、マスク等を購入するものでございます。また備品購入費のう
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ち、新型コロナウイルス対策備品につきましては、議会、人権文化センター、ふれあい

センター、緑地公園住宅集会所、消防本部、保育所に空気清浄機を計 30 台購入するほか、

人権文化センターにスリッパ及びまな板等の殺菌機と、啓発事業に必要な動画配信用の

ビデオカメラ、消防本部にエアコンとオゾン水機をそれぞれ購入するものでございます。 

次に、第２款 総務費、第１項 総務管理費、第３目 防災計画費、第 17 節 備品購

入費 58 万３千円の増額につきましては、避難所で使用する段ボールベットを購入するも

のでございます。次に第 11目 人権文化センター費、第 12節 委託料７万６千円の増

額につきましては、館内の消毒作業の業務を委託するものでございます。次に、第 14

節 ふれあいセンター管理費、第 12節 委託料 176万円の増額につきましては、館内施

設の使用者入れ替え時に消毒作業を行うため、指定管理料を増額するものでございます。 

次に、第２項 徴税費、第１目 税務総務費、第 11 節 役務費１千円の増額、第 12

節 委託料 363 万円の増額及び第３項 戸籍住民基本台帳費、第１目 戸籍住民基本台

帳費、第 11節 役務費３千円の増額と第 12節 委託料 363 万円の増額につきましては、

オンラインにより、マイナンバーカードを活用した住民票の写しをはじめ戸籍謄本や納

税証明書の交付手続きを可能とするための費用でございます。 

次に、第３款 民生費、第１項 社会福祉費、第１目 社会福祉総務費、第３節 職

員手当等 10万円の増額及び 93の 14ペーシの第２項 児童福祉費、第４目 ひとり親家

庭福祉費、第 10節 需用費２万９千円の増額、第 11節 役務費８万５千円の増額、第

18節 負担金、補助及び交付金 2,337万円の増額につきましては、国制度として、低所

得のひとり親世帯に対し１世帯５万円、第２子以降は１人につき３万円を支給するため

の事務費及び給付費でございます。次に、戻りまして 93 の 12ページの第４目 高齢者

福祉費、第 12 節 委託料 19万８千円の増額につきましては、福祉ふれあいバスの車内

に抗ウイルス及び抗菌効果のある処理を施すものでございます。 

次に、第２項 児童福祉費、第２目 児童措置費、第 18 節 負担金補助及び交付金

703 万５千円の増額につきましては、国及び府制度として、民間の保育事業者に対し、

消毒用アルコールなどの保健衛生用品の購入費用等を補助するものでございます。 

次に、第４款 衛生費、第１項 保健衛生費、第２目 保健ヘルス事業費、第 11節 役

務費８万７千円の増額つきましては、新型コロナウイルス感染症により中止した各乳幼

児健診に関わる通知文書及び国から妊産婦を対象に配布されるマスクの郵送料でござい

ます。次に、第 12節 委託料８万８千円の増額につきましては、高槻市医師会に委託し

ております乳がん検診につきまして、国の指針で定められている医師による二重読影の

実施において、今般、検診実施医療機関における画像の変換方式が変更されたため、８

月以降、機器のリース代を追加するものでございます。 

次に、第６款 商工費、第１項 商工費、第３目 事業者応援商品券事業費１億 5,217

万８千円の増額につきましては、町内事業者の支援として、地域での消費を喚起するた
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め、住民１人当たり４千円の商品券を交付するための事務費等でございます。 

次に、第７款 土木費、第５項 住宅費、第１目 住宅管理費、第 12節 委託料 122

万８千円の増額につきましては、館内業務終了後等に消毒作業を行うものでございます。 

次に、第８款 消防費、第１項 消防費、第２目 常備消防費、第 10節 需用費 248

万２千円の増額につきましては、救急靴、感染予防衣、マスク等を購入するものでござ

います。 

次に、第９款 教育費、第２項 小学校費、第２目 教育振興費、第 11 節 役務費

277 万２千円の増額及び第３項 中学校費、第２目 教育振興費、第 11節 役務費 123

万２千円の増額につきましては、小・中学校の児童及び生徒の家庭学習環境の整備を進

めるにあたり、インターネット環境が未整備の家庭に対し、令和２年度に限り、通信費

を負担するものでございます。 

以上、簡単ではありますが、令和２年度島本町一般会計補正予算（第４号）について

の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議いただき、ご可決賜りますようお願

い申し上げます。 

村上議長  これより、本案に対する質疑を行います。 

河野議員  おはようございます。2020年度一般会計補正予算案について、93の 19ページ、

教育費 消耗品費、通信運搬費に関して質疑をいたします。 

  今回、国の臨時交付金を原資にして、様々現場から求められてきた、またコロナウイ

ルス感染症対策として、現場の消毒や、消毒に関わる業務、備品についての購入につい

て全般的に必要なものと認めるものですが、例えば、ふれあいセンター、人権文化セン

ターには、消毒の業務に関わる人件費相当、あるいは人員を調達するという意味での増

額があるというふうに思います。しかしながら､一方では小・中学校に関しましては、こ

の 93の 19ページに示されたように消耗品、それと第２波・第３波及びＧＩＧＡスクー

ル構想の一環としての、通信運搬費としての予算措置しか見られないということですが、

小・中学校、学童保育室、例えば保育所にとっては、こういった消毒という当該の業務

こそが教職員、指導員、保育士の中心業務とは言えず、人員を増やすことの必要性を私

は感じております。その点について、今後、こういった業務そのものにあたる人員を増

やす予定はおありでしょうか。その点についての見解を、お訊きしたいと思います。ま

た、これに関わる現場教職員からの、また保育士職員からの要望はありますか、出てお

りますか。答弁を求めます。 

  もう一つ、児童生徒の貸与用ルーター通信料、通信運搬費について、お尋ねします。

今回、タブレット、パソコンなどの全児童生徒に対して、持っておられない方、そうい

った環境整備にない方に対する、この通信費の新たな負担に対する補助に至ったという

ことには安堵をしております。今後は、国の就学援助の対象にもなるとのことですが、

この就学援助に関わる要綱改定の時期はいつになるのか。また、この財源となるものに
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ついて、国庫負担の手当てについては 100％期待できるのか、答弁を求めます。 

教育こども部長  それでは２点、ご質問でございます。 

  まず、消毒業務を行う職員の増員についてというところでございますが、小・中学校

についてでございます。学校再開にあたっては、学校・園における新型コロナウイルス

感染症対策マニュアルをもとに、感染症予防を行いながら、授業を今現在行っていると

ころでございます。具体的には換気の徹底、ドアの取っ手や手すり、スイッチなど、多

くの児童生徒が触れる箇所の消毒を行っておるわけでございます。消毒作業は教室や箇

所も多く、現在は教職員や町雇用の会計年度職員も含めて、学校全体で取り組んでいこ

うということで対応しております。現状の人員で対応、今、できていると学校からも聞

いておりますので、今後、消毒作業のための人員を増員する予定というのはございませ

ん。また、取り組み状況などは、各学校から「学校だより」などを通じて保護者の皆様

にお知らせもしておるところでございまして、今後も引き続き３密を避けながら、授業

等、学校生活を進めてまいりたいと考えております。 

  そして、学童保育室でございますが、学童保育室については新型コロナウイルス感染

防止として、小・中学校、当然､同じように換気の徹底、ドアの取っ手や手すり、スイッ

チなど多くの児童が触れる箇所を消毒していくと。この消毒作業につきましては、現在、

学童に従事していただいております指導員全体で取り組んでいくというふうに聞いてお

ります。現状の人員で対応できておりまして、今後の消毒作業の増員は予定もなく、現

場から、そのような声はいただいておりません。 

  保育所でございます。保育所に関しましても、消毒業務は現在の配置で対応していき

たいと考えておるところでございます。保育所では、新型コロナウイルスの感染症対策

にかかる消毒作業につきましては、保育士だけじゃなく看護師、給食調理員により、毎

日行っておりまして、業務時間中に行うことができておるというのが現状でございます。 

  それによる勤務への影響も特段生じていないという報告は確認をいたしておりますの

で、今現時点では、学童保育室、保育所、そして小・中学校については、現状の体制の

中で対応ができているもの、これからも対応していくというふうに考えております。 

  そして、就学援助に関しての今後の要綱等の改正の時期ということでございますが、

就学援助につきましては、国のほうから６月５日付けで要保護児童生徒援助費として、

国のほうがオンライン学習通信費として年１万円の補助をするということで新たに新設

をされたというふうに聞いております。このうち２分の１は町の負担で、２分の１、５

千円分については国費負担が充たると聞いております。その他の町の基準の中で対応し

ております準要保護児童生徒について、この補助はございませんので、全額、町の負担

となります。今年度、インターネット環境のないご家庭には通信費を本町が負担して、

インターネット環境はあるが、就学援助世帯には別途、この１万円の補助を検討してお

ります。 
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  また、次年度以降につきましては、通信費はすべて保護者負担ですが、就学援助世帯

には今年度改正しますので、この１万円の補助は継続するものでございますので、この

島本町要保護及び準要保護児童生徒援助費支給要綱がございますが、この改正について

は可能な限り早期に改正して、支給事務を進めてまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

大久保議員  おはようございます。２点ほど、お伺いをします。 

  93 の 11 ページ、ふれあいセンターの管理費のところです。新型コロナウイルス対策

備品についてなんですけども、ふれあいセンターの現在の貸館の利用状況は大変厳しい

現状と聞いております。その原因は、新型コロナウイルス感染対策としまして、部屋の

人数制限が考えられます。この予算執行を通じまして、現状の貸館の状況は緩和される

と考えてよろしいんでしょうか。 

  それから、もう１点です。93 の 19 ページなんですけども、この中の通信運搬費、児

童貸与用ルーター通信料と生徒貸与用ルーター通信料についてです。通信環境を整える

ための対応を、大変ご尽力していただいておるところなんですけども、これをさらに歳

出削減をするために、今後は本事業の内容の見直しも必要ではないかと考えますが、本

町の見解をお伺いします。 

総務・債権管理課長  ふれあいセンター管理費についてのご質問でございます。 

  議員ご指摘のとおり、今現在、ふれあいセンターの貸館の状況につきましては､すべて

の貸館施設を使用していただくという状況ではございませんで、使用できる施設を制限

をさせていただいているということと、利用される人数についても制限をさせていただ

いているところでございます。 

  今回、補正予算に計上させていただいております予算につきまして、それによって緩

和されるかということでございますが、まず、貸館施設の使用できる施設を増やせるか

どうか、この点につきましては、今現在、現状のスタッフの中で感染予防対策として必

要な清拭清掃、消毒等の作業の人員が確保できないということから、それを主な理由と

しまして、使用できる施設を制限させていただいております。今回の予算につきまして、

指定管理料の増額を計上させていただいておりますが、これによりまして、そのための

スタッフを増員をさせていただく予定としておりますことから、時期はまだはっきりと

は申し上げられませんけれども、８月中を目途に、使用できる施設はできるだけ拡大を

していきたいというふうに考えております。 

  それから、人数制限につきましては、まず人数制限をさせていただいている理由とし

ましては、やはり各それぞれの施設の過密状況、密閉空間であったりとか密集状態、密

接場面を作らないということのためにさせていただいております。これに関しては、現

在、状況が未だ厳しい中で､それを緩和して使用するということは難しいと考えておりま

すので、引き続き人数制限については、そのまま継続をしていかざるを得ないというふ
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うに考えております。 

  以上でございます。 

教育こども部長  大久保議員からのお尋ねでございます。通信環境を整えるための対応に

ついての今後の内容の見直しなど、ということでございます。 

  令和２年度中に、児童生徒１人１台整備する端末について、学校臨時休校等の緊急時

における家庭でのオンライン授業等を想定して、その環境整備としてインターネット環

境が整っていない世帯に対し、町でルーター等通信機器を購入して対象者に貸与すると

いうこと。これについて、この購入費を今回６月定例会議において補正予算で計上させ

ていただいたところでございます。併行して、このモバイルルーターの利用にかかる通

信費について検討しておるわけでございますが、自治体が実施するアンケートで、自宅

にインターネット環境がないと回答した世帯に対してのみ、ルーター本体及び工事費等

諸経費込みで月額 3,300 円というような非常に安価なプランの存在というのが明らかに

なりましたので、当該契約にかかる初年度の通信費を改めて今回措置させていただくに

あたって、今後の通信環境を整える方法というのを見直してきたところでございます。

契約予定数といたしましては、アンケート結果での未整備数に予備を見込んだ 130 台を

見込んで、今回、予算計上させていただいているところでございます。 

  本予算が可決されましたら、今回の通信にかかる契約方法がどのような方法でやって

いくかという方向性を明確にし、契約が定まれば、６月定例会議において補正予算とし

てご可決いただきましたタブレット購入費用とルーター本体の購入費用のうち、このル

ーター購入費用については、しかるべき時期の議会において減額補正をお願いしたいと

いうふうに考えております。 

  以上でございます。 

岡田議員  最近の大雨によりまして、危機管理室をはじめまた町長、担当の職員の皆様､

本当にご苦労様でございました。 

  私は、町単独の商品券事業についてを質問させていただきます。今回、商品券事業の

中で、ＡとＢと２分されているかと思うんですね。Ａのほうは地元再発見、Ｂのほうは

一般券ということで、４千円分の２千円分ずつの二つに分けていらっしゃると思うんで

すが、この二つに分けた理由に関しては、２分されたということは、商品券の使い先が

偏っては駄目ということで２分されているのかなっていうふうには思っておりますが、

例えば、過去の商品券とはまた別なんですが、島本町での商品券におきまして、偏った

商品券の利用というのは、ほぼ、どの事業者に一番よく使われていて、このような２分

をされていたのかっていうことをお聞かせいただきたいんです。 

  私は、この商品券に関しましてはね、できたら町内業者にというような思いも持って

おります。でも、町内の中には大きなスーパーもたくさん入っておりますので、その大

きなスーパーのほうが商品券は使いやすいのではないかと。そのようなところから、こ
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のＡとＢに２分されているのかなっていうふうには理解しておりますが、過去の商品券

におきまして、一番、住民の皆様が商品券を利用されている事業というのはどのような

事業があって、この２分されたのでしょうか、というのが１点目。 

  ２点目ですが、島本町の中にはあらゆる事業所があると思うんですが、この中には商

工会に入っていらっしゃるところもあれば、入っていらっしゃらないところもあるかと

思うんですが、大体、島本町で、事業所で商工会に入っている件数というのはどれぐら

いの件数で、今回、この商品券は手をあげることになっておりますが、商工会に入って

いる事業所が対象というようなことで考えていらっしゃるんでしょうか。商工会に入っ

ていなくっても、手をあげる事業所であればオッケーということもあり得るということ

なのか、その辺をお聞かせいただきたいと思います。 

  もう１点は、ちょっと私のミスで、事前にしっかりと説明を聞いておけば良かったん

ですが、ちょっとミスをしてしまいました。土木費の中で今回、委託料で 122万８千円

が計上されております。これは館内の消毒事業ということでお聞きしておりますが、館

内の消毒事業、例えばどういうようなところで、どのような消毒をされるのか。その辺

の内容が伝わってきてないというか、わからないところがありますので、その辺の説明

も兼ねて、よろしくお願いいたします。 

都市創造部長  まず、商品券に関してのご質問でございます。 

  議員からもご紹介がございましたとおり、今回の商品券事業につきましては２種類、

ご用意をさせていただいたところでございます。二つに分けました理由といたしまして

は、過去の商品券に関します事業の中で、平成 27 年度の際には約 70％が大型スーパー

で使われた。それと令和元年度、昨年度におきましては、約 80％以上が大型スーパーで

使われたというような実績等ございましたことから、やはり中小企業等も当然のことな

がら支援したいという気持ち等もございますことから、２種類の券をご用意させていた

だいたところでございます。 

  ただ、今回、大型スーパーというのをどういう線引きで決めさせていただいたかとい

いますと、店舗延べ床面積が 500 ㎡以上・以下で分けさせていただいておりまして、500

㎡を超えます事業所といたしましては町内のスーパー四つ、お名前を申し上げますと、

グルメシティ、あとフレスコ、万代、生協と、あと大型のスーパーではございませんが、

家具屋のマナベ家具さんの、以上５店舗となっております。 

  あと、続きましてのご質問で、商工会入っている事業所だけか、というお問い合わせ

でございますが、今回、事業所を改めて募集をさせていただくにあたりましては、商工

会への加入の有無は条件といたしておりません。町内で事業を営んでおられる事業所と

いう位置づけで、募集をさせていただく予定といたしております。 

  なお、商工会への加入している企業数でございますけども、町内に約 700社､トータル

であったかと思いますけども、そのうち 200～300 程度、ちょっと今、明確な数字、手元
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に持ち合わせておりませんで申しわけございませんけども、それぐらいの加入数という

ふうに把握いたしているところでございます。 

  あと、続きまして住宅管理費におきます消毒にかかる委託料でございます。こちらに

つきましては、町営緑地公園住宅におきます、広く住民の方に貸出をさせていただいて

おります集会所と、あと緑地公園住宅にお住まいの方が使われる談話室、それらにかか

ります消毒にかかる委託料ということで、イメージ的にはふれあいセンターの貸館のよ

うな使い方をさせていただいておりますので、利用があるたびであるとか、１日の終わ

りにしっかりと消毒をさせていただく費用の委託料でございます。 

  以上でございます。 

岡田議員  よくわかりました。商工会もわかりました。 

  それでは、今回は手をあげていただく事業者ということですが、これは９月頃ですか

ね、発送されるということですが、その店に関しては、住民の皆様にはわかるような状

況でのものはできる、ということでよろしいですね。ここの店では使える、ここの店で

は使えないというようなことが、住民の目線でしっかりとわかるようにしていただきた

いですが、その辺のことはお願いできますでしょうか。 

  それとあわせまして、今回、これに関しましては委託されるということですが、議会

が終わって、９月末頃に簡易書留で発送ということですが、ちょっと私は、印刷等もあ

るので遅いのかなっていうような気がするんですけれども、この準備はまだ今から、議

会が終わってから準備を始めるというような形で遅くなってるんでしょうか。ちょっと

遅いのかなというふうには感じておりますが、その辺もお聞かせいただきたいと思いま

す。 

  それとあわせまして、さっきの消毒の委託料なんですが、これはわかりました、消毒

をされるということですが、この委託料というのは何ヵ月サイクルでの委託料ですか。

この委託料の金額は､期間が決まってての委託料ですか。それか何回分消毒をお願いする

から、ほぼこれだけの回数だから、これだけの金額というものなんですかね。この委託

料の中身がわからないですが、その辺の説明、お願いできますか。 

都市創造部長  まず、商品券に関する再度のお尋ねでございます。商品券のこの事業につ

きましては、やはり予算のご可決を賜った後に、予算を伴う事務というのはスタートを

させていただきたく、それ以外の部分については、事務的な部分については、もう事務

方のほうで要綱の作成準備に取りかかっておったり、あと事業所募集については商工会

のほうにお願いをしたいと考えておりますことから、当然、まだ委託はしておりません

けども、事前の調整等、すでに開始のほうはさせていただいているところでございます。 

  あと、券を発送させていただくときに、事業所のリストを封入、一緒に同封させてい

ただいて、それをお手元に取られた方が使うのにわかりやすくしていきたいなと考える

とともに、ご登録いただきました事業所には、店頭なりどこかに、使える店であるとい

- 13 -



う旨の何らかのわかるような掲示物というのも、ちょっと検討してみたいなというふう

に考えております。 

  あと、ちょっと事業が遅いんではないかというようなご指摘ではございますけども、

今の予定では、８月１日号広報に、事業所を募集する記事のほうを掲載させていただい

て、９月号広報で当該商品券事業について住民の皆様にお知らせをいたし、目指すとこ

ろは９月のおそらく後半になってしまうかもわかりませんけども、商品券そのものの発

送できればなということで、今、鋭意準備を進めているところでございます。 

  なお、発送にあたりましては、商品券、金券でございますことから、ポストに投函で

はなくて、きちっとした形でお手元に配られる必要がございますことから、その発送方

法についても、今、郵便局と調整をしているところでございます。ただ、発送そのもの、

取りかかってから全体に配り終わるまで、約１ヵ月程度かかるのではないかということ

で郵便局からも聞いておりますので、その辺についても、予算等ご可決賜った後に、し

っかりと郵便局とも調整してまいりたいと考えております。 

  次に、住宅管理費におきます消毒にかかります委託料、どれぐらいのボリューム、期

間かというお尋ねでございます。今回、ご提示させていただきましたのが８月から来年

３月までにかかる、消毒にかかる委託料でございます。緑地公園住宅集会所につきまし

ても、一定のご利用される団体、結構人気もございますことから、こまめに、きちっと

消毒をさせていただくために、このような金額になっているところでございます。 

  以上でございます。 

戸田議員  幾つか、お尋ねします。 

  まず、人権文化センターです。啓発事業の動画配信を行うためビデオカメラ一式を購

入することについて。すでに、男女共同参画の啓発事業において動画配信が行われてい

ます。その実績につき説明を求めます。また、動画配信での啓発事業には、今後、どの

ような効果が期待できるとお考えですか。 

  次に、島本町ふれあいバスの抗ウイルス対策についてです。地方創生臨時交付金活用

を予定して、車内全体に抗ウイルス・抗菌施工を実施、ウイルスを構成するタンパク質

などの成分を酸化分解するのを狙いにされているとのことです。バス交通事業者が、つ

り革、手すり、シートなど、車内全体に噴霧してコーティング施工されているのとほぼ

同様のものかと思い、妥当な対策と受け止めている一方で、ふれあいセンターなど公共

施設の貸室が定員を大幅に削減して密を避けているのと同様に、福祉ふれあいバスにお

いても定員を一定削減するという考え方があっても良いように思いますが、そうではな

く、車内の抗ウイルス・抗菌施工とされたのにはどのような議論があって判断されたこ

とでしょうか。説明を求めます。 

  それから、各種補助金を活用して、新型コロナウイルス感染症対策消耗品を購入され

る。ここで、教育こども部にお尋ねいたします。消毒等を目的として購入を予定されて
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いる商品に次亜塩素酸ナトリウムは含まれていますか。「ナトリウム」のほうです。消

毒を目的として使用する際には、正しく水で 0.05％までに薄めたうえで使用しなければ

ならないそうです。また、素手で取り扱ったり、吸入したり、目に入ったりすると、健

康に害を及ぼす可能性があり、絶対にそのような使い方はしないようにと、よく言われ

ているものです。容器の移し替えにも注意が必要です。そのようなものを小さい子ども、

あるいは児童生徒がいる場所で、何かとバタバタしがちな保育・教育現場で消毒用に使

用するのは適切ではないと考え、問うものです。これが１点目。 

  そして次に、これが最後になります。島本町の事業者応援商品券についてです。郵送

料 848 万円についてです。例えば、簡易書留で郵送したものが全世帯に届くまでには一

定の期間を要すると思います。後のほうに受け取った方が、著しく利用期間が短くなる

ようなことは避けたい。どれぐらいで配布できる予定か。これは先ほど１ヵ月ぐらいと

おっしゃってましたが、もう少し詳しく検討内容をお示しください。利用期間の設定が

短いように思いますが、例えば令和３年１月頃までというふうにお考えだったと思いま

す、当初。これはどのような事情があってのことですか。少し短いように考え、問うも

のです。また、飲食のみならず――なぜ、これを問うかというと、今後の感染の事情が

わかりかねるからです――書籍一般、衣料品、雑貨、医療品、酒類などにも利用できる

という理解でいいですか。体験的なもの、習い事などは対象になるのでしょうか。 

  以上、ご答弁をお願いいたします。 

総合政策部長  それでは、人権文化センターにおきます動画配信について、ご答弁を申し

上げます。 

  新型コロナウイルス感染症の影響によりまして、どうしても家の中で過ごす機会が多

いということで、親子で楽しめる遊びであったり、家事の楽しみ方というようなことで、

今年度初めての試みといたしまして、男女共同参画オンライン講座として２件の動画配

信を行いました。１件目につきましては、５月２日の土曜日に『パパと子の不思議遊び』

と題して、講師・和田のりあき氏によるプチマジックショウを、午前 10時から正午まで

リアルタイムで配信するとともに、５月末まで視聴可能とし、延べアクセス数は 196回

でございました。また２件目は、６月 22日の月曜日に『男のええ加減料理教室＆夫婦関

係のミニ講座』と題して、講師・石蔵文信氏による中華丼の料理とミニ講座を午前 11

時から配信し、現在も続いておりますが、７月末まで視聴可能としております。今日現

在でございますが、アクセス件数は 50 回でございます。 

  この動画配信による啓発事業の効果についてでございますが、新型コロナウイルス感

染症をきっかけといたしまして、全国的にも様々な形で動画配信が行われております。

このような中、行政といたしましても、社会や生活を取り巻く状況が変化し、新しい生

活様式が求められる中で、新型コロナウイルス感染症が収束した後においても、講演会

などにおいて、会場に来られない方も動画を見ることができる環境を整えることにより、
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天候や会場の定員に左右されることなく、町内外の多くの方にご覧いただけることが期

待でき、より多くの方々への啓発に繋がるものと考えております。 

  以上でございます。 

健康福祉部長  福祉ふれあいバスの乗車定員の削減についてのご質問でございます。 

  福祉ふれあいバスにつきましては、昨年度から高齢者等の外出支援ということで町内

を運行しておりますことから、緊急事態宣言が発令しておりました間も運行を継続して

おりました。また、このバスの運行に際しましては、公益財団法人日本バス協会という

ところが出しておられます「バスにおける新型コロナウイルス対策ガイドライン」を参

考といたしまして、感染症対策を講じております。具体的には、運転手の毎日の健康チ

ェックや、運行中のマスクの着用、あとバスの乗降口に手指消毒薬を設置をしておりま

すほか、運行終了後に手すり等、バスの車内の清掃をしております。また、車内の窓を

開けることによりまして、車内換気なども当該ガイドラインに沿って取り組んでいると

ころでございます。 

  乗車定員につきましては、公共交通機関や他の自治体が運行しておりますバスの運行

状況等を参考といたしまして、先ほど申し上げました各種の対策を講じたうえで、定員

は減らさずに運行を継続しております。今回、補正予算に計上しております新型コロナ

ウイルス抗菌等業務につきましては、車内に抗ウイルス対策の施工をするものでござい

ますけれども、関西の公共交通機関で複数の施工実績がございます。また、バス車内に

空調設備、新たに空気清浄機などを取り付けるよりも設置にかかる費用が安価であるこ

と、かつ施工に要する時間も短いことなど勘案いたしまして、高齢者だけでなく妊婦の

方や障害者の方が利用される福祉ふれあいバスを、より安心して利用していただくため

に有効であると判断いたしまして、今回、補正予算計上させていただいたものでござい

ます。 

  以上でございます。 

教育こども部長  新型コロナウイルス感染症対策消耗品に関しまして、購入予定の消毒の

薬剤についてのお尋ねでございます。 

  今回、購入予定の消毒薬剤の中に、先ほど議員からご紹介ありました次亜塩素酸ナト

リウムは含んでおりません。新型コロナウイルス感染症対策のための手指の消毒用及び

備品設備の消毒用の薬剤といたしましては、普段、使用しております消毒用アルコール

を購入する予定といたしております。次亜塩素酸ナトリウムにつきましては、漂白剤に

代表される塩素系の薬剤で、もともと手指消毒には使用せず、また他の消毒薬剤よりも

取り扱いには慎重を要しますことから、備品設備の普段の消毒としても、一切使用はし

ておりません。 

  以上でございます。 

都市創造部長  まず、商品券事業の郵送にかかるご質問でございます。現在、郵便局と郵
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送方法について調整を行っているところではございますが、郵便局からのご提案もござ

いまして、簡易書留とほぼ同内容であるゆうパックでの郵送であれば、その事業を受け

た郵便局に他の郵便局からの応援が入って、よりスムーズに配れるというような情報も

いただいております。このことから、先ほど他の議員にもご答弁させていただきました

とおり、約１ヵ月程度で全世帯に配ることが可能ではないかなと聞き及んでいるところ

でございます。そのようなことを勘案して、10月中にはすべての方、お手元にお届けし

たいと考えているところでございます。 

  なお、ゆうパックにつきましては、不在票での対応や配達記録等もございますことか

ら、抜き取り等、届いてないとかいう部分の不正等は防止できるのではないかなと考え

ているところでございます。 

  あと、商品券の使用期間でございます。まず、なぜ１月末を当初想定したかでござい

ますけども、まだ、その時点におきましては、換金の事務をどのような形でやるのかで

あるとか、あと報告をどのように取りまとめるかとかいうのも､全くまだ手探りの状態で

ありましたことから、１月までの利用で２月中に換金が終わって、３月に当該事業の実

績報告的なものをイメージしておりました。しかしながら、今現在では、換金にかかる

委託先の調整であるとか、一定、短時間で換金、そのつどある程度できるんではないか

というようなお話もありますことから、今現時点におきましては、券の使用期限につい

ては２月末を目指して検討してまいりたいと考えているところでございます。 

  あと、商品券の利用できる品目でございますが、書籍、雑貨、衣料品、酒類にも使用

可能と考えておるところでございます。あと医薬品についても市販の医薬品については

使用可能とし、処方箋を要する薬品については、前回のプレミアム商品券と同様、ちょ

っと使用はできない形にしようかなと思っております。なお、あと医療保険や介護保険

の公的保険の一部負担金についても使用不可にしたいなというふうに考えております。 

  なお、議員からお尋ねございました体験的な習い事等については、一定、利用可能と

したいと考えているところでございます。 

  以上でございます。 

村上議長  この際、暫時休憩いたします。 

(午前 11 時 03 分～午前 11時 20分まで休憩) 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

戸田議員  ご答弁、種々ありがとうございました。 

  人権文化センターのオンライン講座については、若い世代に訴えるツールになるとい

うこと、また会場に来られない場合も見ることができる、町内外の多くの方にご覧いた

だけることにもなると。まさにそう思いますが、一例です。例えば、セクシュアルマイ

ノリティに関連した講演会などは、１人でそっと見るほうが当事者にとって都合が良い

場合や、思春期の当事者に気づきを与えることができるという効果が期待できる一方、
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真の意味での人権尊重、人の尊厳の視点から取り組まないと、全国の当事者から大変厳

しい批判の声が､この町に寄せられることになる可能性があり、この点、留意していただ

きたいと思っています。 

  新たな質問です。スリッパ殺菌ディスペンサーの導入についてです。そもそも、なぜ

スリッパの貸出を廃止されたのか。スリッパを不特定多数の方と共有することには、私

は個人的には相当の抵抗があり、上履き持参には大いに賛同するものです。今後、スリ

ッパは殺菌ディスペンサーで消毒できる 10足を除いて、使用を廃止していくという方向

性、この理解でよろしいでしょうか。新型コロナウイルス感染症対策はもとより、保健

衛生面において、本来、公共施設でのスリッパの共有は避けるべきであると考え、問う

ものです。 

  ふれあいバスについてです。ご答弁、よくわかりました。では、現状、福祉ふれあい

バスはどのような感染症対策を行っておられるのか。先ほど、概ねご紹介いただいたと

思いますけれども、こういった感染症対策、現在の対策については、コーティング施工

後、引き続き行われるのですか、確認しておきたいと思います。 

  教育こども部長にお尋ねいたします。次亜塩素酸ナトリウムについてお尋ねしたとこ

ろ、使用していないというご答弁でした。例えば民間保育所、事業所における購入調達

にも補助金を支給するわけですから、このような視点が必要と考えますが、現状把握と

注意喚起をお願いできますでしょうか。これが質問です。 

  最後に事業者応援商品券、ご説明、大体わかりました。期間が、私が当初思っていた

よりもだいぶ長くなるということも理解できました。よって、少しは懸念が晴れたので

すが、例えば入院・闘病中、施設入居など、様々な事情により活用できない方がおられ

ますが、事業者応援という趣旨からすると､これは今回に限ってはやむを得ないと思わざ

るを得ないところはありますが、悩ましいところです。そういった方への相談やお問い

合わせには、どのように応じられるのでしょうか。見解を問うておきます。 

  以上です。 

総合政策部長  まず、動画配信についてでございますが、配信にあたっては､当然、細心の

注意を図る必要があると思ってますので、テーマであったり内容については、十分精査

したうえで対応していきたいというふうに考えております。 

  それから、スリッパについてでございますが、人権文化センターでは、今回の新型コ

ロナウイルス感染症対策として、館内全体の消毒作業をどういうふうにやっていくかと

いうことを検討するにあたりまして、スリッパについては不特定多数の利用者が触れる

ということで、数も多くございましたので、利用の頻度等を考えると、職員がそれを消

毒するということは非常に困難であるという判断をいたしまして、運営そのものにも支

障が生ずるということから、利用者の方にはスリッパ持参をお願いすることといたしま

して、貸出の停止をしております。 
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  スリッパにつきましては、今回のコロナウイルスの影響によって、そういうふうにし

ておりますけれども、これを機に、なくしていく方向で考えております。ただ、人権相

談であったり、行政サービスコーナー等の一時的利用者、また来客等への対応として、

原則 10 足につきましては､今回購入いたしますスリッパ殺菌ディスペンサーを活用した

いというふうに考えておりますし、これを超える数についても、必要に応じて準備はし

てはおるんですけども、それは最少減に止めたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

健康福祉部長  福祉ふれあいバスの再度のお尋ねでございます。 

  先ほどのご質問でもご答弁申し上げましたが、感染症対策といたしましては、バスの

車内の換気や、バスの乗降口に手指消毒薬を設置、また手すり等バス車内の消毒などを

行っております。また、現在、福祉ふれあいバスをご利用される方につきましてもマス

クの着用をお願いしておりまして、またバス車内が比較的空いているようなときは､少し

間隔を空けて座っていただいたり、また発熱等自覚症状がある場合はバスのご利用自体

を控えていただくように周知し、ご協力をお願いしているところでございます。現在、

行っておりますこれらの感染症対策につきましては、この抗ウイルス対策の施工を実施

した後も、引き続き必要であると考えておりますので、実施をしてまいりたいと考えて

おります。 

  以上でございます。 

教育こども部長  次亜塩素酸ナトリウムの使用についての再度のお尋ねでございます。 

  先ほどご答弁申し上げましたように、町立保育所等におきましては、現在のところ、

物品に対する日常の消毒用としては次亜塩素酸ナトリウムを使用はいたしておりませ

ん。しかしながら、国におきましては、新型コロナウイルスにかかる物品の消毒方法の

一つとして、次亜塩素酸ナトリウムによるものをあげておられます。当該薬剤について

も、適切な方法によって使用すれば、ウイルス対策に有効な一つになり得るというふう

には理解をいたしております。 

  また、次亜塩素酸ナトリウムにつきましては、園児が保育室内等で嘔吐をしたり、便

を漏らしたりした場合などにおいては、ノロウイルス等の感染防止のための消毒薬剤と

して使用すべきものとされており、現に、その用途として保育現場では使用いたしてお

りますことから、施設において次亜塩素酸ナトリウムを用いないようにするというのは､

現状、困難であろうかというふうに認識をいたしております。また、民間保育施設等に

対しましても、同様の趣旨から、その使用の見直しを町として求めるというのは、現状、

難しいかなというふうには考えております。 

  なお、薬剤や洗剤につきましては、今後も引き続き適正かつ適切に管理して使用して

まいりたい、常に細心の注意を払ってまいりたいというふうに考えております。 

  以上でございます。 

- 19 -



都市創造部長  商品券にかかります再度のお尋ねでございます。 

  入院や施設入所者などへの対応や相談等でございますが、申し出等ございましたら、

親族や後見人、入所施設等へ転送できるように検討しているところでございます。また、

児童養護施設の入所児童の取り扱いにつきましても、事前に施設と調整をして、まとめ

て施設のほうにご送付させていただく等の対応も検討したいなと思っております。 

  いずれにいたしましても、すでに定額給付金の事務も一旦やっておりますので、直接、

私どもの部所が所管はしておりませんけども、そこで得られましたノウハウ等も積極的

に活用する中で、適切に、しっかりと事務のほう、遂行してまいりたいというふうに考

えております。 

  以上でございます。 

戸田議員  最後になります。教育こども部長のご答弁、次亜塩素酸ナトリウムのこと、な

るほどとお聞きしました。ノロウイルスのことを失念しておりました、私。保育士の職

務の奥深さ、学童もそうですけれども、現場の皆さんのお仕事の内容が改めてわかる、

そういう感じがしました。 

  私自身のこだわりかも知れません。次亜塩素酸ナトリウムはアルカリ性で、強い抗酸

化作用を持つもので、市販されている家庭用漂白剤等が代表例。でも、これには「混ぜ

るな 危険」と書いてあるのです。が、何と混ぜてはいけないのか、即答できる方は意

外と少ないと思います。酸性タイプの洗剤などと混ぜると有毒ガスが発生し、私の幼い

頃、過去には死亡事故も発生しておりました。また、人体に全く影響がないかというと

決してそうではなく、殺菌剤や消毒剤が細菌やウイルスだけにきいて、人間の組織は一

切損傷しないということはあり得ません。過去には小学校のプール、中学校のプールで

の塩素の議論もありました……(「質問して」と呼ぶ者あり)……。濃度によっては、人

にとっても有害です。また急性毒性ではなく慢性毒性の場合は影響が顕在化されません。

意見に止めますけれども、基本的に、保育の現場では衣類、布類の染み抜きなどに塩素

系の漂白剤を使うことは極力避け、酸素系の漂白剤を使用するのが望ましいと私は考え

ています。 

  部長にお尋ねすることになるのですけれど、引き続き消毒に関してです。先ほど人権

文化センターでスリッパの消毒のお話がありました。他の議員が、学校現場での消毒作

業は教職員が担っておられるのかというような質疑もございました。このスリッパにつ

いては、現在、どういうふうになっているのか。即答できないと思うんですけれどもね、

これについても今のままでスリッパを継続するということはいかがなものかと。教育現

場の消毒作業は相当重いものであると。それを考えると、検討の余地はあるのではない

ですか、と。つまり、業務委託をされるということも含めて、現場の声を聞いて方向性

を見出していただきたいと思っておりますが、その点について、いかがお考えでしょう

か。教育長のご答弁をいただくことも可能かと思います。 
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  以上です。 

教育こども部長  スリッパ等の議論でございますが、人権文化センター、そのような対応

をされると、今、お聞きしておりますが、学校現場ではこれまで同様、スリッパに関し

ては出し入れの中で対応すると。ただ、定期的な洗浄等は行っておりますので、そのよ

うな対応の中で消毒等については行っていく必要があろうかなというふうに考えており

ます。その辺は学校現場のこともございますので、学校長とも十分話をして検討してま

いりたいと考えております。 

  以上でございます。 

中田議員  事業者応援商品券事業と、教育費のコロナウイルス対策消耗品について、質問

します。 

  事業者応援商品券事業について、先ほど来、商工会に何件入っているのかとか、事業

所の数だったり､使える業種の話がありましたが、町内の事業所については、以前の議会

でも約 700あるとのことでしたが、今回の商品券が使える事業所は､町内、何件あります

か、可能なのは、登録するかどうかは別として何件あるのか。そして、事業者の資金繰

り、使われるときはただの紙なわけであって、換金されないと事業者の方にとってはお

金にならないと思うので、資金繰りが負担にならないように換金を行うことが重要と考

えますが、換金頻度はどれぐらいを想定されていますか。 

  そして、ある調査によると、新型コロナウイルス関連倒産を業種別に見ると、レスト

ラン、居酒屋、喫茶店などの飲食店が最多で、以下、ホテル、旅館、アパレル、雑貨、

靴、小売店と続くとのことでした。コロナ禍で影響を受けた業種の傾向が、これにより

浮き彫りになっていますが、今回の事業者応援商品券は､私としては売り上げが如実に落

ちたところに対象業種を絞るべきと考えていますが、いかがでしょうか。 

  それから、目的の一つ、地域経済の下支えについて、今回の商品券の。地元再発見券

のほうからは、中・大規模店舗及びコンビニを除くとのことですが、一般券はすべての

登録事業者が対象となるとのことです。地元再発見のほうで除外した事業者も、一般券

のほうでは登録をすると見込まれているのかどうか。 

  そして次の質問です、地域経済の下支えについて。お金をその地域に投入すれば地域

が良くなるという考えもありますが、実際には、かなりの金額を投資しても地域が潤わ

ないということがあります。それは、使われたお金がすぐに外部の企業や業者の手に渡

ってしまう場合です。それでは地域が潤わないわけです。少しでも長い時間、地域に止

まるようなお金の投資の仕方をすることが、地域経済を支えるためには重要と考えます。

地域振興という意味では、今まで島本町にウォーターという地域通貨があったと思いま

すが、それの効果検証はどのようにされていますか。 

  次に、昨年度のプレミアム商品券などでは、先ほどの質疑からもありましたけども、

答弁でも、７割、８割ほどが地元再発見から除外された大手スーパー等で消費されたと
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のことですね。今回、導入される商品券では、すべてが換金されれば１億 2,800万円が

島本町内に投入されることになりますが、これまでの実績からすると、その８割ほどが

そういう大手で使われたということですからね、その半分の一般券のほう、6,400 万円

の８割が――つまり、全体の４割程度になると思うんですけど――の 5,000 万円近くが、

先ほど申し述べたように地域に止まることなく外部の企業や業者に流れ出てしまうこと

になるのではないかと考えます。全体として、消費喚起にはなると思うんですよ。です

が、この部分においては、これでは地域の下支えや地域経済への寄与にはならないので

はないかと考えます。これが、島本町の地域の実情にきめ細やかに応じた取り組みと言

えるのかどうか、お尋ねします。次に１億 2,800 万円、お金として流通するものが、今

回の商品券のお金の流れについて、何割が使われて、町内事業者にどの程度下支え効果

があると見込んでいるのかをお尋ねします。 

  次に、教育費のほうの新型コロナウイルス対策消耗品についてです。消耗品をどのよ

うに使うかとか、何を買うかということについては他の議員の質疑であったので、省略

します。学校の集団感染予防について、お尋ねします、その部分は除外して。 

  マスクの着用状況というのは、小・中学校では今、どのようになっているのか。手洗

いの徹底指導などはどうされているのか。教室内の集団感染予防事業費、消耗品に関わ

って、机の配置とかはどうなっているのか。給食時の机の配置や配膳の工夫はどうして

いるのか。また平時の少人数授業とは別に、コロナ感染症対策として、空き教室を利用

した分割授業などは行っているのかどうか。また、していないのであれば理由は何でし

ょうか。それから、文科省の「学びの保障パッケージ」では、全国で教員加配を 3,100

人としていますが、追加配置は島本町で何人なのか、配置の予定はあるのか。小・中学

校では、多いところで１クラスの人数は何人ぐらいいるのかということを、確認として

お尋ねします……(「どこまでいくのか」と呼ぶ者あり)……。 

都市創造部長  商品券にかかります多数のご質問、頂戴いたしております。ちょっと順番、

テレコになるかもわかりませんが、ご了承いただきたいと思います。 

  まず、店舗数の見込みでございます。平成 27 年度のプレミアム商品券事業の際には、

138 店舗、ご登録をいただいており、昨年度の同事業では 93店舗の事業者がご登録いた

だいたところでございます。これらの実情を鑑みまして、今回におきましては大体 150

店舗程度の登録になるのではないかなと見込んでいるところでございます。 

  続きまして、換金の頻度でございます。10 日にいっぺん換金してまいりたいというふ

うに、今、調整をしているところでございます。具体的に申しますと、10 日までに換金

請求された場合は 20 日にお振り込みをさせていただく、20 日までに換金請求された場

合には月末 30 日にお振り込みをさせていただく等、そのような頻度で、サイクルで、事

業そのものを回していきたいというふうに考えております。 

  あと消費の効果的なところ、ホテル、アパレル業の業績等に関するご質問でございま
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すが、町内で、どの業種が如実に売り上げが落ちたか等々分析をするには、それだけで

相当の時間を要することと、あと確実な、どのようなデータをもって検証するとか、対

象業務の業種を絞るにあたりまして、漏れた業者に対しても、説明というのは行政とし

てはしていく必要がありますことから、今回では、前回、前々回で得ました消費行動で

得ましたデータといたしまして、スーパーに多くの消費が流れたという結果をもって、

地元再発見の券と一般で使える券と、２種類に分けさせていただいたところでございま

す。その地元再発見の分の券を、またさらにどの業種に使えるようにするかという分に

ついては、なかなか決めかねたと。検討はいたしましたけども、結果、今回、ご提案さ

せていただいた内容とさせていただいております。 

  次に一般券については、地元再発見の分の券に該当しなかった業者というのは、事業

者として登録されてくるであろうと見込んでいるところでございます。 

  続きまして、ウォーター､すでにある事業であります商工会がやっておりますウォータ

ーに関する事業の効果とか検証でございます。現在、ウォーターにつきましては、昨年

度だったと思うんですけど、約 50万円、ご利用があったと聞き及んでおりまして、事業

所についても、86軒のご利用できる事業所が登録されていると聞き及んでいるところで

ございます。また、一部の事業所におきましては、ウォーターを利用することによって､

別に特典をつけてやっておられる事業所もありますことから、今回の商品券についても

各事業所、それぞれの特色といいますか、これを契機にプラスアルファ、これは事業所

自身のご努力も必要になってきますけども、この券使えば何らかの特典があるよ、とい

うようなこともご検討いただいて、積極的にお客さんを呼び込んでいただけたらなとい

うふうに願っているところでございます。 

  続きまして、８割がスーパーに流れて、という部分でございます。その残り、議員か

らご紹介いただきました残りについては、約 7,680 万円になろうかと思います。その部

分については、地元の企業に流れるであろうというふうに思っております。一般券につ

いては、地元事業者を制限するものでありませんので、先ほども申しましたように、一

般券を使用した方に対して割り引きをされるとか、事業所オリジナルでいろんなことも

考えていただければなと思っているところでございます。この事業を契機に、各店舗、

大きいところも小さいところも含めて、どんどんＰＲしていただければなというふうに

思っております。あと、大型のスーパーについては、やはり利用される方がおられるの

も事実でございますことから、一定利用者の利便性にも考慮したというところで、大型

スーパー等での利用も可能とさせていただいたところでございます。 

  あと、今回の１億 2,800万のうち、どれぐらいの使用を見込まれているかというお尋

ねでございます。私どもといたしましては、できる限りすべての方が使い切っていただ

ければと考えているわけでございまして、全世帯分の予算を計上させていただいており

ます。効果といたしましては、全部使っていただければ１億 2,800万円、全額がそのま
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ま効果として現れるのではないかという認識でございます。 

  私からは、以上でございます。 

教育こども部長  教育委員会に対して、７点でございます。 

  まず、マスクの着用の状況でございますが、児童生徒にはマスクの着用を指導いたし

ております。ただし、体育の授業中、登下校時、熱中症のおそれがあるときはマスクを

外すように指導いたしまして、熱中症にならないように注意を呼びかけておるところで

ございます。 

  手洗いの徹底・指導ということでございます。手洗いについては、こまめに手洗いを

行うよう指導しておるようなことは当然でございます。具体的には、体育の後、また移

動教室から教室に戻る前、給食時など、こまめな声かけを教職員が行っております。ま

た、校舎に入る際は手洗いや手指の消毒剤を使うよう、指導も行っております。 

  また、教室内の机の配置でございます。できるだけ距離を開け、配置することに努め

ております。ただし、授業によっては机をつけて作業等行う必要があるために移動する、

そのような状況もございます。そして、給食時の机の配置、配膳の工夫でございます。

給食時は、全員同じ方向を向いて、机を離して喫食をしておるというのが現状でござい

ます。なお、給食開始当初は、主食を個包装にしたパンとするなどの工夫を行ってまい

りました。 

  次に、平時の少人数学級とは別に、コロナ対策として分散の授業は行っているのかと

いうことでございますが、現在、各学校では少人数の授業を実施しておりますが、現在

の教職員数では、さらに少人数授業を実施することが困難なため、コロナ対策としての

分割の授業は行っていないというのが現状でございます。 

  次に、文部科学省の「学びの保障パッケージ」の全国教員加配の 3,100 人で、島本町

に何人配置されるのかということでございますが、府からの正式な教員加配の通知はま

だございませんが、本町は教員加配として１名、配置がされるものと聞き及んでおりま

す。正式通知があり次第、速やかに配置できるようにしてまいりたいと考えております。 

  そして、小・中学校で多いところで１クラス何人かということでございますが、支援

学級の在籍児童生徒を合わせまして、一番多いのは第二中学校の１年生で 42 人のクラス

がございます。 

  以上でございます。 

中田議員  わかりました。事業者応援商品券事業について、ご説明はいただいたわけです

が、やはり７千万円だかは地域に投入されるけれども、残りのところは､全体の４割近く

は外部資本に流出してしまうことについては、否定はされなかったと思うんです。その

意味では、地域経済の下支えのことだったり、影響を受けた対象業種という意味では、

私は、地元再発見のほうはいいと思うんですけども、その一般券のほうについては商品

券という形で全体にばらまくのではなくて、経済的影響を強く受けた対象業種を絞って、
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商品券ではなく現金給付すべきであったと考えますが、いかがでしょうか。 

  それから、事業者要件として、今回の商品券対象事業者として、「新しい生活様式」

を実践する事業者というふうにすることですが、実際には、それが実践、コロナ対策で

すよね、「新しい生活様式」を実践しているかどうかというのは、どのように確認をす

るのでしょうか。具体的な取り組みの要件は設けないという説明を受けているんですが、

感染症対策をしっかり行っていただくことは、もちろん、されると思うんですけども、

それは重要なことで、大阪府は感染防止ステッカーを配布する際に行っているように、

各業界団体等が専門家の知識を踏まえて作成した「感染拡大予防ガイドライン」を遵守

することなどを要件に入れたほうがいいのではないか、ということをお尋ねします。 

  それから、教育のほうですね。集団感染予防の対策のことですけれども、１クラス 42

人が一番多いところであるということで、40 人、30人ということがクラスの中で、換気

とか消毒とか、マスクということ、配置とか、いろいろ工夫はされていると思うんです

が、１クラスの中にそれだけの人数が、最大では 42人が入っているということです。集

団感染予防というのであれば、子ども達のソーシャルディスタンスを確保するために、

分割授業等ができるように、町独自で追加の教員加配の予算を取ってはいかがかなと思

うんですが、この点、いかがでしょうか。 

  それから、新型コロナウイルス感染の不安で登校しない児童生徒が島本町にもいると

聞いています。その対応について、文部科学省は出席停止扱いも可能としているそうで

すが、本町ではどのように対応されていますか。他市事例では、新型コロナ感染の不安

がある場合は自宅学習を選べる選択登校制を導入しているところもあります。これは、

対象の子どもがいるクラスに限り、授業の様子を撮影し、スカイプでライブ配信などを

していると。そこの自治体に確認したところ、特別な予算措置はなく、学校にもともと

あったインターネット環境とタブレットで対応したとのことでした。この事例について

は認識していますか。 

  こういった選択登校のような制度で、自宅での学習の厚みを確保することは、感染症

リスクが高く、社会全体の不安感が強い状況の中で、単に安心して学習できる環境を整

えて、子ども達の学びを保障するだけでなく、当事者が感染症にさらされるリスクを下

げるうえに、これにより自宅学習を選択する児童生徒が増えれば、学校でのソーシャル

ディスタンスも確保され、全体として集団感染予防に繋がると考えます。また大阪府で

は、感染の第２波、すでに第２波は来ているような感じもしますけど、第３波が起こっ

ても、原則として一斉休校を求めず、分散登校とオンライン授業を組み合わせて対応す

る方針とのことですが、これの備えにもなるのではないかと考えます。この点、どう認

識されているか､お伺いします。 

村上議長  補正予算の中身について、質疑してもらえますか。 

中田議員  はい、わかりました。以上、お願いします。 
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都市創造部長  まず、商品券事業に関します「新しい生活様式」の確認の方法等について

のご質問でございます。 

  町からは、現時点においては具体的な要件は求めずに、確認はしないことといたして

おりますが、３密対策や従業員のマスクの着用でありますとか、アルコール消毒液の設

置、店内の換気などを実践していただくことを、一定、事業者としての登録の条件とし

ようと考えているところでございまして、申請書にも、その旨を誓約させていただく予

定といたしております。また、店舗登録していただきました事業者には、「新しい生活

様式実施店」というような旨を記載するステッカー、貼っていただこうと考えているこ

とでございます。実際、訪れたお客さんに、具体的にどういう対策してますかと訊かれ

たときには、店舗が責任持って答えられるような対策、していただきたいというふうに

考えておるところでございます。 

  あと現金給付、事業所に対する現金の支援策についてのお尋ねでございます。事業者

支援については、５月の補正予算で計上させていただきました中小企業等緊急支援金が

ございまして、今後については、一定、期間を延長することも実は検討しているところ

でございます。今回につきましては、コロナ対策を実施しながらも経済を立て直してい

かなければいけないとの思いから、事業者支援と消費喚起という二つの両輪を同時に考

えていく施策として、当該事業の実施を企画、予定させていただいたところでございま

す。大型スーパーやコンビニ以外でしか利用できない券というのも､ご用意させていただ

いておりますことから、個店なども、それぞれの事業所におかれましても、一定枠組み

としては、そういうお金が回っていく仕組みになっているのではないかというふうに認

識いたしております。これを契機に、事業所の皆様におかれましても、コロナ対策をし

っかりと行っていただいたうえで、各店、お店の魅力を十二分に発揮していただければ

と思っているところでございます。 

  私からは、以上でございます。 

教育こども部長  それでは、４点の再質問でございます。 

  まず、１点目が、分割授業ができるように、町独自で追加の教員の加配の予算を取っ

てはどうかということでございますが、府の「学校・園における新型コロナウイルス感

染症対策マニュアル」に従い、本町では学校再開を現在行っております。児童生徒の間

隔は１ｍを目安に､学級内で最大限の間隔を取るように座席配置を行うように、また座席

の間隔に一律にこだわるのではなくて、頻繁に換気を行うなどの対応を組み合わせるこ

とによって、感染予防に努めるよう指示がされております。これに従い、現在は教室内

の座席をできる限り離し、換気を行うことにより、感染拡大防止に努めており、町独自

の加配教員の予定は現時点ではございません。 

  ２点目は、新型コロナウイルス感染への不安で登校されない方について、文部科学省

は出席停止扱いとされておると。本町の取り扱いということでございますが、本町では
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新型コロナウイルス感染への不安で登校しない児童生徒につきましては、国の通達どお

り、出席停止扱いといたしております。なお、出席していない児童生徒に対しましては、

個別に家庭訪問を行い、個に応じた指導を行っておるところでございます。また、オン

ラインでその家庭と学校で繋ぎ、児童生徒の安心に繋がるよう努める予定でございます。 

  また、他市で選択登校制を導入している、これらの事例ということでございますが、

近隣では寝屋川市の事例で、この選択登校制を実施されているというのは認識をしてお

ります。本町におきましては、現在、授業をオンタイムで配信する予定はございません。

登校しない児童生徒につきましては、家庭訪問や、オンラインでその児童生徒と繋がっ

て不安感を払拭して、先ほど申しました個に応じた課題を設定して、その子どもにあっ

た支援を行っていきたいと考えております。 

  次に、大阪府で第２波・第３波が起こったときの、分散登校とオンラインを組み合わ

せて対応するとの方針、この点の認識ということでございますが、各校におきましては、

府のマニュアルに従いまして感染拡大防止の対策を講じておりますが、また児童生徒に

も感染予防の授業を行い、コロナウイルスに対する正しい知識を持って、自ら判断し、

行動できるよう指導しております。また、第２波・第３波が起こったときには、府の方

針に従い分散登校及びオンラインの活用が必要であるという認識に立っておりますの

で、各校には試行で、オンラインで会議・集会等を行うよう指示し、実施しているとこ

ろでございます。 

  以上でございます。 

中田議員  わかりました。事業者応援商品券のほうですけども、これだけの額を投入する

のですから、事業が大変だったところにどれだけの救済効果があったのかということ、

資本の流出だったりとか、地域経済の下支え効果などを、事後検証というのを、しっか

り今後に備えて行っていただきたいということを強く求めるものです。この点も、見解

を伺いたいと思います。 

  それと、教育のコロナウイルス対策のほうですが、わかりました。この点、質問しよ

うと思っていたのですが、意見に止めます。この点は、府のマニュアルに従って感染拡

大防止対策を講じていたりとか、府の方針に従って行われているということですが、感

染予防に関しては、マニュアルや方針以上のことをしてはいけない、ということはない

と思いますので、この点、２波・３波に備えて、今後ということですが、今の対応を求

めている方もおられると思います。今は感染症拡大とか……。 

村上議長  質問してください。 

中田議員  これは意見として止めます。なので、質疑は先ほどしました。その点、今後、

今の対応もぜひやっていただきたいなということを意見として求めます。 

  以上です。 

都市創造部長  事業者応援商品券についての再度のお尋ねでございます。事業検証につい
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ては、しっかりと行ってまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

村上議長  この際、暫時休憩いたします。 

(午前 11 時 57 分～午後１時 00分まで休憩) 

村上議長  休憩前に引き続き､会議を開きます。 

  ほかに質疑ありませんか。 

福嶋議員  商品券事業について、お訊きします。事業者応援商品券事業は、町内業者への

支援として、地域での消費を喚起し地域経済を下支えするため、商品券を全世帯に配布

されるとのことです。この事業は、感染症拡大防止のため行動自粛による店舗の売り上

げ低下などを考えると、今すぐにでも実施していただきたい事業ですが、金券の使用開

始は 10 月からの予定と、２ヵ月以上後になっております。また、金券の配布は９月末頃

で、期間としては１ヵ月程度かかるとのことです。 

  一つ目の質問として、使用開始が 10月からとのことに対して、それ以上前倒しができ

ないのか､日程を追ってお教えください。二つ目に、できるだけ早く金券を使っていただ

くことで、所期の目的がより早く実現できると思うのですが、できるだけ早く使ってい

ただく工夫というものはされるのでしょうか。 

  三つ目の質問として、多くの他市町村が行っている、総枠を決め、ある程度の金額で

金券を購入いただく方法と違い、島本町の金券の購入費用０円で、４千円の金券を全住

民に配られる。プレミアム率無限大という事業に、何点か課題があると思います。金券

を購入する場合は、内容が良ければ全数売り切れ、ほぼ確実に消費される。金券が配ら

れた場合は、消費量が最大量より少ない金額にしかなり得ない。これを言い換えると、

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が 100％活用されない、ということ

になります。また金券を購入する場合、個人で幾らかの費用負担をすることによりレバ

リッジがきき、地域消費金額が大きくできるメリットが出てくるのです。金券配布とさ

れたメリット・デメリットに対する考え方をお教えください。 

都市創造部長  商品券にかかりますご質問でございます。 

  まず、商品券、利用可能となる時期の前倒し等についてのご質問でございます。私ど

もといたしましても、できるだけ速やかに、早急に、当該事業を実施してまいりたいと

考えておりますが、今回、補正予算ご可決賜った後に、各事業所募集の商工会との契約

でありますとか、商品券等の印刷とか、そのような段取りに入っていくわけでございま

す。可能となる準備については、先ほど別の議員のご質問にもご答弁させていただきま

したとおり、郵便局をはじめ詳細な協議というのはすでにスタートはさせていただいて

おりますが、やはり予算を伴う部分については、ご可決賜った後、速やかに実施してい

く中で、今回、議員からもご紹介いただきましたとおり、10 月中には皆さんに確実に商

品券をお届けするというスケジュールが、現在のところ、今、目一杯ではございますが、
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再度改めまして、どこかでそういう時間的なもの、短縮できないかという分については、

改めて検討してまいりたいと考えております。 

  あと、消費喚起と事業所支援を大きな目標として、当該事業を実施させていただくわ

けではございますが、できるだけ早く使っていただくような取り組みについてでござい

ます。消費喚起については、やはり、ご利用していただきます利用者様の利便性という

のも一定影響してくるのかなというふうに考えているところでございまして、議員ご指

摘いただきましたように､早く市中にお金を回していくという取り組みも大事ですし、確

実に､今回、配らせていただきました商品券を使っていただくという取り組みも必要では

ないかというところで、一定、今回、当初は１月末までかなというてたのを２月末まで

の使用期限の、現段階では予定ではございますが、事業所の皆さんも､今回のこの商品券

の事業を一つの起爆剤として、より魅力ある店舗、魅力ある事業所となるべく、いろん

な手立て等も考えていただけたらという思いもありますことから、一定、商品券につき

ましては、10 月中にお手元に届いてから現時点におきましては２月までの使用期限で、

制度設計、進めさせていただきたいと考えております。 

  あと、金券購入方式についてのご質問でございます。議員おっしゃいますとおり、個

人負担プラスプレミアム分で、市場に流れるお金というのは、総枠では､場合によっては

何倍にもなる場合も考えられるとは思いますけども、やはり一定、住民の皆さん、それ

ぞれがご負担を伴うというところで、券の購入をためらわれたりとか、今、このコロナ

禍の影響で個人の所得、何らかの影響、やっぱり少なからずあるケース、多いと思いま

す。その中で、やはりまた新たにご自分のお金を使って券を買っていただくというとこ

ろには、一定、私どももそういう方式も検討はいたしましたが、今回については券購入

のときに３密を避けられるのかとか、事務的な時間が今まで以上にかかることも想定さ

れますことから、今回は購入方式ではなくて、一律配布方式を取らせていただいたとこ

ろでございます。ご理解賜りたく存じます。 

  以上でございます。 

福嶋議員  ご答弁、ありがとうございます。今のお話ですと、配布は９月末頃から始まっ

て１ヵ月、10月中にはという形だと思うんですけどね。受け取ったほうからすると、あ

れがまだ来うへんねん、もう使う機会やねんけど、あと２ヵ月しかないねん、３ヵ月し

かないねん、みたいな話になりかねないんですね。実際に早く配って欲しいというのは

何にも変わらないんですけども、配り終わってからの使用期間にするというところの、

みんなの不満感をなくすというやり方もあるだろうし、あるいは頑張って９月中に配り

きってしまうよということもあるだろうし、その辺が何か中途半端なような気がするん

ですね。 

  なので、例えば今回、マスクも国から来るの一番最後の最後やった、来うへん、来う

へんいうて、みんな言うてる中でね、ああいうようなことにまたなるん違うかなという
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ところで、やはりＴＰＯ、大事だと思うんです。その中で、誰もが不満感抱かんように、

ちゃんと情報開示しながら、１ヵ月かかるんだったら１ヵ月かかるとか、はっきりして

おかないと、ちょっとややこしいのかなというふうに思いますけども、いかがお考えで

しょうか。 

都市創造部長  議員おっしゃいますとおり、一律に、一斉に、全世帯同時に券が届いて、

さあ使おう、という期限を迎えてから使われるというのが、本来、先に使える、後に使

うという部分の不公平感をなくすためには、そのような取り組みというのも一つ必要か

もわかりません。今、どのようなスピード、どのようなスケジュールでできるかという

のは､改めてスケジュールそのものについては、再度、委託予定先との協議の中で精査す

る中で、ご指摘いただきました､その辺の不公平感をなくすような取り組みの方策につい

ても、ちょっと今時点でどうこうというのはなかなかお答えするのは困難ではございま

すが、そういうご意見いただきましたことを踏まえて検討してまいりたいと考えます。 

  以上でございます。 

塚田議員  それでは、まず家庭学習等環境整備支援事業について、お尋ねをします。 

  ９月からの実施の予算があがってきてまして、これによって、家庭にインターネット

環境がない児童生徒というものがいなくなるということでされることになるかと思うん

ですが、９月以降、通信環境が整備された中で、どういった家庭学習支援に活用されて

いくのかというのを教えていただきたいのと、あと、国で技術的なサポートとして、Ｉ

ＣＴ支援員の配置のための予算というのがあるかと思うんですが、これは今後も活用さ

れる予定があるかないかということ、２点、お尋ねします。 

教育こども部長  予算要求をさせていただいて、今回、あげさせていただいているのが９

月からの７ヵ月分ということで、あげさせていただいております。家庭環境にインター

ネット環境が整えば、当然、双方向でやることもできますし、こちらから課題を与えて

対応するということもできますので、６月議会でもお答えをさせていただきましたよう

に、オンラインのやりとり、そしてオンデマンド方式、ユーチューブ等であげているも

のを、その生徒の必要な時間に見ていただくというようなやりとりの中で、対応ができ

るのかなというように考えております。 

  もう一個、ＩＣＴ支援員の活用でございますが、タブレットの整備内容については国

の仕様等をもとに本町で作成したため、導入にあたっては、活用は今現在は予定してお

りません。また、今後、導入後活用方法については、保守契約をしている業者やタブレ

ットの端末を納品している業者に研修を行っていただくということを予定しております

ので、現在は活用を予定しておりません。今後もタブレットの授業での活用やオンライ

ンでの活用などにつきましては教職員が行うことになるため、現場の意見を十分聞きな

がら対応してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 
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塚田議員  わかりました。ＩＣＴ支援員さんなんですけど、現場で授業とかオンラインの

活用をされるというのは、最終、教職員の方になるかと思うんですが、今年度は夏休み

とかも短縮になって、非常に負担が増えている中で、その職員さんの負担がもし減らせ

られるようであれば、積極的に今後活用していくことも検討していただきたいなという

ふうに考えてます。 

  続きまして、島本町事業者応援商品券事業についてお尋ねをしますが、先ほどから多

数の議員が質疑されてますので、ちょっと気になった点で言うと、８割ぐらいがスーパ

ーで、これまでの商品券の使われ方をしているというご答弁あったかと思うんですが、

残りの２割ぐらいがどういった使われ方をしているかというか、８割がスーパーで使え

なくなったことによって、広く、まんべんなく、商品券使われるようになるのか。それ

とも、残りの２割の中でも、ある程度偏って使われているようなものであれば、８割の

スーパーとかを制限したとしても、やっぱり偏ってしまうんじゃないかなということが

気になったので、その辺、どうお考えになっているのかなというのを、ちょっとお聞か

せいただきたいと。 

  もう一つが、中田議員でしたかね、質問されてた、「新しい生活様式」を実践する事

業者に関しては、誓約書みたいなものを書いていただいて、取り組んでますということ

を申告していただくということでしたが、やはり、この事業をやるにあたって、取り組

んでいる誓約書があるんで大丈夫ですというよりかは、どういった取り組みをされてい

るかということぐらいは把握するようにしておいたほうが、「行ってみたけど何もやっ

てなかったで」となったときに、「いや、誓約書あります」というよりかは、もう少し

詳しく把握できておいたほうがいいんじゃないかなというふうに思ってます。これ、意

見です。 

都市創造部長  商品券に関するお問い合わせでございます。 

  まず、８割の部分でございます。前回の、昨年度のプレミアム商品券事業につきまし

ては、約 82％が大型のスーパー等店舗であって、残りについては、結構分散して、ご利

用をいただいております。 

  なお、今回の事業につきましては、大型 500 ㎡以上の店舗と、そこにコンビニエンス

ストアというのを加えさせていただいて、大型店舗とコンビニエンスストアで使えない

券というようなのをご用意させていただいておりますので、少なくとも、その半分は大

型店舗とコンビニエンスストア以外で消費が進むという認識で、制度を設計させていた

だいております。 

  あと、「新しい生活様式」についてのお問い合わせでございます。今回の分について

は、今現在のところ、町は具体的な要件は認める予定はいたしておりませんが、一定、

その生活様式については広く､いろんなところで情報として出ております。議員からご指

摘いただきました分については、例えば誓約書の中で、どういうことを取り組む予定で
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あるかとかいうチェック項目を作って、そこにチェックしていただいたうえでの誓約で

あるとか、ちょっとまだ具体にどのような形でそこの部分を確立していくかというのは

決まってはおりません。ただ、何せ業種や、その事業所の立地の条件、窓を開けられる

状況にあるのかないのかとか、そういうところで対応にも左右される部分がありますの

で、強く町として指導等というのは、なかなかするのは困難ではないかなということを

想定しておりますので、その部分については、可能な範囲で町としても､どこまでできる

かについては検討してまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

塚田議員  ありがとうございます。スーパーとコンビニ以外で使えるようにしているとい

う商品券のほうですね、されているということでしたが、ここから先の使われ方という

のは、まんべんなくというようなご答弁もあったかと思うんですけど、残りの２割のこ

の前の使われ方ですね、まんべんなくということやったと思うんですけど、そこから先

は各店舗の工夫とかによって、使ってもらう機会を増やすというのは、一つ努力という

か、工夫されなあかんところかと思うんですが、町としても広く使っていただくような

取り組みというのは検討されているんですかね。 

都市創造部長  登録いただきました店舗については、等しく商品券発送時にリストを入れ

させていただくとか、ホームページでありますとか、事業所募集をお願いする予定の商

工会での取り組みというのも予定はさせていただいております。プラスアルファで、町

が直接できるかどうかはまだちょっと検討する余地はあるんですけれども、この商品券

を使うことによって、プラスアルファの何らかのサービス、努力をされる店舗さんの情

報については何らかの形で、ほんとに頑張っておられるんで、みたいな意味合いも込め

て、ご紹介とかできればなというふうには思っております。 

  以上でございます。 

伊集院議員  種々、質問出たので、ちょっと２点だけ、大枠になりますが、第１号、第２

号、今回、第４号補正ですね。財政調整基金の分が 8,552 万２千円の減額になってます。

今までの第４号になるまでに、第３号で約１億なんぼか、補正でも減額されてますけど、

トータル的に財政調整基金の繰入金というのは現時点でなんぼぐらいになるのか。もし、

おわかりであれば、全基金が、この減額が増えましたので、トータル的にどれぐらいに

なるのか。財調に限らず全体の数字が出せるようでしたら、お示しください。 

  それともう１点は、ほんとに今回、新型コロナウイルスに関わる関係で備品、消耗品

の種々購入等していただいておりますけども、備品・消耗品、国のほうも補助出しても

らっている間に、本町としてはできるものは全部購入してもらわなければならないと思

っております。ということで、今回、出ている予算において、これから先、それ以外は

もう出てこないという解釈していいのか。あと全庁舎に、すべて関係してくるものをあ

げてくださいという指導をされているのか。おそらく国もこれだけ補助金や交付金出し
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てるということは、来年、再来年となると、財政的に苦しくなるという部分で、本町と

しても、その流れを見ておかなければならないので、今年度で購入できるものはしてい

く。トータル的な状況をお伺いします。 

財政課長  基金の動向についてでございます。令和２年度の当初予算におきましては、各

種基金の取り崩し額を約９億２千万円計上いたしまして、予算のほう組み立てておりま

す。このうち、財政調整基金につきましては４億２千万円の取り崩しを予定しておりま

したが、現在、審議いただいております第４号補正のほうが可決されますと、取り崩し

額が約２億２千万円になる予定でございますので、約２億円の財政的な負担が圧縮され

たという状況でございます。これらにつきましては、予定のほう、財源のほうは確保で

きているという状況ではございますが、本町の財政状況につきましては、これまで同様

厳しい状況が続いてまいりますので、引き続き歳出等の削減に努めてまいりたいという

ふうに考えております。 

  また、今後なんですけど、国のほうで第３次の補正予算が計上される予定であるとは

聞いてはおるんですけれども、この予算の確保につきまして、新たに財源がつくのか、

あるいは１次・２次の補正の各市町村からの全額使われなかったところの費用を集めて、

それを再配分するのかというところが､まだまだ、ちょっと見えないところがございます

ので、これらの状況が確認できましたら、また本町におきましても､今後、必要な用品で

あるとか消耗品等につきまして、各関係機関と調整しながら予算を計上してまいりたい

というふうに考えております。 

  以上でございます。 

村上議長  ほかに質疑ありませんか。 

(「なし」と呼ぶ者あり) 

村上議長  ないようでございますので、質疑を終結いたします。 

  これより、討論を行います。 

  まず、本案に反対の方の発言を求めます。 

(「なし」と呼ぶ者あり) 

村上議長  次に、本案に賛成の方の発言を求めます。 

戸田議員  第 93号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第４号）に、賛成の立場か

ら人びとの新しい歩みを代表して討論を行います。 

  まず初めに、人権文化センターにおいて、施設消毒業務を障害者優先調達により福祉

事業所に委託されると認識しております。このことを評価したいと思います。また、ス

リッパ使用の廃止とスリッパ殺菌ディスペンサーの導入、各啓発事業の動画配信につい

ても、大変先駆的な取り組みとして評価します。啓発事業の動画配信については、すで

に実績もおありで、ビデオカメラ一式の購入は妥当､今後の事業展開に期待します。 

  なお、私は学校教育の現場にもスリッパ殺菌ディスペンサーを導入し、これは来客用
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とし、基本、関係者は上履き持参とするのが望ましいと考えております。保健衛生上、

必要なことかと考えておりますので、この点は検討課題として認識しておいてください。 

  新型コロナウイルス感染症対策消耗品についてです。厚生労働省も述べているように、

石けんと流水による手洗いを行うことが最も重要であるとしても、現状では、公共施設

におけるアルコール消毒液の設置は必須となっており、災害等、水が使えない状況に備

えるためにも、各課において消毒液等の確保が必要不可欠であると考え、認めるもので

す。一方、質疑でも述べましたように、次亜塩素酸ナトリウムについては、本来、取り

扱いには注意が必要なものです。保存中に自然分解するため長期保管は避けるべきで、

実は備蓄には向かない。水溶液は、低い濃度でも水生生物に毒性を示すため、廃棄する

場合は必ず有効塩素を中和して廃棄すべき。人がいる空間に噴霧してはいけないなど、

様々な注意喚起がネット上にあげられています。現在、アルコール消毒液も流通し始め

ていると思われ、必要最少減の購入と使用に努め、使用する場合は注意喚起を怠らない

ようにしてください。 

  空気清浄機については、換気を補完する目的で使用するものであり、窓を閉めて空気

清浄機だけを使用しても十分な効果は得られないことに留意するよう、厚生労働省は述

べています。新型コロナウイルス感染症の主な感染経路は、接触感染、飛沫感染と言わ

れていますが、換気が不十分な空間において、空気中のウイルス濃度が高くなる傾向が

あること、密閉・密集・密接が重ならない環境を維持することが重要とされ、補完的な

作用は期待できると思われます。もとより職員の働く環境の改善には効果があり、導入

については評価しております。私としても求めていたことです。 

  常備消防費、救急隊員感染予防対策はすべて必要、妥当なものと認めます。質疑では

述べませんでしたが、救急救命に従事しておられる消防職員は、常に新型コロナウイル

ス感染症対策の最前線におられます。職務の特殊性から、職員の代替性がないに等しく、

職員間の感染を避けるための措置、執務室、特に仮眠室の環境改善の優先度は極めて高

いものです。若手職員の意欲向上、働きやすさにも繋がると考え、この点におかれまし

ては､今後も常に配慮を怠らないようにしてください。 

  事業者応援商品券事業については、「地元再発見」と称して、地域で個人営業をされ

ているような登録業者などを応援できる制度設計になっている点を評価しています。地

域のお店は地域の資源であることを、このコロナ禍の中で再認識した方は少なくありま

せん。高齢化社会における地元のお店は、福祉的資源でもあります。人と人が出会う場

としての地域商店に、住民が自ら育てていけるような事業となるよう、情報発信に努め

てください。 

  なお、効果については検証が重要であること、質疑でも述べたように、検証が不可欠

であることを述べておきます。 

  教育振興費、在宅オンライン学習に必要な教育環境の整備について。自宅にオンライ
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ン環境がない児童生徒を支援するため、月額 3,300 円、工事費・撤去費・契約解除金無

料という大変有利な条件、安価なプランの存在が明らかになったとのことです。当初の

計画とは若干異なる内容になっていますが、対象家庭にとっても、学校の現場にとって

も、よりよい条件で利便性も高まり、妥当であると判断しています。各世帯の個々の契

約と、島本町と法人間の契約が､それぞれに公正かつ適正に行われるよう求めておきま

す。 

  質疑では述べることができませんでしたが、戸籍住民票等のオンライン申請について

は、セキュリティ等の課題は常にあるかと思いますが、住民票等のコンビニ交付を見送

られた判断とともに、このたびの導入については必要なものと認めるものです。 

  以上をもって、賛成の討論といたします。 

村上議長  反対の討論の方がないようでありますので、引き続き、本案に賛成の方の発言

を求めます。 

河野議員  2020 年度島本町一般会計補正予算（第４号）に対しまして、日本共産党・河野

恵子より賛成の討論を行います。 

  全般的に、新型コロナウイルス感染症対策の消耗品費、備品購入費、委託料等につい

ては、全般的に必要なもの、妥当なものと認めるものです。 

  ただ、質疑をさせていただいた中で、教育費の小・中学校費の中で、消耗品費や備品

購入費に止まっているものについての消毒業務ということについて問いましたが、執行

部、教育こども部の答弁によると、現場からのそういった要望はあがってきていない、

やれるということなんですが、例えば人権文化センターのスリッパの消毒などの機器の

ことを考えますと、そういったものがないと、現場の仕事に影響が大きく及ぶというふ

うに判断されている現場との状況を鑑みますと、執行部の答弁は正確に現場の実態を表

しているとは言いがたいというふうに、私は認識しております。 

その点では、今後、この消毒薬・対策備品に止まって、本当に学校再開に対応できる

のか及び、今回、資料請求がありました。各学校長が出されている町立学校・園におけ

る教育活動の再開等について、様々な消毒対策について、校長名で発出されております

が、この対応で、はたして保護者や子ども達が安心して日々の学校教育、教育活動を受

けることができているのかということについては、引き続き、調査や注視が必要だと思

っております。 

  また、デジタル教材の購入については、今回の児童生徒用貸与用ルーター、通信料に

ついても、保護者負担を求めないということでは安堵をしております。しかしながら、

この内容については、引き続き子ども達の学習を効果的に行ううえでのメリット、一方

での子ども達の健康への影響、教育効果の程度について、まだまだ多くの問題点も指摘

されております。また教職員に対する負担等も含めて、今後の運用や活用については、

教員の判断の尊重とともに、引き続き保護者負担の軽減を求めるものです。 
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  また、それ以前に、本来であれば、こういったコロナウイルス感染症対策の一番の効

果策としては少人数学級だというふうに考えております。これについては、今後、島本

町議会でも国や府に声をあげていける、そういったふうにやっていきたいと一議員とし

ては思っておりますが、７月３日付けに、すでに全国知事会――大阪府の吉村知事も入

っております、町村長会、市長会から、現在の小・中学校の 40 人学級では新型コロナウ

イルスの感染予防はできない、少人数学級の実現を求める緊急提言を文部科学大臣に出

されたということが新聞報道でも明らかになっております。この中で、公立小・中学校

の普通教室の平均面積は 64㎡であり、現在の 40 人学級では感染症予防のために児童生

徒間の十分な距離を確保することが困難と、明確に指摘されています。少人数学級の実

現へ、教員の確保がぜひとも必要だと、全国知事会が、また町村長会が求めておられる。 

  この現実のことを踏まえますと、この議場で先ほども答弁がありましたが、最大 42

人の生徒さんを有するクラスで、１ｍ以上の距離を開けるということはほぼ不可能だと

いうことは、計算すれば、議員としてわかることだと思いますし、本来の意味での感染

症対策がまだまだ不十分であり、その点については､現場や保護者や子ども達の負担に負

うているということを認めざるを得ません。その点も含めまして、今後、適切な措置を

講じられるよう強く求めるものです。 

  最後に、税務総務費及び戸籍住民基本台帳費ですね。事務費委託料オンライン手続構

築業務においては、一定、利便性ということで、このような措置を講じられますが、マ

イナンバーのカードの普及や促進に資するものだというふうに思っておりますが、この

点で今後、やはり戸籍情報や税情報、そういったものがマイナンバーと結びついて漏れ

ていく、そういった個人情報が漏洩した場合のリスクについては、引き続き付きまとう

ものではないかということを考えております。また、この費用対効果においても、マイ

ナンバーを用いたオンラインサービスの必要が、果たして費用対効果として今後発揮さ

れるのか。マイナンバーカードの普及率の低さを含めて、効果検証も必要だというふう

に思っております。 

  その点も強く申し述べまして、全般的には賛成の討論といたします。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

伊集院議員  第 93号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第４号）に対しまして、

自由民主クラブを代表いたし討論を行います。 

  今回、第４号においては２億 908万９千円を追加され、歳入歳出総額 169億 5,694万

１千円となる予算となっております。歳入におきましては国の国庫補助金ですね、そこ

に関わり、トータル的には２億 8,413 万５千円ですね。また府支出金としまして、1,047

万５千円を追加されております。 

  その中におきましても、今回の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金、

これは目的としては、やっぱり我々地方自治体が実情に応じてきめ細やかな必要な事業
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が実施できるように、国からの限度額として示されております。この第４号補正におき

ましては２億 4,684万９千円、第２号の補正の際の部分を合わせますと、トータル的に

３億 4,795万９千円と、ちょっと柔軟性があるような交付金ですね、上限枠が示されて

おります。 

  こういったものを活用しながら、本町としましても、今回のこの補正予算においては

トータル的に備品・消耗品、新型コロナ対策に関わってのものが多く、委託料も入って

おります。現在のこの備品・消耗品、それぞれ部署で急いでいろいろと選択していただ

いたと思います。できるだけ漏れなく、先ほどの答弁の中にも、国の第３号補正がある

かないかと、あるんではないかという情報もありますが、現時点で出せるものはたくさ

ん出していただかなければならないと思っております。 

  そして、今まで財源不足ということを補うために財政調整基金、先ほどの答弁もあり

ましたように、もともと当初では財政調整基金のみ４億２千万の繰入を、今回､約２億２

千万の繰入になるということであります。しかしながら、この新型コロナウイルス、こ

れからはウイルスとの共存となってまいりますので、やはり、想定外のことというのも

先々出てくるかと思いますが、その点の危惧をされながら、詳細の備品・消耗品におい

ては事前に資料を皆様からいただいておりますので、１点のみにしておきます。 

  我々としても、前回の討論でも申しましたように、やはり島本町内の経済対策もして

いかなければならないということで、今回、島本町事業者応援商品券を出されておりま

す。今回、二つに分けられたということにおきましては、他の質疑においての答弁でも

一定理解します。約７割、約８割の方々が大型スーパーで活用される。その方々の思い

の部分と、そして地元の方々への支援となるように、２千円・２千円という工夫をされ

たのは、苦心された中だということは背景でわかります。本町としても、一般券におき

ましても、連結決算という形で税的には本町にも入ってくるところもあるでしょうから、

バックアップになるという部分において、この工夫においては一定の評価を持ちつつ、

またいろんな情報収集をしながら苦心していただきたいと思います。 

  個別でいろいろと、我々の会派議員も求めていることもあるかと思いますが、その辺

を調整しながらされていることのご努力を評価いたしまして、今回の第４号補正におい

ては賛成させていただきます。 

村上議長  続いて、本案に賛成の方の発言を求めます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ほかに討論ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ないようでございますので、討論を終結いたします。 

  これより、採決を行います。 

  第 93号議案は、原案のとおり可決することに賛成の方の起立を求めます。 
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（ 全 員 起 立 ） 

村上議長  起立全員であります。 

  よって、第 93号議案は、原案のとおり可決することに決しました。 

  以上で、７月臨時会議に提出されました議案は、全部議了いたしました。 

  お諮りいたします。 

  明日から次の定例日の前日までを、休会としたいと思います。 

  これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

村上議長  ご異議なしと認めます。 

  よって、明日から次の定例日の前日までを、休会とすることに決定いたしました。 

    これをもちまして、令和２年島本町議会７月臨時会議を閉じまして散会といたします。 

  次会は、９月３日午前 10時から会議を開きます。 

  本日は、大変ご苦労様でございました。 

 

 （午後１時３９分 散会） 
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本日の会議に付された事件は次のとおりである。 

 

第 ４ 号報告 損害賠償の額を定めること及び和解の専決処分について 

第９２号議案 動産の買入れについて 

第９３号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第４号） 
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 以上、会議の次第を記し、これを証するため、地方自治法第１２３条第２項の規定により署名

する。 

 

  令和２年７月１６日 

 

           島 本 町 議 会 議 長                      

 

           署名議員（６番） 

 

           署名議員（７番） 
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令和２年島本町議会７月臨時会議の結果は次のとおりである。 

事 件 番 号       件           名 結   果 

第 ４ 号 報 告 
損害賠償の額を定めること及び和解の専決処分に

ついて 

７ 月 １ ６ 日  

報 告 を 承 る 

第９２号議案 動産の買入れについて 
〃 

原 案 可 決 

第９３号議案 令和２年度島本町一般会計補正予算（第４号） 
〃 

原 案 可 決 
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